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はじめに

　令和 5年度税制改正においては、家計の資産を
貯蓄から投資へと積極的に振り向け、資産所得倍
増につなげるための非課税口座内の少額上場株式
等に係る配当所得及び譲渡所得等の非課税措置の
抜本的拡充及び恒久化並びに新たな産業の創出及
び育成を推進するための特定新規中小企業者がそ
の設立の際に発行した株式の取得に要した金額の
控除等の創設等を行うとともに、より公平で中立
的な税制の実現に向けた各対象会計年度の国際最
低課税額に対する法人税の創設及び相続時精算課
税制度等の見直しを行うほか、納税環境の整備、
租税特別措置の見直し等所要の措置を講ずること
とされ、関係法令の改正が行われました。
　このうち租税特別措置法等（所得税関係）の改
正（国際課税関係を除きます。）では、主に次の
ような改正が行われました。
①　家計の資産を貯蓄から投資へと積極的に振り
向け、資産所得倍増につなげるための非課税口
座内の少額上場株式等に係る配当所得及び譲渡
所得等の非課税措置の抜本的拡充及び恒久化並
びに新たな産業の創出及び育成を推進するため
の特定新規中小企業者がその設立の際に発行し
た株式の取得に要した金額の控除等の創設など
の金融・証券税制の改正
②　空き家に係る居住用財産の譲渡所得の3,000
万円特別控除の特例の改正などの土地・住宅税
制の改正
③　試験研究を行った場合の税額控除制度の改正

などの事業所得等に係る税制の改正
④　極めて高い水準の所得に対する負担の適正化
措置の導入などのその他の改正
　これらの改正を含む「所得税法等の一部を改正
する法律」は、去る令和 5年 3月28日に参議院本
会議で可決・成立し、同月31日に令和 5年法律第
3号として公布されています。また、関係政省令
等も、それぞれ次のとおり公布されています。
・　租税特別措置法施行令等の一部を改正する政
令（令 5 . 3 .31政令第145号）
・　東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律
の臨時特例に関する法律施行令の一部を改正す
る政令（令 5 . 3 .31政令第151号）
・　復興特別所得税に関する政令の一部を改正す
る政令（令 5 . 3 .31政令第152号）
・　租税特別措置法施行規則等の一部を改正する
省令（令 5 . 3 .31財務省令第19号）
・　東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律
の臨時特例に関する法律施行規則の一部を改正
する省令（令 5 . 3 .31財務省令第24号）
・　復興特別所得税に関する省令の一部を改正す
る省令（令 5 . 3 .31財務省令第25号）
・　租税特別措置法施行令第25条の13第15項の規
定に基づき内閣総理大臣が財務大臣と協議して
定める要件等を定める件の一部を改正する件
（令 5 . 3 .31内閣府告示第43号）
・　租税特別措置法施行規則第18条の15の 3 第33
項に規定する国税庁長官の定める基準を定める
件（令 5 . 3 .31国税庁告示第 5号）
・　租税特別措置法施行規則第18条の15の 3 第34

十二�　農業経営基盤強化準備金制度及び
農用地等を取得した場合の課税の特
例の改正������������� 230

十三�　肉用牛の売却による農業所得の課
税の特例の改正���������� 231

十四�　被災代替資産等の特別償却制度の
改正（改正後：被災代替船舶の特別
償却制度）������������ 232

第四　その他の改正���������� 234
一　特定の基準所得金額の課税の特例
（「極めて高い水準の所得に対する負担
の適正化措置」）の創設������� 234
二　給付金等の非課税等の改正����� 240
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項に規定する国税庁長官が定めるファイル形式
を定める件（令 5 . 3 .31国税庁告示第 6号）
・　租税特別措置法施行規則に規定する総務大臣
の行う市街地再開発事業用資産の買換え特例制
度に係る証明に関する手続を定める件の一部を
改正する件（令 5 . 3 .31総務省告示第168号）
・　地域経済牽引事業の促進による地域の成長発
展の基盤強化に関する法律第25条の規定に基づ
く地域の成長発展の基盤強化に特に資するもの
として主務大臣が定める基準等に関する告示の
一部を改正する件（令 5 . 3 .31総務省・財務省・
厚生労働省・農林水産省・経済産業省・国土交
通省・環境省告示第 1号）
・　租税特別措置法第12条の 2第 1項及び第45条
の 2第 1項の規定の適用を受ける機械及び装置
並びに器具及び備品を指定する件の一部を改正

する件（令 5 . 3 .31厚生労働省告示第166号）
・　租税特別措置法第11条第 1項及び第43条第 1
項の規定の適用を受ける船舶を指定する告示の
一部を改正する告示（令 5 . 3 .31国土交通省告
示第282号）
・　租税特別措置法第37条第 1項の表第 5号及び
第65条の 7第 1項の表第 5号の規定の適用を受
ける船舶を指定する告示の一部を改正する告示
（令 5 . 3 .31国土交通省告示第283号）
・　平成17年国土交通省告示第393号の一部を改
正する件（令 5 . 3 .31国土交通省告示第284号）
・　平成21年国土交通省告示第685号の一部を改
正する件（令 5 . 3 .31国土交通省告示第285号）
・　令和 2 年国土交通省告示第491号を廃止する
告示（令 5 . 3 .31国土交通省告示第286号）

第一　金融・証券税制の改正

一�　非課税口座内の少額上場株式等に係る配当所得及び�
譲渡所得等の非課税措置の改正

1 　改正前の制度の概要

　成長資金の供給を促しつつ、家計の安定的な資
産形成を促進する観点から、この非課税口座内の
少額上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等の
非課税措置が設けられています。この特例は
「NISA制度」と呼ばれるものです。

⑴　配当所得の非課税措置の内容
　金融商品取引業者等の営業所に非課税口座を
開設している居住者等が支払を受けるべき非課
税口座内上場株式等の配当等で次に掲げるもの
（その金融商品取引業者等が国内における支払
の取扱者で一定のものである配当等に限りま
す。）については、所得税を課さないこととさ
れています（旧措法 9の 8）。
①　その非課税口座に設けられた非課税管理勘
定に係る非課税口座内上場株式等の一定の配

当等で、その非課税管理勘定を設けた日から
同日の属する年の 1月 1日以後 5年を経過す
る日までの間に支払を受けるべきもの
②　その非課税口座に設けられた累積投資勘定
に係る非課税口座内上場株式等の一定の配当
等で、その累積投資勘定を設けた日から同日
の属する年の 1月 1日以後20年を経過する日
までの間に支払を受けるべきもの
③　その非課税口座に設けられた特定累積投資
勘定に係る非課税口座内上場株式等の一定の
配当等で、その特定累積投資勘定を設けた日
から同日の属する年の 1月 1日以後 5年を経
過する日までの間に支払を受けるべきもの
④　その非課税口座に設けられた特定非課税管
理勘定に係る非課税口座内上場株式等の一定
の配当等で、その特定非課税管理勘定を設け
た日から同日の属する年の 1月 1日以後 5年
を経過する日までの間に支払を受けるべきも
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の
（注）　上記の「非課税口座内上場株式等」とは、

次に掲げる上場株式等をいいます（旧措法37

の14①）。以下同じです。

①�　非課税上場株式等管理契約に基づきその

非課税口座に係る振替口座簿に記載若しく

は記録がされ、又はその非課税口座に保管

の委託がされている非課税管理勘定に係る

一定の上場株式等

②�　非課税累積投資契約に基づきその非課税

口座に係る振替口座簿に記載若しくは記録

がされ、又はその非課税口座に保管の委託

がされている累積投資勘定に係る一定の上

場株式等

③�　特定非課税累積投資契約に基づきその非

課税口座に係る振替口座簿に記載若しくは

記録がされ、又はその非課税口座に保管の

委託がされている特定累積投資勘定又は特

定非課税管理勘定に係る一定の上場株式等

⑵　譲渡所得等の非課税措置の内容
　金融商品取引業者等の営業所に非課税口座を
開設している居住者等が、非課税口座内上場株
式等の次に掲げる譲渡をした場合には、その譲
渡による事業所得、譲渡所得及び雑所得につい
ては、所得税を課さないこととされています
（旧措法37の14①）。
①　その非課税口座に非課税管理勘定を設けた
日から同日の属する年の 1月 1日以後 5年を
経過する日までの間に行う非課税上場株式等
管理契約に基づく譲渡
②　その非課税口座に累積投資勘定を設けた日
から同日の属する年の 1月 1日以後20年を経
過する日までの間に行う非課税累積投資契約
に基づく譲渡
③　その非課税口座に特定累積投資勘定を設け
た日から同日の属する年の 1月 1日以後 5年
を経過する日までの間に行う特定非課税累積
投資契約に基づく譲渡
④　その非課税口座に特定非課税管理勘定を設

けた日から同日の属する年の 1月 1日以後 5
年を経過する日までの間に行う特定非課税累
積投資契約に基づく譲渡
　一方、非課税上場株式等管理契約、非課税累
積投資契約又は特定非課税累積投資契約に基づ
く非課税口座内上場株式等の譲渡による収入金
額がその非課税口座内上場株式等の取得費及び
その譲渡に要した費用の額の合計額又はその譲
渡に係る必要経費に満たない場合におけるその
不足額（損失額）は、所得税に関する法令の規
定の適用については、ないものとみなすことと
されています（措法37の14②）。

⑶　非課税口座の意義
　「非課税口座」とは、居住者等（その年 1 月
1 日において18歳以上である者に限ります。）
が、上記⑴及び⑵の非課税措置等の適用を受け
るため、一定の手続に従い、金融商品取引業者
等の営業所の長に非課税口座開設届出書の提出
をして、その金融商品取引業者等との間で締結
した次に掲げる契約に基づきそれぞれ次に定め
る期間内に開設された上場株式等の振替口座簿
への記載若しくは記録又は保管の委託（以下
「振替記載等」といいます。）に係る口座（その
口座において非課税上場株式等管理契約、非課
税累積投資契約及び特定非課税累積投資契約に
基づく取引以外の取引に関する事項を扱わない
ものに限ります。）をいいます（旧措法37の14
⑤一）。
①　非課税上場株式等管理契約��平成26年 1
月 1 日から令和 5年12月31日までの期間

②　非課税累積投資契約��平成30年 1 月 1 日
から令和24年12月31日までの期間

③　特定非課税累積投資契約��令和 6年 1月
1日から令和10年12月31日までの期間

⑷　非課税上場株式等管理契約の意義
　「非課税上場株式等管理契約」とは、上記⑴
①及び⑵①の非課税措置等の適用を受けるため
に居住者等が金融商品取引業者等と締結した上
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場株式等の振替記載等に係る契約で、その契約
書において、上場株式等の振替記載等はその振
替記載等に係る口座に設けられた非課税管理勘
定において行うことその他の事項が定められて
いるものをいいます（旧措法37の14⑤二、旧措
令25の13⑥～⑫、措規18の15の 3 ③～⑤）。ま
た、この契約に係るNISAは「一般NISA」と
呼ばれています。
（注）　上記の「非課税管理勘定」とは、非課税上

場株式等管理契約に基づき振替記載等がされ

る上場株式等につきその振替記載等に関する

記録を他の取引に関する記録と区分して行う

ための勘定で、平成26年 1 月 1 日から令和 5

年12月31日までの期間内の各年（累積投資勘

定が設けられる年を除きます。）においてのみ

設けられる等の要件を満たすものをいいます

（措法37の14⑤三）。以下同じです。

⑸　非課税累積投資契約の意義
　「非課税累積投資契約」とは、上記⑴②及び
⑵②の非課税措置等の適用を受けるために居住
者等が金融商品取引業者等と締結した累積投資
契約により取得した上場株式等の振替記載等に
係る契約で、その契約書において、上場株式等
の振替記載等は、その振替記載等に係る口座に
設けられた累積投資勘定において行うことその
他の事項が定められているものをいいます（旧
措法37の14⑤四、旧措令25の13⑮～㉔㊷、旧措
規18の15の 3 ⑥～⑧、旧平29. 3 内閣府告540第
1 条～第 6 条）。また、この契約に係るNISA
は「つみたてNISA」と呼ばれています。
（注 1）　上記の「累積投資契約」とは、居住者等が、

一定額の上場株式等につき、定期的に継続

して、金融商品取引業者等に買付けの委託

（その買付けの委託の媒介、取次ぎ又は代理

を含みます。以下同じです。）をし、その金

融商品取引業者等から取得し、又はその金

融商品取引業者等が行う募集（公募に限り

ます。（注 2）を除き、以下同じです。）に

より取得することを約する契約で、あらか

じめその買付けの委託又は取得をする上場

株式等の銘柄が定められているものをいい

ます（旧措法37の14⑤四）。以下同じです。
（注 2）　上記の「累積投資勘定」とは、非課税累

積投資契約に基づき振替記載等がされる累

積投資上場株式等（その上場株式等（公社

債投資信託以外の証券投資信託の受益権で

上場等がされているもの及び公社債投資信

託以外の証券投資信託でその設定に係る受

益権の募集が一定の公募により行われたも

のの受益権に限ります。）を定期的に継続し

て取得することにより個人の財産形成が促

進されるものとして一定の要件（旧措令25

の13⑮㊷、旧平29. 3 内閣府告540第 1 条～第

6 条）を満たすものをいいます。以下同じ

です。）につきその振替記載等に関する記録

を他の取引に関する記録と区分して行うた

めの勘定で、平成30年 1 月 1 日から令和24

年12月31日までの期間内の各年（非課税管

理勘定又は特定累積投資勘定が設けられる

年を除きます。）においてのみ設けられる等

の要件を満たすものをいいます（旧措法37

の14⑤五）。以下 1において同じです。

⑹　特定非課税累積投資契約の意義
　「特定非課税累積投資契約」とは、上記⑴③
及び④並びに⑵③及び④の非課税措置等の適用
を受けるために居住者等が金融商品取引業者等
と締結した累積投資契約により取得した上場株
式等の振替記載等に係る契約で、その契約書に
おいて、次に掲げる事項が定められているもの
をいいます（旧措法37の14⑤六、旧措令25の13
⑦㉕～㉛㊷、旧措規18の15の 3 ⑨～⑭、旧平
29. 3 内閣府告540第 1 条、第 7 条）。また、こ
の契約に係るNISAは「新NISA」と呼ばれて
います。
①　上場株式等の振替記載等は、その振替記載
等に係る口座に設けられた特定累積投資勘定
又は特定非課税管理勘定において行うこと。
②　特定累積投資勘定には、累積投資上場株式
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等であって一定のもの（以下 1において「特
定累積投資上場株式等」といいます。）のう
ち、次に掲げる特定累積投資上場株式等のみ
を受け入れること。
イ　その口座に特定累積投資勘定が設けられ
た日から同日の属する年の12月31日までの
期間（以下イにおいて「受入期間」といい
ます。）内にその金融商品取引業者等への
買付けの委託により取得をした特定累積投
資上場株式等、その金融商品取引業者等か
ら取得をした特定累積投資上場株式等又は
その金融商品取引業者等が行う特定累積投
資上場株式等の募集により取得をした特定
累積投資上場株式等のうち、その取得後直
ちにその口座に受け入れられるものでその
受入期間内の取得対価の額（購入代価の額、
払込金額又は移管に係る払出し時の金額
（時価）をいいます。以下同じです。）の合
計額が20万円（下記③ロに掲げる上場株式
等がある場合であって、その上場株式等の
移管に係る払出し時の金額（時価）が102
万円を超えるときは、その超える部分の金
額を控除した金額）を超えないもの
ロ　上記イのほか、非課税口座内上場株式等
について行われた受益権の分割又は併合に
より取得する上場株式等や、非課税口座内
上場株式等に係る投資信託の併合により取
得する新たな投資信託の受益権など、一定
の事由により取得する特定累積投資上場株
式等

（注）　上記の「累積投資上場株式等であって一

定のもの」とは、累積投資上場株式等のう

ち、継続適用届出書の提出をして出国をし

た者（以下「継続適用届出書提出者」とい

います。）が出国をした日からその者に係る

帰国届出書を提出する日までの間（以下「継

続適用期間」といいます。）に取得した上記

イの上場株式等以外のものをいいます。

③　特定非課税管理勘定には、次に掲げる上場
株式等のみを受け入れること。

イ　次に掲げる上場株式等で、その口座に特
定非課税管理勘定が設けられた日から同日
の属する年の12月31日までの間に受け入れ
た上場株式等の取得対価の額の合計額が
102万円（下記ロに掲げる移管がされる上
場株式等がある場合には、その上場株式等
の移管に係る払出し時の金額（時価）を控
除した金額）を超えないもの
イ　その期間内にその金融商品取引業者等
への買付けの委託により取得をした上場
株式等、その金融商品取引業者等から取
得をした上場株式等又はその金融商品取
引業者等が行う上場株式等の募集により
取得をした上場株式等で、その取得後直
ちにその口座に受け入れられるもの
ロ　その特定非課税管理勘定を設けた口座
に係る他の年分の非課税管理勘定、特定
非課税管理勘定又はその金融商品取引業
者等の営業所に開設された未成年者口座
（未成年者口座内の少額上場株式等に係
る配当所得及び譲渡所得等の非課税措置
の未成年者口座をいいます。以下同じで
す。）に設けられた未成年者非課税管理
勘定（未成年者口座内の少額上場株式等
に係る配当所得及び譲渡所得等の非課税
措置の非課税管理勘定をいいます。以下
同じです。）若しくは継続管理勘定（未
成年者口座内の少額上場株式等に係る配
当所得及び譲渡所得等の非課税措置の継
続管理勘定をいいます。以下同じです。）
から移管がされる上場株式等（下記ロに
掲げるものを除きます。）

ロ　他年分非課税管理勘定（その特定非課税
管理勘定を設けた口座に係る他の年分の非
課税管理勘定又はその金融商品取引業者等
の営業所に開設された未成年者口座に設け
られた未成年者非課税管理勘定若しくは継
続管理勘定をいいます。以下ロにおいて同
じです。）から、他年分非課税管理勘定が
設けられた日の属する年の 1月 1日から 5
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年を経過した日（当該他年分非課税管理勘
定が継続管理勘定である場合には、その継
続管理勘定に係る未成年者口座を開設した
者がその年 1月 1日において18歳である年
の前年12月31日の翌日）に移管がされる上
場株式等
ハ　上記イ及びロのほか、非課税口座内上場
株式等について行われた株式又は受益権の
分割又は併合により取得する上場株式等や、
非課税口座内上場株式等を発行した法人の
合併により取得する合併法人又は合併親法
人の株式など、一定の事由により取得する
上場株式等
　なお、特定非課税管理勘定に受け入れるこ
とができる上場株式等から次に掲げるものが
除外されています（旧措令25の13㉕㊷、旧措
規18の15の 3 ⑨、旧平29. 3 内閣府告540第 1
条、第 7条）。
ニ　継続適用届出書提出者が継続適用期間に
取得をした上場株式等であって上記イイに
掲げるもの
ホ　継続適用届出書提出者が継続適用期間に
上記イロ又はロの移管により受入れをしよ
うとした上記イロ又はロに掲げる上場株式
等
ヘ　租税特別措置法第29条の 2 第 1 項本文
（特定の取締役等が受ける新株予約権の行
使による株式の取得に係る経済的利益の非
課税等）の規定の適用を受けて取得をした
特定新株予約権に係る上場株式等
ト　次に掲げる居住者等の区分に応じそれぞ
れ次に定める上場株式等
イ　下記ロに掲げる者以外の者��上記イ
イに掲げる上場株式等で次のいずれかに
該当するもの
ⅰ　特定非課税管理勘定に上場株式等を
受け入れようとする日以前 6月以内に
その者の特定累積投資勘定において特
定累積投資上場株式等を受け入れてい
ない場合に取得をしたもの

ⅱ　その上場株式等が上場されている金
融商品取引所の定める規則に基づき、
その金融商品取引所への上場を廃止す
ることが決定された銘柄又は上場を廃
止するおそれがある銘柄として指定さ
れているものその他の内閣総理大臣が
財務大臣と協議して定めるもの
ⅲ　公社債投資信託以外の証券投資信託
の受益権、投資信託及び投資法人に関
する法律第 2条第14項に規定する投資
口（以下ⅲ及びロにおいて「投資口」
といいます。）又は特定受益証券発行
信託の受益権で、同法第 4条第 1項に
規定する委託者指図型投資信託約款
（その証券投資信託が同法第 2 条第24
項に規定する外国投資信託である場合
には、その委託者指図型投資信託約款
に類する書類。以下「委託者指図型投
資信託約款」といいます。）、同法第67
条第 1項に規定する規約（その投資口
が同法第 2条第25項に規定する外国投
資法人の社員の地位である場合には、
その規約に類する書類。以下「規約」
といいます。）又は信託法第 3 条第 1
号に規定する信託契約において法人税
法第61条の 5第 1項に規定するデリバ
ティブ取引に係る権利に対する投資
（安定した収益の確保及び効率的な運
用を行うためのものとして内閣総理大
臣が財務大臣と協議して定める目的に
よるものを除きます。）として運用を
行うこととされていることその他の内
閣総理大臣が財務大臣と協議して定め
る事項が定められているもの

ロ　特定個人（次に掲げるいずれかの要件
を満たす個人をいいます。以下ロにおい
て同じです。）のうち、その特定個人の
非課税口座（その特定個人がその非課税
口座に設けられた特定非課税管理勘定に
上記イイに掲げる上場株式等の受入れを
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しようとする場合におけるその非課税口
座に限ります。）が開設されている金融
商品取引業者等の営業所の長に対し、特
定非課税管理勘定に上記イイに掲げる上
場株式等の受入れをしようとする旨、そ
の非課税口座に設けられた特定累積投資
勘定に特定累積投資上場株式等の受入れ
をしない旨その他の事項を記載した書類
（以下ロにおいて「特定累積投資上場株
式等受入選択不適用届出書」といいま
す。）の提出をした者（その特定累積投
資上場株式等受入選択不適用届出書の提
出後、その金融商品取引業者等の営業所
の長に対し、その特定累積投資勘定に特
定累積投資上場株式等の受入れをしたい
旨の申出をした者を除きます。）��上
記イイに掲げる上場株式等のうち、株式
（投資口及び上記イⅱに掲げる上場株式
等に該当するものを除きます。）以外の
もの
ａ　令和 6年 1月 1日前に金融商品取引
業者等の営業所に非課税口座を開設し
ていたこと。
ｂ　特定非課税管理勘定に上記イイに掲
げる上場株式等の受入れをしようとす
る時前に金融商品取引業者等の営業所
に開設し、又は開設していた上場株式
等の振替記載等に係る口座に上場株式
等の受入れをし、又は受入れをしてい
たこと。

チ　上記イロ又はロの移管により受入れをし
ようとする上記イロ又はロに掲げる上場株
式等のうち、上記トイⅱ及びⅲに掲げる上
場株式等に該当するもの

④　特定累積投資勘定が設けられた日の属する
年の 1月 1日から 5年を経過した日において
有するその特定累積投資勘定に係る特定累積
投資上場株式等は、累積投資勘定への一定の
移管がされるものを除き、その特定累積投資
勘定が設けられた口座から一定の方法により

他の保管口座（他の株式等の振替記載等に係
る口座をいいます。以下同じです。）に移管
されること。
⑤　特定非課税管理勘定が設けられた日の属す
る年の 1月 1日から 5年を経過した日におい
て有するその特定非課税管理勘定に係る上場
株式等は、その特定非課税管理勘定が設けら
れた口座から一定の方法により他の保管口座
に移管されること。
⑥　その他一定の事項
（注 1）　上記の「特定累積投資勘定」とは、特定

非課税累積投資契約に基づき振替記載等が

される特定累積投資上場株式等につきその

振替記載等に関する記録を他の取引に関す

る記録と区分して行うための勘定で、令和

6 年 1 月 1 日から令和10年12月31日までの

期間内の各年（累積投資勘定が設けられる

年を除きます。）においてのみ設けられる等

の要件を満たすものをいいます（旧措法37

の14⑤七）。
（注 2）　上記の「特定非課税管理勘定」とは、特

定非課税累積投資契約に基づき振替記載等

がされる上場株式等につきその振替記載等

に関する記録を他の取引に関する記録と区

分して行うための勘定で、特定累積投資勘

定と同時に設けられるものをいいます（措

法37の14⑤八）。

⑺　提供事項を提供する場合の本店等一括提供制
度
　金融商品取引業者等の営業所の長が、非課税
口座開設届出書に記載された事項その他の事項
をその営業所の所在地の所轄税務署長に提供す
る場合において、その所轄税務署長の承認を受
けたときには、その金融商品取引業者等の営業
所の長は、それらの事項をその承認に係るその
所轄税務署長以外の税務署長に提供することが
できることとされています（旧措法37の14㉗、
旧措令25の13㊳～㊶、旧措規18の15の 3 ㊱㊲）。

─�120�─

――租税特別措置法等（所得税関係）の改正――



2 　改正の内容

　NISA 制度について、「経済財政運営と改革の
基本方針2022」（令和 4 年 6 月 7 日閣議決定）に
おいて、「我が国の個人金融資産2,000兆円のうち、
その半分以上が預金・現金で保有されている。投
資による資産所得倍増を目指して、NISA（少額
投資非課税制度）の抜本的拡充や、高齢者に向け
た iDeCo（個人型確定拠出年金）制度の改革、国
民の預貯金を資産運用に誘導する新たな仕組みの
創設など、政策を総動員し、貯蓄から投資へのシ
フトを大胆・抜本的に進める」こととされており
ました。
　その後、2022年11月に新しい資本主義実現会議
において決定された「資産所得倍増プラン」にお
いて、わが国の家計金融資産の半分以上を占める
現預金を投資に繋げることで、持続的な企業価値
向上の恩恵が資産所得の拡大という形で家計にも
及ぶ「成長と資産所得の好循環」を実現させるた
め、資産所得倍増プランの目標として、① 5年間
で NISA 総口座数（一般・つみたて）を現在の
1,700万から3,400万へと倍増させること、② 5 年
間でNISA買付額を現在の28兆円から56兆円へと
倍増させ、その後、家計による投資額（株式・投
資信託・債券等の合計残高）の倍増を目指すこと、
③これらの目標の達成を通じて、中間層を中心と
する層の安定的な資産形成を実現するため、長期
的な目標としては資産運用収入そのものの倍増も
見据えて政策対応を図ること、が掲げられており
ました。
　また、この目標を達成するための資産所得倍増
プランの方向性として、「家計金融資産を貯蓄か
ら投資にシフトさせるNISAの抜本的拡充や恒久
化」を第一の柱とする 7本柱を一体として推進す
ることとされ、NISA については、「制度の予見
可能性を高め、制度をシンプルにすることにより
中間層を中心とする層の資産形成を更に促すため、
NISA制度の恒久化を図る。併せて、非課税保有
期間の無期限化と非課税限度額の引上げを進め
る」などという具体的な取組の方向性が記載され

ていたところです。
　こうしたことを踏まえ、与党税制調査会におい
て議論が重ねられ、令和 5年度税制改正において
は、「資産所得倍増プラン」の実現に向け、「貯蓄
から投資へ」の流れを加速し、中間層を中心とす
る層が、幅広く資本市場に参加することを通じて
成長の果実を享受できる環境を整備することが極
めて重要であるとの観点から、若年期から高齢期
に至るまで、長期・積立・分散投資による継続的
な資産形成を行えるよう、非課税保有期間を無期
限化するとともに、口座開設可能期間については
期限を設けず、NISA制度を恒久的な措置としま
した。
　あわせて、年間投資上限額についても、個人の
ライフステージに応じて、資金に余裕があるとき
に短期間で集中的な投資を行うニーズにも対応で
きるよう、一定の投資信託を対象とする長期・積
立・分散投資の枠（「つみたて投資枠」）について
は、つみたてNISAの水準（年間40万円）の 3倍
となる120万円まで拡充することとし、加えて、
企業の成長投資につながる家計から資本市場への
資金の流れを一層強力に後押しする観点から、上
場株式への投資が可能な一般NISAの役割を引き
継ぐ「成長投資枠」については、「つみたて投資
枠」との併用を可能とした上で、「成長投資枠」
の年間投資上限額については、一般NISAの水準
（年間120万円）の 2 倍となる240万円まで拡充す
ることとしました。これにより、年間投資上限額
の合計は360万円となり、NISA 制度のモデルと
なった英国の ISA 制度における年間投資上限額
（約335万円）を上回る規模となっています。
　一方で、今回の改正によって、投資余力が大き
い高所得者層に対する際限ない優遇とならないよ
う、年間投資上限額とは別に、一生涯にわたる非
課税保有限度額を設定することとし、その総額に
ついては、老後等に備えた十分な資産形成を可能
とする観点から、つみたてNISAの水準（年間40
万円×20年間＝800万円）から倍増以上となる
1,800万円とするとともに、「成長投資枠」につい
ては、その内数として一般 NISA の水準（年間
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120万円× 5 年間＝600万円）の 2 倍となる1,200
万円としています。
　また、NISA制度は安定的な資産形成を目的と
するものであることを踏まえ、「成長投資枠」に
ついて、高レバレッジ投資信託などの商品（投資
信託の受益権等で、一定の目的以外でデリバティ
ブ取引に係る権利に対する投資として運用を行う

こととされているもの等）は投資対象から除外す
るとともに、金融機関が顧客に対して「成長投資
枠」を活用した回転売買を無理に勧誘するような
行為を規制するため、監督官庁において、監督指
針を改正し金融機関に対する監督及びモニタリン
グを強化することとしました。

⑴　つみたてNISAの改正
　非課税累積投資契約に係る非課税措置（つみ
たてNISA）の口座開設可能期間（改正前：平
成30年 1 月 1 日から令和24年12月31日までの期
間）が令和 5年12月31日までの期間とされまし
た（措法37の14⑤一ロ）。また、累積投資勘定
の勘定設定期間（改正前：平成30年 1 月 1 日か
ら令和24年12月31日までの期間内の各年）が令
和 5年12月31日までの期間内の各年とされまし
た（措法37の14⑤五イ）。

⑵　新NISAの改組
　特定非課税累積投資契約に係る非課税措置
（新NISA）が改組され、次の制度とすること
とされました。なお、上記⑴の改正とこの⑵の
改組により、令和 6年以後のNISA制度はこの
改組後の制度に一本化されますが、令和 5年ま
でに非課税上場株式等管理契約に係る非課税措
置（一般NISA）又は非課税累積投資契約に係
る非課税措置（つみたてNISA）により設定さ
れている勘定に受け入れている上場株式等に係

万円万円

非課税保有期間

非課税保有限度額
（総枠）

万円

万円（内数）

上場株式・公募等株式投資信託等積立・分散投資に適した一定の公募等株式投資信託
（商品性について内閣総理大臣が告示で定める要件を満たしたものに限る）

（注 1）

（注 2）

（注 3）

令和 5年末までにつみたてNISA 及び一般NISA において投資した商品は、
新しい制度の外枠で非課税措置を適用

契約に基づき、定期かつ継続的な方法で投資 制限なし

※安定的な資産形成につながる投資商品に絞り込む観点から、
　高レバレッジ投資信託などの商品　　　を対象から除外

（注１）　非課税保有期間の無期限化に伴い、つみたてNISAと同様、定期的に利用者の住所等を確認し、制度の適正な運用を担保。
（注２）　利用者それぞれの非課税保有限度額については、金融機関から既存の認定クラウドを活用して提出された情報を国税庁において管理。
（注３）　金融機関による「成長投資枠」を使った回転売買への勧誘行為に対し、金融庁が監督指針を改正し、法令に基づき監督及びモニタリングを実施。
（注４）　高レバレッジ投資信託などの商品とは、投資信託の受益権等で、一定の目的以外でデリバティブ取引に係る権利に対する投資として運用を行うことと
　　　されているもの等をいう。

NISA 制度の抜本的拡充・恒久化
【～令和 5年】

【令和 6年～】

いずれかを選択

併用可

平成30年（2018年）～令和24年（2042年）

積立・分散投資に適した一定の公募等株式投資信託
（商品性について内閣総理大臣が告示で定める要件を満たしたものに限る）

つみたてNISA

40

120 240

1,800

1,200

万円

20 年間
年間の投資上限額

非課税保有期間

口座開設可能期間

投資対象商品

投資方法

上場株式・公募等株式投資信託等

平成26年（2014年）～令和 5年（2023年）

一般NISA

120 万円
5 年間

制限なし契約に基づき、定期かつ継続的な方法で投資

成長投資枠つみたて投資枠

年間の投資上限額

口座開設可能期間

投資対象商品

投資方法
つみたてNISA 及び
一般NISAとの関係

※簿価残高方式で管理（枠の再利用が可能）

同左

同左制限なし（無期限化）

制限なし（恒久化）

（注4）
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る配当所得や譲渡所得等については、それぞれ
の非課税期間の間は令和 6年以後も非課税とな
ります。
①　配当所得の非課税措置
　金融商品取引業者等の営業所に非課税口座
を開設している居住者等が支払を受けるべき
非課税口座内上場株式等の配当等で次に掲げ
るもの（その金融商品取引業者等が国内にお
ける支払の取扱者で一定のものである配当等
に限ります。）については、所得税を課さな
いこととされました（措法 9の 8三、四）。
イ　その非課税口座に設けられた特定累積投
資勘定に係る非課税口座内上場株式等の一
定の配当等で、その特定累積投資勘定を設
けた日以後に支払を受けるべきもの
ロ　その非課税口座に設けられた特定非課税
管理勘定に係る非課税口座内上場株式等の
一定の配当等で、その特定非課税管理勘定
を設けた日以後に支払を受けるべきもの

②　譲渡所得等の非課税措置
　金融商品取引業者等の営業所に非課税口座
を開設している居住者等が、非課税口座内上
場株式等の次に掲げる譲渡をした場合には、
その譲渡による事業所得、譲渡所得及び雑所
得については、所得税を課さないこととされ
ました（措法37の14①三、四）。
イ　その非課税口座に特定累積投資勘定を設
けた日以後に行う特定非課税累積投資契約
に基づく譲渡
ロ　その非課税口座に特定非課税管理勘定を
設けた日以後に行う特定非課税累積投資契
約に基づく譲渡
　一方、改組前と同様に、特定非課税累積投
資契約に基づく非課税口座内上場株式等の譲
渡による収入金額がその非課税口座内上場株
式等の取得費及びその譲渡に要した費用の額
の合計額又はその譲渡に係る必要経費に満た
ない場合におけるその不足額（損失額）は、
所得税に関する法令の規定の適用については、
ないものとみなすこととされています（措法

37の14②）。
③　口座開設可能期間等
　特定非課税累積投資契約に係る非課税措置
（新 NISA）の口座開設可能期間（改組前：
令和 6年 1月 1日から令和10年12月31日まで
の期間）が令和 6年 1月 1日以後の期間とさ
れました（措法37の14⑤一ハ）。また、特定
累積投資勘定の勘定設定期間（改組前：令和
6年 1月 1日から令和10年12月31日までの期
間内の各年）が令和 6年以後の各年とされま
した（措法37の14⑤七イ）。なお、改組後の
特定累積投資勘定の意義については、下記④
（注 1）をご参照ください。
④　改組後の特定非課税累積投資契約の意義
　改組後の「特定非課税累積投資契約」とは、
上記①及び②の非課税措置等の適用を受ける
ために居住者等が金融商品取引業者等と締結
した上場株式等の振替記載等に係る契約で、
その契約書において、次に掲げる事項が定め
られているものをいいます（措法37の14⑤六、
措令25の13⑦㉓～㉛㊸、措規18の15の 3 ⑧、
平29. 3 内閣府告540第 1 条、第 7条）。
イ　上場株式等の振替記載等は、その振替記
載等に係る口座に設けられた特定累積投資
勘定又は特定非課税管理勘定において行う
こと。
ロ　特定累積投資勘定には、累積投資上場株
式等であって一定のもの（以下 2において
「特定累積投資上場株式等」といいます。）
のうち、次に掲げる特定累積投資上場株式
等のみを受け入れること。ただし、イに掲
げる上場株式等にあっては、累積投資契約
により取得したものに限られています。な
お、他の勘定からの移管による受入れはで
きないこととされています。次のハの特定
非課税管理勘定の場合も同様です。
イ　その口座に特定累積投資勘定が設けら
れた日から同日の属する年の12月31日ま
での期間（以下イにおいて「受入期間」
といいます。）内にその金融商品取引業
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者等への買付けの委託により取得をした
特定累積投資上場株式等、その金融商品
取引業者等から取得をした特定累積投資
上場株式等又はその金融商品取引業者等
が行う特定累積投資上場株式等の募集に
より取得をした特定累積投資上場株式等
のうち、その取得後直ちにその口座に受
け入れられるものでその受入期間内の取
得対価の額の合計額が120万円を超えな
いもの（特定累積投資上場株式等を口座
に受け入れた場合に、その合計額、同年
において口座に受け入れているハイの上
場株式等の取得対価の額の合計額及び特
定累積投資勘定基準額（下記⑤イをご参
照ください。）の合計額が1,800万円を超
えることとなるときにおけるその特定累
積投資上場株式等を除きます。）
ロ　上記イのほか、非課税口座内上場株式
等について行われた受益権の分割又は併
合により取得する上場株式等や、非課税
口座内上場株式等に係る投資信託の併合
により取得する新たな投資信託の受益権
など、一定の事由により取得する特定累
積投資上場株式等

（注 1）　上記ロの「累積投資上場株式等であ

って一定のもの」とは、累積投資上場

株式等のうち、継続適用届出書提出者

が継続適用期間に取得した上記イの上

場株式等以外のものをいいます。
（注 2）　上記ロに掲げる上場株式等は原則と

して改組前とその範囲に変更はありま

せんが、 2 以上の勘定に係る同一銘柄

の非課税口座内上場株式等について生

じた受益権の分割等により取得する上

場株式等については、 2 以上の特定累

積投資勘定又は特定非課税管理勘定の

みに係る同一銘柄のもの（ 2 以上の特

定非課税管理勘定のみに係る同一銘柄

のものを除きます。）について受益権の

分割等が生じた場合のみが受入れ対象

とされています（措令25の13㉙におい

て準用する同条⑫十一）。

ハ　特定非課税管理勘定には、次に掲げる上
場株式等のみを受け入れること。
イ　その口座に特定非課税管理勘定が設け
られた日から同日の属する年の12月31日
までの期間（以下イにおいて「受入期
間」といいます。）内にその金融商品取
引業者等への買付けの委託により取得を
した上場株式等、その金融商品取引業者
等から取得をした上場株式等又はその金
融商品取引業者等が行う上場株式等の募
集により取得をした上場株式等のうち、
その取得後直ちにその口座に受け入れら
れるものでその受入期間内の取得対価の
額の合計額が240万円を超えないもの
（上場株式等を口座に受け入れた場合に、
次に掲げる場合に該当することとなると
きにおけるその上場株式等を除きます。）
ⅰ　その合計額及び特定非課税管理勘定
基準額（下記⑤イをご参照ください。）
の合計額が1,200万円を超える場合
ⅱ　その受入期間内に受け入れた上場株
式等の取得対価の額の合計額、その受
入期間に係る特定非課税管理勘定が設
けられた日の属する年において口座に
受け入れている上記ロイの特定累積投
資上場株式等の取得対価の額の合計額
及び特定累積投資勘定基準額の合計額
が1,800万円を超える場合

ロ　上記イのほか、非課税口座内上場株式
等について行われた株式又は受益権の分
割又は併合により取得する上場株式等や、
非課税口座内上場株式等を発行した法人
の合併により取得する合併法人又は合併
親法人の株式など、一定の事由により取
得する上場株式等

（注 1）　次に掲げる上場株式等は特定非課税

管理勘定への受入れができないことと

されています（措法37の14⑤六、措令
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25の13㉓㊸、平29. 3 内閣府告540第 1 条、

第 7条）。

　イ�　継続適用届出書提出者が継続適用

期間に取得した上場株式等で上記イ

に掲げるもの

　ロ�　租税特別措置法第29条の 2 第 1 項

本文（特定の取締役等が受ける新株

予約権の行使による株式の取得に係

る経済的利益の非課税等）の規定の

適用を受けて取得をした特定新株予

約権に係る上場株式等

　ハ�　上記ハイに掲げる上場株式等で次

のいずれかに該当するもの

　　ⅰ�　その上場株式等が上場されてい

る金融商品取引所の定める規則に

基づき、その金融商品取引所への

上場を廃止することが決定された

銘柄又は上場を廃止するおそれが

ある銘柄として指定されているも

のその他の内閣総理大臣が財務大

臣と協議して定めるもの

　　ⅱ�　公社債投資信託以外の証券投資

信託の受益権、投資信託及び投資

法人に関する法律第 2 条第14項に

規定する投資口又は特定受益証券

発行信託の受益権で、委託者指図

型投資信託約款、規約又は信託法

第 3 条第 1 号に規定する信託契約

において法人税法第61条の 5 第 1

項に規定するデリバティブ取引に

係る権利に対する投資（安定した

収益の確保及び効率的な運用を行

うためのものとして内閣総理大臣

が財務大臣と協議して定める目的

によるものを除きます。）として運

用を行うこととされていることそ

の他の内閣総理大臣が財務大臣と

協議して定める事項が定められて

いるもの

　　ⅲ�　公社債投資信託以外の証券投資

信託の受益権で委託者指図型投資

信託約款に次の定めがあるもの以

外のもの

　　　ａ�　信託契約期間を定めないこと

又は20年以上の信託契約期間が

定められていること。

　　　ｂ�　収益の分配は、 1 月以下の期

間ごとに行わないこととされて

おり、かつ、信託の計算期間ご

とに行うこととされていること。
（注 2）　上記ハロに掲げる上場株式等は原則

として改組前とその範囲に変更はあり

ませんが、 2 以上の勘定に係る同一銘

柄の非課税口座内上場株式等について

生じた株式の分割等により取得する上

場株式等については、 2 以上の特定非

課税管理勘定のみに係る同一銘柄のも

のについて株式の分割等が生じた場合

のみが受入れ対象とされています（措

令25の13㉛において準用する同条⑫

十一）。

ニ　金融商品取引業者等の営業所の長は、そ
の口座を開設している居住者等から提出を
受けたその口座に係る非課税口座開設届出
書等に記載された氏名及び住所（以下「届
出住所等」といいます。）が次のイ又はロ
に掲げる場合の区分に応じ次のイ又はロに
定める事項と同じであることを、基準経過
日（その口座に初めて特定累積投資勘定を
設けた日から10年を経過した日及び同日の
翌日以後 5年を経過した日ごとの日をいい
ます。以下同じです。）から 1 年を経過す
る日までの間（以下「確認期間」といいま
す。）に確認すること（措令25の13㉔にお
いて準用する同条⑰、措規18の15の 3 ⑥～
⑧）。この確認の方法は、非課税累積投資
契約における確認の方法と同内容です。な
お、確認期間内に居住者等から氏名等の変
更に係る非課税口座異動届出書の提出を受
けた場合及び継続適用届出書提出者から、
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その者が出国をした日からその 1年を経過
する日までの間に帰国届出書の提出を受け
なかった場合（以下「確認の必要がない場
合」といいます。）には、確認の必要はあ
りません。
イ　その金融商品取引業者等の営業所の長
が、居住者等からその者の住民票の写し
その他の書類の提示又は署名用電子証明
書等の送信を受けて、基準経過日におけ
る氏名及び住所の告知を受けた場合��
その書類又は署名用電子証明書等に記載
又は記録がされた基準経過日における氏
名及び住所
ロ　その金融商品取引業者等の営業所の長
が、居住者等の届出住所等に係る住所に
宛てて郵便又はこれに準ずるものにより、
転送不要郵便物等（その取扱いにおいて
転送をしない郵便物又はこれに準ずるも
のをいいます。）として書類を送付し、
その居住者等からその書類（その居住者
等が基準経過日における氏名及び住所そ
の他の事項を記載した書類に限ります。）
の提出を受けた場合��その居住者等が
その書類に記載した基準経過日における
氏名及び住所

ホ　その口座が開設されている金融商品取引
業者等の営業所の長は、その口座を開設し
ている居住者等について、確認期間内に上
記ニの確認をしなかった場合（確認の必要
がない場合を除きます。）には、その確認
期間の終了の日の翌日以後、その口座に係
る特定累積投資勘定及び特定非課税管理勘
定に新たに買付けの委託等により取得した
上場株式等を受け入れないこと。ただし、
その確認期間の終了の日の翌日以後に、次
に掲げる場合のいずれかの場合に該当する
こととなった場合には、その該当すること
となった日以後は、新たに買付けの委託等
により取得した上場株式等の受入れを再開
することができます（措令25の13㉕三）。

イ　その金融商品取引業者等の営業所の長
が、その居住者等の届出住所等につき、
上記ニイ又はロに掲げる場合の区分に応
じ上記ニイ又はロに定める氏名及び住所
と同じであることを確認した場合
ロ　その金融商品取引業者等の営業所の長
が、その居住者等から、氏名等の変更に
係る非課税口座異動届出書の提出を受け
た場合

ヘ　その他一定の事項
（注 1）　上記の改組後の「特定累積投資勘定」

とは、特定非課税累積投資契約に基づき

振替記載等がされる特定累積投資上場株

式等につきその振替記載等に関する記録

を他の取引に関する記録と区分して行う

ための勘定で、次に掲げる要件を満たす

ものをいいます（措法37の14⑤七）。なお、

この特定累積投資勘定は特定非課税管理

勘定が設けられる年についても設けるこ

とができます。そのため、これらの勘定

については、その年において設けられた

勘定を変更しようとする場合やその年の

翌年以後に設けられることとなっている

勘定を変更しようとする場合に金融商品

取引業者等の営業所の長に非課税口座異

動届出書の提出をするという必要がなく

なることから、非課税口座異動届出書に

ついて所要の改正が行われています（措

令25の13の 2 ②、措規18の15の 4 ③）。

　イ�　その特定累積投資勘定は、令和 6 年

以後の各年（勘定設定期間内の各年）

においてのみ設けられること。

ロ�　その特定累積投資勘定は、非課税口

座開設届出書の提出が年の中途におい

てされた場合等を除き、その勘定設定

期間内の各年の 1 月 1 日において設け

られること。
（注 2）　上記の「特定非課税管理勘定」とは、

特定非課税累積投資契約に基づき振替記

載等がされる上場株式等につきその振替
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記載等に関する記録を他の取引に関する

記録と区分して行うための勘定で、特定

累積投資勘定と同時に設けられるものを

いいます（措法37の14⑤八）。

⑤　新NISAに関するその他の手続等
イ　特定累積投資勘定基準額及び特定非課税
管理勘定基準額の意義
　上記④ロイ及びハイⅱの「特定累積投資
勘定基準額」とは、特定累積投資勘定及び
特定非課税管理勘定に前年末時点で受け入
れている上場株式等の購入代価の額等の合
計額を指しており、上場株式等の取得費の
額の計算方法に準じて算出されます。
　具体的には、対象非課税口座（居住者等
が開設する非課税口座のうち非課税口座に
特定累積投資勘定及び特定非課税管理勘定
が設けられた日の属する年の前年12月31日
（以下イにおいて「基準日」といいます。）
において金融商品取引業者等の営業所に開
設されている非課税口座をいいます。以下
同じです。）に設けられた特定累積投資勘
定及び特定非課税管理勘定に係る非課税口
座内上場株式等（以下「対象非課税口座内
上場株式等」といいます。）の次に掲げる
区分に応じそれぞれ次に定める金額を合計
した金額（以下「対象非課税口座内上場株
式等の購入代価の額の総額」といいます。）
とされています（措令25の13㉖㉗）。
イ　特定累積投資勘定に係る特定累積投資
上場株式等��その特定累積投資上場株
式等の購入代価の額（払込みにより取得
した上場株式等については、払込金額を
いいます。以下同じです。）をその特定
累積投資上場株式等の取得価額とみなし
て、その特定累積投資上場株式等を銘柄
ごとに区分し、基準日にその特定累積投
資勘定に受け入れているその特定累積投
資上場株式等の譲渡があったものとして
所得税法施行令第 2編第 1章第 4節第 3
款の規定に準じて計算した場合に算出さ

れる当該特定累積投資上場株式等の取得
費の額に相当する金額
ロ　特定非課税管理勘定に係る上場株式等
��その上場株式等の購入代価の額をそ
の上場株式等の取得価額とみなして、そ
の上場株式等を銘柄ごとに区分し、基準
日にその特定非課税管理勘定に受け入れ
ているその上場株式等の譲渡があったも
のとして所得税法施行令第 2編第 1章第
4 節第 3 款並びに第167条の 7 第 4 項、
第 6項及び第 7項の規定に準じて計算し
た場合に算出されるその上場株式等の取
得費の額に相当する金額
　また、上記④ハイⅰの「特定非課税管理
勘定基準額」とは、「対象非課税口座内上
場株式等の購入代価の額の総額」のうち上
記ロに定める金額に係る部分の金額です
（措令25の13㉚）。
　なお、「対象非課税口座内上場株式等の
購入代価の額の総額」を計算する場合には、
次に定めるところによることとされていま
す（措令25の13㉘）。
ハ　居住者等の有する同一銘柄の対象非課
税口座内上場株式等のうちに対象非課税
口座に設けられた特定累積投資勘定に係
る特定累積投資上場株式等と当該対象非
課税口座に設けられた特定非課税管理勘
定に係る上場株式等とがある場合には、
これらの対象非課税口座内上場株式等に
ついては、それぞれその銘柄が異なるも
のとします。
ニ　居住者等が 2以上の対象非課税口座を
有する場合において、その居住者等の有
する同一銘柄の対象非課税口座内上場株
式等のうちに対象非課税口座に係る対象
非課税口座内上場株式等とその対象非課
税口座以外の対象非課税口座に係る対象
非課税口座内上場株式等とがあるときは、
これらの対象非課税口座内上場株式等に
ついては、それぞれその銘柄が異なるも
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のとします。
ホ　その居住者等の有する同一銘柄の上場
株式等のうちに対象非課税口座内上場株
式等とその対象非課税口座内上場株式等
以外の上場株式等とがある場合には、こ
れらの上場株式等については、それぞれ
その銘柄が異なるものとします。
ヘ　対象非課税口座内上場株式等が事業所
得又は雑所得の基因となる上場株式等で
ある場合には、対象非課税口座内上場株
式等を譲渡所得の基因となる上場株式等
とみなします。

ロ　金融商品取引業者等の営業所の長による
基準額提供事項の提供並びに所轄税務署長
による特定累積投資勘定基準額及び特定非
課税管理勘定基準額の提供
　金融商品取引業者等の営業所の長は、上
記イの特定累積投資勘定基準額及び特定非
課税管理勘定基準額の算出に必要となる上
場株式等の購入代価の額に相当する金額そ
の他の情報をその営業所の所在地の所轄税
務署長に提供することとされています。ま
た、その情報を基に算出される特定累積投
資勘定基準額及び特定非課税管理勘定基準
額について、所轄税務署長は金融商品取引
業者等の営業所の長に提供することとなり
ます。
　具体的には、次に掲げるとおりに行われ
ることとなります（措法37の14㉗～㉙、措
令25の13㊳、措規18の15の 3 ㉛～㊲）。
イ　金融商品取引業者等の営業所の長は、
令和 7 年以後の各年の12月31日（以下
「基準日」といいます。）においてその営
業所に開設されていた非課税口座に設け
られた特定累積投資勘定又は特定非課税
管理勘定に受け入れている上場株式等が
ある場合には、次に掲げる事項（以下
「基準額提供事項」といいます。）を、基
準日の属する年（以下「基準年」といい
ます。）の翌年 1 月31日までに、あらか

じめ税務署長に届け出て行う電子情報処
理組織を使用する一定の方法によりその
金融商品取引業者等の営業所の所在地の
所轄税務署長に提供しなければなりませ
ん。また、その金融商品取引業者等の営
業所の長は、基準額提供事項につき帳簿
を備え、居住者等の各人別に、基準額提
供事項を記載し、又は記録しなければな
らないこととされています。
ⅰ　その非課税口座を開設している居住
者等の氏名、生年月日及び個人番号
ⅱ　整理番号
ⅲ　その金融商品取引業者等の営業所の
名称及びその金融商品取引業者等の法
人番号
ⅳ　その基準日にその特定累積投資勘定
に受け入れている特定累積投資上場株
式等に係る上記イイに定める金額のう
ちその非課税口座に係る部分の金額
ⅴ　その基準日にその特定非課税管理勘
定に受け入れている上場株式等に係る
上記イロに定める金額のうちその非課
税口座に係る部分の金額
ⅵ　その他参考となるべき事項
（注 1）　上記の「一定の方法」とは、認定

電子計算機（金融商品取引業者等の

営業所の長の使用に係る電子計算機

であって国税庁長官の定める基準に

適合するものであることにつき国税

庁長官の認定を受けたものをいいま

す。以下同じです。）に備えられたフ

ァイル（以下「特定ファイル」とい

います。）に基準額提供事項を記録し、

かつ、所轄税務署長に対して、特定

ファイルに記録された基準額提供事

項を閲覧し、及び国税庁の使用に係

る電子計算機に備えられたファイル

に記録する権限を付与する方法とさ

れています（措規18の15の 3 ㉝、令

5 . 3 国税庁告 5）。いわゆるクラウ
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ドを利用した方法です。

　�　また、特定ファイルに基準額提供

事項を記録する場合におけるその記

録に関するファイル形式については、

国税庁長官が定めることとされてい

ます（措規18の15の 3 ㉞、令 5 . 3 国

税庁告 6）。その他、この方法により

基準額提供事項の提供を行う者は、

特定ファイルに記録した基準額提供

事項を国税関係法令に係る情報通信

技術を活用した行政の推進等に関す

る省令第 5 条の 2 第 3 項の定めると

ころにより保存しなければなりませ

ん。認定電子計算機に係る認定等に

ついても、同条第 4 項から第11項ま

での規定の例によることとされてい

ます（措規18の15の 3 ㉟㊱）。
（注 2）　金融商品取引業者等の営業所の長

が上記（注 1）の方法により基準額

提供事項を所轄税務署長に提供しよ

うとする場合における届出その他の

手続については、国税関係法令に係

る情報通信技術を活用した行政の推

進等に関する省令第 4 条第 4 項及び

第 6 項の規定の例によることとされ

ています（措規18の15の 3 ㉜）。
（注 3）　金融商品取引業者等の営業所の長

による基準額提供事項の所轄税務署

長への提供は、上記 1 ⑺の制度の対

象とされています（措法37の14㉚）。

なお、金融商品取引業者等の営業所

の長が、令和 5 年 4 月 1 日前に上記

1 ⑺の承認を受けている場合には、

同日に基準額提供事項の提供を含め

た承認を受けたものとみなされるこ

ととされています（改正法附則34②）。

ロ　基準額提供事項の提供を受けた所轄税
務署長は、基準額提供事項に係る居住者
等の非課税口座でその基準額提供事項に
係る基準年の翌年分の特定累積投資勘定

が設けられているものが開設されている
金融商品取引業者等の営業所の所在地の
所轄税務署長がその提供を受けた所轄税
務署長と異なる場合には、その所在地の
所轄税務署長にその基準額提供事項を通
知するものとされています。
ハ　居住者等の非課税口座で基準年の翌年
分の特定累積投資勘定が設けられている
ものが開設されている金融商品取引業者
等の営業所の所在地の所轄税務署長は、
その特定累積投資勘定及びその特定累積
投資勘定と同時に設けられた特定非課税
管理勘定に係る次に掲げる事項を、その
金融商品取引業者等の営業所の長に、電
子情報処理組織を使用する方法により提
供しなければならないこととされていま
す。また、これらの事項の提供を受けた
金融商品取引業者等の営業所の長は、そ
の居住者等に対し、その特定累積投資勘
定基準額及び特定非課税管理勘定基準額
を通知しなければなりません。この通知
をした金融商品取引業者等の営業所の長
は、その旨及び通知をした事項につき帳
簿を備え、各人別に、その事績を明らか
にする必要があります（措令25の13の 6
②）。
ⅰ　その非課税口座を開設している居住
者等の氏名及び生年月日
ⅱ　整理番号
ⅲ　特定累積投資勘定基準額及び特定非
課税管理勘定基準額
ⅳ　その他参考となるべき事項

ハ　令和 5年末にNISAを実施していた場合
の取扱い
　居住者等が令和 5年12月31日において金
融商品取引業者等の営業所に開設している
非課税口座に令和 5年分の非課税管理勘定
又は累積投資勘定を設定している場合には、
その居住者等（次に掲げる者を除きます。）
は令和 6年 1月 1日においてその金融商品
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取引業者等と特定非課税累積投資契約を締
結したものとみなして、上記①及び②の措
置等を適用することとされました（改正法
附則34①、改正措令附則 6）。
イ　居住者等で令和 5年12月31日に、非課
税管理勘定又は累積投資勘定が設けられ
ている非課税口座が開設されている金融
商品取引業者等の営業所の長に、非課税
口座廃止届出書の提出をした者
ロ　居住者等で令和 5年10月 1 日から同年
12月31日までの間に、非課税管理勘定又
は累積投資勘定が設けられている非課税
口座が開設されている金融商品取引業者
等の営業所の長に、金融商品取引業者等
変更届出書の提出をした者

ニ　未成年者口座の開設者が18歳に到達した
場合の非課税口座の自動開設
　居住者等が令和 6年以後の各年（その年
1月 1日において居住者等が18歳である年
に限ります。）の 1 月 1 日において金融商
品取引業者等の営業所に未成年者口座を開
設している場合には、その居住者等は同日
においてその金融商品取引業者等の営業所
の長に非課税口座開設届出書の提出をした
ものと、その居住者等は同日にその金融商
品取引業者等と特定非課税累積投資契約を
締結したものと、その金融商品取引業者等
の営業所の長は同日に所轄税務署長に届出
事項を提供したものとそれぞれみなして、
上記①及び②の措置等を適用することとさ
れました（措法37の14㉜）。
ホ　金融商品取引業者等の営業所における非
課税口座に関する帳簿書類の整理保存義務
イ　金融商品取引業者等の営業所の長は、
上記④ニ又はホイの確認をした場合には、
その確認に関する帳簿に、その確認をし
た年月日及びその確認の際に、提示を受
けた住民票の写しその他の書類の名称若
しくは署名用電子証明書等の送信を受け
た旨又は上記④ニロの書類の提出を受け

た旨を記載することにより、その確認を
した旨を明らかにしておかなければなり
ません（措令25の13㊱、措規18の15の 3
㉑）。
ロ　上記ロイ及びハの帳簿並びに上記イの
帳簿については、これらの帳簿を閉鎖し
た日の属する年の翌年から 5年間保存し
なければならないこととされています
（措令25の13の 6 ②③、措規18の15の 8
①一）。
ハ　その他、上記④ニロの書類については、
非課税口座が廃止された日の属する年の
翌年から 5年間保存しなければならない
こととされています（措規18の15の 8 ①
二）。

⑶　非課税口座年間取引報告書の改正
　上記⑵の新NISAの改組にあわせて、非課税
口座年間取引報告書の記載事項が簡素化され、
次に掲げる事項を記載することとされました
（措規18の15の 9 ②、別表第 7⑶）。
①　非課税口座を開設していた居住者等の氏名、
生年月日、住所及び個人番号
②　整理番号
③　金融商品取引業者等の営業所の名称、所在
地及び電話番号並びにその金融商品取引業者
等の法人番号
④　非課税口座に非課税管理勘定、累積投資勘
定又は特定累積投資勘定が設けられた日の属
する年中にその非課税口座に受け入れた買付
けの委託等により取得等をした上場株式等及
び同年以後にその非課税口座に受け入れた株
式の分割等により取得する上場株式等につき、
その受け入れた非課税口座に係る非課税管理
勘定、累積投資勘定、特定累積投資勘定又は
特定非課税管理勘定ごとのその年における取
得対価の額の合計額
⑤　その年中にその非課税口座に係る非課税管
理勘定、累積投資勘定、特定累積投資勘定又
は特定非課税管理勘定からの払出しがあった
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非課税口座内上場株式等につき、その非課税
管理勘定、累積投資勘定、特定累積投資勘定
又は特定非課税管理勘定ごとのその年中の払
出しに係るその払出しの次に掲げる場合の区
分に応じそれぞれ次に定める金額の合計額
イ　その払出しが譲渡によるものである場合
��譲渡対価の額
ロ　その払出しが譲渡以外の事由によるもの
である場合��払出し時の金額（時価）

⑥　その年中に交付したその非課税口座に係る
非課税口座内上場株式等の配当等の額の合計
額
⑦　その年の基準日における上記⑵⑤ロイⅳ及
びⅴに掲げる金額
⑧　その非課税口座につきその年中に非課税口
座開設者死亡届出書の提出があった場合には、
その非課税口座開設者死亡届出書に係る被相
続人の死亡年月日
⑨　その非課税口座につき、その非課税口座を
開設している居住者等の出国に関連し、租税
特別措置法第37条の14第26項の規定により非
課税口座廃止届出書の提出があったものとみ

なされることとなる場合には、そのみなされ
ることとなった日及び出国届出書又は継続適
用届出書の提出年月日
⑩　その非課税口座を開設していた者が国税通
則法の規定により届け出た納税管理人が明ら
かな場合には、その氏名及び住所又は居所
⑪　その他参考となるべき事項
　また、令和 6年以後の各年において開設され
ている非課税口座に係る非課税口座年間取引報
告書は次頁のとおりとされました。

3 　適用関係

⑴　上記 2 ⑴及び⑵の改正は、令和 5年 4月 1日
から施行されています（改正法附則 1、改正措
令附則 1、改正措規附則 1）。
⑵　上記 2 ⑶の改正は、令和 6年以後の各年にお
いて金融商品取引業者等に開設されている非課
税口座に係る報告書等について適用し、令和 5
年以前の各年において金融商品取引業者等に開
設されていた非課税口座に係る報告書等につい
ては従前どおりとされています（改正措規附則
2③④）。

二�　未成年者口座内の少額上場株式等に係る配当所得及び�
譲渡所得等の非課税措置の改正

1 　改正前の制度の概要

⑴　配当所得の非課税措置の内容
　金融商品取引業者等の営業所に未成年者口座
を開設している居住者等が、次に掲げる未成年
者口座内上場株式等の区分に応じそれぞれ次に
定める期間内に支払を受けるべきその未成年者
口座内上場株式等の配当等（その金融商品取引
業者等が国内における支払の取扱者で一定のも
のである配当等に限ります。）については、所
得税を課さないこととされています（措法 9の
9①）。
①　非課税管理勘定に係る未成年者口座内上場
株式等��その未成年者口座にその非課税管

理勘定を設けた日から同日の属する年の 1月
1日以後 5年を経過する日までの間

②　継続管理勘定に係る未成年者口座内上場株
式等��その未成年者口座にその継続管理勘
定を設けた日からその未成年者口座を開設し
た者がその年 1月 1日において18歳である年
の前年12月31日までの間

（注）　上記の「未成年者口座内上場株式等」とは、

未成年者口座管理契約に基づきその未成年者

口座に係る振替口座簿に記載若しくは記録が

され、又はその未成年者口座に保管の委託が

されている上場株式等をいいます（措法37の

14の 2 ①）。以下同じです。
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別表第七(三)

    （口座内の配当等の交付状況）

    （その年12月31日に受け入れている上場株式等の購入の代価の額に相当する金額）

    （その他）

令和　　年分
非 課 税 口 座 年 間 取 引 報 告 書

未 成 年 者 口 座 年 間 取 引 報 告 書
税務署長 殿 令和　　年　　月　　日

口
座
開
設
者

住　所
（居　所）

フ　リ　ガ　ナ

生 年 月 日
 明・大・昭
 平・令

・ ・

氏　　　名 個 人 番 号

整 理 番 号

払出年月日 株数又は口数
譲渡対価の額又は

・ ・

・ ・

　　（口座内の上場株式等の取得及び譲渡等の状況）

当初取得等上場株式等、満期移管上場株式等又は分割等上場株式等 その年中に払出しがあつた上場株式等

勘　定
年　分

勘定の
種　類

種　類 銘　柄 株数又は口数 取得対価の額 事    由

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

合

計

　　　年分
非課税(継続)管理・累積投資・特定累積投資 勘定

特定非課税管理勘定

合

計

　　　年分
非課税(継続)管理・累積投資・特定累積投資 勘定

非課税(継続)管理・累積投資・特定累積投資 勘定

　　　年分
非課税(継続)管理・累積投資・特定累積投資 勘定

　　　年分

特定非課税管理勘定

特定非課税管理勘定 特定非課税管理勘定

非課税(継続)管理・累積投資・特定累積投資 勘定

特定非課税管理勘定 特定非課税管理勘定

非課税(継続)管理・累積投資・特定累積投資 勘定

　　　年分

　　　年分
非課税(継続)管理・累積投資・特定累積投資 勘定

　　　年分
非課税(継続)管理・累積投資・特定累積投資 勘定

　　　年分

特定非課税管理勘定 特定非課税管理勘定

非課税(継続)管理・累積投資・特定累積投資 勘定

特定非課税管理勘定 特定非課税管理勘定

非課税(継続)管理・累積投資・特定累積投資 勘定

　　　年分

勘　定
年　分

勘定の
種　類

種　類 銘　柄
その年中に交付を
受けた配当等の額 受けた特別分配金の額

勘　定
年　分

勘定の
種　類

　　　年分

種　類 銘　柄
その年中に交付を
受けた配当等の額 受けた特別分配金の額

・　　・
継 続 適 用 届 出 書

納 税 管 理 人
住　所

（居　所）

フ リ ガ ナ

氏　　名

合　　　　　　計

　特　定　累　積　投　資　勘　定 　特　定　非　課　税　管　理　勘　定

被 相 続 人 の
死 亡 年 月 日

・　　　・ ・　　　・ 届 出 書 の 種 類
出 国 届 出 書

提 出 年 月 日

（用紙　日本産業規格　Ａ４）

摘　　要

  

所 在 地

名　　称 法 人 番 号
（電話）

株（口） 株（口）円 円千 千

千 千 円円 千 千円

そ の 年 中 に 交 付 を

払出し時の金額

取 引 業 者 等

円

その年中に交付を

金 融 商 品

非 課 税 口 座 廃 止

届出書に係る年月日

円千円千
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⑵　譲渡所得等の非課税措置の内容
　金融商品取引業者等の営業所に未成年者口座
を開設している居住者等が、上記⑴①及び②に
掲げる未成年者口座内上場株式等の区分に応じ
それぞれ上記⑴①及び②に定める期間内に、そ
の未成年者口座内上場株式等のその未成年者口
座管理契約に基づく譲渡をした場合には、その
譲渡による事業所得、譲渡所得及び雑所得につ
いては、所得税を課さないこととされています
（措法37の14の 2 ①）。
　一方、未成年者口座管理契約に基づく未成年
者口座内上場株式等の譲渡による収入金額がそ
の未成年者口座内上場株式等の取得費及びその
譲渡に要した費用の額の合計額又はその譲渡に
係る必要経費に満たない場合におけるその不足
額（損失額）は、所得税に関する法令の規定の
適用については、ないものとみなすこととされ
ています（措法37の14の 2 ②）。

⑶　未成年者口座の意義
　「未成年者口座」とは、居住者等（その年 1
月 1日において18歳未満である者又はその年中
に出生した者に限ります。）が、上記⑴及び⑵
の非課税措置等の適用を受けるため、一定の手
続に従い、金融商品取引業者等の営業所の長に
未成年者非課税適用確認書又は未成年者口座廃
止通知書を添付した未成年者口座開設届出書の
提出をして、その金融商品取引業者等との間で
締結した未成年者口座管理契約に基づき平成28
年 4 月 1 日から令和 5年12月31日までの間に開
設された上場株式等の振替口座簿への記載若し
くは記録又は保管の委託（以下「振替記載等」
といいます。）に係る口座（その口座において
未成年者口座管理契約に基づく取引以外の取引
に関する事項を扱わないものに限ります。）を
いいます（措法37の14の 2 ⑤一）。

⑷　未成年者口座管理契約の意義
　「未成年者口座管理契約」とは、上記⑴及び
⑵の非課税措置等の適用を受けるために居住者

等が金融商品取引業者等と締結した上場株式等
の振替記載等に係る契約で、その契約書におい
て次に掲げる事項が定められているものをいい
ます（措法37の14の 2 ⑤二、旧措令25の13の 8
③～⑫、旧措令25の13の 8 ⑳において準用する
旧措令25の13⑥⑦⑫、旧措規18の15の10③～⑩）。
①　上場株式等の振替記載等は、その振替記載
等に係る口座に設けられた非課税管理勘定又
は継続管理勘定において行うこと。
②　非課税管理勘定においてはその居住者等の
次に掲げる上場株式等のみを受け入れること。
イ　次に掲げる上場株式等で、その口座に非
課税管理勘定が設けられた日から同日の属
する年の12月31日までの間に受け入れた上
場株式等の取得対価の額（購入代価の額、
払込金額又は移管に係る払出し時の金額
（時価）をいいます。）の合計額が80万円
（下記ロに掲げる上場株式等がある場合に
は、その上場株式等の移管に係る払出し時
の金額（時価）を控除した金額）を超えな
いもの
イ　その期間内にその金融商品取引業者等
への買付けの委託（その買付けの委託の
媒介、取次ぎ又は代理を含みます。）に
より取得をした上場株式等、その金融商
品取引業者等から取得をした上場株式等
又はその金融商品取引業者等が行う上場
株式等の募集（公募に限ります。）によ
り取得をした上場株式等で、その取得後
直ちにその口座に受け入れられるもの
ロ　その非課税管理勘定を設けた口座に係
る他の年分の非課税管理勘定から移管が
される上場株式等（下記ロに掲げるもの
を除きます。）

ロ　その非課税管理勘定を設けた口座に係る
他の年分の非課税管理勘定から、当該他の
年分の非課税管理勘定が設けられた日の属
する年の 1月 1日から 5年を経過する日の
翌日に移管がされる上場株式等
ハ　上記イ及びロのほか、未成年者口座内上
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場株式等について行われた株式又は受益権
の分割又は併合により取得する上場株式等
や、未成年者口座内上場株式等を発行した
法人の合併により取得する合併法人又は合
併親法人の株式など、一定の事由により取
得する上場株式等

③　継続管理勘定においてはその居住者等の次
に掲げる上場株式等のみを受け入れること。
イ　その口座に継続管理勘定が設けられた日
から同日の属する年の12月31日までの間に、
その継続管理勘定を設けた口座に係る非課
税管理勘定から移管がされる上場株式等
（下記ロに掲げるものを除きます。）で、そ
の移管に係る払出し時の金額（時価）の合
計額が80万円（下記ロに掲げる上場株式等
がある場合には、その上場株式等の移管に
係る払出し時の金額（時価）を控除した金
額）を超えないもの
ロ　その継続管理勘定を設けた口座に係る他
の年分の非課税管理勘定から、当該他の年
分の非課税管理勘定が設けられた日の属す
る年の 1月 1日から 5年を経過する日の翌
日に、同日に設けられるその継続管理勘定
に移管がされる上場株式等
ハ　上記②ハに掲げる上場株式等
（注）　上記イ及びロに掲げる上場株式等の移管

にあたっては、その口座を開設されている

金融商品取引業者等の営業所の長に対し、

移管することを依頼する旨、移管しようと

する未成年者口座内上場株式等の種類、銘

柄及び数若しくは持分の割合又は価額その

他の事項を記載した未成年者口座内上場株

式等移管依頼書の提出（その未成年者口座

内上場株式等移管依頼書の提出に代えて行

う電磁的方法によるその書類に記載すべき

事項の提供を含みます。）をする必要があり

ます（旧措令25の13の 8 ④において準用す

る同条③、措規18の15の10③）。

④　次に掲げる上場株式等は、それぞれ次に定
める移管をすること。

イ　その口座に非課税管理勘定が設けられた
日の属する年の 1月 1日から 5年を経過す
る日（以下「 5 年経過日」といいます。）
において有するその非課税管理勘定に係る
上場株式等（上記②イロ若しくはロ又は上
記③イ若しくはロの移管がされるものを除
きます。）��次に掲げる場合の区分に応
じそれぞれ次に定める移管
イ　その 5年経過日の属する年の翌年 3月
31日において居住者等が18歳未満である
場合��その 5年経過日の翌日に一定の
方法により行うその口座と同時に設けら
れた課税未成年者口座への移管
ロ　上記イの場合以外の場合�� 5年経過
日の翌日に一定の方法により行う他の保
管口座（他の株式等の振替記載等に係る
口座をいいます。以下同じです。）への
移管

ロ　居住者等がその年 1月 1日において18歳
である年の前年12月31日において有する継
続管理勘定に係る上場株式等��同日の翌
日に一定の方法により行う他の保管口座へ
の移管

⑤　非課税管理勘定又は継続管理勘定に記載若
しくは記録又は保管の委託がされる上場株式
等は、その居住者等の基準年（その居住者等
がその年 3月31日において18歳である年をい
います。）の前年12月31日までは、次に定め
るところによること。
イ　上場株式等のその口座から他の保管口座
でその口座と同時に設けられた課税未成年
者口座以外のものへの移管又はその上場株
式等に係る有価証券のその居住者等への返
還（災害、疾病その他の一定の事由（災害
等事由）による移管又は返還でその口座及
び課税未成年者口座に記載若しくは記録若
しくは保管の委託又は預入れ若しくは預託
がされている上場株式等及び金銭その他の
資産の全てについて行うもの（以下「災害
等による返還等」といいます。）その他一
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定の事由による移管又は返還を除きます。）
をしないこと。
ロ　上場株式等について所定の方法以外の方
法による譲渡又は贈与をしないこと。
ハ　上場株式等の譲渡の対価又は上場株式等
に係る配当等として交付を受ける金銭その
他の資産は、その受領後直ちに課税未成年
者口座に預入れ又は預託をすること。

⑥　その口座につき上記④若しくは⑤の要件に
該当しないこととなる事由又は災害等による
返還等が生じた場合には、これらの事由が生
じた時にその口座及び課税未成年者口座を廃
止すること。
⑦　その他一定の事項
（注 1）　上記の「非課税管理勘定」とは、未成年

者口座管理契約に基づき振替記載等がされ

る上場株式等につき、その振替記載等に関

する記録を他の取引に関する記録と区分し

て行うための勘定で、平成28年から令和 5

年までの各年（その居住者等が、その年 1

月 1 日において18歳未満である年及び出生

した日の属する年に限ります。）に設けられ

る等の要件を満たすものをいいます（措法

37の14の 2 ⑤三）。
（注 2）　上記の「継続管理勘定」とは、未成年者

口座管理契約に基づき振替記載等がされる

上場株式等につき、その振替記載等に関す

る記録を他の取引に関する記録と区分して

行うための勘定で、令和 6 年から令和10年

までの各年（その居住者等が、その年 1 月

1 日において18歳未満である年に限りま

す。）に設けられる等の要件を満たすものを

いいます（措法37の14の 2 ⑤四）。
（注 3）　上記の「課税未成年者口座」とは、未成

年者口座を開設した居住者等が、その未成

年者口座を開設している金融商品取引業者

等の営業所又はその金融商品取引業者等と

一定の関係にある法人の営業所に開設して

いる口座で、特定口座その他の一定の口座

により構成されるもの（ 2 以上の特定口座

が含まれないものに限ります。）のうち、そ

の未成年者口座と同時に設けられるものを

いいます（措法37の14の 2 ⑤五）。

2 　改正の内容

　移管に係る事務処理を円滑にする観点から、上
記 1 ⑷③ロに掲げる上場株式等については、その
移管にあたって、未成年者口座内上場株式等移管
依頼書の提出等の特段の手続が不要とされました。
　具体的には、非課税管理勘定が設けられている
未成年者口座が開設されている金融商品取引業者
等の営業所の長は、その非課税管理勘定が設けら
れた日の属する年の 1月 1日から 5年を経過する
日の翌日においてその未成年者口座に継続管理勘
定が設けられる場合には、同日にその非課税管理
勘定に係る未成年者口座内上場株式等をその非課
税管理勘定からその継続管理勘定に移管すること
とされました（措令25の13の 8 ④⑫二）。
　また、この未成年者口座を開設している居住者
等が、その未成年者口座が開設されている金融商
品取引業者等の営業所の長に対し、次に掲げる事
項を記載した書類の提出（その書類の提出に代え
て行う電磁的方法によるその書類に記載すべき事
項の提供を含みます。以下同じです。）をした場
合には、金融商品取引業者等の営業所の長は、そ
の書類（電磁的方法により提供されたその書類に
記載すべき事項を記録した電磁的記録を含みま
す。）に記載又は記録がされたその非課税管理勘
定に係る未成年者口座内上場株式等をその継続管
理勘定に移管しないこととされました（措令25の
13の 8 ⑫三、措規18の15の10⑨）。
⑴　その書類の提出をする者の氏名、生年月日及
び住所
⑵　その書類の提出先の金融商品取引業者等の営
業所の名称及び所在地
⑶　その未成年者口座に設けられた非課税管理勘
定に係る未成年者口座内上場株式等をその未成
年者口座に係る継続管理勘定に移管しないこと
を依頼する旨
⑷　その移管しない未成年者口座内上場株式等の
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種類、銘柄及び数若しくは持分の割合又は価額
⑸　その他参考となるべき事項
　なお、上記の書類の提出を受けた金融商品取引
業者等の営業所の長は、その書類を、未成年者口
座が廃止された日の属する年の翌年から 5年間保
存しなければなりません（措規18の15の10㉕にお

いて準用する措規18の15の 8 ①④）。

3 　適用関係

　上記 2の改正は、令和 5年 4月 1日から施行さ
れています（改正措令附則 1、改正措規附則 1）。

三�　特定新規中小企業者がその設立の際に発行した株式の�
取得に要した金額の控除等の創設

1 　制度創設の趣旨

　スタートアップは、社会的課題を成長のエンジ
ンに転換し、持続可能な経済社会を実現するとい
う「新しい資本主義」の考え方を体現するもので
あることから、2022年をスタートアップ創出元年
とし、戦後の創業期に次ぐ、第二の創業ブームを
実現し、スタートアップの起業加速と、既存大企
業によるオープンイノベーションの推進を通じて、
日本にスタートアップを生み育てるエコシステム
を創出するとの方針の下で、2022年11月に新しい
資本主義実現会議において「スタートアップ育成
5か年計画」が決定されました。その中では、創
業数と創業規模の両面でわが国のスタートアップ
の成長を促すため、スタートアップへの投資額を、
現在の8,000億円規模から、 5 年後の2027年度に
10倍を超える規模（10兆円規模）とすることや、
ユニコーンを100社、スタートアップを10万社創
出することなどを大きな目標として掲げ、そのた
めの具体的な取組として、スタートアップへの投
資を促すための措置として、「創業者などの個人
からスタートアップへの資金供給のため、保有す
る株式を売却してスタートアップに再投資する場
合の優遇税制を整備する」ことが盛り込まれてお
りました。

　こうしたことを踏まえ、令和 5年度税制改正に
おいては、わが国にスタートアップを生み育てる
エコシステムを抜本的に強化するインセンティブ
を充実するため、特に、創業につき資金不足や金
銭面の損失リスクが足かせとなっている現状を踏
まえ、自らリスクを取って出資する創業者の行為
を金銭面から力強く後押しすることとし、具体的
には、保有株式の譲渡益を元手に創業者が創業し
た場合に、再投資分につき株式譲渡益に課税しな
い制度が創設されました。
（注）　課税されない上限額については、わが国にお

けるスタートアップを生み育てるエコシステム

を抜本的に強化するため、米国のQSBS（Qualified�

�Small�Business�Stock：適格小規模法人株式）

に係る株式譲渡益の非課税措置の規模（約13.5億

円）を上回る20億円とされました。また、スタ

ートアップに投資を呼び込むための措置である

ことから、株式の再投資を行う際の優遇措置と

されています。

　この創設された制度及び後述「四　特定中小会
社が発行した株式の取得に要した金額の控除等の
改正」の特例株式会社の特定株式の特例（プレシ
ード・シード期のスタートアップへの投資の特
例）の概要は次の図のとおりです。

─�136�─

――租税特別措置法等（所得税関係）の改正――



2 　制度の内容

⑴　制度の概要
　令和 5年 4月 1日以後に、その設立の日の属
する年12月31日において中小企業等経営強化法
第 6条に規定する特定新規中小企業者に該当す
る株式会社でその設立の日以後の期間が 1年未
満の株式会社であることその他の要件を満たす
もの（以下「特定株式会社」といいます。）に
よりその設立の際に発行される株式（以下「設
立特定株式」といいます。）を払込み（その株
式の発行に際してするものに限ります。以下同
じです。）により取得をした一定の居住者等は、
その年分の一般株式等に係る譲渡所得等の金額
又は上場株式等に係る譲渡所得等の金額の計算
上、その年中に払込みにより取得をした設立特
定株式（その年12月31日において有するものと
されるものに限ります。以下「控除対象設立特
定株式」といいます。）の取得に要した金額の
合計額（適用前の一般株式等に係る譲渡所得等

の金額（この特例を適用しないで計算した場合
における一般株式等に係る譲渡所得等の金額を
いいます。以下同じです。）及び適用前の上場
株式等に係る譲渡所得等の金額（この特例を適
用しないで計算した場合における上場株式等に
係る譲渡所得等の金額をいいます。以下同じで
す。）の合計額（以下「適用前の株式等に係る
譲渡所得等の金額の合計額」といいます。）が
取得に要した金額の合計額に満たない場合には、
適用前の株式等に係る譲渡所得等の金額の合計
額に相当する金額が限度とされます。）を控除
することとされました。
　なお、この特例の適用を受けた場合において、
その適用を受けた金額が20億円を超えるときは、
その適用を受けた年の翌年以後、控除対象設立
特定株式に係る同一銘柄株式の取得価額等を一
定の計算により圧縮することとされています
（措法37の13の 2 、措令25の12の 2 、措規18の
15の 2 ）。

課税対象

①保有株式を売却

再投資

課税繰延

売却

売却益
（1,000万円）

売却益
（1,000万円）

取得価額
（ 0円）

取得価額
（700万円）

再投資
（700万円）

再投資
（700万円）

減額
700万円

（300万円）

（700万円）

【 X年】

②売却益をスタートアップへ再投資

①保有株式を売却

再投資

非課税（上限：20億円）

売却

課税対象

③再投資した株式を売却

取得価額

〈
改
正
後
〉

〈
改
正
前
〉
再投資額を
売却益
から控除

課税対象

再投資額を
売却益
から控除

（700万円）（700万円）

（300万円）

（700万円）

（300万円）

課税対象

売却益
（1,000万円）

売却益
（1,000万円）

（1,000万円）

【 X＋α年】

③再投資した株式を売却

（ 0円）
※取得価額調整
（控除額分を減額）

②売却益を用いた創業又はプレシード・
シード期のスタートアップ（注）への再投資

（700万円）（700万円）

（注）　プレシード・シード期のスタートアップとは、エンジェル税制の対象企業である未上場ベンチャー企業のうち、①設立５年未満、②前事業年度まで売上
　　が生じていない又は売上が生じているが前事業年度の試験研究費等が出資金の 30％超、③営業損益がマイナス、等という状況であることを指す。

保有する株式を売却し、自己資金による創業やプレシード・シード期のスタートアップへの再投資を行う際に課税を行
わない措置等を創設。（令和５年４月１日以降の再投資について適用）

スタートアップへの再投資に係る非課税措置の創設
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⑵　特定株式会社の意義
　上記⑴の「特定株式会社」とは、その設立の
日の属する年12月31日において中小企業等経営
強化法第 6条に規定する特定新規中小企業者に
該当する株式会社でその設立の日以後の期間が
1年未満であり、かつ、中小企業等経営強化法
施行規則第 8条第 5号ハに該当する会社をいい
ます（措法37の13の 2 ①、措規18の15の 2 ①）。
　この中小企業等経営強化法施行規則第 8条第
5号ハに該当する会社は、その設立の日の属す
る年12月31日において、同号イ⑴から⑶までに
掲げる要件のいずれか（中小企業等経営強化法
施行規則の一部を改正する省令（令和 5年経済
産業省令21）による改正前の中小企業等経営強
化法施行規則の特定新規中小企業者の従前の要
件です。）を満たす設立の日以後の期間が 1 年
未満の第 2号新規中小企業者（設立の日以後の
期間が 5年未満の会社である中小企業者をいい
ます。）であって次の①又は②に掲げる会社の
区分に応じ、次の①又は②に定める要件に該当
するものであることとされています。ただし、
合併又は分割により設立されたもの及び他の事
業者からその全部又は一部を譲り受けた事業を
主たる事業とするものは該当しません。
①　設立事業年度（設立後最初の事業年度をい
います。以下同じです。）を経過していない
会社��事業の将来における成長発展に向け
た事業計画（設立事業年度における販売費及
び一般管理費の合計額（事業年度の期間が 1
年未満の場合にあっては、販売費及び一般管
理費の合計額を 1年当たりの額に換算した額。
②において同じです。）がその会社の出資金
額の30％を超える見込みを記載したものに限
ります。）を有すること。
②　設立事業年度を経過している会社��前事
業年度において販売費及び一般管理費の合計
額のその会社の出資金額に対する割合が30％
を超えるものであること。
　また、中小企業等経営強化法第 6条に規定す
る特定新規中小企業者に該当する株式会社であ

るため、次の要件も満たす必要があります（中
小企業等経営強化法施行規則 8）。
③　株式会社であること。
④　金融商品取引所に上場されている株式等の
発行者である会社以外の会社であること。
⑤　次のイ又はロに掲げる会社以外の会社であ
ること。
イ　発行済株式の総数の 2分の 1を超える数
の株式が同一の大規模法人及びその大規模
法人と特殊の関係のある法人の所有に属し
ている会社
ロ　イに掲げるもののほか、発行済株式の総
数の 3分の 2以上が大規模法人及びその大
規模法人と特殊の関係のある法人の所有に
属している会社

⑥　風俗営業又は性風俗関連特殊営業に該当す
る事業を行う会社でないこと。
⑦　株主グループのうちその有する株式の総数
がその設立の日の属する年12月31日において
発行済株式の総数の10分の 3以上であるもの
の有する株式の合計数が、発行済株式の総数
の100分の99を超えないものであること。た
だし、株主グループのうちその有する株式の
総数が最も多いものが、同日において発行済
株式の総数の 2分の 1を超える数の株式を有
するものにあっては、その株主グループの有
する株式の総数が、発行済株式の総数の100
分の99を超えないものであること。

（注）　一定の居住者等（「特定中小会社が発行した

株式の取得に要した金額の控除等（措法37の

13）」の適用対象者）が上記の特定株式会社の

株式を取得した場合には、その株式は、「特定

中小会社が発行した株式の取得に要した金額

の控除等（措法37の13）」及び「特定中小会社

が発行した株式に係る譲渡損失の繰越控除等

（措法37の13の 3 ）」の適用対象となります。

詳細については、後述「四　特定中小会社が

発行した株式の取得に要した金額の控除等の

改正」の 2 ⑵をご参照ください。
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⑶　特例の適用対象となる設立特定株式
　上記⑴の「設立特定株式」とは、特定株式会
社によりその設立の際に発行される株式をいい
ます。この特例の適用対象となる設立特定株式
は、令和 5年 4月 1日以後に株式の発行の際の
払込みにより取得をした株式に限られています
（措法37の13の 2 ①）。なお、この取得からは、
「特定の取締役等が受ける新株予約権の行使に
よる株式の取得に係る経済的利益の非課税等
（措法29の 2 ）」の適用を受けるものが除かれて
います。

⑷　適用対象者
　この特例の適用対象者は、設立特定株式を払
込みにより取得をした居住者等です。ただし、
特定株式会社の発起人である必要があります。
また、次に掲げる者は、この特例の適用対象者
には含まれません（措法37の13の 2 ①、措令25
の12の 2 ①）。
①　設立特定株式を発行した特定株式会社の設
立に際し、特定株式会社に自らが営んでいた
事業の全部を承継させた個人（以下「特定事
業主であった者」といいます。）
②　特定事業主であった者の親族
③　特定事業主であった者と婚姻の届出をして
いないが事実上婚姻関係と同様の事情にある
者
④　特定事業主であった者の使用人
⑤　上記②から④までに掲げる者以外の者で、
特定事業主であった者から受ける金銭その他
の資産によって生計を維持しているもの
⑥　上記③から⑤までに掲げる者と生計を一に
するこれらの者の親族

⑸　控除対象設立特定株式の意義及び控除対象設
立特定株式の取得に要した金額の計算
①　控除対象設立特定株式の意義
　上記⑴の「控除対象設立特定株式」とは、
居住者等がその年中に払込みにより取得をし
た設立特定株式のうちその年12月31日（その

者が年の中途において死亡し、又は出国をし
た場合には、その死亡又は出国の時。下記⑻
を除き、以下同じです。）におけるその設立
特定株式に係る控除対象設立特定株式数（そ
の設立特定株式の銘柄ごとに、次のイに掲げ
る数からロに掲げる数を控除した残数をいい
ます。以下同じです。）に対応する設立特定
株式をいいます（措令25の12の 2 ④）。
イ　その居住者等がその年中に払込みにより
取得をした設立特定株式の数
ロ　その居住者等がその年中に譲渡又は贈与
をした同一銘柄株式（イの設立特定株式及
びその設立特定株式と同一銘柄の他の株式
をいいます。以下同じです。）の数

②　控除対象設立特定株式の取得に要した金額
の計算
　控除対象設立特定株式の取得に要した金額
は、その居住者等がその年中に払込みにより
取得をした設立特定株式の銘柄ごとに、その
払込みにより取得をした設立特定株式の取得
に要した金額の合計額をその取得をした設立
特定株式の数で除して計算した金額に上記①
の控除対象設立特定株式数を乗じて計算した
金額とされています（措令25の12の 2 ③）。
③　株式の分割若しくは併合又は株式無償割当
てがあった場合の控除対象設立特定株式の取
得に要した金額の計算
　設立特定株式の払込みによる取得の後その
取得の日の属する年12月31日までの期間（以
下「取得後期間」といいます。）内に、その
設立特定株式に係る同一銘柄株式につき分割
若しくは併合又は株式無償割当てがあった場
合における上記②の取得をした設立特定株式
の数及び上記①イ及びロに掲げる数の計算に
ついては、その分割若しくは併合又は株式無
償割当ての前にされた取得並びに譲渡及び贈
与に係る株式の数は、株式の分割又は併合の
場合にあってはその取得並びに譲渡及び贈与
がされた株式の数にその分割又は併合の比率
を乗じて得た数とし、株式無償割当ての場合
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にあってはその取得並びに譲渡及び贈与がさ
れた株式の数にその株式無償割当てにより割
り当てられた株式の数を加算した数として計
算します（措令25の12の 2 ⑤⑥）。

⑹　控除対象設立特定株式の取得に要した金額の
合計額の控除の方法
　この特例による控除対象設立特定株式の取得
に要した金額の合計額の控除は、次のとおり行
うこととされています（措令25の12の 2 ②）。
①　控除対象設立特定株式の取得に要した金額
の合計額の控除は、まず適用前の一般株式等
に係る譲渡所得等の金額を限度として、その
取得の日の属する年分の一般株式等に係る譲
渡所得等の金額の計算上控除し、なお控除し
きれない金額があるときは、適用前の上場株
式等に係る譲渡所得等の金額を限度として、
その取得の日の属する年分の上場株式等に係
る譲渡所得等の金額の計算上控除します。
②　所得税法第71条第 1 項の規定による控除
（雑損失の繰越控除）が行われる場合には、
まずこの特例による控除を行った後、同項の
規定による控除を行います。

⑺　他の特例の不適用
　この特例の適用を受けた控除対象設立特定株
式及び控除対象設立特定株式と同一銘柄の株式
で、その適用を受けた年中に払込みにより取得
をしたものについては、「特定中小会社が発行
した株式の取得に要した金額の控除等（措法37
の13）」及び「特定新規中小会社が発行した株
式を取得した場合の課税の特例（措法41の18の
4 ）」の適用はできません（措法37の13の 2 ②、
41の18の 4 ②）。

⑻　確定申告書の提出、記載及び明細書等の添付
の要件
　この特例は、この特例の適用を受けようとす
る年分の確定申告書に、この特例の適用を受け
ようとする旨の記載をするとともに、次に掲げ

る書類の添付がある場合に限り、適用すること
とされています（措法37の13の 2 ③、措規18の
15の 2 ②）。
①　特定株式会社から交付を受けた都道府県知
事のその特定株式会社が発行した設立特定株
式に係る基準日（その特定株式会社のその設
立の日の属する年12月31日をいいます。）に
おいてイ及びロに掲げる事実の確認をした旨
を証する書類（ハに掲げる事項の記載がある
ものに限ります。）
イ　その特定株式会社が中小企業等経営強化
法施行規則第 8条各号（第 5号イ又はロ及
び第 6 号イ又はロを除きます。）に掲げる
要件に該当するものであること。
ロ　その居住者等がその特定株式会社の発起
人に該当すること及びその設立特定株式の
取得が発起人としての払込みによりされた
ものであること。
ハ　その居住者等の氏名及び住所（国内に住
所を有しない者にあっては、居所地等の一
定の場所）、払込みにより取得がされたそ
の設立特定株式の数及びその設立特定株式
と引換えに払い込むべき額並びにその払い
込んだ金額

②　その設立特定株式を発行した特定株式会社
のその設立特定株式を払込みにより取得をし
た居住者等がその特定株式会社の成立の日に
おいて上記⑷①から⑥までに掲げる者に該当
しないことの確認をした旨を証する書類
③　その設立特定株式を発行した特定株式会社
から交付を受けたその設立特定株式を払込み
により取得をしたその居住者等が有するその
特定株式会社の株式のその取得の時（その取
得の時が 2以上ある場合には、最初の取得の
時）以後のその株式の異動につき次に掲げる
事項がその異動ごとに記載された明細書（控
除対象設立特定株式の取得をした日の属する
年中のイからハまでに掲げる事項の記載があ
るものに限ります。）
イ　異動事由
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ロ　異動年月日
ハ　異動した株式の数及び異動直後において
有する株式の数
ニ　その他参考となるべき事項
④　その居住者等とその特定株式会社との間で
締結された中小企業等経営強化法施行規則第
11条第 2項第 3号ロに規定する株式の管理に
関する契約に係る契約書の写し
（注）　上記の「中小企業等経営強化法施行規則

第11条第 2 項第 3 号ロに規定する株式の管

理に関する契約」の記載事項は、中小企業

等経営強化法施行規則第11条第 2 項第 3 号

ロに規定する投資に関する契約の契約書の

記載事項（平17. 4 経済産業告113）において

定められています。

⑤　株式等に係る譲渡所得等の金額の計算に関
する明細書で適用前の一般株式等に係る譲渡
所得等の金額及び適用前の上場株式等に係る
譲渡所得等の金額の記載があるもの（特定口
座における取引以外に株式等の譲渡所得がな
い場合等には特定口座年間取引報告書その他
の書類）
⑥　控除対象設立特定株式の取得に要した金額
の計算に関する明細書（控除対象設立特定株
式の取得に要した金額の合計額及びその年中
に払込みにより取得をした設立特定株式の銘
柄ごとの控除対象設立特定株式の取得に要し
た金額の計算に関する明細の記載があるもの
に限るものとし、下記⑼の適用がある場合に
は下記⑼の適用控除対象設立特定株式に係る
下記⑼②イ又はロに掲げる場合の区分に応じ
イ又はロに定める金額の計算に関する明細の
記載があるものに限ります。）
⑦　控除対象設立特定株式数の計算に関する明
細書（控除対象設立特定株式数並びにその控
除対象設立特定株式数に係る上記⑸①イ及び
ロに掲げる数の計算に関する明細並びにその
計算の基礎となった上記⑸①イの払込みによ
り取得をした設立特定株式のその取得及び上
記⑸①ロの譲渡又は贈与のそれぞれの年月日

その他参考となるべき事項の記載があるもの
に限ります。）

⑼　特例の適用を受けた年の翌年以後の各年の取
得価額等の計算
　居住者等が、その年中に取得をした控除対象
設立特定株式の取得に要した金額の合計額につ
きこの特例の適用を受けた場合において、適用
を受けた金額（以下「適用額」といいます。）
が20億円を超えたときは、その適用額から20億
円を控除した残額を、その適用を受けた年（以
下「適用年」といいます。）の翌年以後の各年
分における適用年にその適用を受けた控除対象
設立特定株式（以下「適用控除対象設立特定株
式」といいます。）に係る同一銘柄株式の取得
価額又は取得費から控除する（取得価額等の圧
縮を行う）こととなります。よって、エンジェ
ル税制の「特定中小会社が発行した株式の取得
に要した金額の控除等（措法37の13）」では特
例株式会社の特定株式の特例の適用がある場合
を除き、適用額の全額が控除の対象ですが、こ
の特例においては、適用額から20億円を控除し
た残額が控除の対象となります。
　具体的には、翌年以後のその適用控除対象設
立特定株式に係る同一銘柄株式 1株当たりの取
得価額は、①に掲げる金額から②に掲げる金額
を控除して計算することとされています（措令
25の12の 2 ⑦）。取得費についてもこの控除に
準じて計算した金額とされます。
①　その適用控除対象設立特定株式に係る同一
銘柄株式 1株当たりの適用年の12月31日にお
ける取得価額
②　その適用控除対象設立特定株式に係る適用
年の次に掲げる場合の区分に応じそれぞれ次
に定める金額を適用年の12月31日において有
するその適用控除対象設立特定株式に係る同
一銘柄株式の数で除して計算した金額
イ　その適用年においてその適用控除対象設
立特定株式以外の適用控除対象設立特定株
式（ロにおいて「他の適用控除対象設立特
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定株式」といいます。）がない場合��適
用額から20億円を控除した残額
ロ　その適用年において他の適用控除対象設
立特定株式がある場合��適用額から20億
円を控除した残額に、その適用控除対象設
立特定株式の取得に要した金額と当該他の
適用控除対象設立特定株式の取得に要した
金額との合計額のうちに占めるその適用控
除対象設立特定株式の取得に要した金額の
割合を乗じて計算した金額

⑽　特定株式会社から税務署長への株式の異動状
況の通知等
　この特例の適用を受けた場合には、上記⑼の
とおり、一定の場合においてその適用を受けた
年の翌年以後、適用控除対象設立特定株式に係
る同一銘柄株式の取得価額等を圧縮することと
されていますが、特例の適用を受けた居住者等
が圧縮の対象となる同一銘柄株式の譲渡又は贈
与をした場合には、特定株式会社から通知を行
い、税務署がその事実を把握することとしてい
ます。これはこの特例の適正な運用を確保する
観点から設けられたものです。具体的には、次
の①及び②のとおり通知制度が設けられていま
す。
①　居住者等から特定株式会社への通知
　上記⑼の適用がある場合（適用額が20億円
を超える場合）において、適用控除対象設立
特定株式の取得をした居住者等は、その適用
控除対象設立特定株式に係る同一銘柄株式を
適用年の翌年以後最初に譲渡又は贈与をする
時までにその者の氏名及び上記⑼の適用があ
る旨をその適用控除対象設立特定株式に係る
特定株式会社に通知しなければなりません
（措令25の12の 2 ⑧前段、措規18の15の 2 ③）。
この場合において、その居住者等は、その翌
年以後の各年においてその同一銘柄株式の譲
渡又は贈与をしたときは、遅滞なく、その特
定株式会社にその者の氏名、その同一銘柄株
式の譲渡又は贈与をした旨、その譲渡又は贈

与をした同一銘柄株式の数及びその年月日を
通知しなければなりません（措令25の12の 2
⑧後段、措規18の15の 2 ④）。
②　特定株式会社から税務署長への通知
　また、居住者等が、払込みにより取得をし
た特定株式会社の設立特定株式（上記⑼の適
用がある旨の通知を受けた特定株式会社の適
用控除対象設立特定株式で令和 5年 4月 1日
以後に払込みにより取得をしたものに限りま
す。）に係る同一銘柄株式をその払込みによ
る取得があった日の属する年の翌年以後の各
年において譲渡又は贈与をした場合において、
その特定株式会社が居住者等からの通知その
他の事由によりその譲渡又は贈与があったこ
とを知ったときは、その特定株式会社は、そ
の知った日の属する年の翌年 1月31日までに、
その居住者等につきその特定株式会社の株式
の譲渡又は贈与があったことを知った旨、そ
の譲渡又は贈与をした株式の数及びその年月
日その他の事項をその所在地の所轄税務署長
に通知しなければなりません（措令25の12の
2 ⑨、措規18の15の 2 ⑤）。

⑾　特定中小会社が発行した株式に係る譲渡損失
の繰越控除等の改正
　「特定中小会社が発行した株式に係る譲渡損
失の繰越控除等（措法37の13の 3 ）」の適用対
象となる株式の範囲に、この特例の上記⑷の適
用対象者が取得した設立特定株式が追加されま
した（措法37の13の 3 ①）。
　なお、設立特定株式について「特定中小会社
が発行した株式に係る譲渡損失の繰越控除等
（措法37の13の 3 ）」の適用を受ける場合には、
確定申告書への添付が必要となる書類のうち
「特定中小会社が発行した株式の取得に要した
金額の控除等（措法37の13）」に関する書類に
ついては、これらの書類に代えて上記⑻①から
④までに掲げる書類を添付できることとされま
した（措規18の15の 2 の 2 ①一②③三⑤一）。
（注）　「特定中小会社が発行した株式に係る譲渡損
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失の繰越控除等（措法37の13の 3 ）」の制度の

詳細については、後述「四　特定中小会社が

発行した株式の取得に要した金額の控除等の

改正」の 1 ⑵をご参照ください。

3 　適用関係

　この特例は、令和 5年 4月 1日以後に設立特定
株式を払込みにより取得をした場合に適用されま
す（措法37の13の 2 ①）。

四�　特定中小会社が発行した株式の取得に要した金額の控除等の
改正

1 　改正前の制度の概要

　次世代のイノベーションの担い手たるベンチャ
ー企業に対する個人投資家の投資を促進する観点
から、次の⑴及び⑵の特例が設けられています。
これらの特例は、特定新規中小会社が発行した株
式を取得した場合の課税の特例（旧措法41の19）
とあわせて、「エンジェル税制」と呼ばれるもの
です。
（注）　特定新規中小会社が発行した株式を取得した

場合の課税の特例については、後述「五　特定

新規中小会社が発行した株式を取得した場合の

課税の特例の改正」をご参照ください。

⑴　特定中小会社が発行した株式の取得に要した
金額の控除等
①　平成15年 4 月 1 日以後に、特定中小会社の
特定株式を払込み（株式の発行に際してする
ものに限ります。以下同じです。）により取
得をした一定の居住者等が、その特定株式を
払込みにより取得をした場合における一般株
式等に係る譲渡所得等の課税の特例（措法37
の10）及び上場株式等に係る譲渡所得等の課
税の特例（措法37の11）の適用については、
その年分の一般株式等に係る譲渡所得等の金
額又は上場株式等に係る譲渡所得等の金額の
計算上、その年中にその払込みにより取得を
した特定株式（その年12月31日において有す
るものとして一定のものに限ります。以下
「控除対象特定株式」といいます。）の取得に
要した金額の合計額を控除することとされて

います（旧措法37の13①）。
（注）　上記の「一定の居住者等」とは、一定の

方法により判定した場合に基準日（特定中

小会社の設立の際に発行された特定株式に

あってはその特定中小会社の成立の日をい

い、特定中小会社の設立の日後に発行され

た特定株式にあってはその特定株式の払込

みの期日（払込みの期間の定めがある場合

には、その払込みをした日）をいいます。

以下同じです。）において特定中小会社が法

人税法に規定する同族会社に該当すること

となるときにおける判定の基礎となる株主

として一定の者に該当する者や、特定中小

会社の設立に際し、自らが営んでいた事業

の全部を承継させた個人等の者に該当しな

い者をいいます（旧措令25の12①、旧措規

18の15①～④）。下記⑵において同じです。

②　この控除の適用を受けた場合には、その適
用を受けた金額は、その適用を受けた年の翌
年以後の各年分におけるその控除対象特定株
式に係る同一銘柄株式（特定株式及びその特
定株式と同一銘柄の他の株式をいいます。以
下同じです。）の取得価額又は取得費から控
除する（取得価額等の圧縮を行う）こととさ
れています（旧措令25の12⑦）。これにより、
この控除の適用を受けた年において生じたそ
の適用を受けた金額に相当する譲渡所得等の
金額に対する課税が、この特例の適用を受け
て取得した特定株式に係る同一銘柄株式を譲
渡したときまで繰り延べられることとなりま
す。

─�143�─

――租税特別措置法等（所得税関係）の改正――



③　上記①の適用を受けようとする場合には、
その年分の確定申告書に、上記①の適用を受
けようとする旨の記載をするとともに、次に
掲げる書類を添付する必要があります（措法
37の13②、旧措規18の15⑧）。
イ　特定中小会社等から交付を受けた都道府
県知事等のその特定株式に係る基準日にお
いて次に掲げる事実の確認をした旨を証す
る書類（その居住者等の氏名及び住所、払
込みにより取得がされた特定株式の数及び
特定株式と引換えに払い込むべき額並びに
その払い込んだ金額の記載があるものに限
ります。）その他の書類
イ　特定中小会社が中小企業等経営強化法
施行規則第 8条各号に掲げる要件等の一
定の要件に該当するものであること。
ロ　その居住者等による特定株式の取得が、
特定株式に係る投資に関する条件を定め
た契約で下記⑶①（注 2）ニの契約に該
当するもの（以下「投資に関する契約」
といいます。）に基づく等をし、払込み
によりされたものであること。

ロ　特定中小会社のその居住者等が上記①の
一定の居住者等に該当することの確認をし
た旨を証する書類
ハ　特定中小会社から交付を受けたその居住
者等が有するその特定中小会社の株式の異
動につき異動した株式数等が異動ごとに記
載された明細書
ニ　居住者等と特定中小会社との間で締結さ
れた投資に関する契約等に係る契約書の写
し
ホ　一般株式等に係る譲渡所得等の金額の計
算に関する明細書その他の明細書等

④　居住者等が払込みにより取得をした特定中
小会社の特定株式に係る同一銘柄株式をその
払込みによる取得があった日の属する年の翌
年以後の各年において譲渡又は贈与をした場
合において、その特定中小会社が投資に関す
る契約等に基づく居住者等からの申出その他

の事由により譲渡又は贈与があったことを知
ったときは、特定中小会社は、その知った日
の属する年の翌年 1月31日までに、その知っ
た旨その他の事項をその所在地の所轄税務署
長に通知しなければならないこととされてい
ます（旧措令25の12⑧、旧措規18の15⑨）。

⑵　特定中小会社が発行した株式に係る譲渡損失
の繰越控除等
①　特定中小会社の特定株式を払込みにより取
得をした一定の居住者等について、その特定
中小会社の設立の日からその特定中小会社の
株式の上場等の日の前日までの期間内に、そ
の特定株式が株式としての価値を失ったこと
による損失が生じた場合とされるその特定中
小会社の清算結了等の一定の事実が発生した
ときは、その事実が発生したことはその特定
株式の譲渡をしたことと、その損失の金額は
その特定株式の譲渡をしたことにより生じた
損失の金額とそれぞれみなすこととされてい
ます（旧措法37の13の 2 ①）。
②　確定申告書を提出する一定の居住者等が、
特定株式に係る譲渡損失の金額を有する場合
には、その特定株式に係る譲渡損失の金額は、
その確定申告書に係る年分の上場株式等に係
る譲渡所得等の金額を限度として、その年分
の上場株式等に係る譲渡所得等の金額の計算
上控除することとされています（旧措法37の
13の 2 ④）。
③　確定申告書を提出する一定の居住者等が、
その年の前年以前 3年内の各年において生じ
た特定株式に係る譲渡損失の金額（上記②又
はこの③の適用を受けて前年以前において控
除されたものを除きます。）を有する場合に
は、その特定株式に係る譲渡損失の金額に相
当する金額は、その確定申告書に係る年分の
一般株式等に係る譲渡所得等の金額及び上場
株式等に係る譲渡所得等の金額を限度として、
その年分のその一般株式等に係る譲渡所得等
の金額及び上場株式等に係る譲渡所得等の金
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額の計算上控除することとされています（旧
措法37の13の 2 ⑦）。
④　上記①から③までの適用を受けようとする
場合には、確定申告書に、損失の金額の計算
に関する明細書その他の書類に加え、上記⑴
③イからニまでの書類を添付する必要があり
ます（旧措法37の13の 2 ②⑤⑨、旧措令25の
12の 2 ④⑤、旧措規18の15の 2 ①②③⑤⑥）。

⑶　特定中小会社及び特定株式の意義
　上記⑴及び⑵の特例の適用対象となる「特定
中小会社」とは次に掲げる株式会社をいい、
「特定株式」とはその株式会社の区分に応じそ
れぞれ次に定める株式をいうこととされていま
した（旧措法37の13①）。
①　中小企業等経営強化法に規定する特定新規
中小企業者に該当する株式会社��その株式
会社により発行される株式
（注 1）　上記の「中小企業等経営強化法に規定

する特定新規中小企業者」とは、新規中

小企業者である会社であってその事業の

将来における成長発展を図るために積極

的に外部からの投資を受けて事業活動を

行うことが特に必要かつ適切なものとし

て経済産業省令で定める要件に該当する

ものをいい（中小企業等経営強化法 6）、

経済産業省令において次の要件が定めら

れています（旧中小企業等経営強化法施

行規則 8）。

　イ�　設立の日以後の期間が 5 年未満の会

社である新規中小企業者（合併又は分

割により設立されたものを除きます。

以下「第二号新規中小企業者」といい

ます。）であって次のいずれかに該当す

るものであること又は設立の日以後の

期間が 5 年以上10年未満の会社であっ

て、前事業年度において試験研究費等

の合計額（以下「試験研究費等合計額」

といいます。）の収入金額に対する割合

（以下「試験研究費等割合」といいま

す。）が 5 ％を超える新規中小企業者

（合併又は分割により設立されたものを

除きます。）であること。

　　イ�　前事業年度において試験研究費等

割合が 3 ％を超えるもの又は売上高

成長率が125％を超えるもの

　　ロ�　設立の日以後の期間が 1 年未満の

会社であって、常勤の研究者の数が

2 人以上であり、かつ、その研究者

の数の常勤の役員及び従業員の数の

合計に対する割合が10％以上である

もの

　　ハ�　設立の日以後の期間が 2 年未満の

会社であって、常勤の新事業活動従

事者の数が 2 人以上であり、かつ、

その新事業活動従事者の数の常勤の

役員及び従業員の数の合計に対する

割合が10％以上であるもの

　ロ�　株式会社であること。

　ハ�　株主グループのうちその有する株式

の総数が投資を受けた時点において発

行済株式の総数の10分の 3 以上である

ものの有する株式の合計数が、発行済

株式の総数の 6 分の 5 を超えない会社

であること。ただし、株主グループの

うちその有する株式の総数が最も多い

ものが、投資を受けた時点において発

行済株式の総数の 2 分の 1 を超える数

の株式を有する会社にあっては、その

株主グループの有する株式の総数が、

発行済株式の総数の 6 分の 5 を超えな

い会社であること。

　ニ�　金融商品取引所に上場されている株

式等の発行者である会社以外の会社で

あること。

　ホ�　次のイ又はロに掲げる会社以外の会

社であること。

　　イ�　発行済株式の総数の 2 分の 1 を超

える数の株式が同一の大規模法人及

びその大規模法人と特殊の関係のあ
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る法人の所有に属している会社

　　ロ�　イに掲げるもののほか、発行済株

式の総数の 3 分の 2 以上が大規模法

人及びその大規模法人と特殊の関係

のある法人の所有に属している会社

　ヘ�　風俗営業又は性風俗関連特殊営業に

該当する事業を行う会社でないこと。
（注 2）　特定新規中小企業者により発行される

株式を払込みにより個人が取得した場合

に、課税の特例の適用がありますが、そ

の株式を取得したことについて経済産業

省令で定めるところにより確認を受ける

こととされています。特定新規中小企業

者は、その払込みにより取得したことを

証する書類として次に掲げる書類を提出

し、都道府県知事の確認を受けることと

されています（中小企業等経営強化法 7、

旧中小企業等経営強化法施行規則11②三）。

　イ�　株式の発行を決議した株主総会の議

事録の写し、取締役の決定があったこ

とを証する書面又は取締役会の議事録

の写し

　ロ�　個人が取得したその株式の引受けの

申込み又はその総数の引受けを行う契

約を証する書面

　ハ�　会社法第34条第 1 項又は第208条第 1

項の規定による払込みがあったことを

証する書面

　ニ�　外部からの投資を受けて事業活動を

行うに当たり、個人からの金銭による

払込みを受けて株式を発行するときに、

その株式の発行による資金調達を円滑

に実施するために必要となる投資に関

する契約を締結した契約書の写し

　ホ�　イからニまでに掲げるもののほか、

参考となる書類

②　内国法人のうち、その設立の日以後10年を
経過していない中小企業者に該当する一定の
株式会社��その株式会社により発行される
株式で次に掲げるもの

イ　投資事業有限責任組合契約に関する法律
に規定する投資事業有限責任組合（一定の
要件を満たすものに限ります。）に係る同
法に規定する投資事業有限責任組合契約に
従って取得をされるもの
ロ　金融商品取引法に規定する第一種少額電
子募集取扱業務を行う者（一定の要件を満
たすものに限ります。）が行う同法に規定
する電子募集取扱業務により取得をされる
もの

（注 1）　上記の「中小企業者に該当する一定の

株式会社」とは、次に掲げる要件を満た

す株式会社とされています（旧措規18の

15⑤）。

　イ�　中小企業基本法第 2 条第 1 項各号に

掲げる中小企業者に該当する会社であ

り、かつ、次のイ又はロに掲げる会社

以外の会社であること。

　　イ�　その発行済株式の総数の 2 分の 1

を超える数の株式が同一の大規模法

人及びその大規模法人と特殊の関係

のある法人の所有に属している会社

　　ロ�　イに掲げるもののほか、その発行

済株式の総数の 3 分の 2 以上が大規

模法人及びその大規模法人と特殊の

関係のある法人の所有に属している

会社

　ロ�　金融商品取引所に上場されている株

式等を発行する会社以外の会社である

こと。

　ハ�　風俗営業又は性風俗関連特殊営業に

該当する事業を行う会社でないこと。

　ニ�　次のいずれかの会社であること。

　　イ�　下記（注 2）の認定組合を通じ、

その発行する特定株式を払込みによ

り取得をしようとする居住者等との

間で投資に関する契約を締結する会

社であること。

　　ロ�　下記（注 2）の認定業者から積極

的な指導を受ける会社であり、かつ、
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その認定業者が行う電子募集取扱業

務により、その発行する特定株式を

払込みにより取得をしようとする居

住者等との間で投資に関する契約を

締結する会社であること。
（注 2）　上記②イの「一定の要件を満たす投資

事業有限責任組合」とは、投資事業有限

責任組合契約に関する法律第 3 条第 1 項

に規定する投資事業有限責任組合契約に

よって成立する同法第 2 条第 2 項に規定

する投資事業有限責任組合であって、そ

の組合がその株式を保有する特定中小会

社に対して積極的な指導を行うことが確

実であると見込まれるものとして経済産

業大臣の認定を受けたものをいいます（措

規18の15⑥。以下この認定を受けた投資

事業有限責任組合を「認定組合」といい

ます。）。また、上記②ロの「一定の要件

を満たす第一種少額電子募集取扱業務を

行う者」とは、金融商品取引法第29条の

登録を受けた者であって、その者が行う

電子募集取扱業務において募集の取扱い

又は私募の取扱いをする株式を発行する

特定中小会社に対して積極的な指導を行

うことが確実であると見込まれるものと

して経済産業大臣の認定を受けたものを

いいます（措規18の15⑦。以下この認定

を受けた第一種少額電子募集取扱業務を

行う者を「認定業者」といいます。）。

③　内国法人のうち、沖縄振興特別措置法第57
条の 2第 1項に規定する指定会社で平成26年
4 月 1 日から令和 7年 3月31日までの間に同
項の規定による指定を受けたもの��その指
定会社により発行される株式

2 　改正の内容等

⑴　改正の趣旨
　前述「三　特定新規中小企業者がその設立の
際に発行した株式の取得に要した金額の控除等
の創設」の 1に記載のとおり、スタートアップ

は、社会的課題を成長のエンジンに転換し、持
続可能な経済社会を実現する可能性を秘めてい
ることから、創業数と創業規模の両面でわが国
のスタートアップの成長を促すため、スタート
アップ創出元年にふさわしく、スタートアップ
への投資額の 5年10倍増に向けて、わが国にス
タートアップを生み育てるエコシステムを抜本
的に強化するインセンティブを充実させること
とされました。
　特に、創業につき資金不足や金銭面の損失リ
スクが足かせとなっている現状を踏まえ、特に
資金の集まりにくい創業初期のプレシード・シ
ード期（※ビジネスコンセプトやビジネスモデ
ルはあるがプロダクトがないといわれている段
階）におけるエンジェル投資家からのスタート
アップへの出資をこれまで以上に支援し、スタ
ートアップへの資金供給を強化すること等とさ
れました。
　具体的には、エンジェル投資家がプレシー
ド・シード期のスタートアップに再投資を行っ
た場合に、再投資分につき株式譲渡益に課税し
ない制度が創設されました。この他、スタート
アップにおいて提出が必要となる書類の削減等
も行うこととされました。
（注）　創設された制度によって課税されない上限

額については、わが国におけるスタートアッ

プを生み育てるエコシステムを抜本的に強化

するため、米国のQSBS（Qualified�Small�Business�

�Stock：適格小規模法人株式）に係る株式譲

渡益の非課税措置の規模（約13.5億円）を上回

る20億円とされました。また、スタートアッ

プに投資を呼び込むための措置であることか

ら、株式の再投資を行う際の優遇措置とされ

ています。

⑵　改正の内容
①　適用対象となる特定株式の追加
　中小企業等経営強化法施行規則の一部を改
正する省令（令和 5年経済産業省令21）によ
る中小企業等経営強化法施行規則の一部改正
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により特定新規中小企業者の範囲に次の会社
が追加され（中小企業等経営強化法施行規則
8）、これらの会社が発行する株式が上記 1
⑴及び⑵の特例の対象に追加されました。
イ　中小企業等経営強化法施行規則第 8条第
5号ロに該当する特定新規中小企業者（特
例株式会社）
ロ　中小企業等経営強化法施行規則第 8条第
5号ハに該当する特定新規中小企業者（特
定株式会社）
　上記イに掲げる会社が発行する株式は、下
記②の「特例株式会社の特定株式の特例」の
対象です。特例株式会社の要件については、
下記②をご参照ください。
　また、上記ロに掲げる会社が発行する株式
は、一定の要件を満たす発起人が会社設立の
際に発行されるその株式を取得した場合に、
令和 5 年度の税制改正において創設された
「特定新規中小企業者がその設立の際に発行
した株式の取得に要した金額の控除等（措法
37の13の 2 ）」の適用対象となります。この
創設された特例や上記ロに掲げる会社の要件
については、前述「三　特定新規中小企業者
がその設立の際に発行した株式の取得に要し
た金額の控除等の創設」をご参照ください。
（注）　ここでは、上記 1 ⑴①（注）の一定の居

住者等が上記ロに掲げる会社の株式を取得

した場合について記述していますが、一定

の要件を満たす発起人が上記ロに掲げる会

社の株式を取得した場合についても、上記

1 ⑵の特例の適用があります。その詳細に

ついては、前述「三　特定新規中小企業者

がその設立の際に発行した株式の取得に要

した金額の控除等の創設」の 2 ⑾をご参照

ください。

②　特例株式会社の特定株式の特例（プレシー
ド・シード期のスタートアップへの投資の特
例）の創設
イ　概要
　上記 1 ⑴②のとおり、上記 1 ⑴の特例の

適用を受けた場合には、その適用を受けた
金額を控除対象特定株式に係る同一銘柄株
式の取得価額等から控除することにより、
取得価額等の圧縮を行うこととされていま
したが、特例株式会社により発行される特
定株式について上記 1 ⑴の特例の適用を受
ける場合には、適用を受ける金額が20億円
を超える場合を除き、このような取得価額
等の圧縮を行わないこととされました（措
令25の12⑦⑧、措規18の15⑨～⑪）。よっ
て、特例株式会社が発行する株式を取得し、
上記 1 ⑴の特例の適用を受ける場合には、
適用を受ける金額が20億円を超える場合を
除き、取得価額等の圧縮による課税の繰延
べが生じないこととなります。
ロ　特例株式会社の意義
　上記イの特例株式会社とは、次に掲げる
株式会社の区分に応じ次に定める要件を満
たす株式会社をいいます（措令25の12⑧、
措規18の15⑩）。
イ　中小企業等経営強化法に規定する特定
新規中小企業者に該当する株式会社��
次に掲げる要件
ⅰ　基準日においてその設立の日以後の
期間が 5年未満の株式会社であること。
ⅱ　基準日において中小企業等経営強化
法施行規則第 8条第 5号ロに該当する
株式会社であること。

ロ　上記 1 ⑶②に掲げる株式会社��次に
掲げる要件
ⅰ　基準日においてその設立の日以後の
期間が 5年未満の株式会社であること。
ⅱ　基準日において中小企業等経営強化
法施行規則第 8条第 5号ロ⑴又は⑵に
掲げる会社の区分に応じ同号ロ⑴又は
⑵に定める要件

　なお、上記イⅱの「中小企業等経営強化
法施行規則第 8条第 5号ロに該当する株式
会社」は、具体的には、上記 1 ⑶①（注
1）イイからハまでに掲げる要件のいずれ
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かを満たす第二号新規中小企業者で、次に
掲げる会社の区分に応じそれぞれ次に定め
る要件を満たす株式会社です。
ハ　設立の日以後の期間が 1年未満の会社
（設立事業年度（設立後最初の事業年度
をいいます。以下同じです。）を経過し
ていないものに限ります。）��事業の
将来における成長発展に向けた事業計画
（その設立事業年度における試験研究費
等合計額（事業年度の期間が 1年未満の
場合にあっては、その試験研究費等合計
額を 1年当たりの額に換算した額。以下
同じです。）の出資金額に対する割合が
30％を超える見込みを記載したものに限
ります。）を有すること。
ニ　設立の日以後の期間が 1年未満の会社
（設立事業年度を経過しているものに限
ります。）又は設立の日以後の期間が 1
年以上の会社��設立後の各事業年度に
おける営業損益金額が零未満であり、か
つ、次のⅰ又はⅱのいずれかに該当する
ものであること。
ⅰ　設立後の各事業年度における売上高
が零であるもの
ⅱ　前事業年度において試験研究費等合
計額の出資金額に対する割合が30％を
超えるもの

　また、上記ロⅱの「中小企業等経営強化
法施行規則第 8条第 5号ロ⑴又は⑵に掲げ
る会社の区分に応じ同号ロ⑴又は⑵に定め
る要件」は、上記ハ又はニに掲げる会社の
区分に応じそれぞれ上記ハ又はニに定める
要件です。
（注 1）　上記イに掲げる株式会社のうち特例

株式会社に該当する株式会社は、原則

として、中小企業等経営強化法施行規

則の一部を改正する省令（令和 5 年経

済産業省令21）による改正前の中小企

業等経営強化法施行規則の特定新規中

小企業者のうち追加的に上記イに定め

る要件を満たす株式会社です。よって、

従前どおり特定新規中小企業者の要件

である上記 1 ⑶①（注 1）イからヘま

での要件を満たす必要がありますが、

上記 1 ⑶①（注 1）ハの要件について

は、 6 分の 5 の基準が20分の19に緩和

されています（中小企業等経営強化法

施行規則 8六ロ）。
（注 2）　上記ロに掲げる株式会社のうち特例

株式会社に該当する株式会社は、上記

1 ⑶②に掲げる株式会社のうち追加的

に上記ロに定める要件を満たす株式会

社です。

ハ　取得価額等の計算
　居住者等が、その年中に取得をした控除
対象特定株式（特例株式会社の特定株式に
係るものに限ります。以下「特例控除対象
特定株式」といいます。）の取得に要した
金額の合計額につき上記 1 ⑴の特例の適用
を受けた場合において、その適用を受けた
金額として一定の金額（以下「適用額」と
いいます。）が20億円を超えたときは、そ
の適用を受けた年（以下「適用年」といい
ます。）の翌年以後の各年分における適用
年にその適用を受けた特例控除対象特定株
式（以下「特例適用控除対象特定株式」と
いいます。）に係る同一銘柄株式 1 株当た
りの取得価額は、イに掲げる金額からロに
掲げる金額を控除した金額とされました
（措令25の12⑧）。取得費についてもこの控
除に準じて計算した金額とされます。
イ　特例適用控除対象特定株式に係る同一
銘柄株式 1株当たりの適用年の12月31日
における所得税法施行令第105条第 1 項
の規定により算出した取得価額
ロ　特例適用控除対象特定株式に係る適用
年の次に掲げる場合の区分に応じそれぞ
れ次に定める金額をその適用年の12月31
日において有するその特例適用控除対象
特定株式に係る同一銘柄株式の数で除し
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て計算した金額
ⅰ　適用年においてその特例適用控除対
象特定株式以外の特例適用控除対象特
定株式（ⅱにおいて「他の特例適用控
除対象特定株式」といいます。）がな
い場合��適用額から20億円を控除し
た残額
ⅱ　適用年において他の特例適用控除対
象特定株式がある場合��適用額から
20億円を控除した残額に、その特例適
用控除対象特定株式の取得に要した金
額と当該他の特例適用控除対象特定株
式の取得に要した金額との合計額のう
ちに占めるその特例適用控除対象特定
株式の取得に要した金額の割合を乗じ
て計算した金額

（注）　上記の「適用を受けた金額として一定

の金額」とは、次に掲げる場合の区分に

応じ次に定める金額とされており、特例

控除対象特定株式に該当する控除対象特

定株式と、それ以外の控除対象特定株式

がある場合に、適用を受けた金額につい

て按分する計算を行うものです（措令25

の12⑧、措規18の15⑪）。なお、特例控除

対象特定株式に該当する控除対象特定株

式以外の控除対象特定株式について、上

記 1 ⑴②の取得価額等の圧縮を行う場合

における上記 1 ⑴の特例の適用を受けた

金額についても同内容の計算を行うこと

になります（措令25の12⑦、措規18の15

⑨）。

イ�　その年中に取得をした特例控除対象

特定株式の取得に要した金額の合計額

につき上記 1 ⑴の特例の適用を受けた

場合（ロに掲げる場合に該当する場合

を除きます。）��その年に上記 1 ⑴の

特例の適用を受けた金額

ロ�　その年中に取得をした控除対象特定

株式（特例控除対象特定株式を除きま

す。ロにおいて同じです。）及び特例控

除対象特定株式の取得に要した金額の

合計額につき上記 1 ⑴の特例の適用を

受けた場合��その年に上記 1 ⑴の特

例の適用を受けた金額に、その適用を

受けたその控除対象特定株式の取得に

要した金額とその適用を受けたその特

例控除対象特定株式の取得に要した金

額との合計額のうちに占めるその特例

控除対象特定株式の取得に要した金額

の割合を乗じて計算した金額

ニ　居住者等の通知義務
　上記ハの取得価額等の計算を行う場合に
は、居住者等は、特例適用控除対象特定株
式に係る同一銘柄株式を適用年の翌年以後
最初に譲渡又は贈与をする時までに、氏名
及び上記ハの取得価額等の計算を行う旨を
その特例適用控除対象特定株式に係る特例
株式会社に通知しなければならないことと
されました（措令25の12⑨、措規18の15
⑫）。この通知に基づき、特例株式会社は、
上記 1 ⑴④の所轄税務署長への通知を行う
こととなります。

③　確定申告書に添付する書類の見直し
　上記①及び②の改正に伴い、確定申告書に
添付する書類について、次のとおり見直しが
されました。
イ　特例株式会社が発行する特定株式につい
て上記 1 ⑴の特例の適用を受ける場合
　その特定株式が特例控除対象特定株式に
該当する場合には、都道府県知事、認定組
合又は認定業者が、特定中小会社が基準日
において特例株式会社の要件（上記②ロイ
又はロに定める要件）に該当するものであ
ることの確認をした旨を証する書類を確定
申告書に添付する必要があります（措規18
の15⑧一イ⑶・ハ⑶・ニ⑶）。上記 1 ⑵の
特例の適用を受ける場合の上記 1 ⑵④の書
類についても同様です（措規18の15の 2 の
2 ①一②③三⑤一）。

ロ　上記①ロに掲げる会社が発行する特定株
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式について上記 1 ⑴の特例の適用を受ける
場合
　上記 1 ⑴③イの書類に代えて、特定中小
会社から交付を受けた都道府県知事のその
会社の設立の日の属する年12月31日におい
て次に掲げる事実の確認をした旨を証する
書類（その居住者等の氏名及び住所、払込
みにより取得がされた特定株式の数及び特
定株式と引換えに払い込むべき額並びにそ
の払い込んだ金額の記載があるものに限り
ます。）を確定申告書に添付する必要があ
ります（措規18の15⑧一ロ）。上記 1 ⑵の
特例の適用を受ける場合の上記 1 ⑵④の書
類についても同様です（措規18の15の 2 の
2 ①一②③三⑤一）。
イ　特定中小会社が中小企業等経営強化法
施行規則第 8条各号に掲げる要件に該当
するものであること。
ロ　その居住者等による特定株式の取得が、
投資に関する契約に基づき、払込みによ
りされたものであること。

④　確認書類の削減
　上記 1 ⑶①（注 2）イ及びロに掲げる書類
については、他の提出書類を確認することに
より審査が可能なこと等を踏まえ、都道府県
知事への提出を要しないこととされました
（旧中小企業等経営強化法施行規則11②三
イ・ロ）。

3 　適用関係

⑴　上記 2 ⑵①から③までの改正は、個人が令和
5年 4月 1日以後に払込みにより取得をする特
定株式について適用し、個人が同日前に払込み
により取得をした特定株式については従前どお
りとされています（改正措令附則 5、改正措規
附則 2②、中小企業等経営強化法施行規則の一
部を改正する省令（令和 5年経済産業省令21）
附則 3①）。
⑵　上記 2 ⑵④の改正は、令和 5年 4月 1日から
施行されています（中小企業等経営強化法施行
規則の一部を改正する省令（令和 5年経済産業
省令21）附則 1）。

五�　特定新規中小会社が発行した株式を取得した場合の�
課税の特例の改正

1 　改正前の制度の概要

⑴　特定新規中小会社が発行した株式を取得した
場合の課税の特例
　一定の居住者等が、特定新規中小会社の特定
新規株式を払込み（株式の発行に際してするも
のに限ります。以下同じです。）により取得を
した場合において、その居住者等がその年中に
その払込みにより取得をした特定新規株式（そ
の年12月31日において有するものとして一定の
ものに限ります。）の取得に要した金額（その
金額の合計額は800万円が限度とされます。）に
ついては、寄附金控除を適用することができる
こととされています（旧措法41の19①）。

⑵　特定新規中小会社及び特定新規株式の意義
　上記⑴の特例の適用対象となる「特定新規中
小会社」とは次に掲げる株式会社をいい、「特
定新規株式」とはその株式会社の区分に応じそ
れぞれ次に定める株式をいうこととされていま
した（旧措法41の19①）。
①　中小企業等経営強化法に規定する特定新規
中小企業者に該当する株式会社（その設立年
数が 1年未満であるなど一定のものに限りま
す。）��その株式会社により発行される株
式
（注 1）　上記の「その設立年数が 1 年未満であ

るなど一定の特定新規中小企業者」とは、

特定新規中小企業者である会社であって、

次に掲げる要件に該当することについて、
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都道府県知事の確認を受けたものとされ

ていました（旧措規19の11⑤、旧中小企

業等経営強化法施行規則10、12）。なお、

特定新規中小企業者の意義については、

前述「四　特定中小会社が発行した株式

の取得に要した金額の控除等の改正」の

1 ⑶①（注 1）もご参照ください。

　イ�　設立の日以後の期間が 1 年未満の会

社（設立後最初の事業年度を経過して

いないものに限ります。）であって、事

業の将来における成長発展に向けた事

業計画を有するもの

　ロ�　設立の日以後の期間が 5 年未満の会

社であって、設立後の各事業年度に係

る営業活動によるキャッシュ・フロー

が赤字であるもの及び前事業年度にお

いて試験研究費等の合計額の収入金額

に対する割合が 5 ％を超えるものその

他の要件を満たすもの
（注 2）　特定新規中小企業者は、上記（注 1）

ロの要件に該当するものであることを証

するものとして次に掲げる書類を都道府

県知事に対し提出し、要件に該当するこ

との確認を受けることとされていました

（旧中小企業等経営強化法施行規則10②二、

12②）。

　イ�　設立の日における貸借対照表

　ロ�　設立後の各事業年度に係る貸借対照

表及び損益計算書

　ハ�　設立後の各事業年度に係るキャッ

シュ・フロー計算書

　ニ�　税理士が署名した申請日等の属する

事業年度の直前事業年度の確定申告書

に添付された法人税法施行規則の別表

1 の写し及び事業等の概況に関する書

類の写し
（注 3）　特定新規中小企業者により発行される

株式を払込みにより個人が取得した場合

に課税の特例の適用がありますが、その

株式を取得したことについて経済産業省

令で定めるところにより確認を受けるこ

ととされています。特定新規中小企業者

は、その払込みにより取得したことを証

する書類として次に掲げる書類を提出し、

都道府県知事の確認を受けることとされ

ています（中小企業等経営強化法 7、旧

中小企業等経営強化法施行規則11②三）。

　イ�　株式の発行を決議した株主総会の議

事録の写し、取締役の決定があったこ

とを証する書面又は取締役会の議事録

の写し

　ロ�　個人が取得したその株式の引受けの

申込み又はその総数の引受けを行う契

約を証する書面

　ハ�　会社法第34条第 1 項又は第208条第 1

項の規定による払込みがあったことを

証する書面

　ニ�　外部からの投資を受けて事業活動を

行うに当たり、個人からの金銭による

払込みを受けて株式を発行するときに、

その株式の発行による資金調達を円滑

に実施するために必要となる投資に関

する契約を締結した契約書の写し

　ホ�　イからニまでに掲げるもののほか、

参考となる書類

②　内国法人のうち、その設立の日以後 5年を
経過していない中小企業者に該当する一定の
株式会社��その株式会社により発行される
株式で次に掲げるもの
イ　投資事業有限責任組合契約に関する法律
に規定する投資事業有限責任組合（一定の
要件を満たすものに限ります。）に係る同
法に規定する投資事業有限責任組合契約に
従って取得をされるもの
ロ　金融商品取引法に規定する第一種少額電
子募集取扱業務を行う者（一定の要件を満
たすものに限ります。）が行う同法に規定
する電子募集取扱業務により取得をされる
もの

③　内国法人のうち、沖縄振興特別措置法第57

─�152�─

――租税特別措置法等（所得税関係）の改正――



条の 2第 1項に規定する指定会社で平成26年
4 月 1 日から令和 7年 3月31日までの間に同
項の規定による指定を受けたもの��その指
定会社により発行される株式
④　国家戦略特別区域法第27条の 5に規定する
株式会社��その株式会社により発行される
株式で国家戦略特別区域法及び構造改革特別
区域法の一部を改正する法律（平成27年法律
第56号）附則第 1条第 1号に掲げる規定の施
行の日（平成27年 7 月15日）から令和 6年 3
月31日までの間に発行されるもの
⑤　内国法人のうち、地域再生法第16条に規定
する事業を行う同条に規定する株式会社��
その株式会社により発行される株式で、地域
再生法の一部を改正する法律（平成30年法律
第38号）の施行の日（平成30年 6 月 1 日）か
ら令和 6年 3月31日までの間に発行されるも
の

2 　改正の内容

⑴　適用対象となる特定新規株式の追加
　前述「三　特定新規中小企業者がその設立の
際に発行した株式の取得に要した金額の控除等
の創設」の 1及び「四　特定中小会社が発行し
た株式の取得に要した金額の控除等の改正」の
2 ⑴に記載のとおり、スタートアップは、社会
的課題を成長のエンジンに転換し、持続可能な
経済社会を実現する可能性を秘めていることか
ら、創業数と創業規模の両面でわが国のスター
トアップの成長を促すため、スタートアップ創
出元年にふさわしく、スタートアップへの投資
額の 5年10倍増に向けて、わが国にスタートア
ップを生み育てるエコシステムを抜本的に強化
するインセンティブを充実させることとされま
した。そのため、前述「四　特定中小会社が発
行した株式の取得に要した金額の控除等の改
正」と同様、プレシード・シード期のスタート
アップへの投資を一層呼び込むため、本税制の
適用対象となる特定新規株式の追加を行うこと
とされました。この他、下記⑵のとおり、スタ

ートアップにおいて提出が必要となる書類の削
減も行うこととされました。
　具体的には、中小企業等経営強化法施行規則
の一部を改正する省令（令和 5年経済産業省令
21）による中小企業等経営強化法施行規則の一
部改正により特定新規中小企業者の範囲に「中
小企業等経営強化法施行規則第 8条第 5号ロに
該当する特定新規中小企業者（試験研究費等の
合計額の出資金額に対する割合が30％超等の要
件を満たす特定新規中小企業者）」が追加され、
この特定新規中小企業者のうち上記 1 ⑵①（注
1）イ又はロの要件に該当するものが発行する
株式が上記 1 ⑴の特例の対象に追加されました
（措規19の10の 6 ⑤、中小企業等経営強化法施
行規則 8）。
　この追加された特定新規中小企業者は、具体
的には前述「四　特定中小会社が発行した株式
の取得に要した金額の控除等の改正」の 2 ⑵②
ロイⅱに定める要件を満たす特定新規中小企業
者であり、「特例株式会社の特定株式の特例
（プレシード・シード期のスタートアップへの
投資の特例）」の対象となる会社です。この特
定新規中小企業者の要件の詳細については、前
述「四　特定中小会社が発行した株式の取得に
要した金額の控除等の改正」の 2 ⑵②ロをご参
照ください。
（注）　前述「四　特定中小会社が発行した株式の

取得に要した金額の控除等の改正」の 2 ⑵②

ロ（注 1）のとおり、この特定新規中小企業

者は、原則として、中小企業等経営強化法施

行規則の一部を改正する省令（令和 5 年経済

産業省令21）による改正前の中小企業等経営

強化法施行規則の特定新規中小企業者のうち

追加的に一定の要件を満たす株式会社ですが、

株主グループの有する株式数に係る要件

（「四 特定中小会社が発行した株式の取得に

要した金額の控除等の改正」の 1 ⑶①（注 1）

ハの要件）については、 6 分の 5 の基準が20

分の19に緩和されています（中小企業等経営

強化法施行規則 8六ロ）。
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⑵　確認書類の削減
　上記 1 ⑵①（注 2）イ及びニ並びに（注 3）
イ及びロに掲げる書類については、他の提出書
類を確認することにより審査が可能なこと等を
踏まえ、都道府県知事への提出を要しないこと
とされました（旧中小企業等経営強化法施行規
則10②二イ・ニ、11②三イ・ロ）。

3 　適用関係

⑴　上記 2 ⑴の改正は、個人が令和 5年 4月 1日

以後に払込みにより取得をする特定新規株式に
ついて適用し、個人が同日前に払込みにより取
得をした特定新規株式については従前どおりと
されています（改正措規附則 3、中小企業等経
営強化法施行規則の一部を改正する省令（令和
5年経済産業省令21）附則 3①）。

⑵　上記 2 ⑵の改正は、令和 5年 4月 1日から施
行されています（中小企業等経営強化法施行規
則の一部を改正する省令（令和 5年経済産業省
令21）附則 1）。

六�　特定の取締役等が受ける新株予約権の行使による株式の�
取得に係る経済的利益の非課税等の改正

1 　改正前の制度の概要

⑴　会社法の規定に基づく決議により新株予約権
（無償で発行されたものに限ります。）を与えら
れる者とされたその決議（以下「付与決議」と
いいます。）のあった株式会社若しくはその株
式会社が発行済株式（議決権のあるものに限り
ます。）若しくは出資の総数若しくは総額の100
分の50を超える数若しくは金額の株式（議決権
のあるものに限ります。）若しくは出資を直接
若しくは間接に保有する関係その他の関係にあ
る法人の取締役等若しくはその取締役等の相続
人（以下「権利承継相続人」といいます。）又
はその株式会社若しくはその法人の特定従事者
が、その付与決議に基づきその株式会社とその
取締役等又はその特定従事者との間に締結され
た契約により与えられたその新株予約権（その
新株予約権に係る契約において一定の要件が定
められているものに限ります。以下「特定新株
予約権」といいます。）をその契約に従って行
使することによりその特定新株予約権に係る株
式の取得をした場合には、その株式の取得に係
る経済的利益については、所得税が課税されな
いこととされています（旧措法29の 2 ①本文）。
　ただし、その取締役等若しくは権利承継相続
人又はその特定従事者（以下 1において「権利

者」といいます。）が、その特定新株予約権の
行使をすることにより、その年におけるその行
使に係る払込金額（以下「権利行使価額」とい
います。）とその権利者がその年において既に
したその特定新株予約権及び他の特定新株予約
権の行使に係る権利行使価額との合計額が、
1,200万円を超えることとなる場合には、その
1,200万円を超えることとなる特定新株予約権
の行使による株式の取得に係る経済的利益につ
いては、所得税が課税されます（旧措法29の 2
①ただし書）。
（注 1）　上記の「取締役等」とは、上記の株式会

社又は法人の取締役、執行役又は使用人で

ある個人（その付与決議のあった日におい

てその株式会社の大口株主又は大口株主の

特別関係者（大口株主の親族、大口株主か

ら受ける金銭等により生計を維持している

者その他の者をいいます。以下同じです。）

に該当する者を除きます。）をいいます。以

下同じです。

　�　なお、この「大口株主」とは、上記の株

式会社の株式の次に掲げる区分に応じ次に

定める数を有していた個人をいいます（旧

措法29の 2 ①、措令19の 3 ③）。以下同じで

す。

　①�　上場等がされている株式��その株式
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会社の発行済株式の総数の10分の 1 を超

える数

　②�　上記①に掲げる株式以外の株式��そ

の株式会社の発行済株式の総数の 3 分の

1を超える数
（注 2）　上記の「特定従事者」とは、上記の株式

会社又は法人の取締役、執行役及び使用人

である個人以外の個人で次に掲げる要件を

満たす者をいいます（旧措法29の 2 ①）。以

下同じです。

　①�　中小企業等経営強化法の認定新規中小

企業者等に該当する株式会社が同法の認

定社外高度人材活用新事業分野開拓計画

（新株予約権の行使の日以前に認定の取消

しがあったものを除きます。）に従って行

う同法の社外高度人材活用新事業分野開

拓に従事する同法の社外高度人材である

こと。

　②�　その認定社外高度人材活用新事業分野

開拓計画に従って新株予約権を与えられ

るその社外高度人材であること。

　③�　その認定社外高度人材活用新事業分野

開拓計画の実施時期の開始の日から新株

予約権の行使の日まで引き続き居住者で

あること。

　④�　付与決議のあった日においてその株式

会社の大口株主又は大口株主の特別関係

者に該当しないこと。

⑵　上記⑴の契約において定められるべき一定の
要件は、次に掲げる要件（その新株予約権が取
締役等に対して与えられたものである場合には、
①から⑥までに掲げる要件）とされています
（旧措法29の 2 ①、措令19の 3 ⑥～⑧、旧措規
11の 3 ①）。
①　新株予約権の行使は、付与決議の日後 2年
を経過した日から付与決議の日後10年を経過
する日までの間に行わなければならないこと。
②　新株予約権の行使に係る権利行使価額の年
間の合計額が、1,200万円を超えないこと。
③　新株予約権の行使に係る 1株当たりの権利

行使価額は、その新株予約権に係る契約を締
結した株式会社の株式の契約の締結時におけ
る 1株当たりの価額に相当する金額以上であ
ること。
④　新株予約権については、譲渡をしてはなら
ないこととされていること。
⑤　新株予約権の行使に係る株式の交付がその
交付のために付与決議がされた会社法に定め
る事項に反しないで行われるものであること。
⑥　新株予約権の行使により取得をする株式に
つき、その行使に係る株式会社と金融商品取
引業者等との間であらかじめ締結される新株
予約権の行使により交付をされるその株式会
社の株式の振替口座簿への記載若しくは記録、
保管の委託又は管理及び処分に係る信託（以
下「管理等信託」といいます。）に関する取
決めに従い、その取得後直ちに、株式会社を
通じて、その金融商品取引業者等の振替口座
簿に記載若しくは記録を受け、又はその金融
商品取引業者等の営業所等に保管の委託若し
くは管理等信託がされること。
⑦　契約により新株予約権を与えられた者は、
契約を締結した日から新株予約権の行使の日
までの間において国外転出をする場合には、
国外転出をする時までにその新株予約権に係
る契約を締結した株式会社にその旨を通知し
なければならないこと。
⑧　契約により新株予約権を与えられた者に係
る中小企業等経営強化法の認定社外高度人材
活用新事業分野開拓計画につき新株予約権の
行使の日以前に認定の取消しがあった場合に
は、その新株予約権に係る契約を締結した株
式会社は、速やかにその者にその旨を通知し
なければならないこと。

（注）　上記⑥の取決めは、その振替口座簿への記

載若しくは記録若しくは保管の委託に係る口

座又はその管理等信託に係る契約が権利者の

別に開設され、又は締結されるものであること、

その口座又は契約においては新株予約権の行

使により交付をされるその株式会社の株式以
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外の株式を受け入れないことその他の一定の

要件が定められるものに限ることとされてい

ます（措法29の 2 ①六、措令19の 3 ⑦、旧措

規11の 3 ①）。

⑶　付与決議に基づく契約により特定新株予約権
を付与する株式会社は、特定新株予約権を付与
した取締役等又は特定従事者の氏名、住所及び
個人番号、その特定新株予約権の行使に係る権
利行使価額、取締役等が死亡した場合にその特
定新株予約権を行使できることとなる相続人の
有無その他の事項を記載した「特定新株予約権
の付与に関する調書」を、その付与をした日の
属する年の翌年 1月31日までに、税務署長に提
出しなければならないこととされています（措
法29の 2 ⑥、措令19の 3 ㉕、旧措規11の 3 ⑩⑪
⑬、別表第 6⑴）。

2 　改正の内容

　前述「三　特定新規中小企業者がその設立の際
に発行した株式の取得に要した金額の控除等の創
設」の 1に記載のとおり、日本にスタートアップ
を生み育てるエコシステムを創出し、第二の創業
ブームを実現するため、「スタートアップ育成 5
か年計画」が決定されました。
　この「スタートアップ育成 5か年計画」におい
ては、 5年後にスタートアップへの投資額を10倍
の10兆円規模に拡大することや、将来におけるユ
ニコーンの100社創出等が目標とされていますが、
そのための取組の一つとしてストックオプション
の環境整備が挙げられており、「事業化まで時間
を要するスタートアップや、事業拡大のために未
上場期間を長くとりたいスタートアップが、IPO
のタイミングを柔軟に選べるようにすることが重
要（中略）ストックオプションについても、スタ
ートアップの事業の成長速度に応じて権利行使
（上場）のタイミングを柔軟化でき、また簡便な
手続きで活用できることが望ましい」と記述され
た上で、「このため、スタートアップについて、
ストックオプション税制の権利行使期間の延長を
図る」こととされています。こうしたことを踏ま

え、スタートアップの事業展開の多様化を図る観
点等から、本特例について、次の見直しが行われ
ました。

⑴　適用対象となる新株予約権に係る契約の要件
の緩和
　本特例の適用対象となる新株予約権に係る契
約の要件のうち、権利行使期間に関する要件
（上記 1⑵①の要件）について、見直しが行わ
れました。具体的には、その新株予約権に係る
契約を締結した株式会社が次に掲げる要件を満
たすものである場合には、その新株予約権の行
使は、付与決議の日後15年（改正前：10年）を
経過する日までの間に行わなければならないこ
ととされ、権利行使の期間が延長されました
（措法29の 2 ①一、措規11の 3 ①）。
①　株式会社が、付与決議の日においてその設
立の日以後の期間が 5年未満であること。
②　株式会社が、付与決議の日において金融商
品取引所に上場されている株式又は店頭売買
登録銘柄として登録されている株式を発行す
る会社以外の会社であること。

⑵　特定新株予約権の付与に関する調書の記載事
項の追加
　上記⑴の改正に伴い、上記 1⑶の「特定新株
予約権の付与に関する調書」について、その新
株予約権の行使が付与決議の日後10年を経過す
る日の翌日以後の日までの間に行わなければな
らないこととされている場合には、その株式会
社の設立の年月日を記載することとされました
（措規別表第 6⑴）。

3 　適用関係

⑴　上記 2 ⑴の改正は、取締役等又は特定従事者
が令和 5年 4月 1日以後に行われる付与決議に
基づき締結される契約により与えられる特定新
株予約権に係る株式について適用し、取締役等
又は特定従事者が同日前に行われた付与決議に
基づき締結された契約により与えられる特定新
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株予約権に係る株式については従前どおりとさ
れています（改正法附則31）。
⑵　上記 2 ⑵の改正は、特定新株予約権でその付
与をした日が令和 5年 4月 1日以後であるもの

について適用し、特定新株予約権でその付与を
した日が同日前であるものについては従前どお
りとされています（改正措規附則13①④）。

七�　株式等を対価とする株式の譲渡に係る譲渡所得等の課税の�
特例の改正

1 　改正前の制度の概要

　個人が、その有する株式（以下「所有株式」と
いいます。）を発行した法人を株式交付子会社と
する株式交付によりその所有株式の譲渡をし、そ
の株式交付に係る株式交付親会社の株式の交付を
受けた場合（その株式交付により交付を受けたそ
の株式交付親会社の株式の価額がその株式交付に
より交付を受けた金銭の額及び金銭以外の資産の
価額の合計額のうちに占める割合が100分の80に
満たない場合を除きます。）には、その譲渡をし
た所有株式（その株式交付により交付を受けた金
銭又は金銭以外の資産（その株式交付親会社の株
式を除きます。）がある場合には、その所有株式
のうち、その株式交付により交付を受けた金銭の
額及び金銭以外の資産の価額の合計額（その株式
交付親会社の株式の価額を除きます。）に対応す
る部分以外のものとして一定の部分に限ります。）
の譲渡がなかったものとみなし、その譲渡に係る
事業所得、譲渡所得及び雑所得の課税を繰り延べ
ることとされています（旧措法37の13の 3 ①）。

2 　改正の内容

　適用対象から株式交付の直後の株式交付親会社

が「一定の同族会社に該当する場合」を除外する
こととされました（措法37の13の 4 ①）。
　この「一定の同族会社に該当する場合」とは、
株式交付の直後の株式交付親会社が「同族会社」
に該当する場合をいい、この「同族会社」は、同
族会社であることについての判定の基礎となった
株主のうちに同族会社でない法人（人格のない社
団等を含みます。）がある場合には、その法人を
その判定の基礎となる株主から除外して判定する
ものとした場合においても同族会社となるものに
限る（すなわち、いわゆる非同族の同族会社を除
く。）こととされています（措法37の13の 4 ①）。
（注）　前述の「三　特定新規中小企業者がその設立

の際に発行した株式の取得に要した金額の控除

等の創設」に伴い、令和 5 年 4 月 1 日に本特例

の条番号が第37条の13の 3 から第37条の13の 4

に移動されています。

3 　適用関係

　上記 2の改正は、令和 5年10月 1 日以後に行わ
れる株式交付について適用し、同日前に行われた
株式交付については従前どおりとされています
（改正法附則33）。

八　認定株式分配に係る課税の特例の創設（所得税に関する部分）

1 　制度の内容

⑴　概要
　この制度は、産業競争力強化法の事業再編計
画の認定を令和 5年 4月 1日から令和 6年 3月

31日までの間に受けた法人が行う現物分配が認
定株式分配に該当する場合には、その認定株式
分配は法人税法の株式分配に該当することとし、
その認定株式分配でその認定株式分配の直後に
現物分配法人が有する完全子法人の株式の数の

─�157�─

――租税特別措置法等（所得税関係）の改正――



その完全子法人の発行済株式の総数のうちに占
める割合が20％未満となること等の一定の要件
に該当するものは同法の適格株式分配とみなし
て、同法その他の法令の規定を適用するという
ものです（措法68の 2 の 2 ）。
（注）　上記の「その他の法令」には、所得税に関

する法令も含まれます。本項においては、所

得税に関する部分を解説しています。

⑵　認定株式分配
　認定株式分配とは、産業競争力強化法第23条
第 1項の認定に係る認定事業再編計画に従って
する同法第31条第 1項に規定する特定剰余金配
当をいいます（措法68の 2 の 2 ①）。
　特定剰余金配当とは、剰余金の配当であって、
配当財産が認定事業再編事業者の関係事業者の
株式又は外国関係法人の株式若しくは持分若し
くはこれらに類似するものであるものをいいま
す（産業競争力強化法31①）。
　産業競争力強化法の事業再編計画の認定を令
和 5年 4月 1日から令和 6年 3月31日までの間
に受けた法人が行う現物分配がこの認定株式分
配に該当する場合に、法人税法の株式分配の要
件である「完全子法人の株式の全部が移転す
る」との要件が緩和され、完全子法人の株式の
一部のみが移転する現物分配についても同法の
株式分配に該当することとされています（措法
68の 2 の 2 ①）。
　また、この制度を適用しないものとした場合
にその認定株式分配が法人税法の株式分配に該
当する場合には、その認定株式分配については、
この制度を適用しないこととされています（措
法68の 2 の 2 ①）。
　この認定株式分配が適格株式分配の要件を満

たすことで、所得税においては、現物分配法人
の株主等において配当課税の対象外となります
（所法25①三）。
（注）　認定株式分配が適格株式分配に該当するた

めの具体的な要件その他この制度の詳細につ

いては、後掲「租税特別措置法等（法人税関

係）の改正」の「第五　その他の特別措置関

係」の「六　認定株式分配に係る課税の特例

（創設）」の 2 ⑶をご参照ください。

⑶　所得税法施行令の調整
　法人税法等における株式分配に関する規定は、
完全子法人の株式の全部が移転することが前提
とされていますが、この制度により完全子法人
の株式の一部のみが移転する取引が同法の株式
分配に該当することとされたことから、一定の
調整をすることとされています（措令39の34の
3 ②）。
（注 1）　法人税関係法令における具体的な調整の

内容については、後掲「租税特別措置法等

（法人税関係）の改正」の「第五　その他の

特別措置関係」の「六　認定株式分配に係

る課税の特例（創設）」の 2 ⑷をご参照くだ

さい。

　所得税法施行令においてもみなし配当に係る
所得税の課税関係について同様の調整が行われ
ています。具体的には、現物分配法人の株主等
が非適格株式分配により完全子法人の株式その
他の資産の交付を受けたことにより配当等の額
とみなす金額を計算する場合における現物分配
法人の資本金等の額のうちその現物分配法人の
株式又は出資に対応する部分の金額は、次の算
式により計算した金額とされました（措令39の
34の 3 ②による読替後の所令61②三）。
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《算式》

株式分
配の直
前の資
本金等
の額

×

株式分配の
直前の完全
子法人の株
式の帳簿価
額に相当す
る金額÷株
式分配の直
前に有して
いた完全子
法人の株式
の数

×

株式分配
により現
物分配法
人の株主
等に交付
した完全
子法人の
株式の数

×

その株主等
がその株式
分配の直前
に有してい
たその現物
分配法人の
その株式分
配に係る株
式の数÷現
物分配法人
のその株式
分配に係る
株式の総数

株式分配の日の属する事
業年度の前事業年度終了
の時の資産の帳簿価額か
ら負債の帳簿価額を減算
した金額

（注 2）　現物分配法人が株式分配の日以前 6 月以

内に仮決算の中間申告書を提出し、かつ、

その提出した日からその株式分配の日まで

の間に確定申告書を提出していなかった場

合には、上記算式の分母は、その中間申告

書に係る中間期間の終了の時の資産の帳簿

価額から負債の帳簿価額を減算した金額と

します。
（注 3）　現物分配法人の前事業年度終了の時（上

記（注 2）の場合には、中間期間の終了の

時）から株式分配の直前の時までの間に資

本金等の額又は利益積立金額（法人税法施

行令第 9 条第 1 号及び第 6 号に掲げる金額、

すなわち期末の増減項目と投資簿価修正額

を除きます。）が増加し、又は減少した場合

には、上記算式の分母の金額は、その増加

した金額を加算し、又はその減少した金額

を減算した金額とします。
（注 4）　負債には新株予約権及び株式引受権に係

る義務を含みます。
（注 5）　現物分配法人の直前の資本金等の額が 0

以下である場合には上記算式の分数は 0 と

し、直前の資本金等の額及び上記算式の分

子の金額が 0 を超え、かつ、上記算式の分

母の金額が 0 以下である場合には上記算式

の分数は 1 とします。また、上記算式の分

数に小数点以下 3 位未満の端数がある場合

にはこれを切り上げます。
（注 6）　上記算式の分子の金額が 0 以下である場

合には、その分子の金額は 0とします。
（注 7）　上記算式の分子の金額が上記算式の分母

の金額を超える場合（その分母の金額が 0

に満たない場合を除きます。）には、上記算

式の分子の金額は、分母の金額と同じ金額

とします。

2 　適用関係

　上記 1の制度は、令和 5年 4月 1日から施行さ
れています（改正法附則 1）。

第二　土地・住宅税制の改正
一　土地の譲渡等に係る事業所得等の課税の特例の改正

1 　改正前の制度の概要

⑴　個人が、他の者から取得した土地又は土地の
上に存する権利（以下「土地等」といいます。）
で事業所得又は雑所得の基因となるもののうち、
その年 1月 1日において所有期間が 5年以下で
あるもの（その年中に他の者から取得した土地
等を含みます。）の譲渡（一定の賃借権の設定

等を含みます。）をした場合には、その土地等
の譲渡による事業所得及び雑所得については、
他の所得と区分し、土地等に係る事業所得及び
雑所得の金額として一定の計算をした金額（以
下「土地等に係る課税事業所得等の金額」とい
います。）に対し、次のいずれか多い金額に相
当する所得税を課することとされています（措
法28の 4 ①）。
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①　土地等に係る課税事業所得等の金額の40％
相当額
②　土地等に係る課税事業所得等の金額につき
総合課税をした場合の上積税額の110％相当
額

⑵　ただし、その土地等の譲渡が、次に掲げるも
のに該当し、確定申告書にその該当することの
証明書が添付された場合は、上記⑴の課税は適
用されず、事業所得又は雑所得として所得税法
本則の課税（総合課税）が行われることとされ
ています（措法28の 4 ③）。
①　国又は地方公共団体に対する譲渡
②　独立行政法人都市再生機構、土地開発公社
その他これらに準ずる法人で宅地若しくは住
宅の供給又は土地の先行取得の業務を行うこ
とを目的とするものとして一定のものに対す
る土地等の譲渡で、その譲渡に係る土地等が
その業務を行うために直接必要であると認め
られるもの
③　資産の収用交換等（土地収用法、都市計画
法、都市再開発法その他の法律の規定による
収用、買取り、換地処分、権利変換、買収、
消滅、使用又は交換をいいます。）による土
地等の譲渡
④　都市計画法の開発許可を受けて行う1,000
㎡以上の宅地造成事業に係る土地の全部又は
一部の譲渡で、譲渡価格が適正であること、
公募の方法により行われるものであること等

の要件に該当するもの
⑤　開発許可を要しない場合における1,000㎡
以上の宅地造成事業に係る土地の全部又は一
部の譲渡で、その宅地造成について都道府県
知事の認定を受けているものであること、譲
渡価格が適正であること及び公募の方法によ
り行われるものであることの要件に該当する
もの
⑥　都道府県知事の認定を受けた新築住宅の販
売と併せて行う1,000㎡以上の敷地の販売に
係る土地の全部又は一部の譲渡で、譲渡価格
が適正であること及び公募の方法により行わ
れるものであることの要件に該当するもの
⑦　市町村長又は特別区の区長の認定を受けた
1,000㎡未満の小規模な宅地の全部又は一部
の譲渡で、譲渡価格が適正であるもの
⑧　宅地建物取引業者の行う特定の宅地の譲渡
で、土地等の売買の代理又は媒介に関し報酬
を受ける行為に類するもの

⑶　なお、上記⑴の課税は、個人が平成10年 1 月
1 日から令和 5年 3月31日までの間に行う土地
等の譲渡については、適用しないこととされて
います（旧措法28の 4 ⑥）。

2 　改正の内容

　本特例の上記 1⑶の適用停止期間が令和 8年 3
月31日まで 3年延長されました（措法28の 4 ⑥）。

二�　優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の�
長期譲渡所得の課税の特例の改正

1 　改正前の制度の概要

⑴　個人が、昭和62年10月 1 日から令和 4年12月
31日までの間に、その年の 1月 1日において所
有期間が 5年を超える土地等（土地又は土地の
上に存する権利をいいます。以下同じです。）
の譲渡をした場合において、その譲渡が「優良
住宅地等のための譲渡」に該当するときは、そ

の譲渡所得に対しては、一般の土地等の長期譲
渡所得に対する課税（課税長期譲渡所得金額に
対し一律15％（住民税を含めて20％））に代え
て、課税長期譲渡所得金額2,000万円以下の部
分は10％（住民税を含めて14％）、課税長期譲
渡所得金額2,000万円超の部分は15％（住民税
を含めて20％）の 2段階の税率（軽減税率の特
例）の適用により所得税が課されています（旧
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措法31の 2 ①）。
⑵　この具体的な所得税額の計算方法は、次の算
式のとおりです。
①　課税長期譲渡所得金額が2,000万円以下の
場合
《算式》
課税長期譲渡所得金額×10％
②　課税長期譲渡所得金額が2,000万円を超え
る場合
《算式》
200万円＋（課税長期譲渡所得金額－2,000万
円）×15％

（注）　住民税を含めた税率は、課税長期譲渡所得

金額が2,000万円以下の部分は14％（うち住民

税 4％）、2,000万円超の部分は20％（うち住民

税 5％）となります。

⑶　この軽減税率の特例の適用対象となる「優良
住宅地等のための譲渡」とは、次に掲げる土地
等の譲渡で一定の証明がされたものをいいます
（旧措法31の 2 ②）。
①　国又は地方公共団体に対する土地等の譲渡
②　国・地方公共団体に準ずる法人（地方道路
公社等）に対する土地等の譲渡で、その法人
が行う土地収用法等に基づく収用の対償に充
てられるもの
③　独立行政法人都市再生機構、土地開発公社
その他これらに準ずる法人で宅地若しくは住
宅の供給又は土地の先行取得の業務を行うこ
とを目的とするものに対する土地等の譲渡で、
その譲渡に係る土地等がその業務を行うため
に直接必要であると認められるもの
④　土地開発公社に対する被災市街地復興推進
地域内等にある土地等の譲渡で、その譲渡に
係る土地等が被災市街地復興土地区画整理事
業等の用に供されるもの
⑤　収用交換等による土地等の譲渡
⑥　第一種市街地再開発事業の施行者に対する
土地等の譲渡
⑦　防災街区整備事業の施行者に対する土地等
の譲渡

⑧　防災再開発促進地区の区域内における認定
建替計画に従って建築物の建替えの事業を行
う認定事業者に対する土地等の譲渡
⑨　都市再生特別措置法による民間都市再生事
業計画の認定を受けた一定の要件を満たす都
市再生事業の認定事業者に対する土地等の譲
渡
（注 1）　上記の「一定の要件」とは、次に掲げ

る要件をいいます（措法31の 2 ②七、旧

措令20の 2 ⑦）。

　イ�　その事業に係る認定計画においてそ

の計画に定められた建築物（その建築

面積が1,500㎡以上であるものに限りま

す。）の建築をすることが定められてい

ること。

　ロ�　その事業の施行される土地の区域の

面積が 1 ha（その事業が一定のもので

あるときは、0.5ha）以上であること。

　ハ�　道路、公園、広場その他一定の公共

の用に供する施設の整備がされること。
（注 2）　上記の「都市再生事業」とは、都市再

生緊急整備地域内における都市開発事業

であって、その都市再生緊急整備地域の

地域整備方針に定められた都市機能の増

進を主たる目的とし、その都市開発事業

を施行する土地の区域の面積が一定規模

以上のものをいいます（都市再生特別措

置法20①）。

⑩　国家戦略特別区域法の認定区域計画に定め
られている特定事業又はその特定事業の実施
に伴い必要となる施設を整備する事業で、産
業の国際競争力の強化又は国際的な経済活動
の拠点の形成に特に資するものとして一定の
要件を満たす事業を行う者に対する土地等の
譲渡で、その譲渡に係る土地等がその事業の
用に供されるもの
⑪　所有者不明土地の利用の円滑化等に関する
特別措置法による一定の地域福利増進事業を
実施する者に対する特定所有者不明土地その
他一定の土地等の譲渡で、その譲渡に係る土
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地等が地域福利増進事業の用に供されるもの
⑫　マンションの建替え等の円滑化に関する法
律（以下「マンション建替法」といいます。）
のマンション建替事業に係る売渡し請求、買
取請求若しくは権利変換を希望しない旨の申
出に基づくそのマンション建替事業の施行者
に対する土地等の譲渡又は一定の要件を満た
すマンション建替事業の施行者に対する隣接
施行敷地に係る土地等の譲渡
⑬　マンション建替法のマンション敷地売却事
業に係る売渡し請求に基づく一定のマンショ
ン敷地売却事業を実施する者に対する土地等
の譲渡又はそのマンション敷地売却事業に係
る認可を受けた分配金取得計画に基づくその
マンション敷地売却事業を実施する者に対す
る土地等の譲渡
⑭　優良な建築物の建築をする事業を行う者に
対する土地等の譲渡
⑮　特定の民間再開発事業の施行者に対する土
地等の譲渡
（注）　上記の「特定の民間再開発事業」とは、

地上階数 4 以上の中高層の耐火建築物の建

築をする一定の事業をいいます。

⑯　開発許可を受けて行う一団の住宅地造成の
用に供するための土地等の譲渡
（注）　上記の「開発許可」とは、都市計画区域

内において行われる開発行為に係る都市計

画法第29条第 1項の許可をいいます。

⑰　都市計画区域内の宅地の造成で都市計画法
第29条第 1項の許可を要しない場合において、
面積1,000㎡以上の一団の住宅地造成の用に
供するための土地等の譲渡
⑱　都市計画区域内において25戸以上の一団の
住宅又は15戸以上若しくは床面積1,000㎡以
上の中高層耐火共同住宅の建設の用に供する
ための土地等の譲渡
⑲　土地区画整理事業の施行地区内の土地等の
譲渡で仮換地指定日から 3年を経過する日の
属する年中までに行われる一定の住宅又は中
高層耐火共同住宅の建設の用に供するための

土地等の譲渡
（注）　避難解除区域等のうち一定の区域内にある

土地等の帰還・移住等環境整備推進法人に対

する譲渡で、その譲渡に係る土地等が帰還・

移住等環境整備事業計画に記載された事業の

用に供されるものについても、上記の「優良

住宅地等のための譲渡」に該当するものとみ

なして、この軽減税率の特例の適用ができる

こととされています（震災税特法11の 6 ②）。

⑷　また、個人が、昭和62年10月 1 日から令和 4
年12月31日までの間に、その年 1月 1日におい
て所有期間が 5年を超える土地等の譲渡をした
場合において、その譲渡が「確定優良住宅地等
予定地のための譲渡」に該当するときにも、こ
の軽減税率の特例の適用ができることとされて
います（旧措法31の 2 ③）。
（注）　上記の「確定優良住宅地等予定地のための

譲渡」とは、予定期間内に上記⑶の⑯から⑲

までに掲げる土地等の譲渡に該当することと

なることが確実であると認められることにつ

き証明がされた土地等の譲渡をいいます。

　なお、上記の「予定期間」とは、その譲渡

の日から同日以後 2 年を経過する日の属する

年の12月31日までの期間（住宅建設の用に供

される宅地の造成に要する期間が通常 2 年を

超えることその他のやむを得ない事情がある

場合には、その譲渡の日からその 2 年を経過

する日の属する年の12月31日以後 2 年等を経

過する日までの期間内の日でその事業につき

開発許可等を受けることができると見込まれ

る日として税務署長が認定した日の属する年

の12月31日までの期間）をいいます。

2 　改正の内容

⑴　特定の民間再開発事業の施行者に対する土地
等の譲渡（上記 1⑶⑮に掲げる土地等の譲渡）
に係る措置は、昭和63年度改正において、異常
な地価高騰等の下で、土地の供給の促進を図る
ことが極めて重要な課題であったことを踏まえ
て設けられたものですが、近年の同事業の適用
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実績がない状況を踏まえ、適用期限の到来をも
って本措置が廃止されました（旧措法31の 2 ②
十二）。
⑵　租税特別措置の整理合理化の観点から、開発
許可を受けて行う一団の住宅地造成の用に供す
るための土地等の譲渡（上記 1⑶⑯に掲げる土
地等の譲渡）に係る開発許可について、次に掲
げる区域内において行われる開発行為に係るも
のに限定されました（措法31の 2 ②十三、措令
20の 2 ⑮）。
①　市街化区域と定められた区域
②　市街化調整区域と定められた区域
③　区域区分に関する都市計画が定められてい
ない都市計画区域のうち、用途地域が定めら
れている区域

⑶　都市再生特別措置法施行令の一部を改正する
政令（令和 5年政令第98号）により、民間都市
再生事業計画の認定申請を行うことができる都
市開発事業の規模要件が緩和されていますが、
上記 1⑶⑨に掲げる土地等の譲渡については、
都市開発事業の規模要件を改正前と同様とする

ための所要の規定の整備が行われました（措令
20の 2 ⑦）。
⑷　本特例（上記 1⑴及び⑷）の適用期限が令和
7年12月31日まで 3年延長されました（措法31
の 2 ①③）。

3 　適用関係

⑴　上記 2⑴の改正は、個人が令和 5年 4月 1日
前に行った上記 1⑶⑮に掲げる土地等の譲渡に
ついては従前どおりとされています（改正法附
則32①）。
⑵　上記 2⑵の改正は、個人が令和 5年 4月 1日
以後に行う優良住宅地等のための譲渡に該当す
る譲渡又は確定優良住宅地等予定地のための譲
渡に該当する譲渡について適用し、個人が同日
前に行った優良住宅地等のための譲渡に該当す
る譲渡又は確定優良住宅地等予定地のための譲
渡に該当する譲渡については従前どおりとされ
ています（改正法附則32②）。
⑶　上記 2⑶の改正は、令和 5年 4月 1日から施
行されています（改正措令附則 1）。

三�　空き家に係る居住用財産の譲渡所得の3,000万円特別控除の�
特例の改正

1 　改正前の制度の概要

⑴　制度の概要
　相続又は遺贈（贈与者の死亡により効力を生
ずる贈与を含みます。以下同じです。）による
被相続人居住用家屋及び被相続人居住用家屋の
敷地等の取得をした相続人（包括受遺者を含み
ます。以下同じです。）が、平成28年 4 月 1 日
から令和 5年12月31日までの間に、その取得を
した被相続人居住用家屋又は被相続人居住用家
屋の敷地等について、一定の要件を満たす譲渡
をした場合には、居住用財産を譲渡した場合に
該当するものとみなして、居住用財産の譲渡を
した場合の3,000万円特別控除を適用できるこ
ととされています（旧措法35③）。

⑵　本特例の対象となる被相続人居住用家屋及び
被相続人居住用家屋の敷地等の範囲
①　被相続人居住用家屋
　その相続の開始の直前においてその相続又
は遺贈に係る被相続人（包括遺贈者を含みま
す。以下同じです。）の居住の用（特定事由
（介護保険法に規定する要介護認定又は要支
援認定を受けていた被相続人が老人ホーム等
に入所等をしていたこと等をいいます。以下
同じです。）により相続の開始の直前におい
て家屋が被相続人の居住の用に供されていな
かった場合（特定事由により被相続人居住用
家屋が被相続人の居住の用に供されなくなっ
た時から相続の開始の直前まで引き続き被相
続人居住用家屋がその被相続人の物品の保管
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の用その他の用に供されていたことなど一定
の要件を満たすものに限ります。）における
その特定事由により居住の用に供されなくな
る直前のその被相続人の居住の用（以下「対
象従前居住の用」といいます。）を含みま
す。）に供されていた家屋（次に掲げる要件
を満たすものに限ります。）であって、被相
続人が主として居住の用に供していたと認め
られる一の建築物に限ることとされています
（旧措法35④、旧措令23⑧）。
イ　昭和56年 5 月31日以前に建築されたこと。
ロ　建物の区分所有等に関する法律第 1条の
規定に該当する建物（区分所有建物）でな
いこと。
ハ　その相続の開始の直前においてその被相
続人以外に居住をしていた者がいなかった
こと（その被相続人の居住の用に供されて
いた家屋が対象従前居住の用に供されてい
た家屋である場合には、特定事由によりそ
の家屋が被相続人の居住の用に供されなく
なる直前においてその被相続人以外に居住
をしていた者がいなかったこと）。

②　被相続人居住用家屋の敷地等
　その相続の開始の直前（その被相続人居住
用家屋の敷地の用に供されていた土地が対象
従前居住の用に供されていた土地である場合
には、特定事由によりその家屋が被相続人の
居住の用に供されなくなる直前）において上
記①の被相続人居住用家屋の敷地の用に供さ
れていたと認められる土地又はその土地の上
に存する権利とされています。この場合にお
いて、その相続の開始の直前においてその土
地が用途上不可分の関係にある 2以上の建築
物のある一団の土地であった場合には、その
土地又はその土地の上に存する権利のうち、
その面積（土地にあってはその土地の面積を
いい、土地の上に存する権利にあってはその
土地の面積をいいます。以下同じです。）に
次のイ及びロの床面積の合計のうちに次のイ
の床面積の占める割合を乗じて計算した面積

に係る土地又はその土地の上に存する権利の
部分に限るものとされています（旧措法35④、
旧措令23⑨）。
イ　その相続の開始の直前におけるその土地
にあった被相続人居住用家屋の床面積
ロ　その相続の開始の直前におけるその土地
にあった被相続人居住用家屋以外の建築物
の床面積

⑶　本特例の対象となる譲渡（対象譲渡の要件）
　次の要件その他一定の要件を満たす譲渡（以
下「対象譲渡」といいます。）が本特例の対象
となります。
①　譲渡期間の要件
　平成28年 4 月 1 日から令和 5年12月31日ま
での間であって、相続の開始があった日から
同日以後 3年を経過する日の属する年の12月
31日までの間にした譲渡であることが要件と
されています（旧措法35③）。
②　譲渡価額の要件
　その譲渡の対価の額が 1億円を超えるもの
でないことが要件とされています（旧措法35
③）。なお、下記⑷のとおり、その相続によ
り被相続人居住用家屋又は被相続人居住用家
屋の敷地等の取得をした相続人が一定期間内
に一定の譲渡をした価額を合算して 1億円を
超える場合には、本特例を適用できないこと
とされています（旧措法35⑤⑥）。
③　譲渡をする資産の要件
　次のイ又はロに該当する資産の譲渡である
ことが要件とされています（旧措法35③）。
イ　被相続人居住用家屋を譲渡する場合（家
屋のみの譲渡又は家屋及びその敷地の譲渡
の場合）
　相続若しくは遺贈により取得をした被相
続人居住用家屋（次のイ及びロの要件を満
たすものに限ります。）の譲渡又はその被
相続人居住用家屋とともにするその相続若
しくは遺贈により取得をした被相続人居住
用家屋の敷地等（次のイの要件を満たすも
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のに限ります。）の譲渡
イ　相続の時から譲渡の時まで事業の用、
貸付けの用又は居住の用に供されていた
ことがないこと。
　この場合の貸付けには、無償で行われ
る貸付けも含まれます。下記ロイ及びロ
においても同じです。
ロ　譲渡の時において地震に対する安全性
に係る規定又は基準として一定のものに
適合するものであること。

（注 1）　上記の「被相続人居住用家屋」には、

その相続の時後に被相続人居住用家屋

につき行われた増築、改築（被相続人

居住用家屋の全部の取壊し又は除却を

した後にするもの及びその全部が滅失

をした後にするものを除きます。）、修

繕又は模様替（以下「増改築等」とい

います。）に係る部分を含むこととされ

ています（旧措法35③一）。
（注 2）　上記の「地震に対する安全性に係る

規定又は基準として一定のもの」は、

建築基準法施行令第 3 章及び第 5 章の

4 の規定又は国土交通大臣が財務大臣

と協議して定める地震に対する安全性

に係る基準（以下「耐震基準」といい

ます。）とされています（旧措法35③一

ロ、旧措令23⑤、旧平17. 3 国交告393）。

　�　この基準は「平成18年国土交通省告

示第185号において定める地震に対する

安全上耐震関係規定に準ずるものとし

て国土交通大臣が定める基準」とされ、

具体的には、建築物の耐震改修の促進

に関する法律第 4 条第 2 項第 3 号に掲

げる建築物の耐震診断及び耐震改修の

実施について技術上の指針となるべき

事項に定めるところにより耐震診断を

行った結果、地震に対して安全な構造

であることが確かめられることとされ

ています（平成18. 1 国交告185）。

ロ　被相続人居住用家屋の取壊し等の後、被

相続人居住用家屋の敷地等を譲渡する場合
（更地の譲渡の場合）
　相続又は遺贈により取得をした被相続人
居住用家屋（次のイの要件を満たすものに
限ります。）の全部の取壊し若しくは除却
をした後又はその全部が滅失をした後にお
けるその相続又は遺贈により取得をした被
相続人居住用家屋の敷地等（次のロ及びハ
の要件を満たすものに限ります。）の譲渡
イ　相続の時から取壊し、除却又は滅失の
時まで事業の用、貸付けの用又は居住の
用に供されていたことがないこと。
ロ　相続の時から譲渡の時まで事業の用、
貸付けの用又は居住の用に供されていた
ことがないこと。
ハ　上記イの取壊し、除却又は滅失の時か
ら譲渡の時まで建物又は構築物の敷地の
用に供されていたことがないこと。

④　譲渡をする資産のうち本特例の対象となる
部分
　「被相続人居住用家屋」のうち本特例の対
象となるものは、その被相続人居住用家屋の
譲渡の対価の額に、次に掲げる被相続人居住
用家屋の区分に応じそれぞれ次に定める割合
を乗じて計算した金額に相当する部分に限る
こととされています（旧措法35③一、旧措令
23③）。
イ　その相続の開始の直前において被相続人
の居住の用に供されていた被相続人居住用
家屋��その相続の開始の直前における被
相続人居住用家屋の床面積のうちにその相
続の開始の直前における被相続人の居住の
用に供されていた部分の床面積の占める割
合
ロ　対象従前居住の用に供されていた被相続
人居住用家屋��特定事由により被相続人
居住用家屋が被相続人の居住の用に供され
なくなる直前における被相続人居住用家屋
の床面積のうちにその居住の用に供されな
くなる直前における被相続人の居住の用に
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供されていた部分の床面積の占める割合
　同様に、「被相続人居住用家屋の敷地等」
のうち本特例の対象となるものは、その被相
続人居住用家屋の敷地等の譲渡の対価の額に、
次に掲げる被相続人居住用家屋の敷地等の区
分に応じそれぞれ次に定める割合を乗じて計
算した金額に相当する部分に限ることとされ
ています（旧措法35③一・二、旧措令23④）。
イ　上記イの被相続人居住用家屋の敷地の用
に供されていた被相続人居住用家屋の敷地
等��その相続の開始の直前における被相
続人居住用家屋の敷地等の面積のうちにそ
の相続の開始の直前における被相続人の居
住の用に供されていた部分の面積の占める
割合
ロ　上記ロの被相続人居住用家屋の敷地の用
に供されていた被相続人居住用家屋の敷地
等��特定事由により被相続人居住用家屋
が被相続人の居住の用に供されなくなる直
前における被相続人居住用家屋の敷地等の
面積のうちにその居住の用に供されなくな
る直前における被相続人の居住の用に供さ
れていた部分の面積の占める割合

⑷　対象譲渡の対価の額と適用前譲渡の対価の額
との合計額が 1億円を超える場合の本特例の不
適用
　相続又は遺贈による被相続人居住用家屋又は
被相続人居住用家屋の敷地等の取得をした相続
人（以下「居住用家屋取得相続人」といいま
す。）が、その相続の時から本特例の適用を受
ける者の対象譲渡をした日の属する年の12月31
日までの間に、対象譲渡資産一体家屋等の譲渡
（以下「適用前譲渡」といいます。）をしている
場合において、適用前譲渡に係る対価の額と対
象譲渡に係る対価の額との合計額が 1億円を超
えることとなるときは、本特例は適用できない
こととされています（旧措法35⑤、旧措令23⑧
～⑪）。
（注）　上記の「対象譲渡資産一体家屋等」とは、

対象譲渡をした資産と相続の開始の直前にお

いて一体として被相続人の居住の用に供され

ていた家屋（被相続人が主としてその居住の

用（特定事由により被相続人居住用家屋が相

続の開始の直前において被相続人の居住の用

に供されていなかった場合には、物品の保管

の用その他の用）に供していたと認められる

一の建築物に限ります。以下同じです。）又は

その家屋の敷地の用に供されていたと認めら

れる土地若しくは土地の上に存する権利（居

住用家屋取得相続人が相続の開始の直前にお

いて所有していたものを含みます。）とされて

います（旧措法35⑤、旧措令23⑩～⑫）。

⑸　本特例の適用を受ける場合の手続
　本特例は、その適用を受けようとする者の対
象譲渡をした日の属する年分の確定申告書に、
一定の事項の記載があり、かつ、次に掲げる場
合の区分に応じそれぞれ次に定める書類の添付
がある場合に限り、適用することができること
とされています（旧措法35⑪、旧措規18の 2 ①
②）。
①　被相続人居住用家屋を譲渡する場合（家屋
のみの譲渡又は家屋及びその敷地の譲渡の場
合）��次に掲げる書類
イ　対象譲渡による譲渡所得の金額の計算に
関する明細書
ロ　被相続人居住用家屋及び被相続人居住用
家屋の敷地等の登記事項証明書その他の書
類で次の事項を明らかにするもの
イ　対象譲渡をした者が被相続人居住用家
屋及び被相続人居住用家屋の敷地等を被
相続人から相続又は遺贈により取得した
こと。
ロ　被相続人居住用家屋が昭和56年 5 月31
日以前に建築されたこと。
ハ　被相続人居住用家屋が建物の区分所有
等に関する法律第 1条の規定に該当する
建物でないこと。

ハ　対象譲渡をした被相続人居住用家屋又は
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被相続人居住用家屋及び被相続人居住用家
屋の敷地等の所在地の市町村長又は特別区
の区長の次に掲げる事項（対象従前居住の
用以外の居住の用である場合には、イ及び
ロに掲げる事項）を確認した旨を記載した
書類（被相続人居住用家屋等確認書）
イ　相続の開始の直前（その被相続人居住
用家屋が対象従前居住の用に供されてい
た被相続人居住用家屋である場合には、
特定事由によりその被相続人居住用家屋
が被相続人の居住の用に供されなくなる
直前。下記②ハイにおいて同じです。）
において、被相続人がその被相続人居住
用家屋を居住の用に供しており、かつ、
被相続人居住用家屋に被相続人以外に居
住をしていた者がいなかったこと。
ロ　被相続人居住用家屋又は被相続人居住
用家屋及び被相続人居住用家屋の敷地等
が相続の時から対象譲渡の時まで事業の
用、貸付けの用又は居住の用に供されて
いたことがないこと。
ハ　被相続人居住用家屋が特定事由により
相続の開始の直前において被相続人の居
住の用に供されていなかったこと。
ニ　特定事由により被相続人居住用家屋が
被相続人の居住の用に供されなくなった
時から相続の開始の直前まで引き続き被
相続人居住用家屋が被相続人の物品の保
管その他の用に供されていたこと。
ホ　特定事由により被相続人居住用家屋が
被相続人の居住の用に供されなくなった
時から相続の開始の直前まで被相続人居
住用家屋が事業の用、貸付けの用又は被
相続人以外の者の居住の用に供されてい
たことがないこと。
ヘ　被相続人が老人ホーム等に入所等をし
た時から相続の開始の直前までの間にお
いて被相続人の居住の用に供する家屋が
2以上ある場合には、これらの家屋のう
ち、その住居又は施設が、被相続人が主

としてその居住の用に供していた一の家
屋に該当するものであること。

ニ　対象譲渡をした被相続人居住用家屋が国
土交通大臣が財務大臣と協議して定める地
震に対する安全性に係る規定又は基準に適
合する家屋である旨を証する書類
ホ　対象譲渡をした被相続人居住用家屋又は
被相続人居住用家屋及び被相続人居住用家
屋の敷地等に係る売買契約書の写しその他
の書類で、被相続人居住用家屋又は被相続
人居住用家屋及び被相続人居住用家屋の敷
地等の譲渡に係る対価の額が 1億円（対象
譲渡に係る適用前譲渡がある場合には、 1
億円から適用前譲渡に係る対価の額の合計
額を控除した残額）以下であることを明ら
かにする書類

②　被相続人居住用家屋の取壊し等の後、被相
続人居住用家屋の敷地等を譲渡する場合（更
地の譲渡の場合）��次に掲げる書類
イ　対象譲渡による譲渡所得の金額の計算に
関する明細書
ロ　上記①ロの書類
ハ　対象譲渡をした被相続人居住用家屋の敷
地等の所在地の市町村長又は特別区の区長
の次に掲げる事項（対象従前居住の用以外
の居住の用である場合には、イからニまで
に掲げる事項）を確認した旨を記載した書
類（被相続人居住用家屋等確認書）
イ　相続の開始の直前において、被相続人
がその被相続人居住用家屋の敷地等に係
る被相続人居住用家屋を居住の用に供し
ており、かつ、その被相続人居住用家屋
に被相続人以外に居住をしていた者がい
なかったこと。
ロ　被相続人居住用家屋の敷地等に係る被
相続人居住用家屋が相続の時からその全
部の取壊し、除却又は滅失の時まで事業
の用、貸付けの用又は居住の用に供され
ていたことがないこと。
ハ　被相続人居住用家屋の敷地等が相続の
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時から対象譲渡の時まで事業の用、貸付
けの用又は居住の用に供されていたこと
がないこと。
ニ　被相続人居住用家屋の敷地等が上記ロ
の取壊し、除却又は滅失の時から対象譲
渡の時まで建物又は構築物の敷地の用に
供されていたことがないこと。
ホ　被相続人居住用家屋の敷地等に係る被
相続人居住用家屋が特定事由により相続
の開始の直前において被相続人の居住の
用に供されていなかったこと。
ヘ　特定事由によりその被相続人居住用家
屋の敷地等に係る被相続人居住用家屋が
被相続人の居住の用に供されなくなった
時から相続の開始の直前まで引き続き被
相続人居住用家屋が被相続人の物品の保
管その他の用に供されていたこと。
ト　特定事由によりその被相続人居住用家
屋の敷地等に係る被相続人居住用家屋が
被相続人の居住の用に供されなくなった
時から相続の開始の直前まで被相続人居
住用家屋が事業の用、貸付けの用又は被
相続人以外の者の居住の用に供されてい
たことがないこと。
チ　被相続人が老人ホーム等に入所等をし
た時から相続の開始の直前までの間にお
いて被相続人の居住の用に供する家屋が
2以上ある場合には、これらの家屋のう
ち、その住居又は施設が、被相続人が主
としてその居住の用に供していた一の家
屋に該当するものであること。

ニ　対象譲渡をした被相続人居住用家屋の敷
地等に係る売買契約書の写しその他の書類
で、被相続人居住用家屋の敷地等の譲渡に
係る対価の額が 1億円（対象譲渡に係る適
用前譲渡がある場合には、 1億円から適用
前譲渡に係る対価の額の合計額を控除した
残額）以下であることを明らかにする書類

2 　改正の内容

　本特例は、相続に伴う空き家の発生を抑制し、
地域住民の生活環境への悪影響を未然に防ぐとい
う観点から、譲渡をした者の居住用財産の処分で
はないものの被相続人の居住の用に供されていた
家屋であったという点も考慮して、平成28年度税
制改正において、居住用財産の譲渡所得の3,000
万円特別控除制度の特例として創設されたもので
す。平成30年住宅・土地統計調査によれば、利用
目的のない空き家である「その他の住宅」の戸数
は349万戸と平成15年から約1.6倍に増加しており、
今後、本特例の対象となる相続に伴う昭和56年 5
月31日以前の耐震基準（いわゆる「旧耐震基準」）
の下で建築された戸建ての空き家も増加していく
ことが懸念されています。このような空き家の発
生の抑制に引き続き取り組んでいく必要があるこ
とから、本特例について次の改正が行われました。

⑴　適用期限の延長
　本特例の適用期限（令和 5年12月31日）が令
和 9年12月31日まで 4年延長されました（措法
35③）。

⑵　対象譲渡の拡充
　本特例の対象譲渡は、上記 1 ⑶③のとおり、
譲渡者の譲渡の時において、その被相続人居住
用家屋が耐震基準を満たしていること又はその
被相続人居住用家屋の全部の除却等をしている
ことが要件とされています。しかし、その被相
続人居住用家屋を相続した相続人が高齢者であ
る場合やその被相続人居住用家屋の所在地から
遠隔地に居住している場合等においては、その
譲渡の時までに上記の要件を満たす工事を行う
ことが負担となり、結果としてその被相続人居
住用家屋が空き家のまま放置されるケースも考
えられるところです。そのようなケースにおけ
る負担を解消し、相続により取得した利用目的
のない被相続人居住用家屋の譲渡を促すため、
その譲渡の時からその譲渡の日の属する年の翌
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年 2月15日までの間に、その被相続人居住用家
屋が耐震基準を満たすこととなった場合又はそ
の被相続人居住用家屋の全部の除却等がされた
場合には、本特例を適用することができること
とされました。
　具体的には、本特例の対象譲渡に、相続若し
くは遺贈により取得をした被相続人居住用家屋
（その相続の時後にその被相続人居住用家屋に
つき行われた増改築等に係る部分を含み、その
相続の時からその譲渡の時まで事業の用、貸付
けの用又は居住の用に供されていたことがない
ものに限ります。）の譲渡又はその被相続人居
住用家屋とともにするその相続若しくは遺贈に
より取得をした被相続人居住用家屋の敷地等
（その相続の時からその譲渡の時まで事業の用、
貸付けの用又は居住の用に供されていたことが
ないものに限ります。）の譲渡（これらの譲渡
のうち上記 1 ⑶③イの譲渡に該当するものを除
きます。）が加えられる（措法35③三）ととも
に、これらの譲渡をした場合において、その譲
渡の時からその譲渡の日の属する年の翌年 2月
15日までの間に、その被相続人居住用家屋が次
に掲げる場合に該当するときが本特例の適用対
象に加えられました（措法35③）。
①　耐震基準に適合することとなった場合
②　その被相続人居住用家屋の全部の取壊し若
しくは除却がされ、又はその全部が滅失をし
た場合

（注）　上記の譲渡をする被相続人居住用家屋又は

被相続人居住用家屋の敷地等のうち本特例の

対象となる部分は、上記 1 ⑶④と同様です（措

法35③三、措令23④⑤）。

⑶　相続又は遺贈により被相続人居住用家屋及び
被相続人居住用家屋の敷地等を取得した相続人
の数が 3人以上である場合の控除額の引下げ
　租税特別措置の整理合理化の観点から、相続
又は遺贈により被相続人居住用家屋及び被相続
人居住用家屋の敷地等を取得した相続人の数が
3人以上である場合については、本特例の特別

控除額は2,000万円とすることとされました（措
法35④）。
　この場合において、その相続人がその年にそ
の相続人の居住の用に供している家屋又はその
家屋とともにするその家屋の敷地の譲渡をした
ことなどにより居住用財産の譲渡所得の3,000
万円特別控除（措法35①②。以下「居住用財産
の譲渡所得の3,000万円特別控除」といいま
す。）も適用するときは、その特別控除額は、
3,000万円の範囲内において次の特別控除額の
区分に応じ次に定めるとおり計算することとさ
れました（措法35④、措令23⑥⑦）。
①　長期譲渡所得の金額から控除される特別控
除額��3,000万円（下記②に定める金額が
ある場合には、3,000万円から下記②に定め
る金額を控除した金額）と次に掲げる金額の
合計額とのいずれか低い金額
　この場合において、ロに掲げる金額が
2,000万円（下記②の短期譲渡所得のうち本
特例の対象となる資産の譲渡に係る部分の金
額から控除される金額がある場合には、
2,000万円からその控除される金額を控除し
た金額とされます。①において同じです。）
であるときは、長期譲渡所得の金額のうち本
特例の対象となる資産の譲渡に係る部分の金
額から控除される金額は2,000万円が限度と
されます。
イ　長期譲渡所得の金額のうち居住用財産の
譲渡所得の3,000万円特別控除の対象とな
る資産の譲渡に係る部分の金額
ロ　2,000万円と長期譲渡所得の金額のうち
本特例の対象となる資産の譲渡に係る部分
の金額とのいずれか低い金額

②　短期譲渡所得の金額から控除される特別控
除額��3,000万円と次に掲げる金額の合計
額とのいずれか低い金額
　この場合において、ロに掲げる金額が
2,000万円であるときは、短期譲渡所得の金
額のうち本特例の対象となる資産の譲渡に係
る部分の金額から控除される金額は2,000万
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円が限度とされます。
イ　短期譲渡所得の金額のうち居住用財産の
譲渡所得の3,000万円特別控除の対象とな
る資産の譲渡に係る部分の金額
ロ　2,000万円と短期譲渡所得の金額のうち
本特例の対象となる資産の譲渡に係る部分
の金額とのいずれか低い金額

⑷　確定申告書の添付書類の整備
　上記⑵を踏まえ、拡充された対象譲渡をした
ことにより本特例の適用を受ける場合の確定申
告書の添付書類に、次の書類が追加されました
（措法35②、措規18の 2 ②二）。
①　対象譲渡による譲渡所得の金額の計算に関
する明細書
②　上記 1 ⑸①ロの書類
③　対象譲渡をした被相続人居住用家屋又は被
相続人居住用家屋及び被相続人居住用家屋の
敷地等の所在地の市町村長又は特別区の区長
の次に掲げる事項（対象従前居住の用以外の
居住の用である場合には、イ及びロに掲げる
事項）を確認した旨を記載した書類（被相続
人居住用家屋等確認書）
イ　上記 1 ⑸①ハイ及びロに掲げる事項並び
に相続又は遺贈によるその被相続人居住用
家屋及び被相続人居住用家屋の敷地等の取
得をした相続人の数
ロ　対象譲渡の時から対象譲渡の日の属する
年の翌年 2月15日までの期間（以下「特定
期間」といいます。）内に、被相続人居住
用家屋が耐震基準に適合することとなった
こと又は被相続人居住用家屋の全部の取壊
し若しくは除却がされ、若しくはその全部
が滅失をしたこと。
ハ　上記 1 ⑸①ハハからヘまでに掲げる事項
④　対象譲渡をした被相続人居住用家屋が国土

交通大臣が財務大臣と協議して定める耐震基
準に適合する家屋である旨を証する書類又は
対象譲渡をした被相続人居住用家屋の登記事
項証明書その他の書類で、特定期間内に被相
続人居住用家屋の全部の取壊し若しくは除却
がされ、若しくはその全部が滅失をした旨を
証する書類
（注）　上記の「対象譲渡をした被相続人居住用

家屋が国土交通大臣が財務大臣と協議して

定める耐震基準に適合する家屋である旨を

証する書類」とは、その譲渡をした被相続

人居住用家屋が耐震基準に適合するもので

ある旨を建築士等が所定の書式により証す

る書類（その被相続人居住用家屋を耐震基

準に適合させるための工事（その譲渡の日

から同日の属する年の翌年 2 月15日までの

間に完了したものに限ります。）の完了の日

からその譲渡の日の属する年分の確定申告

書の提出の日までの期間内にその証明のた

めの家屋の調査が終了したものに限りま

す。）等とされています（平21. 6 国交告685）。

⑤　上記 1 ⑸①ホに掲げる書類
　また、上記⑶の改正に伴い、従前から対象と
されている上記 1 ⑸①ハ及び②ハの書類につい
て、対象譲渡をした被相続人居住用家屋又は被
相続人居住用家屋及び被相続人居住用家屋の敷
地等の所在地の市町村長又は特別区の区長の確
認事項に相続又は遺贈によるその被相続人居住
用家屋及び被相続人居住用家屋の敷地等の取得
をした相続人の数が加えられました。

3 　適用関係

　上記 2 ⑵から⑷までの改正は、個人が令和 6年
1月 1日以後に行う対象譲渡について適用し、個
人が同日前に行った対象譲渡については従前どお
りとされています（改正法附則32③）。
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四�　低未利用土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得の�
100万円特別控除の改正

1 　改正前の制度の概要

⑴　制度の概要
　個人が、都市計画区域内にある低未利用土地
又はその低未利用土地の上に存する権利（以下
「低未利用土地等」と総称します。）で、その年
1月 1日において所有期間が 5年を超えるもの
の譲渡を令和 2年 7月 1日から令和 4年12月31
日までの間にした場合（その譲渡の後にその低
未利用土地等の利用がされる場合に限ります。）
には、その年中の低未利用土地等の譲渡に係る
長期譲渡所得の金額から100万円を控除するこ
とができることとされています（旧措法35の 3
①）。
（注 1）　上記の「都市計画区域」とは、都道府県

により、市又は人口、就業者数その他の事

項が一定の要件に該当する町村の中心の市

街地を含み、かつ、自然的及び社会的条件

並びに人口、土地利用、交通量その他一定

の事項に関する現況及び推移を勘案して、

一体の都市として総合的に整備し、開発し、

及び保全する必要がある区域として指定さ

れた区域をいうこととされています。都道

府県は、このほか、首都圏整備法による都

市開発区域、近畿圏整備法による都市開発

区域、中部圏開発整備法による都市開発区

域その他新たに住居都市、工業都市その他

の都市として開発し、及び保全する必要が

ある区域を都市計画区域として指定するも

のとされています。（都市計画法 4 ②、 5 ①

②）。
（注 2）　上記の「低未利用土地」とは、居住の用、

業務の用その他の用途に供されておらず、

又はその利用の程度がその周辺の地域にお

ける同一の用途若しくはこれに類する用途

に供されている土地の利用の程度に比し著

しく劣っていると認められる土地をいいま

す（土地基本法13④）。

⑵　譲渡の対価の額が500万円を超える場合等の
本特例の不適用
　上記⑴の低未利用土地等の譲渡には、その譲
渡の対価（その低未利用土地等の譲渡とともに
したその低未利用土地の上にある資産の譲渡の
対価を含みます。）の額が500万円を超える譲渡
を含まないこととされています（旧措法35の 3
②）。
（注）　上記の「譲渡」には、譲渡所得の基因とな

る不動産等の貸付けを含みます（措法31①、

35の 3 ①）。以下同じです。

　なお、本特例の適用を受けようとする低未利
用土地等と一筆であった土地からその年の前年
又は前々年に分筆された土地又はその土地の上
に存する権利の譲渡（譲渡所得の基因となる不
動産等の貸付けを含みます。）をその前年又は
前々年中にした場合において、その者がその譲
渡につき本特例の適用を受けているときは、本
特例は適用しないこととされています（措法35
の 3 ③）。

⑶　本特例の適用を受ける場合の手続
　本特例は、その適用を受けようとする年分の
確定申告書に、本特例の適用を受けようとする
旨の記載があり、かつ、本特例の対象となる土
地等に該当する旨を証する書類として、次に掲
げる書類の添付がある場合に限り適用すること
とされています（措法35の 3 ④、旧措規18の 3
の 2 ）。
①　譲渡をした土地等の所在地の市町村長又は
特別区の区長のイからニまでに掲げる事項を
確認した旨並びにホ及びヘに掲げる事項を記
載した書類
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イ　その土地等が都市計画区域内にあること。
ロ　その土地等が、その譲渡の時において、
低未利用土地等に該当するものであること。
ハ　その土地等が、その譲渡の後に利用され
ていること又は利用される見込みであるこ
と。
ニ　その土地等の所有期間が 5年を超えるも
のであること。
ホ　その土地等と一筆であった土地からその
年の前年又は前々年に分筆された土地等の
有無
ヘ　上記ホの分筆された土地等がある場合に
は、その土地等につきこの①の書類のその
譲渡をした者への交付の有無

②　譲渡をした低未利用土地等に係る売買契約
書の写しその他の書類で、その低未利用土地
等の譲渡の対価の額が500万円以下であるこ
とを明らかにするもの

2 　改正の内容

　本特例は、低未利用土地の所有者が、その土地
を適切に利用・管理を行う意欲のある者に譲渡す
ることへのインセンティブを付与し、適切な土地
の利用・管理を確保し、土地の有効利用を通じた
投資の促進、地域活性化を図るとともに、所有者
不明土地の更なる発生を予防することが必要であ
ることに鑑み、令和 2年度税制改正において創設
されたものです。平成30年の土地基本調査によれ
ば、平成15年からの15年間で世帯が保有する空き
地等の面積は約1.7倍に増加するなど、地方部を
中心に低未利用地の面積は近年急激な増加傾向に
あり、人口減少及び世帯数の減少に伴い、今後も
より一層増加することが懸念されています。この
ため、低未利用土地の利活用の促進や低未利用土
地の将来的な増加の抑制に引き続き取り組んでい
く必要があることから、本特例について次の改正
が行われました。

⑴　適用期限の延長
　本特例の適用期限（令和 4年12月31日）が令

和 7年12月31日まで 3年延長されました（措法
35の 3 ①）。

⑵　低未利用土地等の譲渡対価に係る価額要件の
引上げ
　本特例における低未利用土地等の譲渡には、
その譲渡の対価（その低未利用土地等の譲渡と
ともにしたその低未利用土地の上にある資産の
譲渡の対価を含みます。）の額が500万円を超え
る譲渡を含まないこととされていました。これ
は、低額の低未利用土地は売却のための測量費
や解体費等の負担が相対的に重くなる一方で、
譲渡者の手元に残る金額は少額になることを考
慮し、売却のための費用負担を実質的に軽減し、
売却のためのインセンティブを付与するため、
市場での取引が比較的難しくなっている物件が
掲載されている空き地・空き家バンクを経由し
て成約した物件の取引状況を参考に500万円と
されたものです。他方で、直近の空き地・空き
家バンクの取引状況においては、都市計画区域
内の低未利用土地における500万円超800万円以
下の価格帯の取引件数は増加傾向にあります。
また、この価格帯における測量費や解体費等の
負担も相対的に重くなっていると考えられます。
このような状況を踏まえて、重点的に低未利用
土地の解消を図ることが必要な地域について、
低未利用土地等の譲渡対価に係る価額要件が
800万円に引き上げられました。
　具体的には、次に掲げる区域内にある低未利
用土地等を譲渡した場合における譲渡対価に係
る価額要件が800万円以下に引き上げられまし
た（措法35の 3 ②、措令23の 3 ②二）。
①　都市計画法の市街化区域と定められた区域
②　都市計画法に規定する区域区分に関する都
市計画が定められていない都市計画区域のう
ち、同法に規定する用途地域が定められてい
る区域
③　所有者不明土地の利用の円滑化等に関する
特別措置法（以下「所有者不明土地法」とい
います。）に規定する所有者不明土地対策計
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画を作成した市町村の区域（①及び②の区域
を除きます。）

（注 1）　上記の「市街化区域」とは、すでに市街

地を形成している区域及びおおむね10年以

内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき

区域をいい（都市計画法 7 ②）、上記の「用

途地域」とは、都市計画に定めることがで

きる一定の地域の総称をいいます（都市計

画法 8①）。
（注 2）　市町村は、単独で又は共同して、基本方

針に基づき、「所有者不明土地対策計画」を

作成することができることとされています

（所有者不明土地法45①）。
（注 3）　譲渡した一団の低未利用土地等が、この

譲渡対価に係る価額要件が500万円以下とな

る区域と800万円以下となる区域のいずれに

も所在する場合における低未利用土地等の

譲渡対価に係る価額要件については、それ

ぞれの区域に係る上限価額をそれぞれの区

域に所在する低未利用土地等の面積を基に

あん分するなど、合理的な方法により算定

した価額などにより判定するものと考えら

れます。
（注 4）　上記の改正に併せて、従前は、空き地や

空き家・空き店舗の敷地等の低未利用土地

等を譲渡し、譲渡後にいわゆるコインパー

キングとして利用がされる場合は、「低未利

用土地等の利用がされる場合」に該当し、

本特例を適用することができることとして

取り扱われていましたが、制度適正化の観

点から、譲渡後にいわゆるコインパーキン

グ（立体駐車場等を除きます。）として利用

がされる場合は、「低未利用土地等の利用が

される場合」には該当せず、したがって本

特例を適用することはできないこととされ

ました。この取扱いの見直しは、令和 5 年

1 月 1 日以後に行う低未利用土地等の譲渡

について適用されます（「低未利用土地等の

譲渡に係る所得税及び個人住民税の特例措

置の適用に当たっての要件の確認につい

て」）。

⑶　確定申告書の添付書類の整備
　上記⑵を踏まえ、確定申告書に添付しなけれ
ばならない書類について、次の整備が行われま
した（措法35の 3 ④、措規18の 3 の 2 ）。
①　上記 1 ⑶①の譲渡をした土地等の所在地の
市町村長又は特別区の区長の交付する書類の
記載事項に、その土地等が上記⑵①から③ま
でに掲げる区域内にある場合には、その土地
等がそれらの区域のうちいずれの区域内にあ
るかの別が加えられました。
②　上記 1 ⑶②の書類について、その土地等が
上記⑵①から③までに掲げる区域内にある場
合には、譲渡をした低未利用土地等に係る売
買契約書の写しその他の書類で、その低未利
用土地等の譲渡の対価の額が800万円以下で
あることを明らかにするものを添付すること
とされました。

3 　適用関係

　上記 2 ⑵及び⑶の改正は、個人が令和 5年 1月
1日以後に行う低未利用土地等の譲渡について適
用し、個人が同日前に行った低未利用土地等の譲
渡については従前どおりとされています（改正法
附則32④）。
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五�　特定の事業用資産の買換えの場合の譲渡所得の課税の�
特例等の改正

1 　改正前の制度の概要

⑴　個人が昭和45年 1 月 1 日から令和 5年12月31
日（譲渡する事業の用に供している特定の資産
（以下「譲渡資産」といいます。）が下記⑶④に
係る資産である場合には、同年 3月31日）まで
の間に、譲渡資産の譲渡をし、その譲渡の日の
属する年の12月31日までに一定の資産（以下
「買換資産」といいます。）の取得（建設及び製
作を含みます。以下同じです。）をし、かつ、
その取得の日から 1年以内にその買換資産を事
業の用に供した場合又は供する見込みである場
合には、次に掲げる場合の区分に応じそれぞれ
次に定める譲渡資産の譲渡があったものとして、
土地・建物等に係る長期譲渡所得又は短期譲渡
所得の課税（船舶の場合にあっては、所得税法
第33条の規定に基づく譲渡所得課税）を行うこ
ととされ、取得価額の引継ぎによる80％の課税
の繰延べができることとされています（旧措法
37①）。
①　その譲渡資産の譲渡による収入金額が買換
資産の取得価額以下である場合��その譲渡
資産のうちその収入金額の80％に相当する金
額を超える金額に相当する部分
②　その譲渡資産の譲渡による収入金額が買換
資産の取得価額を超える場合��その譲渡資
産のうちその買換資産の取得価額の80％に相
当する金額を超える金額に相当する部分
　なお、個人が昭和45年 1 月 1 日から令和 5年
12月31日（譲渡資産が下記⑶④に係る資産であ
る場合には、同年 3月31日）までの間に、上記
の課税の繰延べの対象となる譲渡資産と買換資
産を交換した場合には、それぞれその交換の日
において時価で譲渡をし、取得をしたものとみ
なして上記の買換えの場合と同じ方法により譲
渡所得を計算することとされています（旧措法

37の 4 ）。
（注）　上記の80％の繰延べ割合は、次に掲げる場

合には、それぞれ次に定める割合とされてい

ます（旧措法37①⑩、旧措令25④⑤）。これら

の割合に応じ、下記⑸の買換資産の取得価額

も調整されます（旧措法37の 3 ②、旧措令25

の 2 ⑥）。

①�　下記⑶②の措置について、譲渡資産が次

のいずれかの区域内にある場合��70％

　イ�　令和 2 年 4 月 1 日前に特定空港周辺航

空機騒音対策特別措置法第 4 条第 1 項に

規定する航空機騒音障害防止特別地区と

なった区域

　ロ�　令和 2 年 4 月 1 日前に公共用飛行場周

辺における航空機騒音による障害の防止

等に関する法律第 9 条第 1 項に規定する

第二種区域となった区域

　ハ�　防衛施設周辺の生活環境の整備等に関

する法律第 5 条第 1 項に規定する第二種

区域

②�　下記⑶④に係る譲渡資産が地域再生法の

集中地域以外の地域内にある資産に該当し、

買換資産が同法第17条の 2 第 1 項第 1 号に

規定する地域内にある資産に該当する場合

��70％

③�　下記⑶④に係る譲渡資産が地域再生法の

集中地域以外の地域内にある資産に該当し、

買換資産が集中地域（同法第17条の 2 第 1

項第 1 号に規定する地域を除きます。）内に

ある資産に該当する場合��75％

⑵　また、次に掲げる場合についても本特例を適
用することができることとされています（旧措
法37③④、旧措令25⑮～⑱）。
①　個人が昭和45年 1 月 1 日から令和 5年12月
31日（譲渡資産が下記⑶④に係る資産である
場合には、同年 3月31日）までの間に、譲渡
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資産の譲渡をし、その譲渡の日の属する年の
前年中（工場等の敷地の用に供するための宅
地の造成並びにその工場等の建設及び移転に
要する期間が通常 1年を超えると認められる
事情その他これに準ずる事情がある場合には、
その譲渡の日の属する年の前年以前 2年の期
間内）に買換資産の取得をし、かつ、その取
得の日から 1年以内にその買換資産をその個
人の事業の用に供した場合
②　昭和45年 1 月 1 日から令和 5 年12月31日
（譲渡資産が下記⑶④に係る資産である場合
には、同年 3月31日）までの間に、譲渡資産
の譲渡をした個人が、その譲渡の日の属する
年の翌年の 1月 1日から同年の12月31日まで
の期間（工場等の敷地の用に供するための宅
地の造成並びにその工場等の建設及び移転に
要する期間が通常 1年を超えると認められる
事情その他これに準ずる事情があるため、同
日までに買換資産の取得をすることが困難で
ある場合において、税務署長の承認を受けた
ときは、買換資産の取得をすることができる
ものとして同日後 2年以内においてその税務
署長が認定した日までの期間。以下この期間
を「取得指定期間」といいます。）内に買換
資産の取得をする見込みであり、かつ、その
取得の日から 1年以内にその取得をした資産
をその個人の事業の用に供する見込みである
場合

⑶　本特例の対象となる買換えの態様として、次
のものが定められています（旧措法37①表）。
①　既成市街地等の内から外への買換え
②　航空機騒音障害区域の内から外への買換え
③　既成市街地等及びこれに類する一定の区域
（人口集中地区）内における土地の計画的か
つ効率的な利用に資する施策の実施に伴う土
地等の買換え
④　所有期間が10年を超える国内にある土地等、
建物又は構築物から国内にある一定の土地等、
建物又は構築物への買換え
⑤　日本船舶の買換え

⑷　本特例の適用を受けて確定申告をしている場
合において、取得指定期間内に買換資産の取得
をしなかったとき、買換資産の取得の日から 1
年以内にその買換資産をその個人の事業の用に
供しないとき又は供しなくなったとき、買換資
産の見積りによる取得価額が実際の取得価額に
比して過大であったときなどにおいては、結果
的に納付税額が過少になるので、その事情に該
当することとなった日等から 4月以内に修正申
告書を提出して不足する税額を納付することと
されています。また、買換資産の見積りによる
取得価額が実際の取得価額に比して過少であっ
た場合などには、結果的に納付税額が過大にな
るので、そのような事実が生じたときは、買換
資産の取得の日から 4月以内に更正の請求をし
て過大となる税額について還付を受けることが
できることとされています（旧措法37の 2 ①②）。
⑸　本特例の適用を受けた譲渡に係る買換資産に
ついて、その取得の日以後の減価償却費の額を
計算する場合又はその買換資産の譲渡、相続、
遺贈若しくは贈与があった場合において、譲渡
所得の金額を計算するときにおける買換資産の
取得価額は次の金額とされています（取得価額
の引継ぎ）（旧措法37の 3 、措令25の 2 ④⑤）。
①　その譲渡資産の譲渡による収入金額が買換
資産の取得価額に等しい場合��譲渡資産の
取得価額並びに設備費及び改良費の額の合計
額（以下「取得価額等」といいます。）のう
ち譲渡資産の譲渡による収入金額の20％に相
当する金額に対応する部分以外の部分の金額
として一定の方法により計算した金額と譲渡
資産の譲渡による収入金額の20％に相当する
金額との合計額に相当する金額
②　その譲渡資産の譲渡による収入金額が買換
資産の取得価額に満たない場合��譲渡資産
の取得価額等のうち譲渡資産の譲渡による収
入金額の20％に相当する金額に対応する部分
以外の部分の額として一定の方法により計算
した金額と譲渡資産の譲渡による収入金額の
20％に相当する金額との合計額にその譲渡資
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産の譲渡による収入金額が買換資産の取得価
額に満たない額を加算した金額に相当する金
額
③　その譲渡資産の譲渡による収入金額が買換
資産の取得価額を超える場合��譲渡資産の
取得価額等のうち譲渡資産の譲渡による収入
金額が買換資産の取得価額を超える額及びそ
の買換資産の取得価額の20％に相当する金額
に対応する部分以外の部分の額として一定の
方法により計算した金額とその買換資産の取
得価額の20％に相当する金額との合計額

2 　改正の内容

⑴　既成市街地等の内から外への買換え（上記 1
⑶①）に係る措置の除外
　この措置は、制度の対象から除外されました
（旧措法37①表一、旧措令25⑥～⑨、旧措規18
の 5 ④一・二）。

⑵　航空機騒音障害区域の内から外への買換え
（上記 1⑶②）に係る措置の見直し
　譲渡資産から次の区域内にある土地等、建物
（その附属設備を含みます。）及び構築物が除外
されました（措法37①表一）。
①　令和 2年 4月 1日前に特定空港周辺航空機
騒音対策特別措置法第 4条第 1項に規定する
航空機騒音障害防止特別地区となった区域
②　令和 2年 4月 1日前に公共用飛行場周辺に
おける航空機騒音による障害の防止等に関す
る法律第 9条第 1項に規定する第二種区域と
なった区域

⑶　所有期間が10年を超える国内にある土地等、
建物又は構築物から国内にある一定の土地等、
建物又は構築物への買換え（上記 1⑶④）に係
る措置の見直し
①　課税の繰延べ割合の見直し
　課税の繰延べ割合が、次のとおり見直され
ました（措法37⑩）。
イ　譲渡をした譲渡資産が地域再生法第17条

の 2第 1項第 1号に規定する地域内にある
主たる事務所資産に該当し、取得をした又
は取得をする見込みである買換資産が集中
地域以外の地域内にある主たる事務所資産
に該当する場合には、課税の繰延べ割合が
90％（改正前：80％）に引き上げられまし
た。
（注 1）　上記の「主たる事務所資産」とは、

その個人の主たる事務所として使用さ

れる建物（その附属設備を含みます。）

及び構築物並びにこれらの敷地の用に

供される土地等をいいます（措法37⑩）。
（注 2）　上記の「地域再生法第17条の 2 第 1

項第 1 号に規定する地域」とは、集中

地域のうち特定業務施設の集積の程度

が著しく高い地域として政令で定める

ものをいい、具体的には、東京都の特

別区の存する区域とされています（地

域再生法17の 2 ①一、地域再生令11）。
（注 3）　上記の「集中地域」とは、産業及び

人口の過度の集中を防止する必要があ

る地域及びその周辺の地域であって一

定のものをいいます（地域再生法 5 ④

五イ）。

ロ　譲渡をした譲渡資産が集中地域以外の地
域内にある主たる事務所資産に該当し、取
得をした又は取得をする見込みである買換
資産が地域再生法第17条の 2第 1項第 1号
に規定する地域内にある主たる事務所資産
に該当する場合には、課税の繰延べ割合が
60％（改正前：70％）に引き下げられまし
た。

②　添付書類の見直し
　上記①イの改正に伴い、この措置の適用を
受ける場合に確定申告書に添付しなければな
らない書類について、譲渡をした資産の所在
地が地域再生法第17条の 2第 1項第 1号に規
定する地域内であり、取得をした資産の所在
地が熊谷市等の区域内である場合には、その
取得をした資産の所在地を管轄する市長のそ
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の取得をした資産の所在地が集中地域以外の
地域内である旨を証する書類が追加されまし
た（措規18の 5 ⑤三）。ただし、次の要件の
いずれかに該当する場合、すなわち、課税の
繰延べ割合が80％である場合には、改正前と
同様です。
イ　その取得をした資産の所在地が集中地域
内であること。
ロ　その譲渡をした資産又は取得をした資産
のいずれかが主たる事務所資産に該当しな
いこと。

（注）　上記の「熊谷市等の区域」とは、熊谷市、

飯能市、木更津市、成田市、市原市、君津

市、富津市、袖ケ浦市、相模原市、常総市、

京都市、堺市、守口市、東大阪市、神戸市、

尼崎市、西宮市、芦屋市又は名古屋市の区

域をいいます（措規18の 5 ⑤）。すなわち、

市域内に集中地域とそれ以外の地域とが混

在している市の区域です。

⑷　日本船舶の買換え（上記 1⑶⑤）に係る措置
の見直し
①　譲渡資産の見直し
イ　建設業及びひき船業の用に供される船舶
について、平成23年 1 月 1 日以後に建造さ
れたものが除外されました（措法37①表四、
措令25⑫）。
ロ　譲渡資産の進水の日からその譲渡の日ま
での期間が一定期間未満であることとの要
件について、その一定期間が次の船舶の区
分に応じそれぞれ次の期間に見直されまし
た（措令25⑫一～三）。
イ　海洋運輸業の用に供されている船舶
��20年（改正前：25年）
ロ　沿海運輸業の用に供されている船舶
��23年（改正前：25年）
ハ　建設業又はひき船業の用に供されてい
る船舶��30年（改正前：35年）

（注）　上記の「海洋運輸業」とは、本邦の港

と本邦以外の地域の港との間又は本邦以

外の地域の各港間において船舶により人

又は物の運送をする事業をいい、沿海運

輸業とは、本邦の各港間において船舶に

より人又は物の運送をする事業をいいま

す（措令25⑫一・二）。

②　買換資産の見直し
イ　買換資産について、譲渡をした船舶に係
る事業と同一の事業の用に供される船舶に
限定されました（措令25⑬）。
ロ　海洋運輸業の用に供される船舶及び沿海
運輸業の用に供される船舶について、環境
への負荷の低減に係る要件が次のとおり見
直されました（平29. 3 国交告303）。
イ　海洋運輸業の用に供される特定船舶に
ついて、特定船舶の特別償却制度（措法
11）における事業の経営の合理化及び環
境への負荷の低減に係る要件を満たす船
舶に該当するものに限定されました（平
29. 3 国交告303別表 1 ①、平27. 3 国交告
473別表 1）。
　海洋運輸業の用に供される特定船舶と
は、その建造の後事業の用に供されたこ
とのない国際総トン数が 1万トン以上の
海洋運輸業の用に供される船舶のうち、
令和 5年 4月 1日以後に建造契約を締結
し建造がされたもの又は同日以後に建造
（建造契約のないものに限ります。）をす
るものをいいます。
（注）　国際総トン数とは、船舶のトン数の

測度に関する法律第 4 条第 1 項に規定

する国際総トン数をいいます。

ロ　海洋運輸業の用に供される船舶のうち
一定の二酸化炭素放出抑制対象船舶につ
いて、航行時二酸化炭素放出抑制指標に
係る要件を満たすこととする要件が追加
されました（平29. 3 国交告303別表 1③）。
ⅰ　対象船舶
　対象となる二酸化炭素放出抑制対象
船舶は、海洋汚染等及び海上災害の防
止に関する法律（以下「海防法」とい
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います。）第19条の26第 1 項に規定す
る国土交通大臣の確認を受けなければ
ならない船舶で一定の用途及び大きさ
を満たした船舶のうち、令和 5年 4月
1日以後に建造契約を締結し建造がさ
れたもの又は同日以後に取得をするも
のとされています。
　なお、上記イの特定船舶については、
上記イの要件を満たす必要があるため、
この要件の対象船舶からは除かれてい
ます。
（注 1）　上記の「二酸化炭素放出抑制対

象船舶」とは、日本国領海等のみ

を航行する船舶以外の船舶であっ

て、総トン数が400トン以上のも

の（特別の用途のものを除きま

す。）をいいます（海防法19の25①、

海洋汚染等及び海上災害の防止に

関する法律の規定に基づく船舶の

設備等の検査等に関する規則 1 の

20）。

　�　この二酸化炭素放出抑制対象船

舶は、漁船等の航海の態様が特殊

な船舶及び電気推進機関等の構造

が特殊な推進機関を備える船舶を

除き、航行時二酸化炭素放出抑制

指標の値が国土交通大臣の定める

基準に適合していること等につい

て国土交通大臣の確認を受けなけ

ればならないものとされています

（海防法19の26、海洋汚染等及び

海上災害の防止に関する法律の規

定に基づく船舶の設備等に関する

技術上の基準等に関する省令（以

下「技術基準省令」といいます。）

47①七）。
（注 2）　上記の「航行時二酸化炭素放出

抑制指標（EEXI）」とは、二酸化

炭素放出抑制対象船舶を航行させ

る場合におけるその二酸化炭素放

出抑制対象船舶からの二酸化炭素

の放出量であって、航行時におけ

る二酸化炭素の放出量が特に多い

二酸化炭素放出抑制対象船舶につ

いてその航行に係る二酸化炭素の

放出を抑制するための措置を講ず

るに当たっての指標となるものを

いい（技術基準省令47①七）、具

体的には、 1 トンの貨物を 1 マイ

ル輸送する際の、船舶からの二酸

化炭素の放出量を示す指標とされ

ています。
（注 3）　上記の「取得」は、建造契約の

ない建造を含むものとし、令和 5

年 4 月 1 日前に建造契約を締結し

建造がされた船舶でその建造の後

事業の用に供されたことのないも

のの取得を除くこととされていま

す。

ⅱ　航行時二酸化炭素放出抑制指標に係
る要件
　航行時二酸化炭素放出抑制指標に係
る要件は、航行時二酸化炭素放出抑制
指標の値が、一定の船舶の区分に応じ
一定の削減率（海洋汚染防止条約附属
書Ⅵにおいて定められた基準線からの
削減率）となる値以下であることとさ
れています。
　上記の告示においては、上記の船種
ごとに、載貨重量トン数又は総トン数
別の上記の削減率となる航行時二酸化
炭素放出抑制指標の値が定められてい
ます。
　なお、航行時二酸化炭素放出抑制指
標に係る要件の追加に伴い、この要件
の対象船舶については、一定の発電用
機関、推進関係機器等の二酸化炭素放
出削減に資する設備を有していること
とする要件が除外されました（平
29. 3 国交告303別表 1 ③、②九・十六
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～二十）。
ハ　沿海運輸業の用に供される船舶につい
て、一定の推進効率改良型プロペラを有
していることとする要件が追加されると
ともに、推進関係機器等を有しているこ
ととする要件における推進効率改良装置
から一定の推進効率改良型プロペラが除
外されました（平29. 3 国交告303別表 2
①旧三イ・四②一・旧二イ）。

⑸　適用要件の見直し
①　届出要件の追加
　適用要件に、納税地の所轄税務署長に本特
例の適用を受ける旨の届出をすることが追加
されました（措法37①）。
イ　届出期間
　この届出は、譲渡資産の譲渡の日（同日
前に買換資産の取得をした場合（以下「先
行取得の場合」といいます。）には、その
買換資産の取得の日）を含む 3月期間の末
日の翌日から 2月以内に行わなければなら
ないこととされています（措令25③）。
（注）　上記の「 3 月期間」とは、 1 月 1 日か

ら 3 月31日まで、 4 月 1 日から 6 月30日

まで、 7 月 1 日から 9 月30日まで及び10

月 1 日から12月31日までの各期間をいい

ます。

ロ　届出事項
　この届出は、上記イの届出期間内に、そ
の譲渡につき本特例の適用を受ける旨及び
次の事項を記載した届出書により行わなけ
ればならないこととされています（措令25
③）。
イ　届出者の氏名及び住所
ロ　譲渡資産及び買換資産に関する次のⅰ
からⅲまでの事項
ⅰ　その譲渡をした譲渡資産及びその 3
月期間内に取得をした買換資産の種類、
構造又は用途、規模、所在地並びに譲
渡年月日及び取得年月日

（注 1）　上記の「規模」は、土地等にあ

っては、その面積とされています

（措令25③二イ⑴）。
（注 2）　船舶にあっては、所在地の記載

は不要とされています（措令25③

二イ⑴）。

ⅱ　その譲渡をした資産の価額及び取得
費の額
ⅲ　その 3月期間の末日の翌日以後に取
得をする見込みである買換資産の種類、
所在地及び取得予定年月日
（注）　船舶にあっては、所在地の記載は

不要とされています（措令25③二イ

⑶）。

　ただし、先行取得の場合にあっては、
次のⅳからⅵまでの事項とされています。
ⅳ　その 3月期間内に譲渡をした譲渡資
産及びその取得をした買換資産の種類、
構造又は用途、規模、所在地並びに譲
渡年月日及び取得年月日
（注 1）　上記の「規模」は、土地等にあ

っては、その面積とされています

（措令25③二ロ⑴）。
（注 2）　船舶にあっては、所在地の記載

は不要とされています（措令25③

二ロ⑴）。

ⅴ　その取得をした買換資産の取得価額
ⅵ　その 3月期間の末日の翌日以後に譲
渡をする見込みである譲渡資産の種類、
所在地及び譲渡予定年月日
（注）　船舶にあっては、所在地の記載は

不要とされています（措令25②二ロ

⑶）。

ハ　ロの取得をした、又はロの取得をする
見込みである資産のその適用に係る租税
特別措置法第37条第 1項の表の各号の区
分
ニ　その他参考となるべき事項

　なお、この要件は、同一年内に譲渡資産の譲
渡及び買換資産の取得をした場合の適用要件と
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されており、上記 1⑵①の買換資産を先行して
取得する場合（措法37③）、上記 1⑵②の資産
を取得する見込みの場合（措法37④）及び上記
1⑴②なお書きの譲渡資産と買換資産との交換
をした場合（措法37の 4 ）には、この届出は不
要とされています（措法37③④、37の 4 ）。
（注 1）　交換により、譲渡資産の譲渡をし、買換

資産以外の資産の取得をして、交換差金を

取得した場合における交換差金対応部分を

用いて取得をした買換資産についての本制

度の適用については、この届出が必要とな

ります。
（注 2）　買換資産の取得の日の属する年内に譲渡

資産の譲渡をする見込みであるとして届出

をした場合において、その譲渡をする見込

みである資産につきその後の事情によりそ

の同一年内に譲渡をすることができなくな

ったときは、その資産の譲渡の日の属する

年における本特例の適用については、改正

前と同様、その取得の日の属する年の翌年

3 月15日までに買換資産を先行して取得す

る場合の特例（措法37③）の適用に関する

届出書を提出する必要があります（措法37

③）。

　また、譲渡資産の譲渡の日の属する年内

に買換資産の取得をする見込みであるとし

て届出をした場合において、その取得をす

る見込みである資産につきその後の事情に

よりその同一年内に取得をすることができ

なくなったときは、改正前と同様、その取

得をする見込みである資産に関する明細を

記載した書類の申告書への添付等の所定の

適用要件を満たすことで本特例の適用を受

けることができます（措法37④）。

②　譲渡資産の譲渡をした日の属する年の前年
中に買換資産の取得をした場合の先行取得資
産に関する届出書の記載事項の見直し
　上記①の改正に伴い、譲渡資産の譲渡をし
た日の属する年の前年中に買換資産の取得を
した場合（措法37③）の先行取得資産に関す

る届出書の記載事項のうち買換資産及び譲渡
をする見込みである資産に関する明細につい
て、上記①ロロⅳからⅵまで及びハと同様と
する見直しが行われました（措令25⑯）。

⑹　適用期限の延長
　上記 1⑶②から⑤までの措置の適用期限が令
和 8年12月31日（譲渡資産が上記 1⑶④の資産
である場合には、同年 3月31日）まで 3年延長
されました（措法37①③④、37の 4 ）。

3 　適用関係

⑴　上記 2 ⑴の改正は、個人が令和 5年 4月 1日
前に行った譲渡資産の譲渡については従前どお
りとされています（改正法附則32⑤）。
⑵　上記 2 ⑵、⑶及び⑷①イの改正は、個人が令
和 5年 4月 1日以後に譲渡資産の譲渡をし、か
つ、同日以後に買換資産の取得をする場合にお
ける譲渡資産の譲渡について適用し、個人が同
日前に譲渡資産の譲渡をした場合及び同日以後
に譲渡資産の譲渡をし、かつ、同日前に買換資
産の取得をした場合におけるこれらの譲渡につ
いては従前どおりとされています（改正法附則
32⑥）。
⑶　上記 2 ⑷①ロ及び②イの改正は、個人が令和
5年 4月 1日以後に譲渡資産の譲渡をし、かつ、
同日以後に買換資産の取得をする場合（その買
換資産が経過船舶である場合を除きます。）に
おける譲渡資産の譲渡について適用し、個人が
同日前に譲渡資産の譲渡をした場合、個人が同
日以後に譲渡資産の譲渡をし、かつ、同日前に
買換資産の取得をした場合及び同日以後に譲渡
資産の譲渡をし、かつ、同日以後に買換資産の
取得をする場合（その買換資産が経過船舶であ
る場合に限ります。）におけるこれらの譲渡に
ついては従前どおりとされています（改正措令
附則 4①）。
（注）　上記の「取得」には、製作を含みます。

　経過船舶とは、個人が令和 5年 4月 1日前に
締結した契約に基づき同日以後に取得をする海
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洋運輸業又は建設業若しくはひき船業の用に供
されている船舶をいいます（改正措令附則 4①）。
⑷　上記 2 ⑷②ロの改正は、令和 5年 4月 1日か
ら施行されています（令 5 . 3 国交告283附則）。
⑸　上記 2 ⑸①の改正は、個人が令和 6年 4月 1
日以後に譲渡資産の譲渡をし、かつ、同日以後
に買換資産の取得をする場合における譲渡資産
の譲渡について適用し、個人が同日前に譲渡資

産の譲渡をした場合及び同日以後に譲渡資産の
譲渡をし、かつ、同日前に買換資産の取得をし
た場合におけるこれらの譲渡については従前ど
おりとされています（改正法附則32⑦）。
⑹　上記 2 ⑸②の改正は、個人が令和 6年 4月 1
日以後に取得をする買換資産について適用し、
個人が同日前に取得をした買換資産については
従前どおりとされています（改正措令附則 4②）。

六�　既成市街地等内にある土地等の中高層耐火建築物等の建設の
ための買換え及び交換の場合の譲渡所得の課税の特例の改正

1 　改正前の制度の概要

⑴　個人が、その有する資産で次に掲げる資産
（下記①に掲げる資産にあっては、その個人の
事業の用に供しているものを除きます。以下
「譲渡資産」といいます。）の譲渡をした場合に
おいて、その譲渡の日の属する年の12月31日ま
でに、それぞれ次に定める資産の取得をし、か
つ、その取得の日から 1年以内に、その取得を
した資産（以下「買換資産」といいます。）を、
下記①に定める買換資産にあってはその個人の
居住の用に供したとき、若しくは下記②に定め
る買換資産にあってはその個人の事業の用若し
くは居住の用に供したとき、又は供する見込み
であるときは、その譲渡による収入金額が買換
資産の取得価額以下である場合にあってはその
譲渡資産の譲渡がなかったものとし、その収入
金額が買換資産の取得価額を超える場合にあっ
てはその譲渡資産のうちその超える金額に相当
する部分の譲渡資産のみの譲渡があったものと
して、いわゆる取得価額の引継ぎによる課税の
繰延べができることとされています（旧措法37
の 5 ①）。
①　特定民間再開発事業の用に供するために譲
渡がされる土地等又は建物等（その特定民間
再開発事業が施行される土地の区域内にある
ものに限ります。）��その特定民間再開発
事業の施行により建築された中高層耐火建築

物又はその特定民間再開発事業の施行される
地区内で行われる他の民間再開発事業等の施
行により建築された中高層の耐火建築物等
（注 1）　上記の「特定民間再開発事業」とは、

地上階数 4 以上の中高層の耐火建築物の

建築を目的とする事業で、一定の要件を

満たすものであることにつき、その中高

層の耐火建築物の建築主の申請に基づき

都道府県知事が認定をしたものをいいま

す（旧措法37の 5 ①表一上欄、旧措令25

の 4 ②）。
（注 2）　上記の「民間再開発事業等」とは、次

に掲げる事業とされていました（旧措法

37の 5 ①表一下欄、旧措令25の 4 ④）。

　イ�　特定民間再開発事業

　ロ�　前述「二　優良住宅地の造成等のた

めに土地等を譲渡した場合の長期譲渡

所得の課税の特例の改正」の 1⑶⑮の

特定の民間再開発事業

　ハ�　都市再開発法による第一種市街地再

開発事業又は第二種市街地再開発事業

②　既成市街地等、これに準ずる区域又は中心
市街地共同住宅供給事業の区域内にある土地
等又は建物等で、地上階数 3以上の中高層の
耐火共同住宅の建築をする事業の用に供する
ために譲渡がされるもの（その事業の施行さ
れる土地の区域内にあるものに限るものとし、
上記①に掲げる資産に該当するものを除きま
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す。）��その事業の施行により建築された
耐火共同住宅等

⑵　上記⑴の特例は、譲渡資産の譲渡をした個人
が、その譲渡の日の属する年の翌年の 1月 1日
から同年の12月31日までの期間（一定のやむを
得ない事情があるため、同日までに上記⑴①又
は②に定める資産の取得をすることが困難であ
る場合において、税務署長の承認を受けたとき
は、その資産の取得ができるものとして、同日
後 2年以内においてその税務署長が認定した日
までの期間。以下「取得指定期間」といいま
す。）内に上記⑴①又は②に定める資産の取得
をする見込みであり、かつ、その取得の日から
1年以内にその取得をした資産を事業の用又は
居住の用に供する見込みである場合には、取得
価額の見積額により適用を受けることができる
こととされています（旧措法37の 5 ②）。

2 　改正の内容

　前述「二　優良住宅地の造成等のために土地等
を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例の改
正」の 1⑶⑮の特定の民間再開発事業の施行者に
対する土地等の譲渡に係る措置が廃止されること
に伴い、租税特別措置の整理合理化の観点から、
上記 1⑴①（注 2）の民間再開発事業等の範囲か
ら、上記 1⑴①（注 2）ロの特定の民間再開発事
業が除外されました（旧措令25の 4 ④二）。
　これにより、適用対象となる買換資産の範囲か
ら、特定民間再開発事業の施行される地区内で行
われる上記 1⑴①（注 2）ロの特定の民間再開発
事業の施行により建築された中高層の耐火建築物

等が除外されました（措法37の 5 ①表一下欄、旧
措令25の 4 ④）。

3 　適用関係

　上記 2の改正は、個人が令和 5年 4月 1日以後
に行う譲渡資産の譲渡に係る買換資産について適
用し、個人が同日前に行った譲渡資産の譲渡に係
る買換資産については従前どおりとされています
（改正措令附則 4③）。
（参考）　上記 2の改正のほか、上記 1⑵の取得指定

期間内に資産の取得をする見込みで本特例を

適用する規定における準用規定の整備等の改

正が行われました（措法37の 5 ②、措令25の

4 ⑧）。

　なお、令和 5 年 4 月 1 日においてこの改正

前の規定に基づき受けた税務署長の承認はこ

の改正後の規定に基づき受けた税務署長の承

認と、同日前においてこの改正前の規定に基

づき税務署長が認定した日はこの改正後の規

定に基づき税務署長が認定した日と、同月 1

日前にこの改正前の規定により提出された取

得指定期間に係る承認申請書（同日前にその

申請につき税務署長が承認をし、又は承認を

しないこととした場合におけるその申請書を

除きます。）はこの改正後の規定により提出さ

れた取得指定期間に係る承認申請書と、それ

ぞれみなして、取得指定期間内に資産の取得

をする見込みで本特例を適用する規定を適用

することとされています（改正法附則32⑧、

改正措令附則 4 ④）が、この改正前後におい

て実質的な変更はありません。

第三　事業所得等に係る税制の改正
一　試験研究を行った場合の所得税額の特別控除制度の改正

1 　改正前の制度の概要

　この制度は、次の⑴から⑶までによって構成さ
れています。

⑴　一般試験研究費の額に係る税額控除制度
　青色申告者のその年分（事業を廃止した日の
属する年分を除きます。）において、試験研究
費の額がある場合には、その年分の総所得金額
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に係る所得税額から、その年分のその試験研究
費の額に税額控除割合（その割合に小数点以下
3位未満の端数があるときはこれを切り捨てた
割合とし、10％を上限とします。）を乗じて計
算した金額（以下「税額控除限度額」といいま
す。）を控除することができます。なお、控除
を受ける金額（税額控除額）は、その適用を受
ける年分の調整前事業所得税額の25％相当額が
限度とされています（旧措法10①）。
①　税額控除割合
イ　ロに掲げる場合以外の場合（旧措法10①
一）
《算式》
10.145％－（9.4％－増減試験研究費割合）×
0.175（下限： 2％）

ロ　その年が事業を開始した日の属する年
（相続又は包括遺贈により事業を承継した
日の属する年を除きます。以下「開業年」
といいます。）である場合又は比較試験研
究費の額が 0である場合（措法10①二）
　8.5％とされています。

②　税額控除限度額の特例
　令和 4年及び令和 5年の各年分については、
税額控除割合の上限は、上記①にかかわらず、
次のとおりとされています（旧措法10②）。
イ　ロに掲げる年分以外の年分（旧措法10②
一）
イ　増減試験研究費割合が9.4％を超える
場合（ハの場合を除きます。）（旧措法10
②一イ）
《算式》
10.145％＋（その増減試験研究費割合－9.4
％）×0.35

ロ　増減試験研究費割合が9.4％以下であ
る場合（ハの場合を除きます。）（旧措法
10②一ロ）。
《算式》
10.145％－（9.4％－その増減試験研究費割
合）×0.175（ 2 ％を下限とします。）

ハ　その年が開業年である場合又は比較試

験研究費の額が 0である場合（措法10②
一ハ）
　8.5％とされています。
　なお、算出された割合に小数点以下 3位
未満の端数があるときはこれを切り捨てた
割合とし、その算出された割合が14％を超
えるときは14％とすることとされています
（旧措法10②一）。
ロ　試験研究費割合が10％を超える年分（措
法10②二）
　上記イの割合と、その割合に次の算式に
よる控除割増率を乗じて計算した割合とを
合計した割合とされています。
　なお、算出された割合に小数点以下 3位
未満の端数があるときはこれを切り捨てた
割合とし、その算出された割合が14％を超
えるときは14％とすることとされています
（措法10②二）。
《算式》
（その試験研究費割合－10％）×0.5（10％を
上限とします。）

③　税額控除額の上限の特例
　令和 4年及び令和 5年の各年分については、
税額控除額の上限（以下「控除上限額」とい
います。）は、その適用を受ける年分の調整
前事業所得税額の25％相当額に、次の算式に
より算出された金額（次に掲げる年分のいず
れにも該当する年分にあっては、次の算式に
より算出された金額の合計額とされていま
す。）を加算した金額とされています（旧措
法10③）。
イ　試験研究費割合が10％を超える年分（旧
措法10③一）
《算式》
その調整前事業所得税額×（（試験研究費割合
－10％）× 2）
　なお、上記の算式のうち「（（試験研究費割
合－10％）× 2）」により算出された割合に小
数点以下 3 位未満の端数があるときはこれを
切り捨てた割合とし、その割合の上限は、10
％とされています。
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ロ　基準年比売上金額減少割合が 2％以上で
あり、かつ、試験研究費の額が基準年試験
研究費の額を超える年分（旧措法10③二）
《算式》
　その調整前事業所得税額の 5 ％相当額とさ
れています。

（注 1）　上記の「試験研究費の額」とは、次

に掲げる金額の合計額とされています

（措法10⑧一）。

　①�　次の費用の額（所得税法第37条第

1 項の事業所得の総収入金額に係る

売上原価その他その総収入金額を得

るため直接に要した費用の額に該当

するものを除きます。）で各年分の事

業所得の金額の計算上必要経費に算

入されるもの

　　イ�　製品の製造又は技術の改良、考

案若しくは発明に係る試験研究

（新たな知見を得るため又は利用可

能な知見の新たな応用を考案する

ために行うものに限ります。）のた

めに要する次の費用（研究開発費

として経理をした金額のうち、下

記②の固定資産の取得に要した金

額とされるべき費用の額又は下記

②の繰延資産となる費用の額があ

る場合におけるその固定資産又は

繰延資産の償却費、除却による損

失及び譲渡による損失を除きます。

ロにおいて同じです。）

　　　イ�　その試験研究を行うために要

する原材料費、人件費及び経費

（措令 5の 3⑤一）

　　　　（注）�　上記の「人件費」は、専

門的知識をもってその試験

研究の業務に専ら従事する

者に係るものに限ることと

されています。

　　　ロ�　他の者に委託をして試験研究

を行うその個人のその試験研究

のためにその委託を受けた者に

対して支払う費用（措令 5 の 3

⑤二）

　　　　（注）�　上記の「他の者」には、

その個人が非居住者である

場合の所得税法第161条第 1

項第 1 号に規定する事業場

等を含むものとされていま

す。

　　　ハ�　技術研究組合法第 9 条第 1 項

の規定により賦課される費用

（措令 5の 3⑤三）

　　ロ�　対価を得て提供する新たな役務

の開発に係る試験研究として一定

の試験研究のために要する次の費

用

　　　イ�　その試験研究を行うために要

する原材料費、人件費及び経費

（旧措令 5の 3⑦一）

　　　　（注 1）�　上記の「人件費」は、

情報解析専門家でその専

門的な知識をもってその

試験研究の業務に専ら従

事する者に係るものに限

ることとされています

（旧措令 5の 3 ⑦一、措規

5の 6②）。

　　　　（注 2）�　上記（注 1）の「情報

解析専門家」とは、下記

（注 2）①の収集に係る情

報又は下記（注 2）①の

取得に係る情報の解析に

必要な確率論及び統計学

に関する知識並びに情報

処理に関して必要な知識

を有すると認められる者

をいいます（旧措規 5 の

6①）。

　　　　（注 3）�　上記の「経費」のうち、

外注費にあっては、上記

─�184�─

――租税特別措置法等（所得税関係）の改正――



の原材料費及び人件費に

相当する部分並びにその

試験研究を行うために要

する経費に相当する部分

（外注費に相当する部分を

除きます。）に限ることと

されています（旧措令 5

の 3⑦一）。

　　　ロ�　他の者に委託をして試験研究

を行うその個人のその試験研究

のためにその委託を受けた者に

対して支払う費用（措令 5 の 3

⑦二）

　　　　（注）�　上記の「費用」は、上記

イの原材料費、人件費及び

経費に相当する部分に限る

こととされています（措令

5の 3 ⑦二）。また、他の者

については、上記イロ（注）

と同様です。

　②�　上記①イ又はロに掲げる費用の額

（事業所得の金額に係るものに限りま

す。）で各年分において研究開発費と

して経理をした金額のうち、棚卸資

産若しくは固定資産（事業の用に供

する時において上記①イの試験研究

又は上記①ロの試験研究の用に供す

る固定資産を除きます。）の取得に要

した金額とされるべき費用の額又は

繰延資産（上記①イの試験研究又は

上記①ロの試験研究のために支出し

た費用に係る繰延資産を除きます。）

となる費用の額
（注 2）　上記③（注 1）①ロの「一定の試験

研究」とは、対価を得て提供する新た

な役務の開発を目的として次の全てが

行われる場合におけるそれぞれ次のも

のをいいます（旧措令 5 の 3 ⑥、旧措

規 5の 6①）。

　①�　大量の情報を収集する機能を有し、

その機能の全部若しくは主要な部分

が自動化されている機器若しくは技

術を用いる方法によって行われた情

報の収集又はその方法によって収集

された情報の取得

　②�　上記①の収集に係る情報又は上記

①の取得に係る情報について、一定

の法則を発見するために、情報解析

専門家により情報の解析を行う専用

のソフトウエアを用いて行われる分

析

　③�　上記②の分析により発見された法

則を利用したその役務の設計

　④�　上記③の設計に係る上記③の法則

が予測と結果とが一致することの蓋

然性が高いものであることその他妥

当であると認められるものであるこ

と及びその法則を利用したその役務

がその目的に照らして適当であると

認められるものであることの確認
（注 3）　上記の「試験研究費の額」は、その

試験研究費に充てるため他の者から支

払を受ける金額がある場合にはその金

額を控除した金額とし、この他の者に

は、その個人が非居住者である場合の

所得税法第161条第 1 項第 1号に規定す

る事業場等を含むこととされています

（旧措法10⑧一）。

⑵　中小企業技術基盤強化税制
　青色申告者である中小事業者のその年分（上
記⑴の制度の適用を受ける年分及び事業を廃止
した日の属する年分を除きます。）において、
試験研究費の額がある場合には、その年分の総
所得金額に係る所得税額から、その年分のその
試験研究費の額に税額控除割合を乗じて計算し
た金額（以下「中小事業者税額控除限度額」と
いいます。）を控除することができます。なお、
控除を受ける金額（税額控除額）は、その適用
を受ける年分の調整前事業所得税額の25％相当
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額が限度とされています（措法10④）。
①　税額控除割合
　12％とされています（措法10④）。
②　中小事業者税額控除限度額の特例
　令和 4年及び令和 5年の各年分については、
税額控除割合は、上記①にかかわらず、次の
とおりとされています。なお、算出された割
合に小数点以下 3位未満の端数があるときは
これを切り捨てた割合とし、その算出された
割合が17％を超えるときは17％とすることと
されています（旧措法10⑤）。
イ　増減試験研究費割合が9.4％を超える年
分（開業年の年分、比較試験研究費の額が
0である年分及び試験研究費割合が10％を
超える年分を除きます。）��12％に次の
算式により算出された割合を加算した割合
とされています（旧措法10⑤一）。
《算式》
（その増減試験研究費割合－9.4％）×0.35

ロ　試験研究費割合が10％を超える年分（開
業年の年分及び比較試験研究費の額が 0で
ある年分のいずれにも該当しない年分で増
減試験研究費割合が9.4％を超える年分を
除きます。）��12％に次の算式により算
出された割合を加算した割合とされていま
す（旧措法10⑤二）。
《算式》
12％×控除割増率

　控除割増率とは、次の算式により算出し
た割合をいい、その算出した割合が10％を
超えるときは、10％とされています。
《算式》
（その試験研究費割合－10％）×0.5

ハ　増減試験研究費割合が9.4％を超え、かつ、
試験研究費割合が10％を超える年分（開業
年の年分及び比較試験研究費の額が 0であ
る年分を除きます。）��12％に次の算式
により算出された割合を加算した割合とさ
れています（旧措法10⑤三）。

《算式》
（その増減試験研究費割合－9.4％）×0.35×
（ 1＋控除割増率）＋12％×控除割増率

③　税額控除額の上限の特例
　令和 4年及び令和 5年の各年分については、
税額控除額の上限（以下「控除上限額」とい
います。）は、その適用を受ける年分の調整
前事業所得税額の25％相当額に、次の算式に
より算出された金額（イ及びハに掲げる年分
のいずれにも該当する年分にあってはイ及び
ハの算式により算出された金額の合計額とし、
ロ及びハに掲げる年分のいずれにも該当する
年分にあってはロ及びハの算式により算出さ
れた金額の合計額とされています。）を加算
した金額とされています（旧措法10⑥）。
イ　増減試験研究費割合が9.4％を超える年
分（開業年の年分及び比較試験研究費の額
が 0である年分を除きます。）（旧措法10⑥一）
《算式》
　その調整前事業所得税額の10％相当額とさ
れています。

ロ　試験研究費割合が10％を超える年分（イ
に掲げる年分を除きます。）（措法10⑥二）
《算式》
その調整前事業所得税額×（（試験研究費割合
－10％）× 2）

　なお、上記の算式のうち「（（試験研究費
割合－10％）× 2）」により算出された割
合に小数点以下 3位未満の端数があるとき
はこれを切り捨てた割合とし、その割合の
上限は、10％とされています。
ハ　基準年比売上金額減少割合が 2％以上で
あり、かつ、試験研究費の額が基準年試験
研究費の額を超える年分（旧措法10⑥三）
《算式》
　その調整前事業所得税額の 5 ％相当額とさ
れています。

⑶　特別試験研究費の額に係る税額控除制度
　青色申告者のその年分（事業を廃止した日の
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属する年分を除きます。）において、特別試験
研究費の額がある場合には、その年分の総所得
金額に係る所得税額から、次の金額の合計額を
控除することができます（措法10⑦）。なお、
控除を受ける金額は、その適用を受ける年分の
調整前事業所得税額の10％相当額が限度とされ
ています（措法10⑦）。また、この制度の適用
を受ける年において上記⑴の一般試験研究費の
額に係る税額控除制度又は上記⑵の中小企業技
術基盤強化税制の適用を受ける場合には、これ
らの制度によりその年分の総所得金額に係る所
得税額から控除する金額の計算の基礎となった
特別試験研究費の額は、本制度の対象から除く
こととされています（措法10⑦）。
①　その年分の特別試験研究費の額のうち特別
試験研究機関等と共同して行う試験研究又は
特別試験研究機関等に委託する試験研究に係
る試験研究費の額の30％相当額
②　その年分の特別試験研究費の額のうち他の
者と共同して行う試験研究又は他の者に委託
する試験研究であって、革新的なもの又は国
立研究開発法人等における研究開発の成果を
実用化するために行うものに係る試験研究費
の額の25％相当額
③　その年分の特別試験研究費の額のうち上記
①及び②の試験研究費の額以外の試験研究費
の額の20％相当額
（注）　上記の「特別試験研究費の額」とは、試

験研究費の額のうち国の試験研究機関、大

学その他の者と共同して行う試験研究、国

の試験研究機関、大学その他の者に委託す

る試験研究、中小企業者（租税特別措置第

42条の 4 第19項第 7 号に規定する中小企業

者をいいます。以下同じです。）からその有

する知的財産権（知的財産基本法第 2 条第

2 項に規定する知的財産権及び外国におけ

るこれに相当するものをいいます。以下同

じです。）の設定又は許諾を受けて行う試験

研究、その用途に係る対象者が少数である

医薬品に関する試験研究等に係る試験研究

費の額をいい（旧措法10⑧七）、具体的には

次の試験研究の区分に応じそれぞれ次の金

額とされています（旧措令 5 の 3 ⑪⑫、旧

措規 5の 6③～㉔）。

①�　特別研究機関等と共同して行う試験研

究で、その特別研究機関等との契約又は

協定に基づいて行われるもの��試験研

究費の額のうちその試験研究に要した費

用に係るものとしてその試験研究に係る

試験研究機関等の長若しくはその試験研

究機関等の属する国家行政組織法の行政

機関に置かれる地方支分部局の長又は国

立研究開発法人の長が認定した金額で、

その金額が生じた年分の確定申告書にそ

の認定に係る書類の写しを添付すること

により証明がされた金額（旧措令 5 の 3

⑪一⑫一、旧措規 5の 6㉒一）

　（注 1）�　上記の「特別研究機関等」とは、

科学技術・イノベーション創出の

活性化に関する法律の試験研究機

関等及び国立研究開発法人をいい

ます（旧措令 5の 3⑪一）。

　（注 2）�　上記の「契約又は協定」は、そ

の契約又は協定において、その試

験研究に要する費用の分担及びそ

の明細並びにその試験研究の成果

の帰属及びその公表に関する事項

が定められているものに限ること

とされています（旧措令 5 の 3 ⑪

一）。

②�　大学等と共同して行う試験研究で、そ

の大学等との契約又は協定に基づいて行

われるもの��試験研究費の額のうちそ

の試験研究に要した費用であってその個

人がその契約又は協定に基づいて負担し

たものに係るものであることにつき、監

査（専門的な知識及び経験を有する者が

行う検査及び適正であることの証明をい

います。以下同じです。）を受け、かつ、

その大学等の確認を受けた金額で、その
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金額が生じた年分の確定申告書にその監

査及び確認に係る書類の写しを添付する

ことにより証明がされた金額（旧措令 5

の 3⑪二⑫二、旧措規 5の 3㉓一）

　（注 1）�　上記の「大学等」とは、学校教

育法の大学若しくは高等専門学校

又は大学共同利用機関をいい、こ

の大学又は高等専門学校からは、

構造改革特別区域法の学校設置会

社が設置するものを除くこととさ

れています（旧措令 5の 3⑪二）。

　（注 2）�　上記の「契約又は協定」は、そ

の契約又は協定において、その試

験研究におけるその個人及びその

大学等の役割分担及びその内容、

その個人及びその大学等がその試

験研究に要する費用を分担する旨

及びその明細、その大学等がその

費用の額のうちその個人が負担し

た額を確認する旨及びその方法、

その試験研究の成果がその個人及

びその大学等に帰属する旨及びそ

の内容、その大学等によるその成

果の公表に関する事項等が定めら

れているものに限ることとされて

います（旧措令 5 の 3 ⑪二、旧措

規 5の 6③）。

③�　新事業開拓事業者等と共同して行う試

験研究で、その新事業開拓事業者等との

契約又は協定に基づいて行われるもの

��試験研究費の額のうちその試験研究

に要した費用であってその個人がその契

約又は協定に基づいて負担したものに係

るものであることにつき、監査を受け、

かつ、その新事業開拓事業者等の確認を

受けた金額で、その金額が生じた年分の

確定申告書にその監査及び確認に係る書

類の写しを添付することにより証明がさ

れた金額（旧措令 5 の 3 ⑪三⑫二、旧措

規 5の 6㉓二）

　（注 1）�　上記の「新事業開拓事業者等」

とは、次の者をいい、特別研究機

関等、大学等、その個人がその発

行済株式又は出資の総数又は総額

の25％以上を有している法人及び

その個人との間に法人税法第 2 条

第12号の 7 の 5 に規定する当事者

間の支配の関係がある法人を除く

こととされています（旧措令 5 の

3 ⑪三、旧措規 5 の 6 ④）。ただし、

その適用を受ける年分の確定申告

書にそれぞれ次の書類の添付があ

る場合におけるその者に限ること

とされています。

　　　　イ�　産業競争力強化法の新事業開

拓事業者でその発行する株式の

全部又は一部が同法の認定特定

新事業開拓投資事業組合の組合

財産であるもの��その新事業

開拓事業者の株主名簿の写し等

（株主名簿の写しその他の書類で

株主の氏名又は名称及び住所又

は事務所の所在地が確認できる

書類をいいます。以下同じで

す。）のうちその株式がその組合

財産であることを明らかにする

書類

　　　　ロ�　産業競争力強化法の認定特定

研究成果活用支援事業者に該当

する投資事業有限責任組合の組

合財産である株式を発行した法

人で、その発行する株式が初め

てその組合財産となった日にお

いてその資本金の額が 5 億円未

満であるもの（以下「特定研究

成果活用事業者」といいます。）

のうち次の要件の全てを満たす

もの��その特定研究成果活用

事業者の株主名簿の写し等のう

ちその株式がその組合財産であ
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ることを明らかにする書類及び

イの書類の写し

　　　　　イ�　その特定研究成果活用事業

者の役員（取締役、執行役、

会計参与及び監査役をいいま

す。）が大学等又は科学技術・

イノベーション創出の活性化

に関する法律別表第 3 に掲げ

る法人（以下「特別研究開発

法人」といいます。）の職員と

してその大学等を設置する法

人又はその特別研究開発法人

に雇用されていること（これ

らの法人からその雇用関係を

証する書類の交付を受けてい

る場合に限ります。）。

　　　　　ロ�　その特定研究成果活用事業

者の発行する株式が初めてそ

の組合財産となった日から起

算して10年を経過していない

こと。

　　　　ハ�　特別研究開発法人から科学技

術・イノベーション創出の活性

化に関する法律の規定により出

資を受ける成果活用事業者に該

当する法人で、その特別研究開

発法人から初めてその出資を受

けた日においてその資本金の額

が 5 億円未満であるもの（以下

「研究開発成果活用事業者」とい

います。）のうち次の要件の全て

を満たすもの��その研究開発

成果活用事業者の株主名簿の写

し等のうちその特別研究開発法

人が株主として記載されている

書類及びイの書類の写し

　　　　　イ�　その研究開発成果活用事業

者の役員（取締役、執行役、

会計参与及び監査役をいいま

す。）が大学等又は特別研究開

発法人の職員としてその大学

等を設置する法人又はその特

別研究開発法人に雇用されて

いること（これらの法人から

その雇用関係を証する書類の

交付を受けている場合に限り

ます。）。

　　　　　ロ�　その研究開発成果活用事業

者がその特別研究開発法人か

ら初めてその出資を受けた日

から起算して10年を経過して

いないこと。

　（注 2）�　上記の「契約又は協定」は、そ

の契約又は協定において、その試

験研究におけるその個人及びその

新事業開拓事業者等の役割分担及

びその内容、その個人及びその新

事業開拓事業者等がその試験研究

に要する費用を分担する旨及びそ

の明細、その新事業開拓事業者等

がその費用の額のうちその個人が

負担した額を確認する旨及びその

方法、その試験研究の成果がその

個人及びその新事業開拓事業者等

に帰属する旨及びその内容等が定

められているものに限ることとさ

れています（旧措令 5 の 3 ⑪三、

旧措規 5の 6⑤）。

④�　成果活用促進事業者と共同して行う成

果実用化研究開発に該当する試験研究で、

その成果活用促進事業者との契約又は協

定に基づいて行われるもの��試験研究

費の額のうちその試験研究に要した費用

であってその個人がその契約又は協定に

基づいて負担したものに係るものである

ことにつき、監査を受け、かつ、その成

果活用促進事業者の確認を受けた金額で、

その金額が生じた年分の確定申告書にそ

の監査及び確認に係る書類の写しを添付

することにより証明がされた金額（旧措
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令 5の 3⑪四⑫二、旧措規 5の 6㉓三）

　（注 1）�　上記の「成果活用促進事業者」

とは、次の者をいい、特別研究機

関等、大学等、その個人がその発

行済株式又は出資の総数又は総額

の25％以上を有している法人及び

その個人との間に法人税法第 2 条

第12号の 7 の 5 に規定する当事者

間の支配の関係がある法人を除く

こととされています（旧措令 5 の

3 ⑪四、旧措規 5 の 6 ⑥）。ただし、

その適用を受ける年分の確定申告

書にそれぞれ次の書類の添付があ

る場合におけるその者に限ること

とされています。

　　　　イ�　特別研究開発法人から科学技

術・イノベーション創出の活性

化に関する法律第34条の 6 第 1

項の規定により出資を受ける同

項第 3 号に掲げる者に該当する

法人で、次のイの要件に該当す

るもの（以下「研究開発成果活

用促進事業者」といいます。）の

うち次のロの要件に該当するも

の��その研究開発成果活用促

進事業者の株主名簿等の写し等

のうちその出資をした特別研究

開発法人が株主等として記載さ

れている書類及び次のロの雇用

関係を証する書類の写し

　　　　　イ�　その特別研究開発法人から

初めて受けた出資の直前にお

いて、その資本金の額又は出

資金の額が 5 億円未満である

もの

　　　　　ロ�　その役員が大学等又は特別

研究開発法人の職員としてそ

の大学等を設置する法人又は

その特別研究開発法人に雇用

されているもの（これらの法

人からその雇用関係を証する

書類の交付を受けている場合

におけるその研究開発成果活

用促進事業者に限ります。）

　　　　ロ�　国立大学法人から国立大学法

人法第22条第 1 項第 8 号に掲げ

る業務として出資を受ける同号

に規定する者又は大学共同利用

機関法人から同法第29条第 1 項

第 7 号に掲げる業務として出資

を受ける同号に規定する者に該

当する法人で、次のイの要件に

該当するもの（以下「国立大学

等成果活用促進事業者」といい

ます。）のうち次のロの要件に該

当するもの��その国立大学等

成果活用促進事業者の株主名簿

等の写し等のうちその国立大学

法人又は大学共同利用機関法人

が株主等として記載されている

書類及び次のロの雇用関係を証

する書類の写し

　　　　　イ�　その国立大学法人又は大学

共同利用機関法人から初めて

受けた出資の直前において、

その資本金の額又は出資金の

額が 5億円未満であるもの

　　　　　ロ�　その役員が大学等又は特別

研究開発法人の職員としてそ

の大学等を設置する法人又は

その特別研究開発法人に雇用

されているもの（これらの法

人からその雇用関係を証する

書類の交付を受けている場合

におけるその国立大学等成果

活用促進事業者に限ります。）

　　　　ハ�　地方独立行政法人法第68条第

1 項に規定する公立大学法人か

ら同法第21条第 2 号に掲げる業

務として出資を受ける同号に規
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定する者に該当する法人で、次

のイの要件に該当するもの（以

下「公立大学成果活用促進事業

者」といいます。）のうち次のロ

の要件に該当するもの��その

公立大学成果活用促進事業者の

株主名簿等の写し等のうちその

公立大学法人が株主等として記

載されている書類及び次のロの

雇用関係を証する書類の写し

　　　　　イ�　その公立大学法人から初め

て受けた出資の直前において、

その資本金の額又は出資金の

額が 5億円未満であるもの

　　　　　ロ�　その役員が大学等又は特別

研究開発法人の職員としてそ

の大学等を設置する法人又は

その特別研究開発法人に雇用

されているもの（これらの法

人からその雇用関係を証する

書類の交付を受けている場合

におけるその公立大学成果活

用促進事業者に限ります。）

　（注 2）�　上記の「成果実用化研究開発」

とは、成果活用促進事業者の行う

次の研究開発をいいます（旧措令

5の 3⑪四、旧措規 5の 6⑦）。

　　　　イ�　科学技術・イノベーション創

出の活性化に関する法律第34条

の 6 第 1 項第 3 号ハに掲げる研

究開発

　　　　ロ�　国立大学法人法施行令第 3 条

第 2 項第 1 号に掲げる事業とし

て行う研究開発

　　　　ハ�　地方独立行政法人法施行令第

4条第 2号ロに掲げる研究開発

　（注 3）�　上記の「契約又は協定」は、そ

の契約又は協定において、その試

験研究におけるその個人及びその

成果活用促進事業者の役割分担及

びその内容、その個人及びその成

果活用促進事業者がその試験研究

に要する費用を分担する旨及びそ

の明細、その成果活用促進事業者

がその費用の額のうちその個人が

負担した額を確認する旨及びその

方法、その試験研究の成果がその

個人及びその成果活用促進事業者

に帰属する旨及びその内容等が定

められているものに限ることとさ

れています（旧措令 5 の 3 ⑪四、

旧措規 5の 6⑧）。

⑤�　他の者と共同して行う試験研究で、当

該他の者との契約又は協定に基づいて行

われるもの��試験研究費の額のうちそ

の試験研究に要した費用であってその個

人がその契約又は協定に基づいて負担し

たものに係るものであることにつき、監

査を受け、かつ、当該他の者の確認を受

けた金額で、その金額が生じた年分の確

定申告書にその監査及び確認に係る書類

の写しを添付することにより証明がされ

た金額（旧措令 5 の 3 ⑪五⑫二、旧措規

5の 6㉓四）

　（注 1）�　上記の「他の者」からは、特別

研究機関等、大学等、新事業開拓

事業者等、成果活用促進事業者、

その個人がその発行済株式又は出

資の総数又は総額の25％以上を有

している法人及びその個人との間

に法人税法第 2 条第12号の 7 の 5

に規定する当事者間の支配の関係

がある法人を除くこととされてい

ます（旧措令 5の 3⑪五）。

　（注 2）�　上記の「契約又は協定」は、そ

の契約又は協定において、その試

験研究におけるその個人及び当該

他の者の役割分担及びその内容、

その個人及び当該他の者がその試

験研究に要する費用を分担する旨
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及びその明細、当該他の者がその

費用の額のうちその個人が負担し

た額を確認する旨及びその方法、

その試験研究の成果がその個人及

び当該他の者に帰属する旨及びそ

の内容等が定められているものに

限ることとされています（旧措令

5の 3⑪五、旧措規 5の 6⑨）。

⑥�　技術研究組合の組合員が協同して行う

技術研究組合法第 3 条第 1 項第 1 号に規

定する試験研究で、その技術研究組合の

定款若しくは規約又は同法第13条第 1 項

に規定する事業計画に基づいて行われる

もの��その試験研究に係る同法第 9 条

第 1 項の規定により賦課される費用の額

（旧措令 5の 3⑤三⑪六⑫三）

　（注）�　上記の「技術研究組合の定款若し

くは規約又は事業計画」は、その定

款若しくは規約又は事業計画におい

て、その試験研究におけるその個人

及びその個人以外のその技術研究組

合の組合員の役割分担及びその内容

等が定められているものに限ること

とされています（旧措令 5 の 3 ⑪六、

旧措規 5の 6⑩）。

⑦�　特別研究機関等に委託する試験研究で、

その特別研究機関等との契約又は協定に

基づいて行われるもの��試験研究費の

額のうちその試験研究に要した費用の額

に係るものとしてその試験研究に係る試

験研究機関等の長若しくはその試験研究

機関等の属する国家行政組織法の行政機

関に置かれる地方支分部局の長又は国立

研究開発法人の長が認定した金額で、そ

の金額が生じた年分の確定申告書にその

認定に係る書類の写しを添付することに

より証明がされた金額（旧措令 5 の 3 ⑪

七⑫一、旧措規 5の 6㉒二）

　（注）�　上記の「契約又は協定」は、その

契約又は協定において、その試験研

究に要する費用の額及びその明細並

びにその試験研究の成果の帰属及び

その公表に関する事項が定められて

いるものに限ることとされています

（旧措令 5の 3⑪七）。

⑧�　大学等に委託する試験研究で、その大

学等との契約又は協定に基づいて行われ

るもの��試験研究費の額のうちその試

験研究に要した費用であってその個人が

その契約又は協定に基づいて負担したも

のに係るものであることにつき、監査を

受け、かつ、その大学等の確認を受けた

金額で、その金額が生じた年分の確定申

告書にその監査及び確認に係る書類の写

しを添付することにより証明がされた金

額（旧措令 5 の 3 ⑪八⑫二、旧措規 5 の

6㉓五）

　（注）�　上記の「契約又は協定」は、その

契約又は協定において、その試験研

究における分担すべき役割としてそ

の個人がその試験研究に要する費用

の額を負担する旨及びその明細、そ

の大学等がその費用の額を確認する

旨及びその方法、その試験研究の成

果の帰属及びその公表に関する事項

等が定められているものに限ること

とされています（旧措令 5 の 3 ⑪八、

旧措規 5の 6⑪）。

⑨�　特定中小企業者等のうち試験研究を行

うために必要な拠点を有すること等の要

件を満たすものに委託する試験研究で、

その特定中小企業者等とのその委託に係

る委任契約等に基づいて行われるもの

��試験研究費の額のうちその試験研究

に要した費用であってその個人がその委

託に係る委任契約等に基づいて負担した

ものに係るものであることにつき、監査

を受け、かつ、その特定中小企業者等の

確認を受けた金額で、その金額が生じた

年分の確定申告書にその監査及び確認に
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係る書類の写しを添付することにより証

明がされた金額（旧措令 5 の 3 ⑪九⑫二、

旧措規 5の 6⑮㉓六）

　（注 1）�　上記の「特定中小企業者等」と

は、中小事業者で青色申告書を提

出するもの及び中小企業者で青色

申告書を提出するもの、法人税法

別表第 2 に掲げる法人並びに国の

機関、地方公共団体及びその機関、

学校教育法の大学及び高等専門学

校並びに大学共同利用機関並びに

独立行政法人及び地方独立行政法

人をいい、特別研究機関等、大学

等、その個人がその発行済株式又

は出資の総数又は総額の25％以上

を有している法人、その個人との

間に法人税法第 2 条第12号の 7 の

5 に規定する当事者間の支配の関

係がある法人及びその個人が非居

住者である場合の所得税法第161条

第 1 項第 1 号に規定する事業場等

を除くこととされています（旧措

令 5 の 3 ⑪九、旧措規 5 の 6 ⑫、

医薬品、医療機器等の品質、有効

性及び安全性の確保等に関する法

律第二条第十五項に規定する指定

薬物及び同法第七十六条の四に規

定する医療等の用途を定める省令

2一）。

　（注 2）�　上記の「委任契約等」とは、委

任契約その他の当事者の一方が法

律行為をすることその他の事務を

相手方に委託する契約又は協定で

一定の要件に該当する契約又は協

定をいいます（旧措規 5の 6⑭）。

　（注 3）�　上記の「委任契約等」は、その

委任契約等において、その委託す

る試験研究における分担すべき役

割としてその個人がその試験研究

に要する費用の額を負担する旨及

びその明細、その特定中小企業者

等がその費用の額を確認する旨及

びその方法、その試験研究の成果

がその個人に帰属する旨等が定め

られているものに限ることとされ

ています（旧措令 5 の 3 ⑪九、旧

措規 5の 6⑮）。

　（注 4）�　対象となる試験研究は、委任契

約等により委託するもので、その

委託に基づき行われる業務が試験

研究に該当するものに限ることと

されています。また、試験研究の

主要な部分についてその特定中小

企業者等が再委託を行うもの及び

下記⑩から⑫までの試験研究に該

当するものを除くこととされてい

ます（旧措令 5の 3⑪九）。

⑩�　新事業開拓事業者等に委託する試験研

究のうち次の要件のいずれかを満たすも

ので、その新事業開拓事業者等とのその

委託に係る委任契約等に基づいて行われ

るもの��試験研究費の額のうちその試

験研究に要した費用であってその個人が

その委託に係る委任契約等に基づいて負

担したものに係るものであることにつき、

監査を受け、かつ、その新事業開拓事業

者等の確認を受けた金額で、その金額が

生じた年分の確定申告書にその監査及び

確認に係る書類の写しを添付することに

より証明がされた金額（旧措令 5 の 3 ⑪

十⑫二、旧措規 5の 6⑯～⑱㉓七）

　イ�　その委託する試験研究の成果を活用

してその個人が行おうとする試験研究

が工業化研究に該当しないものである

こと（その委託に係る委任契約等にお

いて、その新事業開拓事業者等に委託

する試験研究がその個人の工業化研究

以外の試験研究に該当するものである

旨が定められている場合に限ります。）。

　ロ�　その委託する試験研究が主としてそ
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の新事業開拓事業者等の有する知的財

産権その他これに準ずるもの及びこれ

らを活用した機械その他の減価償却資

産（以下「知的財産権等」といいま

す。）を活用して行うものであること

（その委託に係る委任契約等において、

その活用する知的財産権等がその新事

業開拓事業者等の有するものである旨

及びその知的財産権等を活用して行う

試験研究の内容が定められている場合

に限ります。）。

　　（注 1）�　上記の「委任契約等」は、そ

の委任契約等において、その委

託する試験研究における分担す

べき役割としてその個人がその

試験研究に要する費用の額を負

担する旨及びその明細、その新

事業開拓事業者等がその費用の

額を確認する旨及びその方法、

その試験研究の成果がその個人

に帰属する旨等が定められてい

るものに限ることとされていま

す（旧措令 5 の 3 ⑪十、旧措規

5の 6⑱）。

　　（注 2）�　対象となる試験研究は、委任

契約等により委託するもので、

その委託に基づき行われる業務

が試験研究に該当するものに限

ることとされています。また、

試験研究の主要な部分について

その新事業開拓事業者等が再委

託を行うものを除くこととされ

ています（旧措令 5 の 3 ⑪九・

十）。

⑪�　成果活用促進事業者に委託する試験研

究のうち次の要件のいずれかを満たすも

の（その成果活用促進事業者の行う成果

実用化研究開発に該当するものに限りま

す。）で、その成果活用促進事業者とのそ

の委託に係る委任契約等に基づいて行わ

れるもの��試験研究費の額のうちその

試験研究に要した費用であってその個人

がその委託に係る委任契約等に基づいて

負担したものに係るものであることにつ

き、監査を受け、かつ、その成果活用促

進事業者の確認を受けた金額で、その金

額が生じた年分の確定申告書にその監査

及び確認に係る書類の写しを添付するこ

とにより証明がされた金額（旧措令 5 の

3⑪十一⑫二、旧措規 5の 6㉓八）

　イ�　その委託する試験研究の成果を活用

してその個人が行おうとする試験研究

が工業化研究に該当しないものである

こと（その委託に係る委任契約等にお

いて、その成果活用促進事業者に委託

する試験研究がその個人の工業化研究

以外の試験研究に該当するものである

旨が定められている場合に限ります。）。

　ロ�　その委託する試験研究が主としてそ

の成果活用促進事業者の有する知的財

産権等を活用して行うものであること

（その委託に係る委任契約等において、

その活用する知的財産権等がその成果

活用促進事業者の有するものである旨

及びその知的財産権等を活用して行う

試験研究の内容が定められている場合

に限ります。）。

　　（注 1）�　上記の「委任契約等」は、そ

の委任契約等において、その委

託する試験研究における分担す

べき役割としてその個人がその

試験研究に要する費用の額を負

担する旨及びその明細、その成

果活用促進事業者がその費用の

額を確認する旨及びその方法、

その試験研究の成果がその個人

に帰属する旨等が定められてい

るものに限ることとされていま

す（旧措令 5 の 3 ⑪十、旧措規

5の 6⑲）。
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　　（注 2）�　対象となる試験研究は、委任

契約等により委託するもので、

その委託に基づき行われる業務

が試験研究に該当するものに限

ることとされています。また、

試験研究の主要な部分について

その新事業開拓事業者等が再委

託を行うものを除くこととされ

ています（旧措令 5 の 3 ⑪九・

十一）。

⑫�　他の者に委託する試験研究のうち次の

要件のいずれかを満たすもので、当該他

の者との委託に係る委任契約等に基づい

て行われるもの��試験研究費の額のう

ちその試験研究に要した費用であってそ

の個人がその委託に係る委任契約等に基

づいて負担したものに係るものであるこ

とにつき、監査を受け、かつ、当該他の

者の確認を受けた金額で、その金額が生

じた年分の確定申告書にその監査及び確

認に係る書類の写しを添付することによ

り証明がされた金額（旧措令 5 の 3 ⑪

十二⑫二、旧措規 5の 6㉓九）

　イ�　その委託する試験研究の成果を活用

してその個人が行おうとする試験研究

が工業化研究に該当しないものである

こと（その委託に係る委任契約等にお

いて、当該他の者に委託する試験研究

がその個人の工業化研究以外の試験研

究に該当するものである旨が定められ

ている場合に限ります。）。

　ロ�　その委託する試験研究が主として当

該他の者の有する知的財産権等を活用

して行うものであること（その委託に

係る委任契約等において、その活用す

る知的財産権等が当該他の者の有する

ものである旨及びその知的財産権等を

活用して行う試験研究の内容が定めら

れている場合に限ります。）。

　　（注 1）�　上記の「他の者」からは、特

別研究機関等、大学等、成果活

用促進事業者、新事業開拓事業

者等、その個人がその発行済株

式又は出資の総数又は総額の25

％以上を有している法人及びそ

の個人との間に法人税法第 2 条

第12号の 7 の 5 に規定する当事

者間の支配の関係がある法人を

除くこととされています（旧措

令 5の 3⑪十二）。

　　（注 2）�　上記の「委任契約等」は、そ

の委任契約等において、その委

託する試験研究における分担す

べき役割としてその個人がその

試験研究に要する費用を負担す

る旨及びその明細、当該他の者

がその費用の額を確認する旨及

びその方法、その試験研究の成

果がその個人に帰属する旨等が

定められているものに限ること

とされています（旧措令 5 の 3

⑪十二、旧措規 5の 6⑳）。

　　（注 3）�　対象となる試験研究は、委任

契約等により委託するもので、

その委託に基づき行われる業務

が試験研究に該当するものに限

ることとされています（旧措令

5の 3⑪九・十二）。

⑬�　特定中小企業者等（中小事業者等に限

ります。）から知的財産権の設定又は許諾

を受けて行う試験研究で、その特定中小

企業者等との契約又は協定に基づいて行

われるもの��試験研究費の額のうちそ

の試験研究に係る知的財産権の使用料で

あってその個人がその特定中小企業者等

に対して支払ったものに係るものである

ことにつき、監査を受け、かつ、その特

定中小企業者等の確認を受けた金額で、

その金額を支出した年分の確定申告書に

その監査及び確認に係る書類の写しを添
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付することにより証明がされた金額（旧

措令 5の 3⑪十三⑫四、旧措規 5の 6㉑）

　（注）�　上記の「中小事業者等」とは、中

小事業者で青色申告書を提出するも

の及び中小企業者で青色申告書を提

出するものをいいます（旧措令 5 の

3⑪九・十三）。

⑭�　医薬品、医療機器等の品質、有効性及

び安全性の確保等に関する法律の希少疾

病用医薬品、希少疾病用医療機器若しく

は希少疾病用再生医療等製品又は同法の

特定用途医薬品、特定用途医療機器若し

くは特定用途再生医療等製品に関する試

験研究で、国立研究開発法人医薬基盤・

健康・栄養研究所法の規定による助成金

の交付を受けてその対象となった期間に

行われるもの��試験研究費の額のうち、

その試験研究に要した費用の額として国

立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研

究所理事長が認定した金額に係るもので、

その金額が生じた年分の確定申告書にそ

の認定に係る書類の写しを添付すること

により証明がされた金額（旧措令 5 の 3

⑪十四⑫一、旧措規 5の 6㉒三）

2 　改正の内容

⑴　試験研究費の額の範囲の見直し
　本制度の対象となる試験研究費の額の基因と
なる試験研究のうち、対価を得て提供する新た
な役務の開発に係る一定の試験研究（上記 1 ⑴
（注 2））について、次のとおり見直されました。
①　「大量の情報を収集する機能を有し、その
機能の全部若しくは主要な部分が自動化され
ている機器若しくは技術を用いる方法によっ
て行われた情報の収集又はその方法によって
収集された情報の取得」（上記 1 ⑴（注 2）
①）が必須要件でないこととされました（措
令 5の 3⑥）。
②　「情報について、一定の法則を発見するた
めに、情報解析専門家により情報の解析を行

う専用のソフトウエアを用いて行われる分
析」（上記 1 ⑴（注 2）②）における「情報」
について、上記①の情報のほか、その個人が
有する情報で、その法則の発見が十分見込ま
れる量のものが追加されました（措令 5の 3
⑥一ロ）。
（注 1）　この場合には、その情報の収集又は取

得は、試験研究に該当しないこととなり

ます。
（注 2）　「有する情報」について、個人が自ら収

集した結果有するものか他の者から取得

した結果有するものかを問いません。

⑵　一般試験研究費の額に係る税額控除制度（上
記 1⑴）の見直し
①　税額控除割合の見直し
　税額控除割合（上記 1 ⑴①）及び税額控除
限度額の特例（上記 1 ⑴②）について、税額
控除割合の逓増率の転換点が増減試験研究費
割合9.4％から増減試験研究費割合12％に引
き上げられ、転換点を超える場合の逓増率が
0.35から0.375に、転換点に満たない場合の逓
増率が0.175から0.25に、それぞれ引き上げら
れるとともに、税額控除割合の下限が 2％か
ら 1％に引き下げられた上、税額控除限度額
の特例の適用期限が令和 8年まで 3年延長さ
れました。具体的には、次の改正が行われま
した。
イ　税額控除割合
　税額控除割合の算式が、11.5％－（12％
－その増減試験研究費割合）×0.25（改正
前：10.145％－（9.4％－その増減試験研究
費割合）×0.175）に見直されました（措
法10①一）。また、税額控除割合の下限が、
1％（改正前： 2％）とされました（措法
10①一）。
（注 1）　上記により算出された割合に小数点

以下 3 位未満の端数があるときはこれ

を切り捨てた割合とし、その算出され

た割合が10％を超えるときは10％とす
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ることとされています（措法10①）。
（注 2）　その年が開業年である場合又は比較

試験研究費の額が 0 である場合の税額

控除割合は、改正前と同様に8.5％とさ

れています（措法10①二）。
（注 3）　上記の「増減試験研究費割合」とは、

増減試験研究費の額の比較試験研究費

の額に対する割合をいいます（措法10

⑧二）。
（注 4）　上記の「増減試験研究費の額」とは、

その年分の試験研究費の額から比較試

験研究費の額を減算した金額をいいま

す（措法10⑧二）。

ロ　税額控除限度額の特例
　税額控除限度額の特例による税額控除割
合が、試験研究費割合が10％を超える年分
以外の年分（上記 1 ⑴②イ）について、次
の場合の区分に応じそれぞれ次のとおりと
された上、特例の適用期限が令和 8年まで
3 年延長されました（措法10②）。なお、
イ又はロの算式により算出した割合に小数
点以下 3位未満の端数があるときはこれを
切り捨てた割合とし、その算出した割合が
14％を超えるときは14％とすることとされ
ています（措法10②一）。
イ　増減試験研究費割合が12％を超える場
合（ハの場合を除きます。）
《算式》
11.5％＋（その増減試験研究費割合－12％）
×0.375

ロ　増減試験研究費割合が12％以下である
場合（ハの場合を除きます。）
《算式》
11.5％－（12％－その増減試験研究費割合）
×0.25

　なお、上記の算式により算出した割合
が 1％未満であるときは 1％とすること
とされています。
ハ　その年が開業年である場合又は比較試
験研究費の額が 0である場合

8.5％

　なお、試験研究費割合が10％を超える年
分（上記 1 ⑴②ロ）については、控除割増
率を乗ずる基礎となる割合が上記のとおり
見直されたほかは、改正前と同様とされて
います（措法10②二）。

②　増減試験研究費割合に応じた税額控除額の
上限の変動特例の創設及び試験研究費割合が
10％を超える場合における税額控除額の上限
の特例の適用期限の延長
　増減試験研究費割合に応じた税額控除額の
上限の変動特例として、令和 6年から令和 8
年までの各年分について、増減試験研究費割
合が 4％を超える場合に税額控除額の上限を
その超える部分 1％当たりその年分の調整前
事業所得税額の0.625％（上限： 5 ％）を加
算するとともに、増減試験研究費割合がマイ
ナス 4％を下回る場合に税額控除額の上限を
その下回る部分 1％当たりその年分の調整前
事業所得税額の0.625％（上限： 5 ％）を減
算する特例が創設されました。また、試験研
究費割合が10％を超える場合における税額控
除額の上限の特例の適用期限が 3年延長され
ました。なお、試験研究費割合が10％を超え
る場合には、 2つの特例により計算される税
額控除額の上限のうちいずれか高い金額を適
用することとされました。
　具体的には、令和 6年から令和 8年までの
各年分のうち、次の年分については、税額控
除額の上限は、その年分の調整前事業所得税
額に、25％にそれぞれ次の割合を加算した割
合を乗じて計算した金額とされています（措
法10③）。なお、イ及びハの年分のいずれに
も該当する年分にあっては、加算する割合は、
イの割合とハの割合とのうちいずれか高い割
合とすることとされています。
イ　増減試験研究費割合が 4％を超える年分
（開業年の年分及び比較試験研究費の額が
0である年分を除きます。）
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《算式》
（その増減試験研究費割合－ 4％）×0.625

　なお、その算出した割合に小数点以下 3
位未満の端数があるときはこれを切り捨て
た割合とし、その算出した割合が 5％を超
えるときは 5％とすることとされています。
ロ　増減試験研究費割合がマイナス 4％を下
回る年分（開業年の年分、比較試験研究費
の額が 0である年分及び試験研究費割合が
10％を超える年分を除きます。）
《算式》
（その増減試験研究費割合＋ 4％）×0.625

　なお、その算出した割合に小数点以下 3
位未満の端数があるときはこれを切り捨て
た割合とし、その算出した割合がマイナス
5％を下回るときはマイナス 5％とするこ
ととされています。
（注 1）　上記の算式によりマイナスの値が算

出されます。25％にマイナスの割合を

加算するので、加算した結果は25％よ

り小さい割合（20％が下限）となります。
（注 2）　条文上は、マイナスの数値に関する

表現の法技術的な制約により、「増減試

験研究費割合が零に満たない場合のそ

の満たない部分の割合が百分の四を超

える年分」などといった規定とされて

います。

ハ　試験研究費割合が10％を超える年分
《算式》
（その試験研究費割合－10％）× 2

　なお、その算出した割合に小数点以下 3
位未満の端数があるときはこれを切り捨て
た割合とし、その算出した割合が10％を超
えるときは10％とすることとされています。
すなわち、改正前と同様です。

③　基準年比売上金額減少割合が 2％以上の場
合の税額控除額の上限の特例の廃止
　基準年比売上金額減少割合が 2％以上の場
合の税額控除額の上限の特例（上記 1 ⑴③
ロ）は、適用期限（令和 5年末）の到来をも

って、廃止されました（旧措法10③二）。

⑶　中小企業技術基盤強化税制（上記 1⑵）の見
直し
①　税額控除割合の見直し
　中小事業者税額控除限度額の特例（上記 1
⑵②）のうち増減試験研究費割合が9.4％を
超える場合の特例について、適用要件となる
増減試験研究費割合が9.4％超から12％超に
引き上げられ、その逓増率が0.35から0.375に
引き上げられた上、その適用期限が令和 8年
まで 3年延長されました。
　これにより、改正後の中小事業者税額控除
限度額の特例による中小事業者税額控除限度
額は、その年分の試験研究費の額に、12％に
次の年分の区分に応じそれぞれ次の算式によ
り算出した割合を加算した割合を乗じて計算
した金額となります。なお、その加算した割
合に小数点以下 3位未満の端数があるときは
これを切り捨てた割合とし、その加算した割
合が17％を超えるときは17％とすることとさ
れています（措法10⑤）。
イ　増減試験研究費割合が12％を超える年分
（開業年の年分、比較試験研究費の額が 0
である年分及び試験研究費割合が10％を超
える年分を除きます。）
《算式》
（その増減試験研究費割合－12％）×0.375

ロ　試験研究費割合が10％を超える年分（開
業年の年分及び比較試験研究費の額が 0で
ある年分のいずれにも該当しない年分で増
減試験研究費割合が12％を超える年分を除
きます。）
《算式》
12％×控除割増率

　控除割増率とは、次の算式により算出し
た割合（上限：10％）をいいます。
《算式》
（その試験研究費割合－10％）×0.5

ハ　増減試験研究費割合が12％を超え、かつ、
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試験研究費割合が10％を超える年分（開業
年の年分及び比較試験研究費の額が 0であ
る年分を除きます。）
《算式》
（その増減試験研究費割合－12％）×0.375×
（ 1＋控除割増率）＋12％×控除割増率

②　増減試験研究費割合が9.4％を超える場合
の税額控除額の上限の特例の見直し及び延長
　増減試験研究費割合が9.4％を超える場合
の税額控除額の上限の特例（上記 1 ⑵③イ）
について、増減試験研究費割合が12％を超え
る場合の税額控除額の上限の特例とされた上、
その適用期限が令和 8年まで 3年延長されま
した（措法10⑥）。
③　試験研究費割合が10％を超える場合の税額
控除額の上限の特例の延長
　試験研究費割合が10％を超える場合の税額
控除額の上限の特例（上記 1 ⑵③ロ）の適用
期限が、令和 8 年まで 3 年延長されました
（措法10⑥）。
④　基準年比売上金額減少割合が 2％以上の場
合の税額控除額の上限の特例の廃止
　基準年比売上金額減少割合が 2％以上の場
合の税額控除額の上限の特例（上記 1 ⑵③
ハ）は、適用期限（令和 5年末）の到来をも
って、廃止されました（旧措法10⑥三）。

⑷　特別試験研究費の額に係る税額控除制度（上
記 1⑶）の見直し
①　特別試験研究費の区分の変更
　特別試験研究費の額の対象となる試験研究
のうち、他の者との間で行われる共同研究及
び委託研究について、次のとおり、特定新事
業開拓事業者と共同して行う試験研究及び特
定新事業開拓事業者に委託する試験研究が特
掲され、税額控除割合を25％とすることとさ
れました（措令 5 の 3 ④⑩三・十）。また、
新事業開拓事業者等と共同して行う試験研究
（上記 1 ⑶（注）③）及び新事業開拓事業者
等に委託する試験研究（上記 1 ⑶（注）⑩）

が、特掲の対象から除外されました（旧措令
5の 3⑪三・十）。
イ　特定新事業開拓事業者と共同して行う試
験研究
　特定新事業開拓事業者と共同して行う一
定の試験研究で、その特定新事業開拓事業
者との契約又は協定に基づいて行われるも
のが、特別試験研究費の額の対象となる試
験研究とされています（措令 5の 3⑩三）。
イ　特定新事業開拓事業者
　特定新事業開拓事業者とは、産業競争
力強化法第 2条第 6項に規定する新事業
開拓事業者のうち研究開発型新事業開拓
事業者をいい、特別研究機関等、大学等
及び関係法人等を除くこととされていま
す（措令 5の 3⑩三、措規 5の 6④）。
　研究開発型新事業開拓事業者とは、経
済産業省関係産業競争力強化法施行規則
第 2条第 3号に掲げるものをいい、具体
的には、既に事業を開始している者であ
って、次のＡからＥまでのいずれにも該
当する会社をいいます（経済産業省関係
産業競争力強化法施行規則 2三）。
Ａ　次のいずれにも該当する会社
A　株式会社
B　金融商品取引法第 2条第16項に規
定する金融商品取引所に上場されて
いる株式又は同法第67条の11第 1 項
に規定する店頭売買有価証券登録原
簿に登録されている株式の発行者で
ある会社以外の会社
C　風俗営業等の規制及び業務の適正
化等に関する法律第 2条第 1項に規
定する風俗営業又は同条第 5項に規
定する性風俗関連特殊営業に該当す
る事業を営む会社以外の会社
D　次のいずれかに掲げる会社以外の
会社
ａ　暴力団員等が役員にいる会社
ｂ�　暴力団員等がその事業活動を支
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配する会社
（注）　暴力団員等とは、暴力団員又は

暴力団員でなくなった日から 5 年

を経過しない者をいい、暴力団員

とは、暴力団員による不当な行為

の防止等に関する法律第 2 条第 6

号に規定する暴力団員をいいます。

Ｂ　産業競争力強化法第 2条第25項に規
定する特定事業活動に資する事業を行
い、又は行おうとする会社
Ｃ　その発行済株式（その有する自己の
株式を除きます。）の総数の 2 分の 1
を超える株式（その株式が組合を通じ
て会社及びその会社と特殊の関係のあ
る会社の所有に属している場合を除き
ます。）が同一の会社及びその会社と
特殊の関係のある会社の所有に属して
いる会社以外の会社
（注）　特殊の関係のある会社とは、次の

会社をいいます。
�　　A�　その会社が有する他の会社の株

式の総数又は出資の金額の合計額

が当該他の会社の発行済株式又は

出資（その会社が有する自己の株

式又は出資を除きます。以下同じ

です。）の総数又は総額の 2 分の

1 以上に相当する場合における当

該他の会社
�　　B�　その会社及びAに掲げる会社が

有する他の会社の株式の総数又は

出資の金額の合計額が当該他の会

社の発行済株式又は出資の総数又

は総額の 2 分の 1 以上に相当する

場合における当該他の会社
�　　C�　その会社並びにA及びBに掲げ

る会社が有する他の会社の株式の

総数又は出資の金額の合計額が当

該他の会社の発行済株式又は出資

の総数又は総額の 2 分の 1 以上に

相当する場合における当該他の会社

Ｄ　その発行する株式が投資事業有限責
任組合の組合財産である会社又は科学
技術・イノベーション創出の活性化に
関する法律第34条の 6第 1項の規定に
より出資を受ける同項第1号に掲げる者
（注）　投資事業有限責任組合とは、投資

事業有限責任組合契約に関する法律

第 2 条第 2 項に規定する投資事業有

限責任組合をいい、新たな事業を創

出し、及び当該事業の成長発展を図

る事業者に対する資金供給を行うも

の（事業の再生又は事業の承継を実

施する事業者に対する資金供給を行

うものを除きます。）に限ることと

されています。

Ｅ　次のいずれかに該当する会社
A　その設立の日以後の期間が10年未
満の会社であって、直前の事業年度
の確定した決算において、研究開発
費の額の売上高の額に対する割合が
10％以上であるもの
B　その設立の日以後の期間が10年以
上15年未満の会社であって、直前の
事業年度の確定した決算において、
研究開発費の額の売上高の額に対す
る割合が10％以上であり、かつ、営
業損失を生じているもの

　なお、個人のこの制度の適用を受ける
年分の確定申告書にその新事業開拓事業
者に係る国内外における経営資源活用の
共同化に関する調査に関する省令（以下
「共同化調査省令」といいます。）第 4条
第 4項の規定による経済産業大臣の証明
に係る書類の写しとしてその新事業開拓
事業者から交付を受けたものの添付があ
る場合に限り、特定新事業開拓事業者に
該当することとされています（措規 5の
6④）。

ロ　関係法人等
　関係法人等とは、この制度の適用を受
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ける個人にとって、次の法人をいいます
（措令 5の 3⑩三）。
Ａ　その個人がその発行済株式又は出資
（その有する自己の株式又は出資を除
きます。以下同じです。）の総数又は
総額の25％以上を有している法人
Ｂ　その個人との間に支配関係がある法
人
（注）　支配関係とは、法人税法第 2 条第

12号の 7 の 5 に規定する支配関係を

いいます。

ハ　契約又は協定に定める事項
　契約又は協定は、次の事項を定めてい
るものに限ることとされています（措令
5の 3⑩三、措規 5の 6⑤）。
Ａ　その試験研究におけるその個人及び
その特定新事業開拓事業者の役割分担
及びその内容
Ｂ　その個人及びその特定新事業開拓事
業者がその試験研究に要する費用を分
担する旨及びその明細
Ｃ　その特定新事業開拓事業者が上記Ｂ
の費用の額のうちその個人が負担した
額を確認する旨及びその方法
Ｄ　その試験研究の成果がその個人及び
その特定新事業開拓事業者に帰属する
旨及びその内容
Ｅ　その試験研究の目的及び内容
Ｆ　その試験研究の実施期間
Ｇ　その試験研究に係る特定新事業開拓
事業者の名称及び代表者の氏名並びに
本店の所在地
Ｈ　その試験研究の実施場所
Ｉ　その試験研究の用に供される設備の
明細
Ｊ　その試験研究に直接従事する研究者
の氏名
Ｋ　その試験研究に係る定期的な進捗状
況に関する報告の内容及び方法

ニ　対象となる特別試験研究費の額
　この特定新事業開拓事業者との共同研
究に係る特別試験研究費の額は、この制
度の適用を受ける個人の各年分の試験研
究費の額のうちその試験研究に要した費
用であってその個人がその契約又は協定
に基づいて負担したものに係るものであ
ることにつき、監査を受け、かつ、その
特定新事業開拓事業者の確認を受けた金
額で、その金額が生じた年分の確定申告
書にその監査及び確認に係る書類の写し
を添付することにより証明がされた金額
とされています（措法10⑧七、措令 5の
3⑪二、措規 5の 6㉓二）。
（注）　監査とは、専門的な知識及び経験を

有する者が行う検査及び適正であるこ

との証明をいいます（措規 5の 6㉓一）。

ロ　特定新事業開拓事業者に委託する試験研
究
　特定新事業開拓事業者に委託する試験研
究のうちロの要件を満たすもので、その特
定新事業開拓事業者とのその委託に係る委
任契約等に基づいて行われるものが、特別
試験研究費の額の対象となる試験研究とさ
れています（措令 5 の 3 ⑩十）。なお、そ
の試験研究の主要な部分についてその特定
新事業開拓事業者が再委託を行うものを除
くこととされています（措令 5の 3⑩十）。
イ　特定新事業開拓事業者
　上記イイと同様です。
ロ　対象となる試験研究
　このロの対象となる試験研究は、次の
Ａ又はＢの要件を満たすものに限ること
とされています（措令 5 の 3 ⑩十）。次
のＡ及びＢの要件は、他の者に対する委
託研究と同様です。
Ａ　その委託する試験研究の成果を活用
して委託をする個人が行おうとする試
験研究が工業化研究に該当しないもの
であること。
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　なお、その委託に係る委任契約等に
おいて、委託先の特定新事業開拓事業
者に委託する試験研究が委託をする個
人の工業化研究以外の試験研究に該当
するものである旨が定められている場
合に限ることとされています（措令 5
の 3 ⑩十イ）。したがって、委任契約
等にその旨の定めがない場合には、工
業化研究以外の試験研究に該当するこ
ととされる場合であってもこのＡに該
当しないこととなります。
Ｂ　その委託する試験研究が主として委
託先の特定新事業開拓事業者の有する
知的財産権等を活用して行うものであ
ること。
　知的財産権等とは、知的財産権その
他これに準ずるもの及びこれらを活用
した機械その他の減価償却資産をいい
ます（措令 5の 3⑩十ロ）。
　知的財産権とは、知的財産基本法第
2条第 2項に規定する知的財産権及び
外国におけるこれに相当するものをい
います（措法10⑧七）。
　知的財産権に準ずるものとは、知的
財産権以外の資産のうち、特別の技術
による生産方式その他これに準ずるも
の（以下「技術的知識等財産」といい
ます。）を利用する権利で受託者が対
価を支払って第三者から設定又は許諾
を受けたもの及び受託者が対価を得て
技術的知識等財産の第三者による利用
につき設定し、又は許諾してその第三
者にその利用をさせている設定又は許
諾をした技術的知識等財産をいいます
（措規 5の 6⑰）。
（注）　第三者とは、委託をする個人以外

の者をいいます（措規 5の 6⑰）。

　なお、その委託に係る委任契約等

において、その活用する知的財産権

等が委託先の特定新事業開拓事業者

の有するものである旨及びその知的

財産権等を活用して行う試験研究の

内容が定められている場合に限られ

ています（措令 5の 3⑩十ロ）。した

がって、委任契約等にその旨等の定

めがない場合には、実際に知的財産

権等を活用したとしても、このＢに

該当しないこととなります。

ハ　委任契約等
　委任契約等とは、当事者の一方が法律
行為をすることその他の事務を相手方に
委託する契約又は協定に該当するものを
いいます。ただし、この契約又は協定か
らは、次の類型のものが除外されていま
す（措規 5 の 6 ⑭）。他の者に対する委
託研究における委任契約等と同様です。
Ａ　次のAからCまでの全てに該当する
契約等
A　その委託する事務（以下「委託事
務」といいます。）を履行すること
に対する報酬を支払うこととされて
いないこと。
　なお、その報酬の支払に係る債務
（その事務を処理するのに必要と認
められる費用の弁償に係る債務を含
みます。）がその契約若しくは協定
に基づく他の報酬又はその契約若し
くは協定に基づき引き渡す物品の対
価の支払に係る債務と区分されてい
ないことを含むこととされています。
B　委託事務の履行により得られる成
果に対する報酬、仕事の結果に対す
る報酬又は物品の引渡しの対価を支
払うこととされていること。
C　委託事務に着手する時においてそ
の委託事務の履行により得られる成
果の内容が具体的に特定できている
こと。
　なお、委託事務の履行により得ら
れる成果を得ること、仕事を完成す
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ること又は物品を引き渡すことを主
たる目的としている場合を含むこと
とされています。

Ｂ　次のいずれかに該当する契約等
A　その委託の終了後における委託事
務の経過及び結果の報告を要しない
こととされていること。
B　委託事務を履行することに対する
報酬の支払及びその委託事務を処理
するのに必要と認められる費用の弁
償を要しないこととされていること。

ニ　委任契約等において定める事項
　委任契約等は、次の事項を定めている
ものに限ることとされています（措令 5
の 3⑩十、措規 5の 6⑱）。
Ａ　その委託する試験研究における分担
すべき役割としてその個人がその試験
研究に要する費用を負担する旨及びそ
の明細
Ｂ　その特定新事業開拓事業者が上記Ａ
の費用の額を確認する旨及びその方法
Ｃ　その試験研究の成果がその個人に帰
属する旨
Ｄ　その試験研究の目的及び内容
Ｅ　その試験研究の実施期間
Ｆ　その試験研究に係る特定新事業開拓
事業者の名称及び代表者の氏名並びに
本店の所在地
Ｇ　その試験研究の主要な部分について
再委託を行わない旨
Ｈ　その試験研究に係る定期的な進捗状
況に関する報告の内容及び方法

ホ　対象となる特別試験研究費の額
　この特定新事業開拓事業者に対する委
託研究に係る特別試験研究費の額は、こ
の制度の適用を受ける個人の各年分の試
験研究費の額のうちその試験研究に要し
た費用であってその個人がその委託に係
る委任契約等に基づいて負担したものに
係るものであることにつき、監査を受け、

かつ、その特定新事業開拓事業者の確認
を受けた金額で、その金額が生じた年分
の確定申告書にその監査及び確認に係る
書類の写しを添付することにより証明が
された金額とされています（措法10⑧七、
措令 5の 3⑪二、措規 5の 6㉓七）。

ハ　その他
　上記の改正に伴い、成果活用促進事業者
と共同して行う試験研究及び成果活用促進
事業者に委託する試験研究における成果活
用促進事業者から特定新事業開拓事業者が
除外されるとともに、他の者と共同して行
う試験研究及び他の者に委託する試験研究
における他の者から特定新事業開拓事業者
が除外されました（措令 5の 3⑩四・五・
十二）。

②　高度専門知識等を有する者に対して人件費
を支出して行う試験研究の追加
　特別試験研究費の額の対象となる試験研究
に、高度専門知識等を有する者に対して人件
費を支出して行う試験研究が追加され、税額
控除割合を20％とすることとされました（措
法10⑧七、措令 5の 3⑩十五）。
イ　対象となる試験研究
　対象となる試験研究は、次のイからハま
での要件の全てを満たす試験研究とされて
います（措令 5の 3⑩十五）。
イ　新規高度研究業務従事者（下記ロ参
照）に対して人件費を支出して行う試験
研究であること（措令 5の 3⑩十五イ）。
ロ　その個人のその年分の新規高度人件費
割合をその年の前年分の新規高度人件費
割合で除して計算した割合が1.03以上で
ある場合にその年において行う試験研究
（工業化研究に該当するものを除きま
す。）であること（措令 5の 3⑩十五ロ）。
　なお、その個人のその年の前年分の新
規高度人件費割合が 0である場合には、
この要件に該当することとされています。
　ただし、その年分又はその前年分のＢ
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の金額が 0である場合には、上記にかか
わらず、この要件に該当しないこととさ
れています。
　新規高度人件費割合とは、Ａの金額が
Ｂの金額のうちに占める割合をいいます。
Ａ　試験研究費の額（工業化研究に該当
する試験研究に係る試験研究費の額を
除きます。）のうち新規高度研究業務
従事者に対する人件費の額
Ｂ　試験研究費の額のうちその個人の使
用人である者に対する人件費の額

ハ　次の要件のいずれかに該当する試験研
究であること（措令 5の 3⑩十五ハ）。
Ａ　その内容に関する提案が広く一般に
又は広くその個人の使用人に募集され
たこと。
Ｂ　その内容がその試験研究に従事する
新規高度研究業務従事者から提案され
たものであること。
Ｃ　その試験研究に従事する者が広く一
般に又は広くその個人の使用人に募集
され、その試験研究に従事する新規高
度研究業務従事者がその募集に応じた
者であること。

ロ　新規高度研究業務従事者
　新規高度研究業務従事者とは、その個人
の使用人である次に掲げる者をいいます
（措令 5の 3⑩十五イ）。
イ　博士の学位を授与された者で、その授
与された日から5年を経過していないもの
ロ　他の者の役員又は使用人として10年以
上専ら研究業務に従事していた者で、そ
の個人の使用人となった日から 5年を経
過していないもの
（注 1）　役員とは、法人税法第 2 条第15号

に規定する役員をいいます。
（注 2）　博士の学位を授与された者には、

外国においてこれに相当する学位を

授与された者を含みます。

（注 3）　他の者からは関係法人等を除くこ

ととされ、上記の「その個人の使用

人」には関係法人等の役員又は使用

人を含むこととされています。関係

法人等は、上記①イロと同様です。

ハ　対象となる特別試験研究費の額
　この高度専門知識等を有する者に対して
人件費を支出して行う試験研究に係る特別
試験研究費の額は、その個人の各年分の上
記イロＡの金額であって上記イの試験研究
に係るものであることにつき、その金額を
支出した年分の確定申告書に次の事項を記
載した書類を添付し、かつ、ハの者が新規
高度研究業務従事者であることを明らかに
する書類その他の当該試験研究が上記イイ
からハまでの要件に該当することを明らか
にする書類を保存することにより証明がさ
れた金額とされています（措法10⑧七、措
令 5の 3⑪五、措規 5の 6㉕）。
イ　その試験研究の目的及び内容
ロ　その試験研究の実施期間
ハ　その試験研究に係る新規高度研究業務
従事者の氏名及び役職
ニ　その試験研究に係るその年分の上記イ
ロＡの金額

（注）　なお、重複排除の観点から、他の類型

の特別試験研究費の額に該当するものを

除くこととされています（措令 5の 3⑪五）。

③　特別研究機関等の範囲の見直し
　特別研究機関等との共同研究（上記 1 ⑶
（注）①）及び特別研究機関等に対する委託
研究（上記 1 ⑶（注）⑦）について、特別研
究機関等に福島国際研究教育機構が追加され
ました（措令 5の 3⑩一ハ）。
　なお、福島国際研究教育機構との共同研究
及び福島国際研究教育機構に対する委託研究
における特別試験研究費の額の認定は、福島
国際研究教育機構理事長が行うこととされま
した（措規 5の 6㉒一・二）
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3 　適用関係

⑴　上記 2 ⑴から⑶までの改正は、令和 6年分以
後の所得税について適用し、令和 5年分以前の
所得税については従前どおりとされています
（改正法附則25、改正措令附則 2①）。
⑵　上記 2 ⑷①及び③の改正は、個人が令和 5年
4月 1日以後に支出する試験研究費の額につい

て適用し、個人が同日前に支出した試験研究費
の額については従前どおりとされています（改
正措令附則 2②）。
⑶　上記 2 ⑷②の改正は、令和 6年分以後の所得
税について適用し、令和 5年分以前の所得税に
ついては従前どおりとされています（改正法附
則25）。

二�　中小事業者が機械等を取得した場合の特別償却又は所得税額
の特別控除制度の改正

1 　改正前の制度の概要

　中小事業者で青色申告書を提出するもの（以下
「中小事業者」といいます。）が、平成10年 6 月 1
日から令和 5年 3月31日までの間に、特定機械装
置等の取得又は製作をして、これを国内にあるそ
の中小事業者の営む指定事業の用に供した場合に
は、その用に供した日の属する年（事業を廃止し
た日の属する年を除きます。以下「供用年」とい
います。）においてその特定機械装置等の基準取
得価額の30％相当額の特別償却（供用年の必要経
費に算入しなかった償却不足額は翌年分への繰越
しが可能）と基準取得価額の 7％相当額の税額控
除（供用年分の調整前事業所得税額の20％相当額
を限度とし、控除できなかった金額については翌
年分への繰越しが可能）との選択適用ができるこ
ととされています（旧措法10の 3 ）。
（注）　上記の「特定機械装置等」とは、次に掲げる

減価償却資産（匿名組合契約その他これに類す

る一定の契約の目的である事業の用に供するも

のを除きます。）をいい、「基準取得価額」とは

次に定める価額をいいます（旧措法10の 3 ①各号、

旧措令 5の 5①～④⑦、旧措規 5の 8①～④）。

⑴�　機械及び装置で、 1 台又は 1 基の取得価額

が160万円以上のもの��その取得価額

⑵�　製品の品質管理の向上等に資する測定工具

及び検査工具（電気又は電子を利用するもの

を含みます。）で、次の①又は②に該当するも

の��その取得価額

　①�　 1 台又は 1 基の取得価額が120万円以上の

もの

　②�　中小事業者がその年（その年が令和 5 年

である場合には、同年 1 月 1 日から同年 3

月31日までの期間に限ります。）において、

取得又は製作をして国内にあるその中小事

業者の営む指定事業の用に供した工具（ 1

台又は 1 基の取得価額が30万円以上のもの

に限ります。）の取得価額の合計額が120万

円以上のもの

⑶�　ソフトウエア（これに関連するシステム仕

様書その他の書類を含むものとし、複写して

販売するための原本、開発研究の用に供され

るもの、サーバー用オペレーティングシステ

ムのうち、国際標準化機構及び国際電気標準

会議の規格15408に基づき評価及び認証をされ

たもの以外のもの等を除きます。）で、次の①

又は②に該当するもの��その取得価額

　①�　一のソフトウエアの取得価額が70万円以

上のもの

　②�　中小事業者がその年（その年が令和 5 年

である場合には、同年 1 月 1 日から同年 3

月31日までの期間に限ります。）において、

取得又は製作をして国内にあるその中小事

業者の営む指定事業の用に供したソフトウ

エア（所得税法施行令第138条又は第139条

の規定の適用を受けるものを除きます。）の
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取得価額の合計額が70万円以上のもの

⑷�　貨物の運送の用に供される車両総重量が3.5

ｔ以上の普通自動車��その取得価額

⑸�　内航海運業の用に供される船舶��その取

得価額の75％相当額

2 　改正の内容

⑴　対象資産の見直し
①　コインランドリー業の用に供する機械装置
の除外
　対象資産から、次の要件のいずれにも該当
する機械及び装置が除外されました（措法10
の 3 ①一、措令 5の 5①）。
イ　その管理のおおむね全部を他の者に委託
するものであること。
ロ　要する人件費が少額な一定のサービス業
の用に供するものであること。
　要する人件費が少額な一定のサービス業
は、具体的には、洗濯機、乾燥機その他の
洗濯に必要な設備（共同洗濯設備として病
院、寄宿舎その他の施設内に設置されてい
るものを除きます。）を設け、これを公衆
に利用させる事業とされています（措規 5
の 8 ①）。すなわち、コインランドリー業
のことです。
　ただし、要する人件費が少額な一定のサ
ービス業からは中小事業者の主要な事業が
除かれており（措令 5 の 5 ①）、主要な事
業の用に供する資産については対象資産か
ら除外しないこととされています。この点
に関して、次の事業は、その主要な事業に
該当するものとすることとされています
（措令 5の 5⑬、措規 5の 8②）。
イ　継続的に中小事業者の経営資源を活用
して行い、又は行うことが見込まれる事
業
　経営資源とは、事業の用に供される不
動産、事業に関する従業者の有する技能
又は知識（租税に関するものを除きま
す。）その他これらに準ずるものをいい

ます。
ロ　中小事業者が行う主要な事業に付随し
て行う事業

②　対象船舶の見直し
　対象資産のうち船舶（上記 1（注）⑸）に
ついて、総トン数が500トン以上の船舶にあ
っては、環境への負荷の状況が明らかにされ
た船舶に限定されました（措法10の 3 ①五、
措令 5の 5③）。
　環境への負荷の状況が明らかにされた船舶
は、次の事項を国土交通大臣に届け出たもの
であることにつきこの制度の適用を受けよう
とする年分の確定申告書に国土交通大臣の次
の事項の届出があった旨を証する書類の写し
を添付することにより明らかにされた船舶と
されています（措令 5の 5③、措規 5の 8⑦）。
イ　その船舶に用いられた指定装置等の内容
ロ　指定装置等のうちその船舶に用いられて
いないものがある場合には、その理由及び
その指定装置等に代わり用いられた装置
（機器及び構造を含みます。）の内容
（注）　上記ロの指定装置等からは、その船舶

に用いることができないものは除くこと

とされています。

　指定装置等とは、環境への負荷の低減に資
するものとして国土交通大臣が指定する装置
（機器及び構造を含みます。）をいい、告示に
おいて次のものが指定されています（措令 5
の 5③⑫、令5.3国交告264）。
イ　主機関又は推進装置のうち、次のいずれ
かに該当するもの
イ　窒素酸化物放出量削減型主機関のうち、
原動機が海洋汚染等及び海上災害の防止
に関する法律施行令第11条の 7の表第 2
号中欄イからハまでに掲げる原動機であ
って、 1キロワット時当たりの窒素酸化
物の放出量の値が同号中欄に掲げる原動
機の種類、能力及び用途の区分に応じそ
れぞれ同号下欄に掲げる窒素酸化物の放
出量に係る放出基準の値に80分の78を乗
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じて算出された値以下となるもの
（注）　上記の「原動機」は、窒素酸化物の

放出量を低減させるための装置が備え

付けられている場合にあっては、その

装置を含みます。

ロ　電子制御型ディーゼル主機関
ハ　電気推進装置
ロ　発電用機関のうち次のいずれかに該当す
るもの
イ　燃料油（加熱を要するものに限りま
す。）の自動温度制御装置付発電機関
ロ　Ａ重油専用発電機関
ハ　ターボ・ジェネレーター
ハ　推進関係機器、推進効率改良装置又は推
進効率改良型船型のうち、次のいずれかに
該当するもの
イ　推進効率改良型舵

かじ

（整流板付舵、フラ
ップ付舵又はシリング舵に限ります。）
ロ　船尾装着フィン
ハ　燃料改質器
ニ　空気潤滑システム
ホ　バトックフロー船型
ヘ　エラ船型
ト　船尾バルブ
ニ　船首方位制御装置
ホ　サイドスラスター
ヘ　推進効率改良型プロペラのうち次のいず
れかに該当するもの
イ　プロペラ・ボス取付翼
ロ　ハイスキュー・プロペラ
ハ　可変ピッチ・プロペラ
ニ　二重反転プロペラ
ホ　ポッドプロペラ
ヘ　プロペラ前部放射状型取付翼
ト　二軸型ポッドプロペラ
チ　二軸型可変ピッチプロペラ
ト　船内居住空間に設置する全ての照明器具
を LED 照明器具とする場合のその LED
照明器具
チ　バルバスバウ又はバルブレス船首船型

リ　熱効率改良装置のうち次のいずれかに該
当するもの
イ　排気ガスエコノマイザー
ロ　軸発電機装置
ハ　冷却清水熱利用装置
ヌ　ボイラーを有する船舶にあっては、Ａ重
油専用ボイラー又は自動制御型ボイラー
ル　船舶検査証書において平水区域のうち湖
又は川のみを航行区域とする旨の記載のあ
る船舶以外の船舶にあっては、加水分解型
の摩擦抵抗低減塗料が船底外板及び船側外
板の外面で満載喫水線規則第65条の 2第 1
項（同令第66条において読み替えて準用す
る場合を含みます。）の規定に基づく海水
満載喫水線より下方の部分（船舶安全法第
3条に規定する船舶以外の船舶にあっては、
型深さの下端から舷端までの最小の深さの
75％の位置における計画満載喫水線に平行
な線より下方の部分）に塗布された船体
（注）　船舶検査証書とは、船舶安全法第 9 条

第 1項の船舶検査証書をいいます。

ヲ　航海支援システムのうち気象及び海象に
係る予測情報に基づく環境への負荷の低減
に資する最適な航路及び速力を表示する装
置を有するもの

（注）　上記の指定装置等は、特定船舶の特別償

却制度（措法11）の対象となる内航船舶の

要件として設置が求められる環境への負荷

の低減に係る設備と同様のものです。

⑵　適用期限の延長
　制度の適用期限が令和 7年 3月31日まで 2年
延長されました（措法10の 3 ①）。

3 　適用関係

　上記 2 ⑴の改正は、中小事業者が令和 5年 4月
1日以後に取得又は製作をする特定機械装置等に
ついて適用し、中小事業者が同日前に取得又は製
作をした特定機械装置等については従前どおりと
されています（改正法附則26）。
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三�　地域経済牽
けん

引事業の促進区域内において特定事業用機械等を
取得した場合の特別償却又は所得税額の特別控除制度の改正

1 　改正前の制度の概要

　青色申告書を提出する個人で地域経済牽引事業
の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する
法律の承認地域経済牽引事業者であるものが、企
業立地の促進等による地域における産業集積の形
成及び活性化に関する法律の一部を改正する法律
（平成29年法律第47号）の施行の日（平成29年 7
月31日）から令和 5年 3月31日までの間に、その
個人の行う承認地域経済牽引事業に係る促進区域
内においてその承認地域経済牽引事業に係る承認
地域経済牽引事業計画に従って特定地域経済牽引
事業施設等の新設又は増設をする場合において、
その新設又は増設に係る特定事業用機械等の取得
又は製作若しくは建設をして、その承認地域経済
牽引事業の用に供したときは、その承認地域経済
牽引事業の用に供した日の属する年（事業を廃止
した日の属する年を除きます。以下「供用年」と
いいます。）においてその特定事業用機械等の取
得価額（その特定事業用機械等に係る一の特定地
域経済牽引事業施設等を構成する機械及び装置、
器具及び備品、建物及びその附属設備並びに構築
物の取得価額の合計額が80億円を超える場合には、
80億円にその特定事業用機械等の取得価額がその
合計額のうちに占める割合を乗じて計算した金額。
以下「基準取得価額」といいます。）の40％又は
50％（建物及びその附属設備並びに構築物につい
ては、20％）相当額の特別償却（供用年分の必要
経費に算入しなかった償却不足額は翌年分への繰
越しが可能）とその基準取得価額の 4％又は 5％
（建物及びその附属設備並びに構築物については、
2％）相当額の税額控除（供用年分の調整前事業
所得税額の20％相当額が限度）との選択適用がで
きることとされています（旧措法10の 4 ①～③）。
なお、50％の特別償却割合又は 5％の税額控除割
合が適用されるのは、平成31年 4 月 1 日以後に地

域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基
盤強化に関する法律第13条第 4項又は第 7項の規
定による承認を受けた個人がその承認地域経済牽
引事業（地域の成長発展の基盤強化に著しく資す
るものに限ります。）の用に供した機械及び装置
並びに器具及び備品とされています（旧措法10の
4 ①③）。
（注 1）　上記の「承認地域経済牽引事業」とは、地

域経済牽引事業の促進による地域の成長発展

の基盤強化に関する法律第25条に規定する承

認地域経済牽引事業をいいます（旧措法10の

4 ①）。具体的には、承認地域経済牽引事業計

画に従って行われる地域経済牽引事業をいい

（地域経済牽引事業の促進による地域の成長発

展の基盤強化に関する法律18）、地域の成長発

展の基盤強化に特に資するものとして主務大

臣が定める基準に適合することについて主務

大臣の確認を受けたものに限ることとされて

います。

　地域の成長発展の基盤強化に特に資するも

のとして主務大臣が定める基準は、主務大臣

の確認を受けようとする承認地域経済牽引事

業（その承認地域経済牽引事業を共同して行

う場合にあっては、その承認地域経済牽引事

業のうち、その確認を受けようとする承認地

域経済牽引事業者が行うものとなります。以

下「対象事業」といいます。）が、次の⑴から

⑸まで（その承認地域経済牽引事業を行う者

に地方公共団体が含まれる場合にあっては、

⑷を除きます。）のいずれにも該当することと

されています（旧平29. 8 総務・財務・厚労・

農水・経産・国交・環境告 1）。なお、地域の

成長発展の基盤強化に著しく資するものであ

る場合の基準は、対象事業が、次の⑴から⑹

まで（その承認地域経済牽引事業を行う者に

地方公共団体が含まれる場合にあっては、⑷
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を除きます。）のいずれにも該当することとさ

れています（旧平29. 8 総務・財務・厚労・農

水・経産・国交・環境告 1）。

⑴　次のいずれかに該当すること。

　①�　対象事業を含む承認地域経済牽引事業

について、評価委員会においていずれか

の観点から先進的であると認められたこ

と。

　　イ�　労働生産性の伸び率又は投資収益率

が一定水準以上となることが見込まれ

ること。

　　ロ�　地域における強じんな産業基盤の整

備に特に資すると見込まれること。

　②�　承認地域経済牽引事業の実施場所が、

特定非常災害の被害者の権利利益の保全

等を図るための特別措置に関する法律（以

下「特定非常災害特別措置法」といいま

す。）第 2 条第 1 項の規定により特定非常

災害として指定された非常災害（以下「特

定非常災害」といいます。）に基因して事

業又は居住の用に供することができなく

なった建物又は構築物が所在していた区

域（対象事業を行う承認地域経済牽引事

業者（以下「対象事業者」といいます。）

がその特定非常災害に基因して災害対策

基本法第90条の 2 第 1 項に規定する罹
り

災

証明書又はこれに準ずる書類の交付を受

けた者である場合には、その特定非常災

害についての特定非常災害特別措置法第

7条の政令で定める地区）内であり、かつ、

その承認地域経済牽引事業に係る地域経

済牽引事業計画の承認を受けた日（以下

「計画承認日」といいます。）が、その特

定非常災害に係る特定非常災害特別措置

法第 2 条第 1 項の特定非常災害発生日か

ら起算して 1年を経過していないこと。

⑵�　見込まれるその承認地域経済牽引事業に

係る商品又は役務の売上高の伸び率が一定

の基準を満たすこと。

⑶�　対象事業に係る地域経済牽引事業計画に

定められた施設又は設備を構成する減価償

却資産の取得予定価額の合計額が2,000万円

以上であること。

⑷�　対象事業者が取得する予定の減価償却資

産の取得予定価額が、一定以上の額である

こと。

⑸�　確認申請に係る対象事業者と同一の者が

実施する他の承認地域経済牽引事業計画で

あって、その確認申請に係る承認地域経済

牽引事業計画と同一の都道府県知事又は主

務大臣が承認したもの（その確認申請前に

当該他の承認地域経済牽引事業計画に係る

地域経済牽引事業が主務大臣の確認を受け

たものに限ります。以下「旧計画」といい

ます。）がある場合にあっては、次のいずれ

にも該当すること。

　①�　確認申請時に旧計画の実施期間が終了

していること。

　②�　旧計画について、労働生産性の伸び率

及び投資収益率が一定水準以上であった

こと。

⑹�　計画承認日が平成31年 4 月 1 日以後であ

る場合であって、次のいずれにも該当する

こと。

　①�　対象事業者の付加価値額増加率が 8 ％

以上であること。

　②�　承認地域経済牽引事業について、労働

生産性の伸び率の年平均が 4 ％以上とな

ることが見込まれること。

　③�　承認地域経済牽引事業について、投資

収益率の年平均が 5 ％以上となることが

見込まれること。

　④�　承認地域経済牽引事業について、評価

委員会において上記⑴①イの観点から先

進的であると認められたこと又は上記⑴

②に該当すること。
（注 2）　上記の「承認地域経済牽引事業計画」とは、

地域経済牽引事業の促進による地域の成長発

展の基盤強化に関する法律第14条第 2 項に規

定する承認地域経済牽引事業計画をいいます。
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　また、上記の「特定地域経済牽引事業施設

等」とは、承認地域経済牽引事業計画に定め

られた施設又は設備で、一の承認地域経済牽

引事業計画に定められた施設又は設備を構成

する資産の取得価額の合計額が2,000万円以上

のものをいいます（旧措法10の 4 ①、措令 5

の 5の 2①）。
（注 3）　上記の「特定事業用機械等」とは、特定地

域経済牽引事業施設等を構成する機械及び装

置、器具及び備品、建物及びその附属設備並

びに構築物をいいます（旧措法10の 4 ①）。

2 　改正の内容

⑴　特別償却割合又は税額控除割合の引上げに係
る措置の見直し
①　措置の対象に、その承認地域経済牽引事業
について、評価委員会において上記 1（注
1）⑴①イの観点から先進的であると認めら
れた場合で、かつ、次のいずれにも該当する
場合が追加されました（平29.8総務・財務・
厚労・農水・経産・国交・環境告 1①五イ⑵
ロ～ニ）。なお、計画承認日が令和 5 年 4 月
1 日以後である必要があります（平29.8総
務・財務・厚労・農水・経産・国交・環境告
1①五イ⑵）。
イ　対象事業者の平均付加価値額（前事業年
度及び前々事業年度の付加価値額の年平均
をいいます。）が50億円以上であること。
ロ　承認地域経済牽引事業が 3億円以上の付
加価値額を創出すると見込まれるものであ
ること。
ハ　承認地域経済牽引事業について、減価償
却資産を事業の用に供した事業年度から 5
年間の対象事業の労働生産性の伸び率の年
平均が 4％以上となることが見込まれるこ
と及び減価償却資産を事業の用に供した事
業年度の翌事業年度から 5年間の対象事業
の投資収益率の年平均が 5％以上となるこ
とが見込まれること。

（注）　個人が本措置の適用を受ける場合の承認

地域経済牽引事業の要件の判定にあっては、

上記の要件における「事業年度」との規定

は、「年」又は「年分」として適用されてい

ます。

②　上記 1（注 1）⑹④の要件から上記 1（注
1）⑴②に該当することとの要件が除外され
ました（旧平29. 8 総務・財務・厚労・農水・
経産・国交・環境告 1①五ニ）。

⑵　主務大臣の確認要件の見直し
①　次の運用の改善が行われました。
イ　各要件の判定において売上高を計算する
場合には、臨時的な需要の変動等による影
響を勘案した計算方法を用いることとされ
ました（地域未来投資促進法における地域
経済牽引事業計画のガイドライン（以下
「ガイドライン」といいます。）第 5・ 1⑴
イ①⑵）。
ロ　先進性に係る要件について、評価委員の
評価精度の向上に向けた措置が講じられま
した（ガイドライン第 5・ 1⑴イ）。

②　経済施策を一体的に講ずることによる安全
保障の確保の推進に関する法律の規定により
特定重要物資として指定された物資の製造に
係る事業は、上記 1（注 1）⑴①ロの類型
（サプライチェーン類型）に該当しないもの
として取り扱うこととされました（ガイドラ
イン第 5・ 1⑴イ②）。
③　上記 1（注 1）⑷の要件について、対象事
業者が取得する予定の減価償却資産の取得予
定価額が、その対象事業者の前事業年度にお
ける減価償却費の額（事業年度の期間が 1年
未満である場合にあっては、その減価償却費
の額を 1年当たりの額に換算した額）の20％
以上の額であることとの要件に見直されまし
た（平29. 8 総務・財務・厚労・農水・経産・
国交・環境告 1①四、ガイドライン第 5・ 1
⑷）。
（注）　個人が本措置の適用を受ける場合の承認

地域経済牽引事業の要件の判定にあっては、
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上記の要件における「事業年度」との規定

は、「年」又は「年分」として適用されてい

ます。

⑶　適用期限の延長
　制度の適用期限が、令和 7年 3月31日まで 2

年延長されました（措法10の 4 ①）。

3 　適用関係

　上記 2 ⑴及び⑵の改正は、令和 5年 4月 1日か
ら施行されています（令 5 . 3 総務・財務・厚労・
農水・経産・国交・環境告 1附則）。

四�　特定中小事業者が特定経営力向上設備等を取得した場合の�
特別償却又は所得税額の特別控除制度の改正

1 　改正前の制度の概要

　特定中小事業者が、平成29年 4 月 1 日から令和
5年 3月31日までの間に、特定経営力向上設備等
の取得又は製作若しくは建設をして、これを国内
にあるその特定中小事業者の営む指定事業の用に
供した場合には、その用に供した日の属する年
（事業を廃止した日の属する年を除きます。以下
「供用年」といいます。）においてその特定経営力
向上設備等の取得価額から普通償却額を控除した
金額に相当する金額の特別償却（即時償却。供用
年分の必要経費に算入しなかった償却不足額は翌
年分への繰越しが可能）と取得価額の10％相当額
の税額控除（供用年分の調整前事業所得税額の20
％相当額等を限度とし、控除できなかった金額に
ついては翌年分への繰越しが可能）との選択適用
ができることとされています（旧措法10の 5 の 3
①～④）。
（注 1）　上記の「特定中小事業者」とは、中小事業

者（すなわち、常時使用する従業員の数が

1,000人以下の個人です。）で青色申告書を提出

するもののうち、中小企業等経営強化法第17

条第 1 項の認定（以下「認定」といいます。）

を受けた同法第 2 条第 6 項に規定する特定事

業者等（産業競争力強化法等の一部を改正す

る等の法律（令和 3 年法律第70号）附則第 9

条第 2 項の規定により特定事業者等とみなさ

れるものを含みます。）に該当するものをいい

ます（旧措法10の 5 の 3 ①、旧措令 5 の 6 の

3①）。

（注 2）　上記の「特定経営力向上設備等」とは、生

産等設備を構成する次に掲げる減価償却資産

で、中小企業等経営強化法第17条第 3 項に規

定する経営力向上設備等（中小企業等経営強

化法施行規則第16条第 2 項に規定する経営力

向上に著しく資する設備等で、特定中小事業

者のその認定に係る同法第17条第 1 項に規定

する経営力向上計画（同法第18条第 1 項の規

定による変更の認定（以下「変更の認定」と

いいます。）があったときは、その変更後のも

の）に記載されたものに限ります。）に該当す

るものをいいます（旧措法10の 5 の 3 ①、旧

措令 5の 6の 3②③、措規 5の11①）。

⑴�　機械及び装置で 1 台又は 1 基の取得価額

が160万円以上のもの

⑵�　工具、器具及び備品で 1 台又は 1 基の取

得価額が30万円以上のもの

⑶�　建物附属設備で一の建物附属設備の取得

価額が60万円以上のもの

⑷�　ソフトウエア（中小事業者が機械等を取

得した場合の特別償却又は所得税額の特別

控除制度（措法10の 3 ）の対象となるソフ

トウエアに限ります。）で一のソフトウエア

の取得価額が70万円以上のもの
（注 3）　上記の「指定事業」とは、中小事業者が機

械等を取得した場合の特別償却又は所得税額

の特別控除制度（措法10の 3 ）の対象事業と

なる指定事業をいいます（旧措法10の 5 の 3

①）。
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2 　改正の内容

⑴　適用期限の延長等
①　適用期限の延長
　制度の適用期限が、令和 7年 3月31日まで
2年延長されました（措法10の 5 の 3 ①）。

②　経過措置の終了に伴う改正
　適用期限の延長及び産業競争力強化法等の
一部を改正する等の法律（令和 3年法律第70
号）附則第 9条第 2項の規定により特定事業
者等とみなされる措置におけるそのみなされ
る期間が令和 5年 3月31日をもって終了する
ことに伴い、本制度の対象からそのみなされ
る者が除外されました（措法10の 5 の 3 ①、
旧措令 5の 6の 3①）。

⑵　その他関係法令の改正
　中小企業等経営強化法施行規則が改正され、
対象資産から、コインランドリー業又は暗号資
産マイニング業（主要な事業であるものを除き
ます。）の用に供する設備等でその管理のおお
むね全部を他の者に委託するものが除外されま
した（中小企業等経営強化法施行規則16②）。
（注）　コインランドリー業とは、洗濯機、乾燥機

その他の洗濯に必要な設備（共同洗濯設備と

して病院、寄宿舎その他の施設内に設置され

ているものを除きます。）を設け、これを公衆

に利用させる事業をいいます（中小企業等経

営強化法施行規則16②）。

3 　適用関係

⑴　上記 2 ⑴②の改正は、特定中小事業者が令和
5年 4月 1日以後に指定事業の用に供する特定
経営力向上設備等について適用し、特定中小事
業者が同日前に指定事業の用に供した特定経営
力向上設備等については従前どおりとされてい
ます（改正法附則27）。
⑵　上記 2 ⑵の改正は、中小企業等経営強化法第
2条第 6項に規定する特定事業者等が令和 5年
4月 1日以後に受ける認定（変更の認定を含み
ます。以下同じです。）のうち同日以後に申請
がされるものに係る同法第17条第 1項に規定す
る経営力向上計画に記載された経営力向上設備
等について適用し、同法第 2条第 6項に規定す
る特定事業者等が、同日前に受けた認定及び同
日以後に受ける認定のうち同日前に申請がされ
たものに係る同法第17条第 1項に規定する経営
力向上計画に記載された経営力向上設備等につ
いては従前どおりとされています（改正中小企
業等経営強化法施行規則附則 4）。

五�　事業適応設備を取得した場合等の特別償却又は所得税額の�
特別控除制度の改正

1 　改正前の制度の概要

⑴　デジタルトランスフォーメーション投資促進
税制
①　事業適応設備に係る措置
　青色申告書を提出する個人で産業競争力強
化法の認定事業適応事業者であるものが、産
業競争力強化法等の一部を改正する等の法律
（令和 3 年法律第70号。以下「産競法等改正
法」といいます。）の施行の日（令和 3 年 8
月 2日）から令和 5年 3月31日までの間に、

情報技術事業適応の用に供するために特定ソ
フトウエアの新設若しくは増設をし、又は情
報技術事業適応を実施するために利用するソ
フトウエアのその利用に係る費用（繰延資産
となるものに限ります。以下同じです。）を
支出する場合において、その新設若しくは増
設に係る特定ソフトウエア並びにその特定ソ
フトウエア若しくはその利用するソフトウエ
アとともに情報技術事業適応の用に供する機
械装置及び器具備品（主として産業試験研究
の用に供される一定のものを除きます。以下
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「情報技術事業適応設備」といいます。）の取
得又は製作をして、その個人の事業の用に供
したときは、その用に供した日の属する年に
おいて、その情報技術事業適応設備の取得価
額（下記②の措置の対象となる資産と合計し
て300億円が上限）の30％相当額の特別償却
とその取得価額の 3％（情報技術事業適応の
うち産業競争力の強化に著しく資する一定の
ものの用に供する資産については、 5％）相
当額の税額控除（下記②の措置の税額控除及
び下記⑵の制度の税額控除と合計して調整前
事業所得税額の20％相当額が上限）との選択
適用ができることとされています（旧措法10
の 5 の 6 ①⑦）。
②　事業適応繰延資産に係る措置
　青色申告書を提出する個人で産業競争力強
化法の認定事業適応事業者であるものが、産
競法等改正法の施行の日（令和 3 年 8 月 2
日）から令和 5年 3月31日までの間に、情報
技術事業適応を実施するために利用するソフ
トウエアのその利用に係る費用を支出した場
合には、その支出した日の属する年において、
その支出した費用に係る繰延資産の額（上記
①の措置の対象となる資産と合計して300億
円が上限）の30％相当額の特別償却とその繰
延資産の額の 3％（情報技術事業適応のうち
産業競争力の強化に著しく資する一定のもの
を実施するために利用するソフトウエアのそ
の利用に係る費用に係る繰延資産については、
5％）相当額の税額控除（上記①の措置の税
額控除及び下記⑵の制度の税額控除と合計し
て調整前事業所得税額の20％相当額が上限）
との選択適用ができることとされています
（措法10の 5 の 6 ③⑧）。
（注 1）　上記①及び②の「情報技術事業適応」

とは、産業競争力強化法第21条の16第 2

項に規定する認定事業適応計画に従って

実施される同法第21条の28第 2 項に規定

する情報技術事業適応をいいます（旧措

法10の 5 の 6 ①）。なお、この情報技術事

業適応は、同法第 2 条第12項第 2 号に該

当する事業適応で生産性の向上又は需要

の開拓に特に資するものとして経済産業

大臣が定める基準に適合することについ

て主務大臣の確認を受けたものとされて

います（旧産業競争力強化法21の28②）。

　�　上記の基準として、情報処理の促進に

関する法律の規定に基づく認定（いわゆ

るDX認定）を受けた者が認定事業適応

計画に従って行う情報技術事業適応が、

総資産利益率が一定程度向上すること又

は認定事業適応計画に係る商品若しくは

役務の売上高の額が一定程度向上するこ

と、投資収益率が一定以上となるもので

あること、製造原価を一定程度低減させ

るものであること又は販売費の額等を一

定程度低減させるものであること等が定

められています（旧産業競争力強化法第

21条の28第 2 項の規定に基づく生産性の

向上又は需要の開拓に特に資するものと

して主務大臣が定める基準（令3.7内閣・

総務・財務・文科・厚労・農水・経産・

国交・環境告 8））。
（注 2）　上記①及び②の「情報技術事業適応の

うち産業競争力の強化に著しく資する一

定のもの」とは、産業競争力の強化に著

しく資するものとして経済産業大臣が定

める基準に適合するものであることにつ

いて主務大臣の確認を受けたものとされ

ています（措令 5の 6の 6③）。

⑵　カーボンニュートラルに向けた投資促進税制
　青色申告書を提出する個人で産業競争力強化
法の認定事業適応事業者（その認定エネルギー
利用環境負荷低減事業適応計画にその計画に従
って行うエネルギー利用環境負荷低減事業適応
のための措置として生産工程効率化等設備等を
導入する旨の記載があるものに限ります。）で
あるものが、産競法等改正法の施行の日（令和
3年 8月 2日）から令和 6年 3月31日までの間
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に、その計画に記載された生産工程効率化等設
備等の取得又は製作若しくは建設をして、その
個人の事業の用に供した場合には、その用に供
した日の属する年において、その生産工程効率
化等設備等の取得価額（500億円が上限）の50
％相当額の特別償却とその取得価額の 5％（そ
の生産工程効率化等設備等のうちエネルギーの
利用による環境への負荷の低減に著しく資する
一定のものについては、10％）相当額の税額控
除（上記⑴の制度の税額控除と合計して調整前
事業所得税額の20％相当額が上限）との選択適
用ができることとされています（措法10の 5 の
6 ⑤⑨）。
（注 1）　上記の「認定エネルギー利用環境負荷低

減事業適応計画」とは、産業競争力強化法

第21条の16第 2 項に規定する認定事業適応

計画のうち、同法第21条の13第 2 項第 3 号

に規定するエネルギー利用環境負荷低減事

業適応に関するものをいいます（措法10の

5 の 6 ⑤）。
（注 2）　上記の「生産工程効率化等設備等」とは、

産業競争力強化法第 2 条第13項に規定する

生産工程効率化等設備又は同条第14項に規

定する需要開拓商品生産設備をいいます（措

法10の 5 の 6 ⑤）。

2 　改正の内容

⑴　適用期限の延長等
①　適用期限の延長
　上記 1 ⑴のデジタルトランスフォーメーシ
ョン投資促進税制の適用期限が、令和 7年 3
月31日まで 2年延長されました（措法10の 5
の 6 ①）。
②　従前の認定に基づく資産の除外
　下記⑵の見直しが行われたことを踏まえ、
次の資産が上記 1 ⑴のデジタルトランスフォ
ーメーション投資促進税制の対象資産から除
外されました（措法10の 5 の 6 ⑫）。
イ　令和 5年 4月 1日前に認定の申請がされ
た認定事業適応計画（同日以後に変更の認

定の申請がされた場合において、その変更
の認定があったときは、その変更後のもの
を除きます。）に従って実施される情報技
術事業適応の用に供する情報技術事業適応
設備で同日以後に取得又は製作をされたも
の
ロ　令和 5年 4月 1日前に認定の申請がされ
た認定事業適応計画（同日以後に変更の認
定の申請がされた場合において、その変更
の認定があったときは、その変更後のもの
を除きます。）に従って実施される情報技
術事業適応を実施するために利用するソフ
トウエアのその利用に係る費用で同日以後
に支出されたものに係る繰延資産

⑵　その他関係法令の改正
　事業適応計画の認定要件が次のとおり見直さ
れました。
①　生産性の向上又は需要の開拓に特に資する
ものとして主務大臣が定める基準の見直し
　産業競争力強化法第21条の28の規定に基づ
く生産性の向上又は需要の開拓に特に資する
ものとして主務大臣が定める基準（令 3 . 7
内閣・総務・財務・文科・厚労・農水・経
産・国交・環境告 8。以下「生産性向上等基
準」といいます。）について、次の見直しが
行われました。
イ　認定事業適応計画に従って行う事業の全
部又は一部の変更により、計画開始年度か
ら計画終了年度までのいずれかの事業年度
におけるその認定事業適応計画に係る商品
又は役務の売上高の額を、比較対象期間に
おけるその認定事業適応事業者の行う全て
の事業の売上高の額の合計額で除して得た
値が、10％以上となることが、要件に追加
されました（生産性向上等基準一）。
　なお、比較対象期間とは、平成31年 2 月
1 日から令和 2年 1月31日までの間に最初
に終了する事業年度までの 5事業年度をい
います。
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ロ　計画終了年度において、新商品又は新た
な役務の売上高の額の合計額のうちに海外
売上高の額の占める割合が、比較対象期間
におけるその認定事業者が行う全ての事業
の売上高の額のうちに海外売上高の額の占
める割合の平均値（以下「基準値」といい
ます。）と 2 分の 1 との平均値（基準値が
2分の 1を超える場合は、 2分の 1）を超
えるものであることが、要件に追加されま
した（生産性向上等基準二）。
ハ　総資産利益率が一定程度向上すること又
は認定事業適応計画に係る商品若しくは役
務の売上高の額が一定程度向上することと
の要件が除外されました（旧生産性向上等
基準一）。
ニ　投資収益率が一定以上となるものである
こと、製造原価を一定程度低減させるもの
であること又は販売費の額等を一定程度低
減させるものであることとの要件が除外さ
れました（旧生産性向上等基準二）。
ホ　情報処理の促進に関する法律の規定に基
づく認定（いわゆるDX認定）を受けた者
が行う情報技術事業適応であることとの要
件について、その認定は令和 4年12月 1 日
以後に受けたものに限ることとされました
（生産性向上等基準五）。

（注）　個人が本制度の適用を受ける場合の事業

適応計画の認定要件の判定にあっては、上

記の生産性向上等基準における「年度」又

は「事業年度」との規定は、「年」又は「年

分」として適用されています。

②　計画の実施期間の見直し
　計画の実施期間が最長10年（改正前： 5
年）とされました（産競法施行規則11の 2 ⑤）。

3 　適用関係

⑴　上記 2 ⑴②の改正は、令和 5年分以後の所得
税について適用することとされています（改正
法附則28）。
⑵　上記 2 ⑵①の改正について、産業競争力強化
法第21条の28第 2 項の規定に基づく生産性の向
上又は需要の開拓に特に資するものとして主務
大臣が定める基準の一部を改正する告示（令
5 . 3 内閣・総務・財務・文科・厚労・農水・
経産・国交・環境告 1。以下「改正生産性向上
等基準」といいます。）の施行の際現にされて
いる認定の申請及び変更の認定の申請に係る事
業適応計画については従前どおりとされていま
す（改正生産性向上等基準附則 2）。
（注）　上記告示は、令和 5 年 4 月 1 日から施行さ

れています（改正生産性向上等基準附則 1）。

⑶　上記 2 ⑵②の改正は、令和 5年 4月 1日から
施行されています（改正産競法施行規則附則 1）。

六　特定船舶の特別償却制度の改正

1 　改正前の制度の概要

　青色申告書を提出する個人で特定海上運送業を
営むものが、令和 3年 4月 1日から令和 5年 3月
31日までの間に、特定船舶でその製作の後事業の
用に供されたことのないものの取得又は特定船舶
の製作をして、これをその個人の特定海上運送業
の用に供した場合には、その用に供した日の属す
る年において、その特定船舶の取得価額の特別償
却割合相当額の特別償却（その事業の用に供した

年分の必要経費に算入しなかった償却不足額は翌
年分への繰越しが可能）ができることとされてい
ます（旧措法11）。
　特定船舶とは、特定海上運送業の経営の合理化
及び環境への負荷の低減に係る要件を満たす海洋
運輸業又は沿海運輸業の用に供される鋼船のうち
次の船舶をいい、特別償却割合は、次の特定船舶
の区分に応じそれぞれ次の割合とされています。
⑴　特定先進船舶に該当する外航船舶
①　日本船舶に該当するもの��20％
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②　日本船舶に該当しないもの��18％
⑵　特定先進船舶に該当しない外航船舶
①　日本船舶に該当するもの��17％
②　日本船舶に該当しないもの��15％
⑶　内航船舶
①　環境負荷低減に著しく資する内航船舶��
18％
②　上記①以外の内航船舶��16％

（注 1）　上記の「特定海上運送業」とは、海洋運輸業、

沿海運輸業及び船舶貸渡業をいい、「海洋運輸

業」とは、本邦の港と本邦以外の地域の港と

の間又は本邦以外の地域の各港間において船

舶により人又は物の運送をする事業をいい、

「沿海運輸業」とは、本邦の各港間において船

舶により人又は物の運送をする事業をいい、

「船舶貸渡業」とは、海上運送法第 2 条第 7 項

に規定する船舶貸渡業をいいます（旧措令 5

の 8①）。
（注 2）　上記の「特定先進船舶」とは、特定海上運

送業を営む個人の認定先進船舶導入等計画（先

進船舶の導入に関するものに限ります。）に記

載された先進船舶（環境への負荷の低減に著

しく資する船舶に限ります。）をいい、「認定

先進船舶導入等計画」とは、海上運送法第39

条の14に規定する認定先進船舶導入等計画を

いい、「先進船舶」とは、同法第39条の10第 1

項に規定する先進船舶をいいます（旧措法11

①一、旧措令 5の 8③）。
（注 3）　上記の「外航船舶」とは、本邦と外国との

間又は外国と外国との間を往来する船舶をい

い、上記の「日本船舶」とは、船舶法第 1 条

に規定する日本船舶をいい、上記の「内航船

舶」とは、外航船舶以外の船舶をいいます（旧

措法11①一・三）。
（注 4）　上記の「沿海運輸業の用に供される鋼船」

からは、匿名組合契約等の目的である船舶貸

渡業の用に供されるもので、その貸付けを受

けた者の沿海運輸業の用に供されるものを除

くこととされています（旧措令 5の 8②）。「匿

名組合契約等」とは、匿名組合契約又は外国

におけるこれに類する契約をいい、匿名組合

契約には、当事者の一方が相手方の事業のた

めに出資をし、相手方がその事業から生ずる

利益を分配することを約する契約を含むこと

とされています（旧措令 5の 8②）。

2 　改正の内容

⑴　特別償却割合の引上げ
　特定船舶のうち特定海上運送業を営む個人の
海上運送法第39条の 5に規定する認定外航船舶
確保等計画に記載された特定外航船舶に係る特
別償却割合が、次の区分に応じそれぞれ次のと
おり引き上げられました（措法11①一・二）。
（注 1）　海上運送法第39条の 2 第 1 項においては、

対外船舶貸渡業を営む者、対外船舶運航事

業を営む者又は関係親法人（日本の法令に

より設立された法人であって、その子会社

が日本船舶以外の船舶を所有し、及びその

船舶について対外船舶運航事業を営む者へ

の貸渡しをするものをいいます。以下同じ

です。）は、単独で又は共同で、外航船舶の

確保等についての計画（以下「外航船舶確

保等計画」といいます。）を作成して、国土

交通大臣の認定を申請することができるこ

ととされています。この認定（変更の認定

を含みます。）を受けた外航船舶確保等計画

を認定外航船舶確保等計画といいます。
（注 2）　上記（注 1）の「対外船舶貸渡業」とは、

対外船舶運航事業の用に供する船舶の貸渡

し又は運航の委託をする事業をいい、上記

（注 1）の「対外船舶運航事業」とは、本邦

の港と本邦以外の地域の港との間又は本邦

以外の地域の各港間において行う船舶運航

事業をいいます（海上運送法35③五、37の

2 ）。
（注 3）　上記（注 1）の「外航船舶の確保等」とは、

対外船舶貸渡業を営む者若しくは対外船舶

運航事業を営む者又は関係親法人の子会社

による外航船舶の導入及び確保をいいます

（海上運送法39①）。
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①　特定外航船舶のうちその特定外航船舶に係
る認定外航船舶確保等計画に従って取得し、
又は製作された本邦対外船舶運航事業用船舶
であることにつき証明がされたもの��次の
船舶のいずれに該当するかに応じそれぞれ次
の割合
イ　日本船舶に該当する特定先進船舶��32
％（改正前：20％）
ロ　日本船舶に該当しない特定先進船舶��
30％（改正前：18％）
ハ　日本船舶に該当する船舶のうち特定先進
船舶以外のもの��29％（改正前：17％）
ニ　日本船舶に該当しない船舶のうち特定先
進船舶以外のもの��27％（改正前：15
％）

②　特定外航船舶のうちその特定外航船舶に係
る認定外航船舶確保等計画に従って取得し、
又は製作されたものであることにつき証明が
されたもの（上記①の船舶を除きます。）
��次の船舶のいずれに該当するかに応じそ
れぞれ次の割合
イ　日本船舶に該当する特定先進船舶��30
％（改正前：20％）
ロ　日本船舶に該当しない特定先進船舶��
28％（改正前：18％）
ハ　日本船舶に該当する船舶のうち特定先進
船舶以外のもの��27％（改正前：17％）
ニ　日本船舶に該当しない船舶のうち特定先
進船舶以外のもの��25％（改正前：15
％）

　特定外航船舶とは、海上運送法第39条の 2第
2項第 2号に規定する特定外航船舶をいい、具
体的には、認定事業基盤強化事業者が製造する
対外船舶運航事業の用に供する船舶のうち、主
機、音響測深機及びプロペラについて認定事業
基盤強化事業者が製造したものを用いるものと
されています（海上運送法39の 2 ②二、海上運
送法施行規則42の 7 の 3 ）。
（注 4）　上記の「認定事業基盤強化事業者」とは、

造船法第11条第 1 項の事業基盤強化計画の

認定を受けた同法第10条第 2 項に規定する

造船等事業者をいいます（海上運送法39の

2 ②二）。

　また、本邦対外船舶運航事業用船舶とは、海
上運送法第39条第 2項第 3号に規定する本邦対
外船舶運航事業者等の営む対外船舶運航事業の
用に供するための特定外航船舶をいいます（措
法11①一）。
（注 5）　本邦対外船舶運航事業者等は、具体的には、

日本の国籍を有する者又は日本の法令によ

り設立された法人である対外船舶運航事業

を営む者並びにその対外船舶運航事業を営

む者の会社法第 2 条第 3 号の 2 に規定する

子会社等及び会社計算規則第 2 条第 3 項第

21号に規定する関連会社とされています（海

上運送法39②三、海上運送法施行規則42の

7 ）。

　上記①及び②の証明がされた特定外航船舶は、
具体的には、その個人の認定外航船舶確保等計
画に従って取得し、又は製作された本邦対外船
舶運航事業用船舶又は本邦対外船舶運航事業用
船舶以外の特定外航船舶に該当する船舶で、そ
の該当することにつき、この制度の適用を受け
ようとする年分の確定申告書に海上運送法施行
規則第42条の 7の 9第 4項の規定により国土交
通大臣がその個人に対して交付するその船舶に
係る同項に規定する確認証の写しを添付するこ
とにより証明がされたものとされています（措
規 5の12の 4 ）。
（注 6）　外航船舶確保等計画の認定を受けた対外

船舶貸渡業者等（対外船舶貸渡業を営む者、

対外船舶運航事業を営む者又は関係親法人

をいいます。）は、認定外航船舶確保等計画

の計画期間において導入した外航船舶が特

定外航船舶に該当することについて、国土

交通大臣の確認を受けることができ（海上

運送法施行規則42の 7 の 9 ①）、国土交通大

臣は、申請書に記載された外航船舶が認定

外航船舶確保等計画に従って導入された特

定外航船舶に該当することを確認したとき
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は、その認定を受けた対外船舶貸渡業者等

に対し、その特定外航船舶の対外船舶運航

事業者への貸渡しの状況を記載した確認証

を交付することとされています（海上運送

法施行規則42の 7 の 9 ④）。

⑵　対象資産の見直し
①　対象となる海洋運輸業の用に供される船舶
から、匿名組合契約等の目的である船舶貸渡
業の用に供される船舶で、その貸付けを受け
た者の海洋運輸業の用に供されるものが除外
されました（措令 5 の 8 ②一）。ただし、そ
の船舶貸渡業を営む個人の認定先進船舶導入
等計画に記載された先進船舶に該当するもの
については、改正前と同様です。
②　対象となる沿海運輸業の用に供される船舶
の総トン数に係る要件が、500トン以上（改
正前：300トン以上）に引き上げられました
（措令 5の 8②二、平27. 3 国交告473別表 2）。

⑶　特定先進船舶の範囲の見直し
　特定先進船舶について、次の見直しが行われ
ました（平27. 3 国交告473二）。
①　令和 5年 4月 1日以後に取得又は製作をす
る船舶（同日前に結ばれた契約に基づき取得
をするものを除きます。）のうち液化天然ガ
スを燃料とする先進船舶が追加されました。
②　令和 5年 4月 1日以後に取得又は製作をす
る船舶（同日前に結ばれた契約に基づき取得
をするものを除きます。）のうち、一定の設
備又は材料について先進的な技術が使用され
ているその設備又は材料のいずれかを有し、
又は使用している船舶について、一定の設備
又は材料から耐食鋼が除外されました。

⑷　経営合理化及び環境負荷低減要件の見直し
　外航船舶における経営の合理化及び環境への
負荷の低減に係る要件について、次の見直しが
行われました（平27. 3 国交告473別表 1）。
①　海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法

律（以下「海防法」といいます。）第19条の
26第 1 項に規定する国土交通大臣の確認を受
けなければならない船舶のうち、令和 7年 1
月 1日以後に建造契約が結ばれた船舶（建造
契約がない船舶にあっては、同年 7月 1日以
後に建造に着手されたもの）の二酸化炭素放
出抑制指標の値（以下「EEDI」といいま
す。）に係る要件における EEDI 基準線（海
洋汚染防止条約附属書Ⅵにおいて当初に定め
られたもの）からのEEDI の削減率が引き上
げられました（平27. 3 国交告473別表 1 ②一
③一）。
　なお、上記の告示においては、船種ごとに、
載貨重量トン数又は総トン数別のEEDI の値
が定められています。
②　海防法第19条の26第 1 項に規定する国土交
通大臣の確認を受けなければならない船舶の
うちEEDI に係る要件の対象とならない船舶
について一定の発電用機関、推進関係機器等
の二酸化炭素放出削減に資する設備を有して
いること等の要件を満たすものが本制度の対
象となることとされたほか、二酸化炭素放出
削減に資する設備のうち燃料タンクについて、
油以外の燃料用のタンクが含まれることとさ
れました（平27. 3 国交告473別表 1 ①七・十
五②③）。

⑸　適用期限の延長
　制度の適用期限が、令和 8年 3月31日まで 3
年延長されました（措法11①）。

3 　適用関係

⑴　上記 2 ⑴の改正は、個人が海上運送法等の一
部を改正する法律（令和 5年法律第24号）附則
第 1条第 3号に掲げる規定の施行の日以後に取
得又は製作をする特定船舶（経過特定船舶を除
きます。）について適用し、個人が同日前に取
得又は製作をした特定船舶（経過特定船舶を含
みます。）については従前どおりとされていま
す（改正法附則29①）。
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　経過特定船舶とは、個人が海上運送法等の一
部を改正する法律（令和 5年法律第24号）附則
第 1条第 3号に掲げる規定の施行の日前に締結
した契約に基づき同日以後に取得をする特定船
舶をいいます（改正法附則29①）。
（注）　海上運送法等の一部を改正する法律（令和

5 年法律第24号）附則第 1 条第 3 号に掲げる

規定の施行の日は、同法の公布の日（令和 5

年 5 月12日）から起算して 3 月を超えない範

囲内において政令で定める日とされており（海

上運送法等改正法附則 1 三）、海上運送法等の

一部を改正する法律の一部の施行期日を定め

る政令（令和 5 年政令第196号）により令和 5

年 7月 1日とされています。

⑵　上記 2 ⑵の改正は、個人が令和 5年 4月 1日
以後に取得又は製作をする特定船舶（経過船舶
を除きます。）について適用し、個人が同日前
に取得又は製作をした特定船舶（経過船舶を含
みます。）については従前どおりとされていま
す（改正措令附則 3①）。
　経過船舶とは、個人が令和 5年 4月 1日前に
締結した契約に基づき同日以後に取得をする海
洋運輸業の用に供される船舶をいいます（改正
措令附則 3①）。
⑶　上記 2 ⑶及び⑷の改正は、令和 5年 4月 1日
から施行されています（令 5 . 3 国交告282附則）。

七　特定事業継続力強化設備等の特別償却制度の改正

1 　改正前の制度の概要

　青色申告書を提出する個人で中小事業者である
もののうち、中小企業の事業活動の継続に資する
ための中小企業等経営強化法等の一部を改正する
法律（令和元年法律第21号）の施行の日（令和元
年 7月16日）から令和 5年 3月31日までの間に中
小企業等経営強化法第56条第 1項又は第58条第 1
項の認定（以下「認定」といいます。）を受けた
同法の中小企業者に該当するもの（以下「特定中
小事業者」といいます。）が、その認定を受けた
日から同日以後 1年を経過する日までの間に、特
定事業継続力強化設備等（認定事業継続力強化計
画等に係る事業継続力強化設備等としてその認定
事業継続力強化計画等に記載された機械及び装置、
器具及び備品並びに建物附属設備（機械及び装置
並びに器具及び備品の部分について行う改良又は
機械及び装置並びに器具及び備品の移転のための
工事の施行に伴って取得又は制作をするものを含
みます。）で一定の規模のものをいいます。以下
同じです。）の取得等をして、その特定中小事業
者の事業の用に供した場合には、その用に供した
日の属する年において、その特定事業継続力強化
設備等の取得価額の20％（令和 5年 4月 1日以後

に取得等をした特定事業継続力強化設備等につい
ては18％）相当額の特別償却（その事業の用に供
した年分の必要経費に算入しなかった償却不足額
は翌年分への繰越しが可能）ができることとされ
ています（旧措法11の 3 ）。
（注 1）　上記の「中小事業者」とは、常時使用する

従業員の数が1,000人以下の個人をいいます（旧

措法11の 3 ①、10⑧六、旧措令 5の 3⑩）。
（注 2）　上記の「認定事業継続力強化計画等」とは、

中小企業等経営強化法の認定に係る同法第56

条第 1 項に規定する事業継続力強化計画又は

同法第58条第 1 項に規定する連携事業継続力

強化計画（同法第57条第 1 項の規定による変

更の認定又は同法第59条第 1 項の規定による

変更の認定があったときは、その変更後のも

の）をいいます（旧措法11の 3 ①）。
（注 3）　上記の「事業継続力強化設備等」とは、中

小企業等経営強化法第56条第 2 項第 2 号ロに

規定する事業継続力強化設備等をいいます（旧

措法11の 3 ①）。

　また、中小企業等経営強化法第56条第 2 項

第 2 号ロに規定する事業継続力強化設備等と

は、事業継続力強化に特に資する設備、機器

又は装置として経済産業省令で定めるものを

─�219�─

――租税特別措置法等（所得税関係）の改正――



いい、具体的には、次の設備等のうち、認定

事業継続力強化計画等における事業継続力強

化の目標の達成及びその内容の実現に資する

ものであることにつき経済産業大臣の確認を

受けたものをいいます（中小企業等経営強化

法50②二ロ、旧中小企業等経営強化法施行規

則29）。

減価償却
資産の種
類

対象となるものの用途又は細目

機械及び
装置

自然災害の発生が事業活動に与え
る影響の軽減に資する機能を有す
る次のいずれかに該当するものと
して経済産業大臣が定めるもの。
①�　自家発電設備、浄水装置、揚
水ポンプその他の自然災害に起
因する電気、ガス又は水道水の
供給の停止の影響の軽減に資す
る機能を有するもの

②�　排水ポンプその他の自然災害
に起因する浸水の影響の軽減に
資する機能を有するもの

③�　制震装置、免震装置その他の
自然災害に起因する設備の転倒
又は損壊の影響の軽減に資する
機能を有するもの

器具及び
備品 全ての設備

建物附属
設備

電気設備（照明設備を含みます。）

給排水又は衛生設備及びガス設備

格納式避難設備

可動間仕切り

自然災害の発生が事業活動に与え
る影響の軽減に資する機能を有す
る次のいずれかに該当するものと
して経済産業大臣が定めるもの。
①�　制震装置、免震装置その他の
自然災害に起因する設備の転倒
又は損壊の影響の軽減に資する
機能を有するもの

②�　防水シャッターその他の自然
災害に起因する浸水の影響の軽
減に資する機能を有するもの

（注 4）　上記の「一定の規模のもの」とは、機械及

び装置は 1 台又は 1 基の取得価額が100万円以

上、器具及び備品は 1 台又は 1 基の取得価額

が30万円以上、建物附属設備は一の建物附属

設備の取得価額が60万円以上のものをいいま

す（措令 6の 2）。

2 　改正の内容

⑴　対象資産の追加
　対象資産である機械及び装置並びに建物附属
設備に、耐震装置が追加されました（中小企業
等経営強化法施行規則29）。

⑵　特別償却割合の引下げ
　令和 7年 4月 1日以後に取得等をした特定事
業継続力強化設備等の特別償却割合が、16％
（改正前：18％（令和 5 年 4 月 1 日前に取得等
をしたものについては、20％））に引き下げら
れました（措法11の 3 ①）。

⑶　認定期限の延長
　制度の適用の前提となる事業継続力強化計画
又は連携事業継続力強化計画の認定期限が、令
和 7年 3月31日まで 2年延長されました（措法
11の 3 ①）。

3 　適用関係

⑴　上記 2 ⑴の改正は、中小企業等経営強化法第
2条第 1項に規定する中小企業者が令和 5年 4
月 1日以後に受ける認定（変更の認定を含みま
す。以下同じです。）のうち同日以後に申請が
されるものに係る事業継続力強化計画又は連携
事業継続力強化計画に記載された事業継続力強
化設備等（機械及び装置並びに建物附属設備に
限ります。以下同じです。）について適用し、
同項に規定する中小企業者が、同日前に受けた
認定及び同日以後に受ける認定のうち同日前に
申請がされたものに係る事業継続力強化計画又
は連携事業継続力強化計画に記載された事業継
続力強化設備等については従前どおりとされて
います（改正中小企業等経営強化法施行規則附
則 5）。
⑵　上記 2 ⑵の改正は、令和 7年 4月 1日以後に
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取得等をする特定事業継続力強化設備等につい
て適用されます（措法11の 3 ①）。
（注）　上記 2 ⑵の改正にあわせて、令和 5 年 4 月

1 日前に取得等をした特定事業継続力強化設

備等の特別償却割合である「20％」が削除さ

れています。この改正は、個人が同日以後に

取得等をする特定事業継続力強化設備等につ

いて適用し、個人が同日前に取得等をした特

定事業継続力強化設備等については従前どお

りとされています（改正法附則29②）。

八　特定地域における工業用機械等の特別償却制度の改正

1 　改正前の制度の概要

　この制度は、次の⑴から⑶までの措置によって
構成されています（措法12）。

⑴　特定地域において工業用機械等を取得した場
合の特別償却
　青色申告書を提出する個人で次の表の認定事
業者に該当するものが、一定の期間内に、沖縄
振興特別措置法に規定する同表の特定地域の区
域内において同表の特定事業の用に供する設備
で一定の規模のものの新設又は増設をする場合
において、その新設又は増設に係る同表の工業
用機械等の取得又は製作若しくは建設をして、
これをその特定地域内においてその個人の特定
事業の用に供したときは、その特定事業の用に
供した年においてその工業用機械等の取得価額
の同表の特別償却割合相当額の特別償却（その
用に供した年分の必要経費に算入しなかった償
却不足額は翌年分への繰越しが可能）ができる
こととされています（措法12①③、11②）。
　この措置の対象となる認定事業者、特定地域、
特定事業、工業用機械等及び特別償却割合は、
次のとおりです。

認定
事業者

特定
地域

特定
事業

工業用
機械等

特別償
却割合

①

沖縄振興
特別措置
法第36条
に規定す
る認定事
業者

産業イ
ノベー
ション
促進地
域

製造業そ
の他一定
の事業

機械及び
装置、器
具及び備
品、建物
及びその
附属設備
並びに構
築物のう
ち、一定
のもの

34％
（建物
及びそ
の附属
設備並
びに構
築物に
ついて
は、20
％）

②

沖縄振興
特別措置
法第50条
第 1項に
規定する
認定事業
者

国際物
流拠点
産業集
積地域

製造業そ
の他一定
の事業

機械及び
装置並び
に一定の
建物及び
その附属
設備

50％
（建物
及びそ
の附属
設備に
ついて
は、25
％）

③

沖縄振興
特別措置
法第57条
第 1項に
規定する
認定事業
者

経済金
融活性
化特別
地区

認定経済
金融活性
化計画に
定められ
た特定経
済金融活
性化産業
に属する
事業

機械及び
装置、一
定の器具
及び備品
並びに建
物及びそ
の附属設
備

50％
（建物
及びそ
の附属
設備に
ついて
は、25
％）

（注 1）　上記の「一定の期間」は、産業イノベー

ション促進地域に係る措置（上記の表の①）

又は国際物流拠点産業集積地域に係る措置

（上記の表の②）についてはそれぞれ沖縄県

知事から主務大臣への産業イノベーション

促進計画又は国際物流拠点産業集積計画の

提出のあった日から令和 7 年 3 月31日まで

の期間と、経済金融活性化特別地区に係る

措置（上記の表の③）については経済金融
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活性化計画の認定の日から令和 7 年 3 月31

日までの期間とされています。なお、それ

ぞれの期間内に特定地域に該当しないこと

となった場合等には、それぞれの期間の初

日からその該当しないこととなった日まで

等の期間とされています（措法12①、措令

6の 3①各号）。
（注 2）　上記の「一定の規模の設備」とは、産業

イノベーション促進地域に係る措置及び国

際物流拠点産業集積地域に係る措置につい

ては一の生産等設備でこれを構成する有形

減価償却資産の取得価額の合計額が1,000万

円を超えるもの又は機械及び装置並びに器

具及び備品（国際物流拠点産業集積地域に

係る措置については、機械及び装置）で一

の生産等設備を構成するものの取得価額の

合計額が100万円を超えるものと、経済金融

活性化特別地区に係る措置については一の

生産等設備でこれを構成する有形減価償却

資産の取得価額の合計額が500万円を超える

もの又は機械及び装置並びに器具及び備品

で一の生産等設備を構成するものの取得価

額の合計額が50万円を超えるものとされて

います（措法12①、措令 6の 3②）。

⑵　沖縄の離島において旅館業用建物等を取得し
た場合の特別償却
　青色申告書を提出する個人が、令和 4年 4月
1日から令和 7年 3月31日までの間に、沖縄の
離島の地域内において旅館業の用に供する一定
の規模の設備の取得等をする場合において、そ
の取得等をした設備をその地域内においてその
個人の旅館業の用に供したときは、その用に供
した年においてその設備を構成する一定の建物
及びその附属設備（旅館業用建物等）の取得価
額の 8％相当額の特別償却ができることとされ
ています（措法12②、措令 6の 3⑧～⑫）。
（注）　上記の「取得等」とは、取得又は製作若し

くは建設をいい、建物及びその附属設備にあ

っては、増築、改築、修繕又は模様替といっ

た改修のための工事による取得又は建設を含

むこととされています（措法12②）。

⑶　特定地域において産業振興機械等を取得した
場合の割増償却
　青色申告書を提出する個人が、一定の期間内
に、次の表の特定地域内において同表の指定事
業の用に供する同表の設備の取得等をする場合
において、その取得等をしたその設備をその特
定地域内においてその個人の指定事業の用に供
したときは、その用に供した日以後 5年以内の
日の属する各年分において、その設備に係る産
業振興機械等（機械及び装置、建物及びその附
属設備並びに構築物をいい、所有権移転外リー
ス取引により取得したものを除きます。以下同
じです。）について、普通償却額の32％（建物
及びその附属設備並びに構築物については、48
％）相当額の割増償却（その年分の必要経費に
算入しなかった償却不足額は翌年分への繰越し
が可能）ができることとされています（旧措法
12④⑤）。
　この措置の対象となる特定地域、指定事業及
び設備は、次のとおりです。

特定地域 指定事業 設備

①

過疎地域の持続的
発展の支援に関す
る特別措置法の過
疎地域及びこれに
準ずる地域のう
ち、産業の振興の
ための取組が積極
的に促進される地
区

製造業等のう
ち、その特定
地域に係る特
定過疎地域持
続的発展市町
村計画に振興
すべき業種と
して定められ
た事業

特定地域内
において営
む指定事業
の用に供さ
れる設備で
一定の規模
のもの

②

半島振興法の半島
振興対策実施地域
として指定された
地区のうち、産業
の振興のための取
組が積極的に促進
される地区

製造業等のう
ち、その特定
地域に係る認
定半島産業振
興促進計画に
記載された事
業

特定地域内
において営
む指定事業
の用に供さ
れる設備で
一定の規模
のもの
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③

離島振興法の離島
振興対策実施地域
として指定された
地区のうち、産業
の振興のための取
組が積極的に推進
される地区

製造業等のう
ち、その特定
地域に係る産
業投資促進計
画に記載され
た事業

特定地域内
において営
む指定事業
の用に供さ
れる設備で
一定の規模
のもの

④

奄美群島振興開発
特別措置法の奄美
群島のうち、産業
の振興のための取
組が積極的に促進
される地区

製造業等のう
ち、その特定
地域に係る認
定奄美産業振
興促進計画に
記載された事
業

特定地域内
において営
む指定事業
の用に供さ
れる設備で
一定の規模
のもの

（注 1）　上記の「一定の期間」とは、過疎地域等

に係る措置（上記の表の①）については令

和 3 年 4 月 1 日から令和 6 年 3 月31日まで

の期間と、半島振興対策実施地域に係る措

置（上記の表の②）、離島振興対策実施地域

に係る措置（上記の表の③）及び奄美群島

に係る措置（上記の表の④）については平

成25年 4 月 1 日から令和 5 年 3 月31日まで

の期間とされています。なお、それぞれの

期間内にそれぞれの特定地域に該当しない

こととなった等の場合には、それぞれの期

間の初日からその該当しないこととなった

日まで等の期間とされています（旧措法12④、

旧措令 6の 3⑭）。
（注 2）　上記の「一定の規模のもの」とは、一の

設備を構成する有形減価償却資産の取得価

額の合計額が500万円以上である場合のその

一の設備とされています（旧措令 6 の 3 ⑲

㉑㉓㉕）。
（注 3）　上記の「取得等」とは、取得又は製作若

しくは建設をいい、建物及びその附属設備

にあっては、増築、改築、修繕又は模様替

といった改修のための工事による取得又は

建設を含むこととされています（措法12②）。

2 　改正の内容

　特定地域において産業振興機械等を取得した場
合の割増償却における半島振興対策実施地域に係

る措置（上記 1 ⑶の表の②）、離島振興対策実施
地域に係る措置（上記 1 ⑶の表の③）及び奄美群
島に係る措置（上記 1 ⑶の表の④）について、そ
れぞれ次の改正が行われました。

⑴　半島振興対策実施地域に係る措置
①　対象地区の見直し
　対象地区から過疎地域等に係る措置（上記
1 ⑶の表の①）の対象地区（過疎地域の持続
的発展の支援に関する特別措置法の過疎地域
及びこれに準ずる地域のうち、産業の振興の
ための取組が積極的に促進される地区）が除
外されました（措法12④表二）。
②　適用期限の延長
　措置の適用期限が令和 7年 3月31日まで 2
年延長されました（措法12④、措令 6の 3⑭
二）。

⑵　離島振興対策実施地域に係る措置
　上記 1 ⑶の表の③の地域に係る措置について、
次のとおり、離島振興法の離島振興計画に記載
された区域及び事業に係る措置に見直されまし
た（措法12④表三、措令 6の 3⑭三⑮三㉒㉓、
措規 5の13⑩）。
①　対象地区
　対象となる地区は、離島振興法第 2条第 1
項の規定により離島振興対策実施地域として
指定された地区のうち、特定離島振興計画に
記載された産業の振興を促進する区域内の地
区とされています（措法12④表三、措令 6の
3㉓）。
　特定離島振興計画とは、離島振興法第 4条
第 1項の離島振興計画（一定の事項が記載さ
れたものに限ります。）のうちその離島振興
計画につきその離島振興計画を定めた都道府
県が変更措置を執る必要がない旨の通知を受
けたものをいいます（措令 6の 3⑭三）。
　この措置の対象となる特定離島振興計画に
記載されるべき一定の事項とは、次の事項を
いいます（措令 6の 3⑭三、離島振興法 4②
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三・五・十二④一～三）。
イ　計画期間
ロ　その産業振興機械等に係る設備をその事
業の用に供した地区に係る次の事項
イ　農林水産業、商工業、情報通信産業等
の産業の振興及び資源開発を促進するた
めの漁港、林道、農地、電力施設等の整
備その他の必要な措置に関する事項
ロ　観光の開発に関する事項
ハ　産業の振興を促進する区域
ニ　上記ハの区域において振興すべき業種
ホ　上記ニの業種の振興を促進するために行
う事業の内容に関する事項
　変更措置を執る必要がない旨の通知とは、
離島振興法第 4条第14項の規定による通知を
いいます。主務大臣は、都道府県から提出さ
れた離島振興計画が離島振興基本方針に適合
していないと認めるときは、これを変更すべ
きことを求めることができ（離島振興法 4
⑬）、離島振興計画について変更すべきこと
を求める必要がないと認めるときは、その旨
をその都道府県に通知しなければならないこ
ととされています（離島振興法 4 ⑭）。この
措置の対象となる特定離島振興計画は、この
通知を受けた離島振興計画、すなわち、離島
振興基本方針に適合する離島振興計画に限ら
れています。
　また、上記の通知は、その離島振興計画が
離島振興法第 4条第15項において準用する同
条第11項の規定により主務大臣に提出があっ
たものである場合には、同条第15項において
準用する同条第14項の規定による通知とされ
ています。すなわち、離島振興計画につき変
更があった場合には、変更後の離島振興計画
について変更すべきことを求める必要がない
ものと主務大臣が認めるときの通知を受けた
場合のその変更後の離島振興計画がこの措置
の対象となります。
　なお、過疎地域等に係る措置（上記 1 ⑶の
表の①）の対象地区（過疎地域の持続的発展

の支援に関する特別措置法の過疎地域及びこ
れに準ずる地域のうち、産業の振興のための
取組が積極的に促進される地区）は、この措
置の対象地区から除外されています（措法12
④表三）。
②　対象期間
　対象となる期間は、その産業振興機械等に
係る設備をその事業の用に供した対象地区に
係る特定離島振興計画に記載された離島振興
法第 4条第 2項第 3号に掲げる計画期間の初
日又はその特定離島振興計画に係る変更措置
を執る必要がない旨の通知を受けた日のいず
れか遅い日から令和 7年 3月31日までの期間
とされています（措令 6の 3⑭三）。
　ただし、その計画期間の末日が令和 7年 3
月31日前である場合にはそのいずれか遅い日
からその計画期間の末日までの期間とし、同
月31日前に離島振興対策実施地域に該当しな
いこととなった地区についてはそのいずれか
遅い日からその該当しないこととなった日ま
での期間とされています（措令 6の 3⑭三）。
③　対象事業
　対象となる事業は、製造業、農林水産物等
販売業、旅館業及び情報サービス業等のうち、
その産業振興機械等に係る設備をその事業の
用に供した対象地区に係る特定離島振興計画
に振興すべき業種として定められた事業とさ
れています（措令 6の 3㉓）。
（注 1）　上記の「農林水産物等販売業」とは、

対象地区において生産されて農林水産物

又はこれを原料若しくは材料として製造、

加工若しくは調理をしたものを店舗にお

いて主にその対象地区以外の地域の者に

販売することを目的とする事業をいいま

す（措令 6の 3㉓）。
（注 2）　上記の「情報サービス業等」とは、次

の事業をいいます（措令 6 の 3 ⑲、措規

5の13⑨）。

イ　情報サービス業

ロ　有線放送業
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ハ　インターネット付随サービス業

ニ�　情報通信の技術を利用する方法によ

り行う次の業務で上記イからハまでの

事業に係るもの以外のもの及び当該業

務により得られた情報の整理又は分析

の業務に係る事業

イ�　商品、権利若しくは役務に関する

説明若しくは相談又は商品若しくは

権利の売買契約若しくは役務を有償

で提供する契約についての申込み、

申込みの受付若しくは締結若しくは

これらの契約の申込み若しくは締結

の勧誘の業務

ロ�　新商品の開発、販売計画の作成等

に必要な基礎資料を得るためにする

市場等に関する調査の業務

④　適用対象年分
　適用対象となる年分は、青色申告書を提出
する個人が、対象期間内に、対象地区内にお
いて対象事業の用に供する設備の取得等をす
る場合において、その取得等をした設備を対
象地区内においてその個人の対象事業の用に
供したときにおけるその用に供した日の属す
る年分とされています（措法12④）。
　「対象事業の用に供したとき」は、対象地
区の産業の振興に資する一定の場合に限るこ
ととされています（措法12④）。対象地区の
産業の振興に資する一定の場合とは、その個
人が対象地区において対象事業の用に供した
設備について、その対象地区内の都道府県が
定める特定離島振興計画に記載された振興の
対象となる事業その他の事項に適合する旨の
その対象地区内の市町村の長の確認がある場
合とされています（措令 6の 3⑮）。
⑤　書類の添付義務
　個人が、その取得等をした産業振興機械等
につきこの措置の適用を受ける場合には、そ
の産業振興機械等がその産業振興機械等に係
る設備をその事業の用に供した対象地区に係
る上記④の「振興の対象となる事業その他の

事項」に適合するものであることにつき、そ
の対象地区内の市町村の長が確認した旨を証
する書類をこの措置の適用を受ける最初の年
分の確定申告書に添付しなければならないこ
ととされています（措法12⑦、措令 6の 3㉖、
措規 5の13⑩）。

（注）　上記①～⑤以外の産業振興機械等の範囲や

割増償却限度額等については、見直し前と同

様です。

⑶　奄美群島に係る措置
①　対象地区の見直し
　対象地区から過疎地域等に係る措置（上記
1 ⑶の表の①）の対象地区（過疎地域の持続
的発展の支援に関する特別措置法の過疎地域
及びこれに準ずる地域のうち、産業の振興の
ための取組が積極的に促進される地区）が除
外されました（措法12④表四）。
②　適用期限の延長
　措置の適用期限が令和 6年 3月31日まで 1
年延長されました（措法12④、措令 6の 3⑭
四）。

3 　適用関係及び経過措置

　上記 2 ⑴①、⑵及び⑶①の改正は、個人が令和
5年 4月 1日以後に取得等をする産業振興機械等
について適用し、個人が同日前に取得等をした産
業振興機械等については従前どおりとされていま
す（改正法附則29③）。
　なお、改正前の離島振興対策実施地域として指
定された地区内の市町村の長が策定した産業投資
促進計画で令和 5年 4月 1日前にその計画期間が
開始したもの（以下「旧産業投資促進計画」とい
います。）については、同日から同年 6 月30日
（同日までに、その市町村を包括する都道府県が
定めた離島振興計画につきその都道府県が変更措
置を執る必要がない旨の通知を受けた場合には、
その通知を受けた日の前日）までの間は、その計
画期間の初日を上記 2 ⑵②のいずれか遅い日と、
その旧産業投資促進計画をその市町村を包括する

─�225�─

――租税特別措置法等（所得税関係）の改正――



都道府県が定めた特定離島振興計画と、その旧産
業投資促進計画に係る関係大臣が指定した地区を
上記 2 ⑵①の対象地区と、その指定した地区に係
る旧産業投資促進計画に記載された事業を上記 2

⑵③の対象事業と、それぞれみなして上記 2 ⑵の
見直し後の措置を適用することとされています
（改正措令附則 3③）。

九　医療用機器等の特別償却制度の改正

1 　改正前の制度の概要

⑴　医療用機器に係る措置
　青色申告書を提出する個人で医療保健業を営
むものが、昭和54年 4 月 1 日から令和 5年 3月
31日までの間に、高度な医療の提供に資する機
器又は先進的な機器（以下「医療用機器」とい
います。）の取得等をして、これをその個人の
営む医療保健業の用に供した場合には、その用
に供した年において、その医療用機器の取得価
額の12％相当額の特別償却（その用に供した年
分の必要経費に算入しなかった償却不足額は翌
年分への繰越しが可能）ができることとされて
います（旧措法12の 2 ①④、措法11②）。
（注）　上記の「医療用機器」とは、 1 台又は 1 基

（通常 1 組又は 1 式をもって取引の単位とされ

るものにあっては、 1 組又は 1 式）の取得価

額が500万円以上の医療用の機械及び装置並び

に器具及び備品のうち、次に掲げるものをい

います（措令 6の 4①②）。

①�　高度な医療の提供に資するものとして厚

生労働大臣が財務大臣と協議して指定する

もの（平21. 3 厚労告248）（医療法第30条の

14第 1 項に規定する構想区域等内の病院又

は診療所における効率的な活用を図る必要

があるものとして厚生労働大臣が財務大臣

と協議して指定するものにあっては、厚生

労働大臣が定める要件を満たすものに限り

ます。）

②�　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び

安全性の確保等に関する法律第 2 条第 5 項

に規定する高度管理医療機器、同条第 6 項

に規定する管理医療機器又は同条第 7 項に

規定する一般医療機器で、これらの規定に

より厚生労働大臣が指定した日の翌日から

2 年を経過していないもの（①に掲げるも

のを除きます。）

⑵　勤務時間短縮用設備等に係る措置
　青色申告書を提出する個人で医療保健業を営
むものが、平成31年 4 月 1 日から令和 5年 3月
31日までの間に、勤務時間短縮用設備等の取得
等をして、これをその個人の営む医療保健業の
用に供した場合には、その用に供した年におい
て、その勤務時間短縮用設備等の取得価額の15
％相当額の特別償却（その用に供した年分の必
要経費に算入しなかった償却不足額は翌年分へ
の繰越しが可能）ができることとされています
（旧措法12の 2 ②④、措法11②）。

⑶　構想適合病院用建物等に係る措置
　青色申告書を提出する個人で医療保健業を営
むものが、平成31年 4 月 1 日から令和 5年 3月
31日までの間に、構想適合病院用建物等の取得
等をして、これをその個人の営む医療保健業の
用に供した場合には、その用に供した年におい
て、その構想適合病院用建物等の取得価額の 8
％相当額の特別償却（その用に供した年分の必
要経費に算入しなかった償却不足額は翌年分へ
の繰越しが可能）ができることとされています
（旧措法12の 2 ③④、措法11②）。

2 　改正の内容

⑴　医療用機器に係る措置（上記 1⑴）の対象機
器の見直し（12機器）
　医療用機器のうち高度な医療の提供に資する
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機器について、次の見直しが行われました（平
21. 3 厚労告248）。
①　追加（ 2機器）
　対象機器に次の機器が追加されました。
　前立腺組織用水蒸気デリバリーシステム及
び体外衝撃波疼

とう

痛治療装置
②　除外（10機器）
　対象機器から次の機器が除外されました。
　ビデオ軟性尿管鏡、ビデオ軟性挿管用喉頭
鏡、ビデオ軟性上顎洞鏡、ビデオ軟性尿道鏡、
ビデオ軟性鼻腔

くう

鏡、ビデオ軟性副鼻腔
くう

鏡、ビ
デオ軟性鼻咽頭鏡、ビデオ軟性クルドスコー

プ、据置型アナログ式汎用Ｘ線透視診断装置
及び据置型アナログ式泌尿器・婦人科用Ｘ線
透視診断装置

⑵　適用期限の延長
　制度の適用期限が、令和 7年 3月31日まで 2
年延長されました（措法12の 2 ①～③）。

3 　適用関係

　上記 2 ⑴の改正は、令和 5年 4月 1日から適用
されています（令 5 . 3 厚労告166前文）。

十�　事業再編計画の認定を受けた場合の事業再編促進機械等の�
割増償却制度の改正

1 　改正前の制度の概要

　青色申告書を提出する個人で農業競争力強化支
援法に規定する認定事業再編事業者（同法の施行
の日（平成29年 8 月 1 日）から令和 5年 3月31日
までの間に認定を受けた個人に限ります。）であ
るものが、その認定に係る事業再編計画（変更の
認定があったときは、その変更後のもの。以下
「認定事業再編計画」といいます。）の実施期間内
において、事業再編促進機械等の取得等をして、
これをその個人の事業再編促進対象事業の用に供
した場合には、その事業再編促進対象事業の用に
供した日以後 5年以内の日の属する各年分におい
て、その事業再編促進機械等の普通償却額の40％
（建物及びその附属設備並びに構築物については、
45％）相当額の割増償却（その年分の必要経費に
算入しなかった償却不足額は翌年分への繰越しが
可能）ができることとされています（旧措法13①
②）。
（注）　上記の「事業再編計画」とは事業再編に関す

る計画をいい（農業競争力強化支援法18①）、「事

業再編」とは良質かつ低廉な農業資材の供給又

は農産物流通等の合理化に資することを目的と

して農業生産関連事業者が行う事業活動であっ

て、次のいずれにも該当するものをいいます（農

業競争力強化支援法 2 ⑤、農業競争力強化支援

法施行規則 1①）。

⑴　次の措置を行うものであること。

　①　合併

　②　分割

　③　農業生産関連事業の譲渡又は譲受け

　④　株式交換

　⑤　株式移転

　⑥　資産の譲渡又は譲受け

　⑦　出資の受入れ

　⑧�　他の会社の株式又は持分の取得（その取

得により当該他の会社が関係事業者となる

場合に限ります。）

　⑨�　関係事業者の株式又は持分の譲渡（その

譲渡によりその農業生産関連事業者の関係

事業者でなくなる場合に限ります。）

　⑩�　外国法人の株式若しくは持分又はこれら

に類似するものの取得（その取得によりそ

の外国法人が外国関係法人となる場合に限

ります。）

　⑪�　外国関係法人の株式若しくは持分又はこ

れらに類似するものの譲渡（その譲渡によ

りその農業生産関連事業者の外国関係法人
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でなくなる場合に限ります。）

　⑫�　会社又は外国法人の設立又は清算

　⑬�　有限責任事業組合（有限責任事業組合契

約に関する法律第 2 条に規定する有限責任

事業組合をいいます。）に対する出資

　⑭�　保有する施設の相当程度の撤去又は設備

の相当程度の廃棄

⑵�　上記⑴の措置に係る農業生産関連事業の全

部又は一部の方式の変更であって、農業資材

又は農産物に係る新たな生産若しくは販売の

方式の導入又は設備等（施設、設備、機器、

装置又は情報処理の促進に関する法律第 2 条

第 2 項に規定するプログラムをいいます。）そ

の他の経営資源の高度な利用により、農業資

材又は農産物の生産又は販売の効率化を図る

ものであること。

2 　改正の内容

⑴　対象となる認定事業再編計画の見直し
　対象となる認定事業再編計画が、その認定事
業再編計画に係る事業再編が上記 1（注）⑴の
措置のうち良質かつ低廉な農業資材の供給又は
農産物流通等の合理化に特に資するものとして
一定の措置を行うものである場合におけるその
認定事業再編計画に限定されました（措法13
①）。一定の措置とは、上記 1（注）⑴③⑥⑦
⑫⑬の措置をいいます（措規 5の15①）。

⑵　割増償却割合の引下げ
　割増償却割合が、35％（建物及びその附属設

備並びに構築物については、40％）（改正前：
40％（建物及びその附属設備並びに構築物につ
いては、45％））に引き下げられました（措法
13①）。

⑶　認定期限の延長
　制度の適用の前提となる事業再編計画の認定
期限が、令和 7年 3月31日まで 2年延長されま
した（措法13①）。

3 　適用関係

　上記 2 ⑴及び⑵の改正は、個人が取得又は製作
若しくは建設をする事業再編促進機械等で令和 5
年 4月 1日以後に受ける農業競争力強化支援法第
18条第 1 項の認定（以下「当初認定」といいま
す。）に係る同法第19条第 2 項に規定する認定事
業再編計画（経過認定事業再編計画を含みます。）
に記載されたものについて適用し、個人が取得又
は製作若しくは建設をした事業再編促進機械等で
同日前に受けた当初認定に係る同項に規定する認
定事業再編計画（経過認定事業再編計画を除きま
す。）に記載されたものについては従前どおりと
されています（改正法附則29④）。
（注）　経過認定事業再編計画とは、令和 5 年 4 月 1

日前に受けた当初認定に係る農業競争力強化支

援法第19条第 2 項に規定する認定事業再編計画

について同日以後に同条第 1 項の規定による変

更の認定があったときにおけるその変更後の認

定事業再編計画をいいます（改正法附則29④）。

十一　特定都市再生建築物の割増償却制度の改正

1 　改正前の制度の概要

　青色申告書を提出する個人が、昭和60年 4 月 1
日から令和 5年 3月31日までの間に、新築された
特定都市再生建築物の取得等をして、これをその
個人の事業（一定の貸付けを含みます。）の用に
供した場合には、その事業の用に供した日以後 5

年以内の日の属する各年分において、その特定都
市再生建築物について、その普通償却額に割増償
却割合を乗じて計算した金額の割増償却ができる
こととされています（旧措法14①）。
　特定都市再生建築物とは、次に掲げる地域内に
おいて、都市再生特別措置法の認定計画（国家戦
略特別区域法の区域計画を含みます。）に基づい
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て行われる都市再生事業（一定の要件を満たすも
のに限ります。）により整備される一定の建築物
に係る建物及びその附属設備をいい（措法14②、
旧措令 7 ②③、措規 6 ①）、割増償却割合は、そ
の建築物の整備される地域が次の地域のいずれに
該当するかに応じそれぞれ次のとおりとされてい
ます（旧措法14①）。
⑴　特定都市再生緊急整備地域��50％
⑵　都市再生緊急整備地域（上記⑴に該当する地
域を除きます。）��25％
（注）　上記の「一定の要件」とは、次の①及び②

又は①及び③に掲げる要件をいいます（措法

14②、旧措令 7②）。

①�　都市再生事業の施行される土地の区域（以

下「事業区域」といいます。）内に地上階数

が10階以上又は延べ面積が 7 万5,000㎡以上

（その事業区域が特定都市再生緊急整備地域

内にある場合には、 5 万㎡以上）の建築物

が整備されること。

②�　事業区域内に整備される公共施設の用に

供される土地の面積のその事業区域の面積

のうちに占める割合が30％以上であること。

③�　都市の居住者等の利便の増進に寄与する

施設の整備に要する費用の額が10億円以上

であること。

2 　改正の内容

⑴　民間都市再生事業計画の認定要件の見直し
　対象となる民間都市再生事業計画のうち特定
都市再生緊急整備地域以外の都市再生緊急整備
地域（上記 1⑵の地域）における民間都市再生
事業計画の認定要件について、次の見直しが行
われました。
①　その都市再生事業の施行される土地の区域
の面積要件が、0.5ha 以上（改正前：原則
1 ha 以上）に引き下げられました（都市再
生特別措置法施行令 7①）。
②　地域の魅力発信等に資する施設又は機能を
整備することとの要件が追加されました（「民
間都市再生事業計画制度の運用について（事

業認定ガイドライン）」 3）。具体的には、次
のいずれかの施設又は機能の整備を伴う民間
都市再生事業計画であることが求められるこ
とになります。
イ　地域の魅力発信に資するもの
ロ　地域の交流促進に資するイベントスペー
スや共用スペース等
ハ　多様な働き方の実現に資するシェアオフ
ィス等
ニ　その他地域整備方針の実現に特に資する
もの

⑵　特定都市再生建築物に係る要件の見直し
　特定都市再生緊急整備地域（上記 1 ⑴の地
域）内において整備される建築物に係る都市再
生事業の要件のうち、その都市再生事業の施行
される土地の区域内に整備される建築物の延べ
面積要件が、 7 万5,000㎡以上（改正前： 5 万
㎡以上）に引き上げられました（措令 7②一）。

⑶　適用期限の延長
　制度の適用期限が、令和 8年 3月31日まで 3
年延長されました（措法14①）。

3 　適用関係

⑴　上記 2 ⑴①の改正は、令和 5年 4月 1日から
施行されています（都市再生特別措置法施行令
の一部を改正する政令（令和 5年政令第98号）
附則）。
⑵　上記 2 ⑴②の改正は、令和 5年 4月 1日以降
に認定申請のあった民間都市再生事業計画につ
いて適用することとされています（「民間都市
再生事業計画制度の運用について（事業認定ガ
イドライン）」 4）。
⑶　上記 2 ⑵の改正は、個人が令和 5年 4月 1日
以後に取得等をする特定都市再生建築物につい
て適用し、個人が同日前に取得等をした特定都
市再生建築物については従前どおりとされてい
ます（改正措令附則 3④）。
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十二�　農業経営基盤強化準備金制度及び農用地等を取得した場合
の課税の特例の改正

1 　改正前の制度の概要

⑴　農業経営基盤強化準備金制度
　青色申告書を提出する個人で農業経営基盤強
化促進法に規定する農業経営改善計画等に係る
認定を受けたもの（認定農業者等）（同法第19
条第 1項に規定する地域計画の区域において農
業を担う者として一定のものに限ります。）が、
平成19年 4 月 1 日から令和 5年 3月31日までの
期間内の日の属する各年において、農業の担い
手に対する経営安定のための交付金の交付に関
する法律の交付金等の交付を受けた場合におい
て、認定計画等の定めるところに従って行う農
業経営基盤強化に要する費用の支出に備えるた
め、次の金額のうちいずれか少ない金額以下の
金額を農業経営基盤強化準備金として積み立て
たときは、その積み立てた金額は、その積立て
をした年分の事業所得の金額の計算上、必要経
費に算入することとされています（旧措法24の
2 ①）。
①　その交付金等の額のうちその認定計画等に
記載された農用地等の取得に充てるための金
額として証明がされた金額
②　その積立てをした年分の事業所得の金額と
して一定の計算をした金額
　この準備金は、その積立てをした年の翌年 1
月 1日から 5年を経過した場合又は特定の事由
に該当した場合には、取り崩して総収入金額に
算入することとされています（措法24の 2 ②～
④）。

⑵　農用地等を取得した場合の課税の特例
　上記⑴の農業経営基盤強化準備金の金額を有
する個人（農業経営基盤強化準備金の積立てが
できる個人を含みます。）が、各年において、
認定計画等の定めるところにより、農用地又は

特定農業用機械等（以下「農用地等」といいま
す。）の取得等をし、その農用地等を事業の用
に供した場合には、その農用地等につき、次に
掲げる金額のうちいずれか少ない金額以下の金
額に相当する金額として一定の計算をした金額
を、その年分の事業所得の金額の計算上必要経
費に算入することとされています（旧措法24の
3 ①）。
（注）　上記の「特定農業用機械等」とは、農業用

の機械及び装置、器具及び備品、一定の建物

及びその附属設備、構築物並びにソフトウエ

アをいいます（旧措法24の 3 ①）。

①　次に掲げる金額の合計額
イ　その年の前年から繰り越された農業経営
基盤強化準備金の金額（その年の前年の12
月31日までに上記⑴により総収入金額に算
入された金額がある場合には、その金額を
控除した金額）のうち、その年において総
収入金額に算入された、又は算入されるべ
きこととなった金額に相当する金額
ロ　その認定計画等に記載された農用地等の
取得に充てるための金額であって農業経営
基盤強化準備金として積み立てられなかっ
た金額として証明がされた金額

②　その年分の事業所得の金額として一定の計
算をした金額

2 　改正の内容

⑴　農業経営基盤強化準備金制度の改正
①　適用対象となる個人に関する改正
　農業経営基盤強化促進法等の一部を改正す
る法律（令和 4年法律第56号。以下「基盤強
化法等改正法」といいます。）による農業経
営基盤強化促進法等の改正に伴い、令和 4年
度税制改正において、本制度の適用対象とな
る個人は、認定農業者等のうち農業経営基盤
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強化促進法第19条第 1項に規定する地域計画
の区域において農業を担う者として財務省令
で定めるものとされ、その施行は基盤強化法
等改正法の施行の日とされました。今回、基
盤強化法等改正法の施行の日が令和 5年 4月
1日とされたことから（農業経営基盤強化促
進法等の一部を改正する法律の施行期日を定
める政令（令和 4 年政令第355号））、上記の
財務省令で定めるものが定められ、農業経営
基盤強化促進法第19条第 8項の規定による公
告（以下「公告」といいます。）があった同
条第 1項に規定する地域計画（これを変更し
た旨の公告があったときは、その変更後のも
の）に、農業経営基盤強化促進法施行規則第
17条の規定によりその氏名が記載されている
認定農業者等とされました（措規 9の 3①）。
②　適用期限の延長
　制度の適用期限が、令和 7年 3月31日まで
2年延長されました（措法24の 2 ①）。

⑵　農用地等を取得した場合の課税の特例の改正
　対象となる特定農業用機械等が一定の規模の
ものに限定されました（措法24の 3 ①）。一定
の規模のものは、機械及び装置並びに器具及び
備品にあっては、 1台又は 1基の取得価額が30
万円以上のものとし、建物及びその附属設備に
あっては、一の建物及びその附属設備の取得価
額の合計額が30万円以上のものとし、構築物に
あっては、一の構築物の取得価額が30万円以上

のものとし、ソフトウエアにあっては、一のソ
フトウエアの取得価額が30万円以上のものとさ
れています（措令16の 3 ②）。
（注 1）　通常一組又は一式をもって取引の単位と

される機械及び装置並びに器具及び備品に

あっては、一組又は一式の取得価額が30万

円以上のものとされています（措令16の 3

②）。
（注 2）　取得価額とは、所得税法施行令第126条第

1 項各号の規定により計算した取得価額を

いいます（措令16の 3 ②）。
（注 3）　この改正により、特定農業用機械等のう

ちその取得価額が30万円未満のものは、本

制度の適用を受けられなくなるほか、上記

1 ⑴の「農業経営基盤強化準備金制度」に

ついても、その取得に充てるための金額と

して積み立てた準備金を、必要経費に算入

することはできないことになります。

3 　適用関係

⑴　上記 2 ⑴①の改正は、令和 5年 4月 1日から
施行されています（改正措規附則 1）。
⑵　上記 2 ⑵の改正は、個人が令和 5年 4月 1日
以後に取得又は製作若しくは建設をする特定農
業用機械等について適用し、個人が同日前に取
得又は製作若しくは建設をした特定農業用機械
等については従前どおりとされています（改正
法附則30）。

十三　肉用牛の売却による農業所得の課税の特例の改正

1 　改正前の制度の概要

⑴　農業を営む個人が、昭和56年から令和 5年ま
での各年において、次の肉用牛を次の売却方法
により売却した場合において、その売却した肉
用牛が全て免税対象飼育牛（売却価額が100万
円未満（一定の交雑牛に該当する場合には80万
円未満、一定の乳牛に該当する場合には50万円

未満）である肉用牛に該当するもの等をいいま
す。）に該当するものであり、かつ、その売却
した肉用牛の頭数の合計が1,500頭以内である
ときは、その売却により生じた農業所得に対す
る所得税を免除することとされています（旧措
法25①）。
①　その飼育した肉用牛を次の市場において売
却した場合
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イ　家畜取引法に規定する家畜市場
ロ　中央卸売市場
ハ　家畜取引法の規定による届出に係る市場
ニ　地方卸売市場で食用肉の卸売取引のため
に定期に又は継続して開設されるもののう
ち、都道府県がその市場における食用肉の
卸売取引に係る業務の適正かつ健全な運営
を確保するため、その業務につき必要な規
制を行うものとして農林水産大臣の認定を
受けたもの
ホ　条例に基づき食用肉の卸売取引のために
定期に又は継続して開設される市場のうち、
その条例に基づき地方公共団体がその市場
における業務の適正かつ健全な運営を確保
するため、その開設及び業務につき必要な
規制を行うものとして農林水産大臣の認定
を受けたもの
ヘ　農業協同組合等により食用肉の卸売取引
のために定期に又は継続して開設される市
場のうち、その市場における取引価格が中
央卸売市場において形成される価格に準拠
して適正に形成されるものとして農林水産
大臣の認定を受けたもの

②　その飼育した生産後 1年未満の肉用牛を農

業協同組合又は農業協同組合連合会のうち一
定のものに委託して売却した場合

⑵　農業を営む個人が、昭和56年から令和 5年ま
での各年において、上記⑴①又は②の肉用牛を
上記⑴①又は②の売却方法により売却した場合
において、その売却した肉用牛のうちに免税対
象飼育牛に該当しないもの又は免税対象飼育牛
に該当する肉用牛の頭数の合計が1,500頭を超
える場合のその超える部分の免税対象飼育牛が
含まれているとき（その売却した肉用牛の全て
が免税対象飼育牛に該当しないものであるとき
を含みます。）は、次のいずれかの方法により
課税することとされています（措法25②）。
①　免税対象となった飼育牛については免税と
し、免税対象となった飼育牛以外のものにつ
いてはその売却価額の 5％課税を適用
②　免税対象飼育牛の売却による所得を含めて
通常の総合課税を適用

2 　改正の内容

　現下の厳しい畜産経営をとりまく状況を踏まえ、
制度の適用期限が令和 8年まで 3年延長されまし
た（措法25①）。

十四�　被災代替資産等の特別償却制度の改正（改正後：被災代替
船舶の特別償却制度）

1 　改正前の制度の概要

　個人が、平成23年 3 月11日から令和 5年 3月31
日までの間に、
⑴　東日本大震災に起因して事業の用に供するこ
とができなくなった建物（その附属設備を含み
ます。以下同じです。）、構築物、機械及び装置
又は船舶に代わるもので、その製作又は建設の
後事業の用に供されたことのないものの取得等
をして、これをその個人の事業の用に供した場
合
⑵　建物、構築物又は機械及び装置で、その製作

又は建設の後事業の用に供されたことのないも
のの取得等をして、これを被災区域及びその被
災区域である土地に付随して一体的に使用され
る土地の区域内においてその個人の事業の用に
供した場合
には、その事業の用に供した日の属する年におい
て、その取得価額の一定割合の特別償却（その年
分の必要経費に算入しなかった償却不足額は翌年
分への繰越しが可能）ができることとされていま
す（旧震災税特法11の 2 ①②、震災税特法10の 5
②）。
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被災代替資産等
特別償却割合

中小事業者以外
の個人の場合

中小事業
者の場合

建物又は構築物（増
築された建物又は構
築物のその増築部分
を含みます。）

10％ 12％

機械及び装置 20％ 24％

船舶 20％ 24％

2 　改正の内容

⑴　対象資産の見直し
　上記 1⑴の場合の措置の対象資産から、建物、
構築物並びに機械及び装置が除外されました
（旧震災税特法11の 2 ①表一・二、旧震災税特
令13の 2 ①②一～三）。
　また、上記 1 ⑵の場合の措置は、適用期限
（令和 5 年 3 月31日）の到来をもって廃止され
ました。

⑵　適用期限の延長
　制度の適用期限が令和 8年 3月31日まで 3年
延長されました（震災税特法11の 2 ①）。
　上記⑴及び⑵の改正により、この制度は、平成
23年 3 月11日から令和 8年 3月31日までの間に、
東日本大震災に起因して事業の用に供することが
できなくなった船舶に代わる一定の船舶（以下
「被災代替船舶」といいます。）でその製作の後事
業の用に供されたことのないものの取得又は被災
代替船舶の製作をして、これをその個人の事業の
用に供した場合には、その事業の用に供した日の
属する年において、その被災代替船舶の取得価額
の20％（その個人が、中小事業者である場合には、
24％）相当額の特別償却ができる制度となりまし
た。
（注）　上記の「一定の船舶」とは、その個人が有す

る漁船法第 2 条第 1 項に規定する漁船のうち同

法第10条第 1 項に規定する漁船原簿に登録され

ているもの（以下「船舶」といいます。）で東日

本大震災に起因してその個人の事業の用に供す

ることができなくなったもの（以下「被災船舶」

といいます。）のその用に供することができなく

なった時の直前の用途と同一の用途に供される

船舶をいいます。なお、その被災船舶に比して

著しく高額な船舶その他その被災船舶に比して

著しく仕様が異なる船舶は除かれます（震災税

特法11の 2 、震災税特令13の 2 ）。

　なお、対象となる被災代替船舶の範囲に変更は
ありません。

3 　適用関係

　上記 2 ⑴の改正は、令和 5年 4月 1日前に事業
の用に供した建物、構築物又は機械及び装置につ
いては従来どおり適用できることとされています
（改正法附則61）。
　なお、個人が、令和 5年 4月 1日から令和 7年
3月31日までの間に建物、構築物又は機械及び装
置を事業の用に供した場合には、その建物、構築
物又は機械及び装置については、従来どおり適用
できる措置が講じられています（改正法附則61、
改正震災税特令附則 2）。ただし、対象となる建
物、構築物又は機械及び装置は、やむを得ない事
情により令和 5年 3月31日までに事業の用に供す
ることができなかったことにつき証明がされたも
のとされています（改正法附則61）。この証明は、
公共工事の工期の延長その他やむを得ない事情に
より同日までにその建物、構築物又は機械及び装
置を事業の用に供することができなかったことに
つき内閣総理大臣又は復興局長が確認をした書類
を確定申告書に添付することにより行うこととさ
れています（改正震災税特規附則 2）。
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第四　その他の改正

一�　特定の基準所得金額の課税の特例（「極めて高い水準の�
所得に対する負担の適正化措置」）の創設

1 　制度創設の趣旨

　合計所得金額が 1億円を超えるような高所得者
層では、分離課税の仕組みにより、総合課税にお
ける高い累進税率よりも低い税率が適用される金
融所得等の全体に占める割合が高いこと等の要因
により、所得税負担率が低下する、いわゆる「一
億円の壁」と呼ばれる問題については、これまで
にも与党税制調査会や政府税制調査会等でも議論
が行われていたところです。令和 4年度の与党税
制改正大綱においても、「高所得者層において、
所得に占める金融所得等の割合が高いことにより、
所得税負担率が低下する状況がみられるため、こ
れを是正し、税負担の公平性を確保する観点から、
金融所得に対する課税のあり方について検討する
必要がある。その際、一般投資家が投資しやすい
環境を損なわないよう十分に配慮しつつ、諸外国
の制度や市場への影響も踏まえ、総合的な検討を
行う」こととされていたところです。

　2022年秋に開催された政府税制調査会において
は、「中期答申」の策定に向けて、税制全般にわ
たる幅広い議論を行われておりましたが、いわゆ
る「一億円の壁」の問題については、出席委員か
ら、高所得層の実態がどのようになっているのか
をしっかりと把握をした上で、今後、議論を進め
るためにも、より詳細なデータが必要ではないか
との意見が提示されたことを踏まえて、事務局か
らは高所得者の所得の全体の構成に関する客観的
なデータなどが総会で提示されました。こうした
高所得者層の実態等も踏まえ、いわゆる「一億円
の壁」の問題について議論が行われた中で、委員
からは、社会保険料も加味すると、かなりの高所
得者層の負担率の方が低所得者層よりも低い状況
にあり、所得税の負担構造として問題があること
や、譲渡所得は、長期間の価値上昇の効果が一時
に発生する面があり、その平準化効果も勘案する
必要がある、といった趣旨の意見などがあったと
ころです。
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　政府税制調査会において、このような議論があ
ったことや、現下の社会保険料も加味した所得税
の負担率をみると、所得が 1億円を超えたあたり
の所得層は負担率がそこまで大きく低下していな
い一方で、かなりの高所得者層の負担率の低下が
著しい状況にあるといった所得税負担率の状況等
を踏まえ、与党税制調査会において幅広い観点か
らの議論が進められた上で、令和 5年度税制改正
において、税負担の公平性を確保する観点から、
おおむね平均的な水準として30億円を超える高い
所得を対象として、最低限の負担を求める措置と

してこの「極めて高い水準の所得に対する負担の
適正化措置」が導入されました。

2 　制度の概要

　次のとおり、個人でその者のその年分の基準所
得金額が 3 億3,000万円を超えるものについては、
その超える部分の金額の100分の22.5に相当する
金額からその年分の基準所得税額を控除した金額
に相当する所得税を課することとされました（措
法41の19）。

（合計所得金額：円）

所得税負担率

（負担率）
（1.3万人）

【所得種類別の所得金額の内訳】

○ 1億円を超える高所得者層の所得種類別の内訳をみると、非上場株式等の譲渡所得等の割合は 27.4％と最大。
　次いで、土地建物の長期譲渡所得（21.3％）、上場株式等の譲渡所得等（14.4％）となっている。

657.5 万人
1.9 万人35％

30％

25％

20％

15％

10％

2.5％ 2.8％ 3.2％
4.3％

5.6％
7.1％

8.3％
9.9％

11.9％

14.4％

17.3％

21.3％

24.7％

27.1％ 26.7％

24.0％
21.4％ 20.9％

20.0％

17.1％

14.4％17.6％

19.6％

5％

0％

（備考）令和２年分の国税庁「申告所得税標本調査（税務統計から見た申告所得税の実態）」より作成。
（注１）所得金額があっても申告納税額のない者（例えば還付申告書を提出した者）は含まれていない。

また、源泉分離課税の所得や申告不要を選択した所得も含まれていない。
（注２）円グラフの「株式等の譲渡所得等」のうち「上場株式等」及び「非上場株式等」の内訳は、分離課税（株式譲渡所得、配当所得、先物取引所得）の所得

金額が1000万円超である者のうち合計所得金額１億円超のものの確定申告書データにおける比率を用いて、財務省において機械的に計算したもの。

総額：約 5.6 兆円
（合計所得 1億円超の納税者）

～250万 ～300万 ～400万 ～500万 ～600万 ～700万 ～800万 ～ 1千万 ～ 2千万 ～ 3千万 ～ 5千万 ～ 1億 ～ 2億 ～ 5億 ～10億 ～20億 ～50億 ～100億 100億～～1.2千万 ～1.5千万200万

上場株式等
の譲渡所得等

（約 0.8 兆円）

27.4％
非上場株式等の
譲渡所得等

（約 1.5 兆円）

その他の所得

（約 1.0 兆円）

19.3％
給与所得

（約 1.1 兆円）

21.3％
分離長期譲渡所得

（約 1.2 兆円）

（0.5万人）（0.1万人）（384人）（173人） （41人） （28人）

申告納税者の所得税負担率（令和 2年分）
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税負担の公平性の観点から、極めて高い水準の所得に対する負担の適正化のための措置を設ける。
（令和 7 年分以後の所得税について適用）

①　通常の所得税額
②　（合計所得金額※ － 特別控除額（3.3億円））×  22.5％

②が①を上回る場合に限り、
差額分を申告納税

※株式の譲渡所得のみならず、土地建物の譲渡所得や給与・事業所得、その他の各種所得を合算した金額。
※スタートアップ再投資やNISA関連の非課税所得は対象外であるほか、政策的な観点から設けられている
　特別控除後の金額。

22.5％

15％

（所得税負担率）

約30億円 （合計所得金額）特別控除額
（3.3億円）

【イメージ】

※令和 2 年分の申告データを用いて機械的に試算

追加負担が生ずる
平均的な所得水準

（384人）

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

（合計所得金額：円）
～250万

（負担率）
657.5 万人

（備考）令和 2年分の国税庁「申告所得税標本調査（税務統計から見た申告所得税の実態）」より作成。
（注 1）所得金額があっても申告納税額のない者（例えば還付申告書を提出した者）は含まれていない。

また、源泉分離課税の所得や申告不要を選択した所得も含まれていない。
（注 2）社会保険料負担率は、合計所得金額の各階層の社会保険料控除の合計額から 1人当たりの額を算出した上で、合計所得金額の各階層の中間値で割ることに

より計算。

～ 300万 ～ 400万 ～ 500万 ～ 600万 ～ 700万 ～ 800万 ～ 1千万 ～ 2千万 ～ 3千万～ 5千万 ～ 1億 ～ 2億 ～ 5億 ～ 10億 ～ 20億 ～ 50億 ～ 100億 100億～～ 1.2千万～ 1.5千万

18.7%

18.3% 18.2%
17.9%

19.0%
20.0%

20.4%
21.5%

24.3% 26.4%

27.8% 27.5%
28.7%

24.3% 21.5%

21.0%

20.0% 19.6%

17.2%

22.7%

20.7%

（1.3万人） （41人）（28人）（173人）（0.1万人）（0.5万人）

1.9 万人

200万

（参考）申告納税者の負担率（所得税＋社会保険料）（令和 2年分）
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3 　制度の具体的内容

⑴　適用要件及び税額の計算
　個人でその者のその年分の下記⑵の基準所得
金額が 3 億3,000万円を超えるものについては、
その超える部分の金額の22.5％相当額からその
年分の下記⑶の基準所得税額を控除した金額に
相当する所得税を課することとされました（措
法41の19①）。
（注 1）　上記の「 3 億3,000万円」の水準は、下記

の（注 2）で記載しているとおり、所得税

法の本則における考え方等を踏まえて、22.5

％とすることとした上で、所得階級別の負

担率の状況等や、譲渡所得は長期間の価値

上昇の効果が一時に発生する面があること

から、その平準化効果も勘案して設定した

ものです。具体的には、この 3 億3,000万円

の控除額の下では、譲渡所得のみを稼得す

る場合、約10億円を超えると追加的な負担

が生ずることになりますが、一方で、10億

円を下回る譲渡所得が長期間で平準化され

た場合には、現行の総合課税の下でも、15

％を下回る負担率にもなりうる可能性があ

るところであり、こうした点などを考慮し

たものです。
（注 2）　上記の「22.5％」の水準は、総合課税の対

象となる所得税の税率（所法89）の最高税

率（45％）の 2 分の 1 としたものです。こ

れは、所得税法において総合課税の対象と

される長期譲渡所得の金額については、そ

の 2 分の 1 を総所得金額として計算してい

る（所法22②二）こと（実質的な最高税率

22.5％）から、租税特別措置法における株式

譲渡所得等や土地・建物等の長期譲渡所得

に対する比例税率（15％）によりこれを下

回る部分について負担を求めること等を勘

案して設定したものです。

⑵　「基準所得金額」の意義
　本特例の課税標準となる「基準所得金額」は、

租税特別措置等の適用判定として用いるいわゆ
る合計所得金額（所得税法第 2条第 1項第30号
の合計所得金額）と異なり、㋑損失の繰越控除
を適用した後の金額で計算させること、㋺申告
不要制度（確定申告を要しない配当所得等の特
例（措法 8の 5①）及び確定申告を要しない上
場株式等の譲渡による所得の特例（措法37の11
の 5 ①））を適用しないで計算させること、㋩
土地等の特別控除の適用後の金額で計算させる
こととするため、次に掲げる各種所得の金額の
合計額とされています（措法41の19②）。
　この㋑及び㋩は制度の簡素化のため申告額を
そのまま計算に用いるため、㋺は最低限の負担
を求めるというこの制度の潜脱を防ぐためにこ
のようにしたものです。
　このため、預貯金の利子等確定申告されない
「いわゆる源泉分離課税」の対象となる所得を
含めないものとされています。
①　確定申告を要しない配当所得等の特例（措
法 8の 5①）の適用がないものとして計算し
た総所得金額、退職所得金額及び山林所得金
額の合計額（下記②から⑨までに掲げる金額
を除きます。）
②　確定申告を要しない配当所得等の特例の適
用がないものとして計算した上場株式等に係
る配当所得の金額（この上場株式等に係る配
当所得に係る申告分離課税の特例は納税者の
選択適用であるため（措法 8 の 4 ②）、この
特例の適用がある場合の金額としています。）
③　土地等に係る事業所得等の金額（この申告
分離課税制度は適用停止措置が講じられてい
る（措法28の 4 ⑥）ことから、この制度の適
用がある場合の金額としています。）
④　（土地建物等の）長期譲渡所得の金額（特
別控除に関する規定の適用がある場合には、
その規定による控除をした後の金額）
⑤　（土地建物等の）短期譲渡所得の金額（特
別控除に関する規定の適用がある場合には、
その規定による控除をした後の金額）
⑥　一般株式等に係る譲渡所得等の金額
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⑦　確定申告を要しない上場株式等の譲渡によ
る所得の特例（措法37の11の 5 ①）の適用が
ないものとして計算した上場株式等に係る譲
渡所得等の金額
⑧　一般株式等の譲渡に係る国内源泉所得の金
額及び上場株式等の譲渡に係る国内源泉所得
の金額
⑨　先物取引に係る雑所得等の金額
（注 1）　上記①から⑨までの金額は、NISA制度等

により所得税を課さないこととされている所

得を含まない金額となります。また、特定新

規中小企業者がその設立の際に発行した株式

の取得に要した金額の控除等の租税特別措置

法その他の所得税に関する法令によりこれら

の金額の計算上控除することされている金額

を控除した後の金額となります。
（注 2）　上記④及び⑤の「特別控除に関する規定」

とは次に掲げる規定をいいます（措法41の

19②四、措令26の28の 3 の 2 ①）。

イ�　租税特別措置法第33条の 4 第 1 項、第

34条第 1 項、第34条の 2 第 1 項、第34条

の 3 第 1 項、第35条第 1 項、第35条の 2

第 1項又は第35条の 3第 1項の規定

ロ�　小笠原諸島振興開発特別措置法第41条

第 1 項（同条第 3 項において準用する場

合を含みます。）の規定

ハ�　東日本大震災の被災者等に係る国税関

係法律の臨時特例に関する法律第11条の

5 第 1 項から第 3 項までの規定によりみ

なして適用する租税特別措置法第33条の

4 第 1 項、第34条第 1 項若しくは第34条

の 2 第 1 項の規定又は東日本大震災の被

災者等に係る国税関係法律の臨時特例に

関する法律第11条の 6 第 1 項の規定によ

りみなして適用する租税特別措置法第34

条の 2第 1項の規定

ニ�　沖縄の復帰に伴う国税関係法令の適用

の特別措置等に関する政令第34条の 2 第

1 項又は第34条の 3 第 1 項の規定により

みなして適用する租税特別措置法第33条

の 4第 1項の規定

ホ�　東日本大震災の被災者等に係る国税関

係法律の臨時特例に関する法律施行令第

13条の 3 第 4 項の規定によりみなして適

用する租税特別措置法第33条の 4 第 1 項

の規定

⑶　「基準所得税額」の意義
　本特例の対象となる税額の計算上控除する
「基準所得税額」は、非永住者以外の居住者、
非永住者又は非居住者の区分に応じそれぞれ次
に掲げる所得税の額（国税通則法第 2条第 4号
に規定する附帯税の額を除きます。）とされて
います（措法41の19③）。
①　非永住者以外の居住者にあっては、所得税
法第 7条第 1項第 1号に定める所得（全ての
所得）について、上記⑴の適用がないものと
して所得税の税額の計算に関する法令の規定
（所得税法第93条及び第95条の規定を除きま
す。②において同じです。）により計算した
所得税の額（「居住者の源泉分離課税に関す
る規定」により計算した所得税の額を除きま
す。②において同じです。）
（注）　上記の「居住者の源泉分離課税に関する

規定」とは租税特別措置法第 3 条第 1 項、

第 3 条の 3 第 1 項、第 8 条の 2 第 1 項、第

8 条の 3 第 1 項、第41条の 9 第 1 項、第41

条の10第 1 項及び第41条の12第 1 項の規定、

租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税

法及び地方税法の特例等に関する法律第 3

条の 2 第16項、第18項、第22項及び第24項

の規定並びに外国居住者等の所得に対する

相互主義による所得税等の非課税等に関す

る法律第 7 条第10項、第12項、第16項及び

第18項（同法第11条第 8 項、第 9 項、第11

項及び第12項並びに第15条第14項、第15項、

第17項及び第18項において準用する場合を

含みます。）の規定をいいます（措法41の19

③一、措令26の28の 3 の 2 ②、実特令 2 の

3 ③⑦⑭⑲、所得相互免除令 7 ⑥⑦⑨⑪、
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10③④、14④⑤）。

②　非永住者にあっては、所得税法第 7条第 1
項第 2号に定める所得（国内源泉所得及びこ
れ以外の所得で国内において支払われ、又は
国外から送金されたもの）について、上記⑴
の適用がないものとして所得税の税額の計算
に関する法令の規定により計算した所得税の
額
③　非居住者にあっては、所得税法第 7条第 1
項第 3号に定める所得について、上記⑴の適
用がないものとして所得税の税額の計算に関
する法令の規定（所得税法第165条の 5 の 3
及び第165条の 6の規定を除きます。）により
計算した所得税の額（「非居住者の源泉分離
課税に関する規定」により計算した所得税の
額を除きます。）
（注）　上記の「非居住者の源泉分離課税に関す

る規定」とは次に掲げる規定をいいます（措

法41の19③三、措令26の28の 3 の 2 ③）。

イ　所得税法第169条及び第170条の規定

ロ�　租税特別措置法第 3 条第 1 項、第 8 条

の 2 第 1 項、第41条の 9 第 1 項、第41条

の10第 1 項及び第41条の12第 1 項の規定
（注）　本特例により課される所得税は、「所得税に

関する法令の規定により計算した所得税の額」

に該当することから、復興財確法第10条の基

準所得税額となり、復興特別所得税の課税対

象となります。

　これとのバランスの観点から本特例の計算

上控除するこの「基準所得税額」についても、

復興特別所得税込みの金額とするための読替

規定が復興財確法に設けられています（復興

財確法33①）。

⑷　申告不要制度の不適用
　上記⑵の「基準所得金額」の計算上適用しな
いこととした申告不要制度について、上記⑴に
よる税額が発生する者の配当等については、そ
の適用を認めないこととされています。
　具体的には、確定申告の申告義務の判定対象、

申告書への記載事項となる課税標準から除外す
ることを定めた租税特別措置法第 8条の 5第 1
項及び第37条の11の 5 第 1 項並びに決定の際の
課税標準から除外することを定めた同法第 8条
の 5第 2項及び第37条の11の 5 第 2 項を適用し
ないこととされています（措法41の19④）。

⑸　本特例の適用がある場合の所得税の適用関係
①　外国税額控除等の適用
　外国税額控除及び分配時調整外国税相当額
控除については、租税特別措置法上の申告分
離課税制度の適用がある場合と同様に、これ
らの税額控除額の算定においても、本特例に
よる税額を勘案して行うこととされています
（措法41の19⑤一、復興所令 2の 2④⑦）。
②　特定上場株式等の配当等に係る配当所得の
扱い
　特定上場株式等の配当等に係る配当所得に
ついては、選択可能な総合課税（累進税率最
大45％）と申告分離課税・申告不要制度（比
例税率15％）で税率が異なるため、その年分
の所得税について修正申告書を提出する場合
又は更正若しくは決定を行う場合の課税標準
及び税額等の計算を行うときは、その配当所
得について既に申告している場合を除き、そ
の配当所得については申告分離課税制度の適
用があるものとして課税標準及び税額等の計
算を行うこととされています（措法41の19⑤
二・三）。
③　申請又は申告に関する特例等に係る事項の
政令への委任
　上記①及び②に掲げるもののほか、本特例
の適用がある場合に所得税法第 2編第 5章の
規定による申請又は申告に関する特例等の所
得税に関する法令の規定を適用するに当たり
必要な事項は、政令及び省令に委任されてい
ます（措法41の19⑤四、措令26の28の 3 の 2
⑥）。
　具体的には次のとおり定められています。
イ　年の中途で非居住者が居住者となった場
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合の税額の計算については、居住者期間と
非居住者期間のそれぞれについて計算した
所得金額の合計額につき上記⑵の「基準所
得金額」を計算することとし、その「基準
所得金額」を基礎として、上記⑴に準じて
所得税の額を計算することとされました
（措令26の28の 3 の 2 ⑤一）。
ロ　予定納税額の減額の承認の申請において、
その年の申告納税額見積額の算定に当たっ
ては、本特例における「基準所得金額の見
積額につき上記⑴に準じて計算した所得税
の額」についても算定の対象に加えること
とされています（措令26の28の 3 の 2 ④一）。
　なお、この場合の申告納税見積額の具体
的な計算方法については、「基準所得金額
の見積額（退職所得金額に係る部分を除き
ます。以下ロにおいて同じです。）につき
上記⑴に準じて計算した所得税の額」が算
定の対象とされます（措令26の28の 3 の 2
⑤二）。
　このため、予定納税減額承認申請書の記
載事項にも「基準所得金額の見積額」が追

加されています（措規19の11一）。
ハ　確定申告義務のある者についてその確定
申告書に記載すべき事項に上記⑵の「基準
所得金額」が追加されるとともに、記載す
べき所得税の額には「基準所得金額につき
この特例を適用して計算した所得税の額」
を含むものとされました（措令26の28の 3
の 2 ④二）。
ニ　純損失の繰戻しによる還付の請求（所法
140）及び相続人等の純損失の繰戻しによ
る還付の請求（所法141）における還付額
の算定においても、本特例による税額を勘
案して行うこととされました（措令26の28
の 3 の 2 ④三・四⑤三、復興所令13①）。
　このため、これらの還付についての還付
請求書の記載事項にも本特例による税額が
追加されています（措規19の11二）。

4 　適用関係

　上記 3の制度は、令和 7年分以後の所得税につ
いて適用することとされています（改正法附則
36）。

二　給付金等の非課税等の改正

1 　改正前の制度の概要

⑴　給付金の非課税等
①　簡素な給付措置（臨時福祉給付金）の非課
税
イ　平成27年度の予算における臨時福祉給付
金給付事業費補助金を財源とする簡素な給
付措置として給付される給付金（臨時福祉
給付金）の非課税
　住民基本台帳法に基づき住民基本台帳に
記録されている者（平成27年 1 月 1 日にお
いて住民基本台帳に記録されている者又は
同日以前に住民票の消除がされた者で同日
において国内に居所を有しており、かつ、
同日においていずれの市町村又は特別区の

住民基本台帳にも記録されていない者のう
ち、同日後に住民基本台帳に記録された者
に限ります。）のうち、平成27年度分の市
町村民税が課されていないもの又は市町村
（特別区を含みます。）の条例で定めるとこ
ろにより市町村民税を免除されたものであ
る者（市町村民税が課されている者の扶養
親族とされている者その他の一定の者を除
きます。）に対して平成27年度の予算にお
ける臨時福祉給付金給付事業費補助金を財
源として市町村又は特別区から給付される
給付金（臨時福祉給付金）については、所
得税を課さないこととされています（措法
41の 8 ①一イ、措規19の 2 ①～③）。
ロ　平成28年度の予算又は一般会計補正予算
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（第 2 号）における臨時福祉給付金給付事
業費補助金を財源とする簡素な給付措置と
して給付される給付金（臨時福祉給付金）
の非課税
　住民基本台帳法に基づき住民基本台帳に
記録されている者（平成28年 1 月 1 日にお
いて住民基本台帳に記録されている者又は
同日以前に住民票の消除がされた者で同日
において国内に居所を有しており、かつ、
同日においていずれの市町村又は特別区の
住民基本台帳にも記録されていない者のう
ち、同日後に住民基本台帳に記録された者
に限ります。）のうち、平成28年度分の市
町村民税が課されていないもの又は市町村
（特別区を含みます。）の条例で定めるとこ
ろにより市町村民税を免除されたものであ
る者（市町村民税が課されている者の扶養
親族とされている者その他の一定の者を除
きます。）に対して平成28年度の予算又は
一般会計補正予算（第 2号）における臨時
福祉給付金給付事業費補助金を財源として
市町村又は特別区から給付される給付金
（臨時福祉給付金）については、所得税を
課さないこととされています（措法41の 8
①一ロ、措規19の 2 ④～⑥）。

（注）　上記の「市町村民税」には、地方税法の

規定による特別区民税を含み、同法第328条

（同法第736条第 3 項において準用する場合

を含みます。）の規定によって課する所得割

を除きます（措法41の 8 ①一イ）。

②　子育て世帯臨時特例給付金の非課税
　児童手当法による児童手当の支給を受ける
者その他の一定の者に対して平成27年度の予
算における子育て世帯臨時特例給付金給付事
業費補助金を財源として市町村又は特別区か
ら給付される給付金（子育て世帯臨時特例給
付金）については、所得税を課さないことと
されています（措法41の 8 ①二、措規19の 2
⑦⑧）。
③　年金生活者等支援臨時福祉給付金の非課税

イ　平成27年度の一般会計補正予算（第 1
号）における年金生活者等支援臨時福祉給
付金給付事業費補助金を財源とする年金生
活者等支援臨時福祉給付金の非課税
　平成27年度における臨時福祉給付金の支
給対象者のうち、平成28年 3 月31日におい
て64歳以上である者に対して平成27年度の
一般会計補正予算（第 1号）における年金
生活者等支援臨時福祉給付金給付事業費補
助金を財源として市町村又は特別区から給
付される給付金（年金生活者等支援臨時福
祉給付金）については、所得税を課さない
こととされています（措法41の 8 ①三イ、
措規19の 2 ⑨）。
ロ　平成28年度の予算における年金生活者等
支援臨時福祉給付金給付事業費補助金を財
源とする年金生活者等支援臨時福祉給付金
の非課税
　平成28年度における臨時福祉給付金の支
給対象者のうち、国民年金法の障害基礎年
金又は遺族基礎年金を受けている者その他
の者（イの年金生活者等支援臨時福祉給付
金の支給を受ける者を除きます。）に対し
て平成28年度の予算における年金生活者等
支援臨時福祉給付金給付事業費補助金を財
源として市町村又は特別区から給付される
給付金（年金生活者等支援臨時福祉給付
金）については、所得税を課さないことと
されています（措法41の 8 ①三ロ、措規19
の 2 ⑩⑪）。

④　未婚の児童扶養手当受給者に対する臨時・
特別給付金の非課税
　児童扶養手当の支給を受ける者その他の一
定の者に対して令和元年度の予算における母
子家庭等対策費補助金を財源として都道府県、
市町村又は特別区から給付される給付金（未
婚の児童扶養手当受給者に対する臨時・特別
給付金）については、所得税を課さないこと
とされています（措法41の 8 ①四、措規19の
2 ⑫⑬）。
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⑤　特別定額給付金の非課税等
　新型コロナウイルス感染症及びそのまん延
防止のための措置の影響に鑑み、家計への支
援の観点から給付される給付金で、令和 2年
度の一般会計補正予算（第 1号）における特
別定額給付金給付事業費補助金を財源として
市町村又は特別区から給付されるもの（特別
定額給付金）については、所得税を課さない
こととされています（新型コロナ税特法 4①
一、新型コロナ税特規 2 ①一）。また、その
給付金の給付を受ける権利は、国税の滞納処
分（その例による処分を含みます。以下同じ
です。）により差し押さえることができない
こととされています（新型コロナ税特法 4②）。
⑥　住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付
金の非課税等
　新型コロナウイルス感染症及びそのまん延
防止のための措置の影響に鑑み、家計への支
援の観点から給付される給付金で、令和 3年
度の一般会計補正予算（第 1号）における子
育て世帯等臨時特別支援事業費補助金を財源
として市町村又は特別区から給付されるもの
（住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付
金）については、所得税を課さないこととさ
れています（新型コロナ税特法 4①一、新型
コロナ税特規 2 ①二）。また、その給付金の
給付を受ける権利は、国税の滞納処分により
差し押さえることができないこととされてい
ます（新型コロナ税特法 4②）。
⑦　新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立
支援金の非課税等
　新型コロナウイルス感染症及びそのまん延
防止のための措置の影響に鑑み、家計への支
援の観点から給付される給付金で、令和 3年
度の予算又は一般会計補正予算（第 1号）に
おける新型コロナウイルス感染症セーフティ
ネット強化交付金を財源として都道府県、市
町村又は特別区から給付されるもの（新型コ
ロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金）
については、所得税を課さないこととされて

います（新型コロナ税特法 4①一、新型コロ
ナ税特規 2 ①三）。また、その給付金の給付
を受ける権利は、国税の滞納処分により差し
押さえることができないこととされています
（新型コロナ税特法 4②）。
⑧　令和 2年度子育て世帯への臨時特別給付金
の非課税等
　新型コロナウイルス感染症及びそのまん延
防止のための措置による児童の属する世帯へ
の経済的な影響の緩和の観点から給付される
給付金で、児童手当法による児童手当の支給
を受ける者その他の一定の者に対して令和 2
年度の一般会計補正予算（第 1号）における
子育て世帯臨時特別給付金給付事業費補助金
を財源として市町村又は特別区から給付され
るもの（令和 2年度子育て世帯への臨時特別
給付金）については、所得税を課さないこと
とされています（新型コロナ税特法 4①二、
新型コロナ税特規 2 ②一③一）。また、その
給付金の給付を受ける権利は、国税の滞納処
分により差し押さえることができないことと
されています（新型コロナ税特法 4②）。
⑨　令和 3年度子育て世帯への臨時特別給付金
の非課税等
　新型コロナウイルス感染症及びそのまん延
防止のための措置による児童の属する世帯へ
の経済的な影響の緩和の観点から給付される
給付金で、次に掲げる者に対して令和 3年11
月26日の閣議決定「令和 3年度一般会計新型
コロナウイルス感染症対策予備費使用につい
て」に基づき使用される予備費又は令和 3年
度の一般会計補正予算（第 1号）における子
育て世帯等臨時特別支援事業費補助金を財源
として市町村又は特別区から給付されるもの
（子育て世帯への臨時特別給付）については、
所得税を課さないこととされています（新型
コロナ税特法 4①二、旧新型コロナ税特規 2
②二③二）。また、その給付金の給付を受け
る権利は、国税の滞納処分により差し押さえ
ることができないこととされています（新型

─�242�─

――租税特別措置法等（所得税関係）の改正――



コロナ税特法 4②）。
イ　令和 3年 9月分の児童手当法による児童
手当（以下「児童手当」といいます。）の
支給を受ける者（同法第 4条第 1項第 4号
に係るもの（以下「施設等受給者」といい
ます。）を除きます。以下「 9 月分受給
者」といいます。）又は同年10月分の児童
手当の支給を受ける者（同年 9月 1日から
同月30日までの間に生まれたその児童手当
の支給の対象となる児童（以下「令和 3年
10月分支給対象児童」といいます。）を有
する者に限るものとし、施設等受給者を除
きます。以下「10月分受給者」といいま
す。）（ 9月分受給者又は10月分受給者が次
に掲げる場合に該当する場合には、それぞ
れ次に定める者）
イ　給付決定日（この給付金の給付が決定
される日をいいます。以下同じです。）
以前に死亡した場合��その 9月分受給
者が支給を受ける令和 3年 9月分の児童
手当の支給の対象となった児童又は令和
3年10月分支給対象児童（以下「対象児
童」と総称します。）に係るその 9 月分
受給者又は10月分受給者が死亡した日の
属する月の翌月分の児童手当の支給を受
ける者その他これに準ずる者
ロ　その者からの暴力を理由に避難してい
る配偶者（その者と生計を一にしない者
であって、対象児童を監護し、かつ、対
象児童と生計を一にしている者に限りま
す。）を有する場合��その配偶者

ロ　令和 3年 9月分の児童手当の支給の対象
となった児童又は令和 3年10月分支給対象
児童であって、令和 3 年 9 月30日（以下
「基準日」といいます。）から給付決定日ま
での間において児童手当法第 4条第 1項第
4号に規定する中学校修了前の施設入所等
児童（以下「施設入所等児童」といいま
す。）であるものが委託されている同法第
3条第 3項第 1号に規定する小規模住居型

児童養育事業（以下「小規模住居型児童養
育事業」といいます。）を行う者若しくは
同号に規定する里親（以下「里親」といい
ます。）又は施設入所等児童が入所若しく
は入院をしている同法第 4条第 1項第 4号
に規定する障害児入所施設等（以下「障害
児入所施設等」といいます。）の設置者そ
の他これらに準ずる者
ハ　基準日において15歳に達する日以後の最
初の 3月31日を経過した者であって18歳に
達する日以後の最初の 3月31日までの間に
ある者（配偶者を有する者を除きます。以
下「中学校修了後対象児童」といいます。）
を養育する者（その児童手当法施行令第 3
条第 1項に規定する所得の額が同令第 1条
に規定する額（以下「所得制限額」といい
ます。）未満の者に限ります。以下「特定
養育者」といいます。）（特定養育者が次に
掲げる場合に該当する場合には、それぞれ
次に定める者）
イ　給付決定日以前に死亡した場合��そ
の特定養育者が死亡した日以後にその中
学校修了後対象児童を養育する者その他
これに準ずる者
ロ　その者からの暴力を理由に避難してい
る配偶者（その者と生計を一にしない者
であって、中学校修了後対象児童を監護
し、かつ、その中学校修了後対象児童と
生計を一にしている者に限ります。）を
有する場合��その配偶者

ニ　基準日から給付決定日までの間において
中学校修了後対象児童が委託されている小
規模住居型児童養育事業を行う者若しくは
里親又は中学校修了後対象児童が入所若し
くは入院をしている障害児入所施設等の設
置者その他これらに準ずる者
ホ　基準日の翌日から令和 4年 3月31日まで
の間に生まれた者（以下「乳児」といいま
す。）を監護し、かつ、乳児と生計を一に
している児童手当法第 3条第 2項に規定す
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る父又は母（乳児に係る未成年後見人があ
るときは、その未成年後見人とし、所得制
限額未満の者に限ります。以下「乳児養育
者」といいます。）（乳児養育者が次に掲げ
る場合に該当する場合には、それぞれ次に
定める者）
イ　給付決定日以前に死亡した場合��そ
の乳児養育者が死亡した日以後にその乳
児を養育する者その他これに準ずる者
ロ　その者からの暴力を理由に避難してい
る配偶者（その者と生計を一にしない者
であって、その乳児を監護し、かつ、こ
れと生計を一にしている者に限ります。）
を有する場合��その配偶者

ヘ　基準日の翌日から給付決定日までの間に
おいて乳児が委託されている小規模住居型
児童養育事業を行う者若しくは里親又は乳
児が入所若しくは入院をしている障害児入
所施設等の設置者その他これらに準ずる者

（参考）　子育て世帯への臨時特別給付の概要

　新型コロナウイルス感染症が長期化しそ

の影響が様々な人々に及ぶ中、子育て世帯

については、我が国の子供たちを力強く支

援し、その未来を拓く観点から、児童を養

育している者の年収が960万円以上の世帯を

除き、児童 1 人当たり10万円相当の給付が

されます。

（注 1）�　上記の「児童」とは、平成15年 4

月 2 日から令和 4 年 3 月31日までの

間に出生した児童（ 0 歳から高校 3

年生までの者）をいいます。

（注 2）�　上記の「960万円」は扶養親族等が

児童 2 人と年収103万円以下の配偶者

の場合の目安です。

（注 3）�　上記の給付は自治体が地域の実情

に応じて以下から選択し、実施します。

イ　先行給付金（ 5 万円）と追加給

付金（ 5万円）の組合せ

ロ　先行給付金（ 5 万円）とクーポ

ン給付（ 5万円相当）の組合せ

ハ　一括給付金（10万円）

⑵　貸付けについて受けた債務免除に係る経済的
利益の非課税措置
①　児童養護施設退所者等に対する自立支援資
金貸付事業による貸付けについて受けた債務
免除に係る経済的利益の非課税措置
　都道府県又は都道府県が適当と認める者が
児童養護施設退所者等に対して行う金銭の貸
付けであって児童養護施設退所者等の保護者
からの経済的支援が見込まれないことその他
の事情を勘案し、その者の自立を支援するこ
とを目的として行う一定のものについて、児
童養護施設退所者等（相続又は遺贈によりそ
の貸付けに係る債務を承継した者を含みま
す。）がその貸付けに係る債務の免除を受け
た場合には、その貸付けに係る債務の免除に
より受ける経済的な利益の価額については、
所得税を課さないこととされています（措法
41の 8 ②、旧措規19の 2 ⑭～⑯）。
（注）　上記の「児童養護施設退所者等」とは、

児童福祉法に規定する児童自立生活援助が

行われている者若しくはその実施を解除さ

れた者、同法の規定により小規模住居型児

童養育事業を行う者若しくは里親に委託を

されている者若しくはこれらの者への委託

の措置を解除された者又は同法の規定によ

り入所措置が採られて児童養護施設、児童

心理治療施設若しくは児童自立支援施設に

入所している者若しくはその入所措置を解

除された者をいいます（措法41の 8 ②、措

規19の 2 ⑮）。以下同じです。

　上記の貸付けは、平成27年度の一般会計補
正予算（第 1号）又は平成30年度の一般会計
補正予算（第 2号）における児童福祉事業対
策費等補助金を財源の一部として都道府県又
は都道府県が適当と認める者が行う金銭の貸
付けで次に掲げるものとされています。
イ　児童養護施設退所者等（児童養護施設へ
の入所措置を解除された者等に限ります。）
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が進学した後の生活費又はその居住の用に
供する賃貸住宅の家賃を援助するために行
う金銭（生活支援費・家賃支援費）の貸付
け
ロ　児童養護施設退所者等（児童養護施設へ
の入所措置を解除された者等に限ります。）
が就職した後のその居住の用に供する賃貸
住宅の家賃を援助するために行う金銭（家
賃支援費）の貸付け
ハ　児童養護施設退所者等の就職に資する免
許又は資格の取得に要する費用を援助する
ために行う金銭（資格取得支援費）の貸付
け

②　児童扶養手当受給者等に対するひとり親家
庭高等職業訓練促進資金貸付事業の住宅支援
資金貸付けについて受けた債務免除に係る経
済的利益の非課税措置
　都道府県若しくは指定都市（以下「都道府
県等」といいます。）又は都道府県等が適当
と認める者が、児童扶養手当法による児童扶
養手当の支給を受ける者又は児童扶養手当の
支給を受ける者に準ずる者（以下「児童扶養
手当受給者等」といいます。）で自立に向け
た一定の支援を受けているものに対して行う
金銭の貸付けであって、その者の自立を支援
することを目的として、その者の居住の用に
供する賃貸住宅の家賃を援助するために行う
ものとして一定のものにつき、その貸付けを
受けた者（相続又は遺贈によりその貸付けに
係る債務を承継した者を含みます。）が、そ
の貸付けに係る債務の免除を受けた場合には、
その免除により受ける経済的な利益の価額に
ついては、所得税を課さないこととされてい
ます（措法41の 8 ③、旧措規19の 2 ⑰～⑳）。
　上記の貸付けは、令和 3年度又は令和 4年
度の予算における母子家庭等対策費補助金を
財源の一部として都道府県若しくは指定都市
又は都道府県が適当と認める者が行う金銭の
貸付けで、児童扶養手当受給者等の自立を支
援することを目的として、その児童扶養手当

受給者等の居住の用に供する賃貸住宅の家賃
を援助するために行うものとされています。
③　緊急小口資金等の特例貸付事業による貸付
けについて受けた債務免除に係る経済的利益
の非課税措置
　都道府県社会福祉協議会が新型コロナウイ
ルス感染症及びそのまん延防止のための措置
の影響を受けた者に対してその者の生活費を
援助するために行う一定の金銭の貸付けにつ
き、その貸付けを受けた者（相続又は遺贈に
よりその貸付けに係る債務を承継した者を含
みます。）が、その貸付けに係る債務の免除
を受けた場合には、その免除により受ける経
済的な利益の価額については、所得税を課さ
ないこととされています（新型コロナ税特法
4③、新型コロナ税特規 2④⑤）。

2 　改正の内容等

⑴　令和 3年度子育て世帯への臨時特別給付金の
非課税等の改正（支援給付金に係る措置）
　令和 4年 2月 7日付で「令和 3年度子育て世
帯等臨時特別支援事業支給要領」の改正が行わ
れ、上記 1 ⑴⑨ロの基準日より後に本給付金の
受給者と離婚している等の理由により、先行給
付金等（上記 1 ⑴⑨（参考）（注 3）の先行給付
金、追加給付金、一括給付金又はクーポン給付
をいいます。以下同じです。）の支給対象とな
る児童を現に養育しているにもかかわらず先行
給付金等を受け取れなかった者を新たな支給対
象として「支援給付金」が措置されました。
　この支援給付金については、先行給付金等が
非課税とされていることを踏まえ、所得税を課
さないこととされました（新型コロナ税特規 2
②二トチ）。また、その給付金の給付を受ける
権利は、国税の滞納処分により差し押さえるこ
とができないこととなります（新型コロナ税特
法 4②）。
（注）　この改正は、令和 4 年12月28日に公布され

た新型コロナウイルス感染症等の影響に対応

するための国税関係法律の臨時特例に関する
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法律施行規則の一部を改正する省令（令和 4

年財務省令第58号。以下「改正新型コロナ税

特規」といいます。）により行われています。

　具体的には、次に掲げる者が対象に加えられ
ました（新型コロナ税特規 2②二トチ）。
①　上記 1 ⑴⑨イに掲げる者（ 9月分受給者又
は10月分受給者が上記 1 ⑴⑨イロに掲げる場
合に該当する場合における上記 1 ⑴⑨イロに
定める者を除きます。以下同じです。）の配
偶者であった者で上記 1 ⑴⑨イに掲げる者と
離婚したものその他これに準ずる者のうち、
上記 1 ⑴⑨イに掲げる者が有していた対象児
童に係る令和 4年 3月分の児童手当の支給を
受ける者（以下「 3 月分受給者」といいま
す。）又は同年 2 月分の児童手当の支給を受
ける者（ 3月分受給者を除きます。以下「 2
月分受給者」といいます。）（ 3月分受給者又
は 2月分受給者が次に掲げる場合に該当する
場合には、それぞれ次に定める者）
イ　給付決定日以前に死亡した場合��その
対象児童に係るその 3月分受給者又は 2月
分受給者が死亡した日の属する月の翌月分
の児童手当の支給を受ける者その他これに
準ずる者
ロ　その者からの暴力を理由に避難している
配偶者（その者と生計を一にしない者であ
って、その対象児童を監護し、かつ、これ
と生計を一にしている者に限ります。）を
有する場合��その配偶者

②　上記 1 ⑴⑨ハに掲げる者（特定養育者が上
記 1 ⑴⑨ハロに掲げる場合に該当する場合に
おける上記 1 ⑴⑨ハロに定める者を除きます。
以下同じです。）の配偶者であった者で上記
1 ⑴⑨ハに掲げる者と離婚したものその他こ
れに準ずる者のうち、令和 4年 2月28日（給
付金の申請が同日前にあった場合には、その
申請があった日）において、上記 1 ⑴⑨ハに
掲げる者が養育していた中学校修了後対象児
童を養育する者（所得制限額未満の者に限り
ます。以下「離婚後特定養育者」といいま

す。）（離婚後特定養育者が次に掲げる場合に
該当する場合には、それぞれ次に定める者）
イ　給付決定日以前に死亡した場合��その
離婚後特定養育者が死亡した日以後にその
中学校修了後対象児童を養育する者その他
これに準ずる者
ロ　その者からの暴力を理由に避難している
配偶者（その者と生計を一にしない者であ
って、その中学校修了後対象児童を監護し、
かつ、これと生計を一にしている者に限り
ます。）を有する場合��その配偶者

（注）　上記の「離婚したものその他これに準ずる

者」とは、離婚協議中で配偶者と別居してい

る場合で、客観的に事実を確認できる書類が

ある者等をいいます。
（参考）　支援給付金の概要

1 　支給対象者

　次に掲げる者であって、先行給付金等

の受給者の配偶者であった者のうち離婚

等をした者その他これらに準ずる者に対

して、別途、先行給付金及び追加給付金

又はクーポンを一括した形での給付金等

（以下「支援給付金」といいます。）が支

給されます。ただし、先行給付金等の受

給者からその給付に相当する額の金銭等

を受け取っていた場合及び対象児童のた

めにその受給者がその給付に相当する額

の金銭等を費消していた場合を除きます。

①　令和 3 年 9 月分の児童手当の受給者

でなかったが令和 4 年 3 月分の児童手

当の受給者になった者

②　令和 3 年 9 月30日において高校生等

を養育していなかったが、令和 4 年 2

月28日時点（令和 4 年 2 月28日までに

申請があった場合は申請時）において

高校生等を養育している者（所得制限

額未満の者に限ります。）

2　対象額

　対象児童 1 人につき先行給付金等を合

わせた10万円相当
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⑵　児童養護施設退所者等に対する自立支援資金
貸付事業による貸付けについて受けた債務免除
に係る経済的利益の非課税措置の改正（新型コ
ロナウイルス感染症の影響を受ける就職者に対
する生活支援金の貸付けに係る措置）
　上記 1 ⑵①の自立支援資金貸付事業において、
新型コロナウイルス感染症の影響を受ける就職
者（新型コロナウイルス感染症の影響による内
定取消や休業等により収入が減少し、経済的に
厳しい状況にある者をいいます。以下同じで
す。）に対する生活支援費の貸付け制度が措置
されました。
　上記の新型コロナウイルス感染症の影響を受
ける就職者に対する生活支援費の貸付けについ
ては、従前より生活支援費の貸付けが①保護者
等からの経済的な支援が見込まれない者であっ
て大学等に在学するもの（進学者）を対象とし
ており、その債務免除により受ける経済的な利
益の価額は非課税とされていることや、②生活
支援費の貸付けが上記のとおり経済的に厳しい
状況にある者を対象としていることを踏まえ、
その債務免除により受ける経済的な利益の価額
については、所得税を課さないこととされまし
た（措規19の 2 ⑭）。
　また、令和 2年度の一般会計補正予算（第 3
号）、令和 3 年度の一般会計補正予算（第 1
号）及び令和 4年度の一般会計補正予算（第 2
号）において児童福祉事業対策費等補助金が措
置されたことに伴い、引き続きこの補助金を財
源の一部として行う生活支援費、家賃支援費及
び資格取得支援費の貸付けについて受けた債務
免除により受ける経済的な利益の価額について
は、所得税を課さないこととされました（措規
19の 2 ⑭）。
（参考）　児童養護施設退所者等に対する自立支援

資金の貸付事業の概要

1 　貸付対象

⑴　生活支援費

　生活支援費の貸付けの対象となる者

は、次のとおりです。

①　児童養護施設、児童自立支援施設、

児童心理治療施設又は児童自立生活

援助事業（自立援助ホーム）（以下

「児童養護施設等」といいます。）を

退所した者又は里親若しくは小規模

住居型児童養育事業（ファミリーホ

ーム）（以下「里親等」といいます。）

の委託を解除された者のうち、保護

者等からの経済的な支援が見込まれ

ない者であって、学校教育法第83条

に規定する大学、同法第115条に規定

する高等専門学校及び同法第124条に

規定する専修学校等（以下「大学等」

といいます。）に在学する者（以下

「進学者」といいます。）

②　就職者のうち、新型コロナウイル

ス感染症の影響による内定取消や休

業等により収入が減少し、経済的に

厳しい状況にある者（以下「新型コ

ロナウイルス感染症の影響を受ける

就職者」といいます。）

⑵　家賃支援費

　家賃支援費の貸付けの対象となる者

は、次のとおりです。

①　進学者

②　児童養護施設等を退所した者又は

里親等の委託を解除された者のうち、

保護者等からの経済的な支援が見込

まれない者で、就職している者（以

下「就職者」といいます。）

⑶　資格取得支援費

　児童養護施設等に入所中若しくは里

親等に委託中の者又は児童養護施設等

を退所した者若しくは里親等の委託を

解除された者であって、就職に必要と

なる資格の取得を希望する者（以下「資

格取得希望者」といいます。）

2　貸付期間及び貸付額

⑴　生活支援費

　生活支援費の貸付期間及び貸付額は、
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次のとおりです。

①　進学者

貸付期間：大学等に在学する期間

貸 付 額：月額50,000円（進学者のう

ち、新型コロナウイルス感染症の

影響によるアルバイト休業等によ

り収入が減少し、経済的に厳しい

状況にある者は、大学等に在学す

る期間のうち12か月間について、

貸付額を月額80,000円）

（注）�　上記に加え、医療機関を定期

的に受診する場合、貸付期間の

うち 2 年間までは医療費などの

実費相当額を貸付額に追加する

ことができることとされていま

す。

②　新型コロナウイルス感染症の影響

を受ける就職者

貸付期間：12か月間

貸 付 額：月額80,000円

⑵　家賃支援費

　家賃支援費の貸付期間及び貸付額は、

次のとおりです。

①　進学者

貸付期間：大学等に在学する期間

貸 付 額： 1 月あたりの家賃相当額

（管理費及び共益費を含みます。）

とし、居住する地域における生活

保護制度上の住宅扶助額を限度と

されています。

②　就職者

貸�付期間：退所又は委託解除後から

2 年を限度として就労している期

間（ただし、新型コロナウイルス

感染症の影響を受ける就職者は、

退所又は委託解除後から求職期間

を含む 3 年を限度として就労して

いる期間）

貸 付 額： 1 月あたりの家賃相当額

（管理費及び共益費を含みます。）

とし、居住する地域における生活

保護制度上の住宅扶助額を限度と

されています。

⑶　資格取得支援費

　貸付額は資格取得に要する費用の実

費とし、250,000円を上限とされています。

2　返還の債務の当然免除

⑴　進学者

①　大学等を卒業した日から 1 年以内

に就職し、かつ、 5 年間引き続き就

業を継続したとき

②　上記①に定める就業期間中に、業

務上の事由により死亡し、又は業務

に起因する心身の故障のために就業

を継続することができなくなったと

き

⑵　就職者

①　就職した日から 5 年間引き続き就

業を継続したとき

②　上記①に定める就業期間中に、業

務上の事由により死亡し、又は業務

に起因する心身の故障のために就業

を継続することができなくなったと

き

⑶　資格取得希望者

①　就職した日から 2 年間（大学等へ

進学した後に資格取得支援費の貸付

けを受けた場合には、大学等を卒業

した日から 1 年以内に就職し、かつ

2 年間）引き続き就業を継続したと

き

②　上記①に定める就業期間中に、業

務上の事由により死亡し、又は業務

に起因する心身の故障のために就業

を継続することができなくなったと

き
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⑶　児童扶養手当受給者等に対するひとり親家庭
高等職業訓練促進資金貸付事業の住宅支援資金
貸付けについて受けた債務免除に係る経済的利
益の非課税措置の改正
　上記 1 ⑵②のひとり親家庭高等職業訓練促進
資金貸付事業の住宅支援資金貸付けについて、
令和 5年度の予算において母子家庭等対策費補
助金が措置されたことに伴い、引き続きこの補
助金を財源の一部として行う住宅支援資金貸付
けについて受けた債務免除により受ける経済的
な利益の価額については、所得税を課さないこ
ととされました（措規19の 2 ⑲）。

3 　適用関係

⑴　上記 2 ⑴の改正は、令和 3年分以後の所得税
について適用し、令和 2年分以前の所得税につ
いては従前どおりとされています（改正新型コ

ロナ税特規附則②）。
　なお、令和 4年12月28日前に令和 3年分又は
令和 4年分の所得税につき確定申告書を提出し
た者及び同日前に令和 3年分又は令和 4年分の
所得税につき決定を受けた者は、その確定申告
書に記載された事項又はその決定に係る事項
（これらの事項につき同日前に修正申告書の提
出又は更正があった場合には、その申告又は更
正後の事項）につき本特例の適用により異動を
生ずることとなったときは、その異動を生ずる
こととなった事項について、同日から起算して
5年以内に、税務署長に対し、更正の請求をす
ることができることとされています（改正新型
コロナ税特規附則③）。
⑵　上記 2 ⑵及び⑶の改正は、令和 5年 4月 1日
から施行されています（改正措規附則 1）。
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